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はじめに 
 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロジェクト

ごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される分科会を研究評価委員会によっ

て設置し、同分科会にて被評価対象プロジェクトの研究評価を行い、評価報告書案を策定の

上、研究評価委員会において確定している。 
 
本書は、「環境調和型製鉄プロセス技術開発（STEP2）」の中間評価報告書であり、ＮＥ

ＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３１条に基づき、研究評価委員会において設置された「環

境調和型製鉄プロセス技術開発（STEP2）」（中間評価）分科会において評価報告書案を策

定し、第４６回研究評価委員会（平成２８年１月２７日）に諮り、確定されたものである。 
 
 
 

平成２８年１月 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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審議経過 
 
● 分科会（平成２７年１１月１６日） 

公開セッション 
１．開会、資料の確認 
２．分科会の設置について 
３．分科会の公開について 
４．評価の実施方法 
５．プロジェクトの概要説明 

非公開セッション 
６．プロジェクトの詳細説明 
７．全体を通しての質疑 

公開セッション 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定、その他 
１０．閉会 

 
● 現地調査会（平成２７年８月２５日） 

新日鐵住金株式会社 君津製鉄所（千葉県君津市） 
 
● 第４６回研究評価委員会（平成２８年１月２７日） 
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評価概要 
 
１． 総合評価 
本事業は、環境安心イノベーションプログラム及びエネルギーイノベーションプログラム

として、官民一体となって推進すべき重点研究開発内容である。NEDO プロジェクトマネ

ジメントもオールジャパン体制を敷き有機的に連携して推進されている。製鉄業において、

現状レベルから大幅な CO2 排出削減を実現しつつ、国際競争力を維持することのできる革

新的製鉄技術に必要となる要素技術に対して、世界トップレベルの顕著な成果が得られてい

る。中間目標は達成されており、最終目標も十分達成できる見込みが得られている。特に、

試験高炉設備が完成し、世界最高レベルの技術の試験確認とそれを立証するデータが取得で

きる状態に遅延なく到達したことは高く評価できる。また、実用化へ向けた具体的な課題も

しっかり抽出されており、次のステップへ進む準備も整っている。更に、中間評価時点で一

部ではあるが実用に供せられた技術があることは高く評価できる。 
一方、プロジェクト構想時点と比べて、世界の鉄鋼業を取り巻く環境は大きく変化してい

る。特に、スクラップの増加と鉄鋼需要量の飽和傾向により、鉄鉱石の還元溶融に特化した

大規模な高炉数が、国内外において今後数十年にわたって維持されるかは不透明である。ま

た、本プロジェクトの範囲外ではあるが CCS による CO2地下貯留処理も、社会的受容性の

観点から社会実装において幾多の困難が予想される。このような現状を踏まえ、国際的な情

報開示などを通して、国際協調を怠らないように努力して欲しい。 
CO2排出削減型の高炉技術として、世界最高レベルの研究実績を有していると評価できる

ので、現在保有しているオールジャパンベースの試験高炉、シミュレーション技術、人材を

幅広に展開した、世界の次世代高炉研究拠点として展開する施策も立案し検討すべきと思わ

れる。 
 
２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 
鉄鋼業は、CO2排出量が多い産業の一つであり、我が国における産業活動に伴う排出 CO2

の 10％強の発生源となっている。日本の鉄鋼業の今後の展開のために、鉄鋼生産に伴う CO2

排出を 30％削減することを目標とする新技術開発は、官民一体となって推進すべき事業で

ある。しかし、CO2の排出削減には新規設備の設置が必要となるだけではなく、現時点での

経済合理性判断条件下では、CO2 削減技術導入はコスト増加を招くこととなる。そのため、

製鉄会社の収益を直接改善する効果が乏しく、民間企業単独での技術開発は困難であるが、

目的の公共性は高く、NEDO 事業として国家予算を投入して実施していることは妥当であ

る。 
 すでに、エネルギー価格の変動に伴う製銑法一般に対し、本プロセスが優位か否かにつ

いては評価されているが、いくつかのシナリオで検討をさらに進めることも重要かと思われ

る。現在の世界鉄鋼業界の動向は、中国の経済減速等の影響を受けており、また、シェール
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ガス生産の商業化が実現し、製鉄用原料価格が直近 1、2 年で激変している。このようなエ

ネルギー需給動向、市場動向に鑑み、世界各国の環境分野における政策動向、内外の技術動

向が不確定な要素を多く含むようになってきている。このような動向を深く斟酌し、国際競

争力の状況も考慮しつつ、国際貢献の可能性のあり方を常に念頭に置いた技術開発を行って

頂きたい。 
 
２．２ 研究開発マネジメントについて 
地球温暖化防止対策に関する内外の動向を踏まえて、実現しなければならない戦略的な数

値目標、目標達成に向けてのマイルストーンを確実に設定している。目標達成のためのスケ

ジュール、研究開発費の配分も適切と考えられる。特に、サブグループ(SG)6 の試験高炉に

よるプロセス評価技術開発において、試験高炉設備の計画・設計・建設工事の工程が大きな

トラブル・遅延がなく遂行されていることは、研究開発マネジメントの成果として高く評価

できる。また、情勢の変化、研究成果を反映して、以前の段階で予定されていた項目をより

適切な項目に変更しているなど、計画の見直しも適切に行われている。 
日本の高炉メーカー全てが集まって、各研究項目を担当するビッグプロジェクトに対して、

プロジェクトリーダーの適切なリーダーシップの下、緊密な協同体制を敷いて実行されてい

る点も大いに評価できる。知的財産等に関する戦略は、特許権は共有するなどの知財合意書

を策定しており、権利化すべき技術とノウハウとの判定はサブグループリーダーが決定する

などの詳細についてもプロジェクト参加会社が合意するなど、ノウハウ管理も適切に行って

おり、妥当である。 
鉄鋼業を取り巻く世界経済の動向は直近 1、2 年極めて流動的であり、研究開発に対する

戦略構築がより重要となっている。開発予算が膨大な本件については、必要に応じて技術検

討委員会、企画運営会議等で今後も随時方向修正を図ることが望まれる。また、製鉄所内の

排熱回収技術に関しては、対象とする製鉄所によってロケーションが異なるが、オールジャ

パン体制の利点を生かして、国内の製鉄所の排熱回収能力を把握しておくことや、各社社内

の関係部署への理解促進を進めておくマネジメントも、実用化の上で重要になると思われる。 
 
２．３ 研究開発成果について 
設定された中間目標はほぼ達成されており、十分な成果が得られている。特に、水素還元

を導入した高炉技術やCO2回収技術は世界最高水準の成果が得られており高く評価できる。

また、CO2回収技術は単独でも他分野において実用化されており、成果の波及効果として評

価できる。個々の開発に関する知財戦略も十分検討されている。さらに今回、本技術開発研

究のために新設した容量 12m3の試験高炉は、間違いなく世界最高試験設備であり、これか

らの 2 年間で計画されている、送風操作による高炉インプットカーボン削減効果がシミュレ

ーションと高精度で一致するかの検証実験の結果が大いに期待される。また、研究開発項目

毎に最終目標に対する具体的なマイルストーンが設定されており、全体プロセス評価・検討

会議で逐次チェックする体制により、最終目標達成の可能性が高い。成果の普及として、一

般を含めて適切な情報発信がなされている。本プロジェクトでは、成果を実用化する開発主
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体が成果を活用するユーザーにもなるため、実用化戦略の共有に問題はない。 

後半 2 年間で推進される試験高炉によるプロセス評価は、「本技術開発の成否」を決める

最も重要な技術開発内容である。従って、試験高炉の操業諸元設定の考え方を明示して、今

後とも関係者の意見に謙虚かつ柔軟に対応されることを期待する。また、プロジェクト開始

時点に比べ、各国の鉄鋼業における CO2 削減技術開発進捗状況は、中国経済減速等の影響

を大きく受けているが、製鉄プロセスからの CO2 排出削減を避けては、近い将来の地球規

模の温暖化防止政策に大きな障害をもたらすことをアピールするためにも、論文等の海外に

向けての発表を積極的に行うように努力して欲しい。 
 
２．４ 成果の実用化に向けた取り組み及び見通しについて 
高炉設計においては、シミュレーターを効果的に併用しつつスケールアップのためのステ

ップを進める方針であり、今後順調に進捗するものと期待でき、実用化の見通しは十分にあ

ると判断できる。また、高炉法に基づく新製鉄プロセスの実用化へのロードマップはしっか

り策定されている。さらに、CO2回収などの個別技術はすでに社会実装されており、成果の

実用化という点で高く評価できる。この高炉からの CO2 排出削減という実質的な効果に加

えて、鉄鋼業の技術革新、低環境負荷技術を担える人材の育成への寄与など波及効果は非常

に大きいと考えられる。 
一方、実用化への最大の技術的課題は、スケールアップの定量的な扱いをシミュレーショ

ンのパラメーターとして合理的に取り込めるかにあると思われ、後半 2 年間の進展が重要で

ある。加えて、各パラメーターの感度解析を行って、送風操作などのロバスト性を検証して

おくことが望まれる。 
本件の技術開発期間は、Phase I – II を通して最終年度は 2030 年である。

Post-COURSE50 で目標としている、日本中の全商業生産高炉操業にこの技術を適用するこ

とが実現するかどうかは、今後の世界経済の動向次第である。従って、この期間に開発され

た世界に誇る技術は積極的に他分野へも普及活動を行って欲しい。また、SG ごとの技術の

到達度や実用化への距離感はさまざまであり、それらをパッケージ化して Phase II に引き

継ぐことだけを実用化と定義する必要はない。SG3、4、5 などでの成果は実用化に近く、

既存の高炉あるいは製鉄プロセス以外にも適用可能な技術として積極的に展開すべきであ

り、2030 年を待たずとも一部実用化済みになるよう、推進されることを期待する。 
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研究評価委員会コメント 
 
第４６回研究評価委員会（平成２８年１月２７日開催）に諮り、以下のコメントを評価報

告書へ附記することで確定した。 
 

● 国として非常に重要なプロジェクトであり、知財も含めた戦略を明確にし、その上

でビジネスモデルをさらに検討すべきである。環境調和型であるという点のアピー

ルも行って、次のステップに進めて頂きたい。 
 

 
 

 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 1 章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠の下の箇条

書きは、評価委員の主な指摘事項を、参考として掲載したものである。 
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１．総合評価 
本事業は、環境安心イノベーションプログラム及びエネルギーイノベーションプログラ

ムとして、官民一体となって推進すべき重点研究開発内容である。NEDO プロジェクト

マネジメントもオールジャパン体制を敷き有機的に連携して推進されている。製鉄業にお

いて、現状レベルから大幅な CO2排出削減を実現しつつ、国際競争力を維持することの

できる革新的製鉄技術に必要となる要素技術に対して、世界トップレベルの顕著な成果が

得られている。中間目標は達成されており、最終目標も十分達成できる見込みが得られて

いる。特に、試験高炉設備が完成し、世界最高レベルの技術の試験確認とそれを立証する

データが取得できる状態に遅延なく到達したことは高く評価できる。また、実用化へ向け

た具体的な課題もしっかり抽出されており、次のステップへ進む準備も整っている。更に、

中間評価時点で一部ではあるが実用に供せられた技術があることは高く評価できる。 
一方、プロジェクト構想時点と比べて、世界の鉄鋼業を取り巻く環境は大きく変化して

いる。特に、スクラップの増加と鉄鋼需要量の飽和傾向により、鉄鉱石の還元溶融に特化

した大規模な高炉数が、国内外において今後数十年にわたって維持されるかは不透明であ

る。また、本プロジェクトの範囲外ではあるが CCS による CO2地下貯留処理も、社会的

受容性の観点から社会実装において幾多の困難が予想される。このような現状を踏まえ、

国際的な情報開示などを通して、国際協調を怠らないように努力して欲しい。 
CO2排出削減型の高炉技術として、世界最高レベルの研究実績を有していると評価で

きるので、現在保有しているオールジャパンベースの試験高炉、シミュレーション技術、

人材を幅広に展開した、世界の次世代高炉研究拠点として展開する施策も立案し検討すべ

きと思われる。 
 
〈肯定的意見〉 
・ 我国の産業が排出する CO2の 10％の起源となっている鉄鋼業からの排出量を 30％削

減するという大変意欲的な技術開発プログラムである。 
・ 東日本大震災以降、安全基準のより厳格化により、原子力発電の事業再開に慎重にな

りつつ現状を考慮すると、本技術開発は、日本における CO2削減技術開発への貢献は

絶大であると評価できる。 
・ 環境安心イノベーションプログラム及びエネルギーイノベーションプログラムとして、

現在国策の中心となっている官民一体となって推進すべき重点研究開発内容である。

製鉄業において、現業レベルから大幅な CO2削減を実現しつつ国際競争力を有する革

新的技術を開発するために提案された要素技術は、世界トップレベルの顕著な成果と

して中間目標も達成されており、最終目標も十分達成できるレベルにあり、大いに評

価できる。また、実用化へ向けた具体的な課題もしっかり抽出されており、次のステ

ップへ進む準備は整っている。一部、この中間時点で実用化した技術があることは素

晴らしい。NEDO プロジェクトマネジメント体制もオールジャパン体制を敷いて有機

的に連携して推進されており申し分ない。 
・ 本技術開発は、技術開発内容(「高炉からの CO2 排出削減技術」、「高炉からの CO2 分
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離回収技術」)の完成度が高く、かつ、CO2排出量の削減による地球環境改善効果が大

きいことから、これから実用化にむけて推進すべきである。 
・ 総じて進捗状況が良く、新規製鉄プロセスの創出に向けて、個々の技術開発が着実に

進められている。また、シミュレーション技術もハード開発に効果的に用いられ、今

後のさらなる進化が期待できる。 
・ 全般的に進捗が見られ、今後の計画達成もかなり見通されており、次のフェーズへの

準備が着実に進んでいると思われる。水素を一部利用した高炉による還元、ガス改質

による水素製造、コークス製造方法の進展、CO2分離方式の開発、熱回収技術の開発、

全体プロセスの評価において事業目的に合致した成果が各サブグループで得られると

ともに、試験高炉の建設も進捗している。成果の中でも一般炭からコークス製造原料

を製造する方法の進展、ガス改質法、新規 CO2分離の開発などの、水素利用鉄還元以

外の分野で波及効果が期待できる成果が得られたと考えられる。CO2吸収については、

この成果を適用して実用化した事例があり、この点については高く評価できる。 
・ 炉内の CO による酸化鉄の還元を 60％に維持しつつ、C による直接還元の 10％分の水

素還元への置換と CCS による 20％の排出削減によりシステム全体で 30％の目標が掲

げられている。これに対して、STEP2 の中間評価の時点では、送風操作条件および再

生熱量の小さい吸収液の開発などで十分に達成可能な見込みが得られている。また、

試験高炉設備も完成し、世界最高レベルの技術の試験確認とそれを立証するデータが

取得できる状態に遅延なく到達したことにおいても事業としては高い評価を与えるこ

とができる。 
・ All Japan で目標に向かってまじめに取り組み、かつ予定通りの成果が挙がっている。

このまま STEP2 の最後まで進めて欲しい。 
 
〈改善すべき点〉 
・ 中国の経済動向が減速傾向にあり、全世界の鉄鋼産業界がその影響を受けて設備投資

に慎重になってきている現状を踏まえ、独り善がりの技術開発にならないように、国

際的な情報開示などを通して、国際協調を怠らないように努力して欲しい。 
・ 基本的に現状で進めていけば良いと考えられるが、社会実装のための基盤構築という

次のステップでは、技術面はもとよりどのような実装パターンがあり得るかを定量的

にいくつか提示していくことが重要である。そのパターンによっては技術開発内容が

若干シフトする可能性もあるので、事前に検討することが望まれる。 
・ 本技術を世界に適用することを想定した「知的財産」の取り組みを徹底すべきである。 
・ 開発技術の到達レベルは高いものの、コスト成立性を並行して議論する姿勢にやや欠

けている。試算するためには多くのオプションがあると思われるが、本技術開発を加

速させたりあるいは見合わせるタイミングが来る事を考えて準備する必要がある。 
・ 一方、構想時点と比べても、世界の鉄鋼業を取り巻く環境は大きく変化している。特

にスクラップの増加と需要量の飽和傾向にあって、純に鉱石のみの還元溶融に特化し

た 5000m3 クラスの大規模な高炉が、世界および日本において、今後数十年にわたっ
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て基数が増加あるいは維持されるかは不透明である。さらには削減量の 2/3 を CCS に

よる地下貯留処理に依存しており、社会的受容性の観点から社会実装においても幾多

の困難が予想される。したがって、やや甘い見通しに基づいた実施の効果であること

を認識の上、2050 年において 5000 万トン／年削減の試算における前提条件の確度が

低いことも合わせて述べておく必要がある。 
・ ほとんど問題ないようであるが、現段階で COG ガスの水素利用ならびに BOG ガスの

循環利用による効果などその他の効果を考慮し、最終的な CO2削減効果を算出してい

るが、製鉄所内のマクロの解析結果が詳細に示されているわけではなく、試験高炉の

結果を基に最終報告書には精度も含めてデータを出すべきである。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ 鉄鋼産業からの排出 CO2削減技術開発では、明らかに現状世界トップの水準に位置づ

けられる。従って、本開発技術が、地球温暖化防止対策に貢献する技術として製鉄操

業の世界標準技術となるように、大いに宣伝活動に努力して欲しい。 
・ CO2削減型高炉技術として、世界最高レベルの研究実績を有していると評価できるの

で、現在保有しているオールジャパンベースの試験高炉、シミュレーション技術、人

材を幅広に展開していき、世界の次世代高炉研究拠点として展開するメニューも立案

し検討すべきと思われる。 
・ Phase II に進むことを前提として、今後の試験操業に取り組むべきである。 
・ 技術の海外移転を図るためには、多品種の鉄鉱石、原料炭に対応する必要があると思

われ、そのための技術開発が一部進められているものの、シミュレーションの併用も

含めて、より充実した対応を進めると良いと思われる。 
・ コークス製造法は、本 PJ の水素を一部利用した製鉄だけでなく、従来の製鉄法での

原料の多様化とそれによる原料調達の安定性にもつながるので、そちらへの展開も視

野に入れられたい。水素を一部利用した高炉製鉄の水素源として COG ガス改質を考

えておられるが、国際展開した場合には現地の利用可能なエネルギー源(例えばバイオ

マス等)もいったん水素という形にすれば導入可能であり、そのような多様な水素源の

活用も視野に入れられたい。また、バイオマスなどをガス化する際にも COG ガスと

同様な改質を必要とするので、多様なガス源の改質を視野に入れられたい。 
・ 費用が高額ではあるが、実施者の努力もあり、試験高炉設備は世界トップの技術水準

を誇ると言ってよい。この設備の性能を十分に活かして 2016 年度からのキャンペー

ンで確実に成果を残すことは必達事項である。また、鉄鋼業の技術水準自体も現時点

では世界トップであるが、この地位を今後も維持するためには、本設備をプロジェク

ト終了後に世界最先端の鉄鋼研究における国際的な試験センターとして活用し、その

中で CO2削減の環境配慮のみならず、経済成長、人材育成および国際貢献などの観点

から複合的な効果をもたらすべく、府省を連携したプロジェクト構想に発展すること

が望ましい。 
・ 技術的には製鉄上工程の広い範囲を網羅した研究開発を行っているので、各セクショ
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ンにおける企業研究と大学等アカデミアの基礎研究のつながりが明確でない。その点

ももう少しわかりやすく示すことが望ましい。 
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２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 

鉄鋼業は、CO2排出量が多い産業の一つであり、我が国における産業活動に伴う排出

CO2の 10％強の発生源となっている。日本の鉄鋼業の今後の展開のために、鉄鋼生産に

伴う CO2排出を 30％削減することを目標とする新技術開発は、官民一体となって推進す

べき事業である。しかし、CO2の排出削減には新規設備の設置が必要となるだけではな

く、現時点での経済合理性判断条件下では、CO2削減技術導入はコスト増加を招くこと

となる。そのため、製鉄会社の収益を直接改善する効果が乏しく、民間企業単独での技術

開発は困難であるが、目的の公共性は高く、NEDO 事業として国家予算を投入して実施

していることは妥当である。 
すでに、エネルギー価格の変動に伴う製銑法一般に対し、本プロセスが優位か否かにつ

いては評価されているが、いくつかのシナリオで検討をさらに進めることも重要かと思わ

れる。現在の世界鉄鋼業界の動向は、中国の経済減速等の影響を受けており、また、シェ

ールガス生産の商業化が実現し、製鉄用原料価格が直近 1、2 年で激変している。このよ

うなエネルギー需給動向、市場動向に鑑み、世界各国の環境分野における政策動向、内外

の技術動向が不確定な要素を多く含むようになってきている。このような動向を深く斟酌

し、国際競争力の状況も考慮しつつ、国際貢献の可能性のあり方を常に念頭に置いた技術

開発を行って頂きたい。 
（１） ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
〈肯定的意見〉 
・ 生産活動に伴う CO2排出削減を目標とする新技術開発事業は、新設備を設置しなけれ

ばならず、鉄鋼生産原単位が必然的に増加せざるを得ない難題である。従って 1 民間

鉄鋼会社の技術開発事業としては非常に困難な事業であり、国家挙党体制構築が必須

で、国家予算の注入が必要な技術開発事業であり、NEDO の事業として妥当である。 
・ 本事業は製鐵会社の収益を直接改善する効果は小さく、かつ、公共性が高いことから、

NEDO の関与が必要である。本事業が海外にも適用される場合には、その効果は投入

した研究費に比して極めて大きく、地球温暖化を抑制する有力な技術の一つとなると

同時に、我が国の鉄鋼業の技術力の高さを世界に示す絶好の機会となりうる。 
・ CO2分離回収技術の確立は CO2排出低減を通じた国際貢献につながるものである。こ

れらは公共性がきわめて高いものではあるが必ずしも製鉄業の利益に直接にはつなが

るものではなく、国等の支援を必要とするものであり、NEDO の関与が必要なものと

認められる。 
・ 投資規模が極めて大きい事業で、目的が製品の高度化・高性能化ではなく環境調和で

ある。したがって、一民間企業のみで実施すべき研究開発ではなく、NEDO の関与は

必須である。第 4 次エネルギー基本計画後の経済産業省の長期エネルギー需給見通し

においても産業部門の省エネルギー対策技術として 2030 年時点で COURSE50 の 1
基導入が盛り込まれている。また、IPCC の AR5 発表や COP21 の準備会合など、温

室効果ガス削減への国際的な気運は高まる一方である。Phase II に向けた確実な一歩
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として本事業の位置づけが重要であることに変わりはない。 
 
（２） 事業目的の妥当性 
〈肯定的意見〉 
・ 地球温暖化ガスの 93％の原因となっている、産業活動に伴う排出 CO2の、我国では約

10％の起源となっている製鉄業からの排出量を 30％削減しようとする意欲的な技術

開発事業である。 
・ 今後も最大社会素材として重要な粗鋼の経済的な生産は国を支える基幹産業であり、

この観点から日本の鉄鋼業の今後の展開を考えると、官民一体となって推進すべき開

発項目であると考えられる。その内容は、国が重点項目として推進している環境安心

イノベーションプログラム及びエネルギーイノベーションプログラムに適うものであ

り、CO2 削減という側面だけでなく、鉄鋼業を国際競争力ある革新的な技術へと展開

できる可能性を有しており、NEDO 事業として実施すべき優先的な開発内容と判断で

きる。また、CO2 回収技術では単独で実用化可能なレベルに達しており、費用対効果

も十分認められる。 
・ 本事業は地球温暖化の要因の一つである CO2の排出量を削減できる有力な手段の一つ

となる可能性が大きく、我が国の CO2削減のみならず、本技術の技術移転により世界

の CO2削減に大いに寄与できる可能性が大きい。したがって、事業の目的は妥当であ

る。 
・ 当該分野の世界的技術開発が足踏みする中で、2020 年以降の一層厳しい CO2排出削減

に対応するためのコア技術の一つとして当該プロセスを選択した点は、連関する産業

での炭素排出原単位を削減し製品価値を高める波及効果をもたらす点を鑑み、大いに

評価できる。 
・ 本事業で行われている水素を用いた製鉄は、将来には多様な水素源(例えば再生可能エ

ネルギー源により製造した水素等)を導入する際の基盤になる技術であり、化石燃料の

利用を抑制できる可能性を持ったものである。 
・ 製鉄プロセスは産業としてもっとも CO2発生量が多い産業の一つであり、この部分の

低炭素化は大きな意味がある。 
 

〈改善すべき点〉 
・ 現在の世界鉄鋼業界の動向は、中国の経済動向減速により、必ずしも 10 年程前の排出

CO2 削減に向けての強い情熱が未だに継続しているとは言い難い状況である。また、

シェールガス生産の商業化が実現し、製鉄用原料価格がここ 1、2 年で激変している。

このようなエネルギー需要動向、市場動向に鑑み、世界各国の環境分野における政策

動向、内外の技術動向が不確定な要素を多く含むようになってきている。このような

動向を深く斟酌し、国際競争力の情況も考慮しつつ、国際貢献の可能性のあり方を常

に念頭におきつつ技術開発を行って頂きたい。 
・ すでにエネルギー価格の変動に伴う本プロセスの優位性の増減は評価されているが、
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いくつかのシナリオで検討をさらに進めることも重要かと思われる。また、向こう 2
年の間には、各社トップクラスでの今後の方針をしっかり定めていくことが望まれる。 

・ 日本発の本技術の海外移転による地球温暖化抑制対策となりうることを、もっと積極

的に世界にアピールすべきと考える。 
・ 関連する CO2 固定化に関わるコストを含めた総合的なコストシミュレーションは

NEDO が積極的に支援しつつ、技術開発と並行して進め、新規プロセスによる製品コ

ストが市場の要求を満たす可能性が得られるのかを判断できるようにすることが望ま

しい。 
・ 技術先進国として環境性能の高い鉄鋼技術をリードしても、温室効果ガス削減効果を

実質的に発揮するには国際展開が必須であり、その中でも投資を回収できるスキーム

を模索していく必要がある。 
・ 分離した CO2 の利用や CCS への対応などプロジェクト外ではあるが、重要な項目に

ついてもう少し見通しを示すべきである。 
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２．２ 研究開発マネジメントについて 
地球温暖化防止対策に関する内外の動向を踏まえて、実現しなければならない戦略的な

数値目標、目標達成に向けてのマイルストーンを確実に設定している。目標達成のための

スケジュール、研究開発費の配分も適切と考えられる。特に、サブグループ(SG)6 の試験

高炉によるプロセス評価技術開発において、試験高炉設備の計画・設計・建設工事の工程

が大きなトラブル・遅延がなく遂行されていることは、研究開発マネジメントの成果とし

て高く評価できる。また、情勢の変化、研究成果を反映して、以前の段階で予定されてい

た項目をより適切な項目に変更しているなど、計画の見直しも適切に行われている。 
日本の高炉メーカー全てが集まって、各研究項目を担当するビッグプロジェクトに対し

て、プロジェクトリーダーの適切なリーダーシップの下、緊密な協同体制を敷いて実行さ

れている点も大いに評価できる。知的財産等に関する戦略は、特許権は共有するなどの知

財合意書を策定しており、権利化すべき技術とノウハウとの判定はサブグループリーダー

が決定するなどの詳細についてもプロジェクト参加会社が合意するなど、ノウハウ管理も

適切に行っており、妥当である。 

鉄鋼業を取り巻く世界経済の動向は直近 1、2 年極めて流動的であり、研究開発に対す

る戦略構築がより重要となっている。開発予算が膨大な本件については、必要に応じて技

術検討委員会、企画運営会議等で今後も随時方向修正を図ることが望まれる。また、製鉄

所内の排熱回収技術に関しては、対象とする製鉄所によってロケーションが異なるが、オ

ールジャパン体制の利点を生かして、国内の製鉄所の排熱回収能力を把握しておくこと

や、各社社内の関係部署への理解促進を進めておくマネジメントも、実用化の上で重要に

なると思われる。 
 
（１） 研究開発目標の妥当性 

〈肯定的意見〉 
・ 研究開発目標は、地球温暖化防止対策に関する内外の動向を踏まえて、実現しなけれ

ばならない戦略的な数値目標をしっかり設定し、日本鉄鋼業として貢献するべき技術

開発項目が何であるかを、各社の技術開発責任者同士で COURSE50 委員会で十分に

議論し設定し、目標達成に向けてマイルストーンを確実に設定していると見受けられ

る。 
・ 研究開発目標の設定も妥当で、目標を達成することで新技術の実用化への展開が見込

めるものとなっている。すでに社会実装された技術があることはゆるぎない証拠であ

る。 
・ 本研究開発の主要技術である「高炉からの CO2排出削減技術」、「高炉からの CO2分離

回収技術」は、製鐵プロセスでの CO2排出量を大幅に削減できる極めて妥当な研究開

発目標である。 
・ 製鉄における CO2 削減ロードマップおよび CCS のロードマップがあらかじめ提示さ

れており、戦略的な目標が設定されているとともに、個別技術課題に対して達成度を

定量的に評価・判定できる目標が設定されている。 
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〈改善すべき点〉 
・ 高効率低温熱交換器開発の取り組みでは、さらなる性能向上が期待される余地がある

と思われるので一層の努力をして欲しい。 
・ 製鉄所内の排熱回収技術に関しては、対象とする製鉄所によってロケーションが異な

るため、オールジャパン体制の利点を生かして、国内の製鉄所の排熱回収能力を把握

しておくことや、 各社社内の関係部署への理解促進を進めておくマネジメントも重

要になってくると思われる。 
・ 一部のSGにやや進捗に足踏みが認められ、外部の技術をより積極的に導入するなど、

より積極的に介入し、サポートすることが望まれる。 
・ 知的財産等に関する戦略では、欧州、米国での取り組みの現状を見ると、CO2 削減技

術開発課題に必ずしも熱心でなくなってきていてむしろ撤退しつつある事実を斟酌し

て、余りにも知的財産権等の確保に向けた取り組みに頑固になり過ぎると、折角本プ

ロジェクトで開発した素晴らしい世界最先端の技術が世界中に普及することなく、消

滅してしまう恐れが大いにある。この現状も考え、知的財産戦略の基本方針の再構築

も必要かもしれません。 
・ 知的財産に関する取扱（実施者間の情報管理、秘密保持及び出願・活用ルールを含む）

は整備されているが、研究開発体制内でその内容が徹底されているかを再度確認する

ことを勧めたい(後で後悔しないために)。 
・ 知財管理のポリシーがやや分かりにくい。積極的に特許化すべき内容、ノウハウ、外

国出願との SG ごとの区分けは説明があるものの、それが本来、各社の費用持ち出し

による知財化であるべき参画企業間での競争領域は本当に含まれず、国費による底上

げ・防衛としての非競争領域のみであったか、それらの線引きも明確ではなかった印

象を受けた。 
 
（２） 研究開発計画の妥当性 

〈肯定的意見〉 
・ 研究開発計画は、地球温暖化対策として掲げた国の政策である、「Cool Earth - エネ

ルギー革新技術計画」、「エネルギーイノベーションプログラム基本計画」、「エネルギ

ー基本計画」に則ったものであり、鉄鋼会社が貢献すべき挙国技術開発計画としては

妥当性なものである。 
・ すでに社会実装された技術があることはゆるぎない証拠である。また、オールジャパ

ンで合意した内容となっているため、実施主体が実用化を意識した開発となっている

点も良い。知財、ノウハウへの取組みも戦略的に実施あれている点も申し分ない。 
・ 研究開発の進捗管理もよくなされている。 
・ プロジェクト全体を俯瞰しつつ適切なマネジメントがなされているものと認められる。

予算についても、主要技術と周辺技術とに均衡をうまくとりつつ配分し、全体として

高い進捗度をもって推進していると認められる。 
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・ 目標達成のためのスケジュールが組まれておりそのための研究開発費も適切な配分で

予定されていると考えられる。また、情勢の変化、研究成果を反映して、以前の段階

で予定されていた項目をより適切な項目に変更することを想定するなど、計画の見直

しも適切に行われている。目標達成に必要な要素技術の開発はおおむね網羅されてい

る。 
・ 特に、SG6 の試験高炉によるプロセス評価技術開発において、試験高炉設備の計画・

設計・建設工事の工程が大きなトラブル・遅延がなく遂行されていることで、研究開

発マネジメントを高く評価したい。また、具体的な目標に対する達成度の管理も十分

にできていると判断する。 
 
〈改善すべき点〉 
・ 鉄鋼業を取り巻く世界経済の動向はここ 1、2 年際立って流動的であり、研究開発の進

捗管理における筆頭の位置にある、企画運営会議での戦略構築が最重要と考えられる

ので、予算が膨大な本件については、年 2 回の開催頻度に囚われずに、必要とあらば

適宜開催して欲しい。 
・ 一部のSGにやや進捗に足踏みが認められ、外部の技術をより積極的に導入するなど、

より積極的に介入し、サポートすることが望まれる。 
 
（３）研究開発の実施体制の妥当性 

〈肯定的意見〉 
・ 研究開発の実施体制は、STEP 2 の主たる実施項目である、12m3の試験高炉の設計と

建設を無事完成し、試験操業運転のテスト段階に入ったことは大いに評価できる。 
・ 研究開発の進捗管理は、STEP1 実施当時と比較すると、技術検討委員会とアドバイザ

リーボードを新設し、進捗状況をより的確にチェックしているものと思われる。 
・ 日本の主要鉄鋼各社が全て集まって各研究項目を担当するビッグプロジェクトに対し

て、プロジェクトリーダーの適切なリーダーシップのもと、緊密な協働活動体制を敷

いて実行されており、これこそ国プロと大いに評価できる。 
・ 目標に必要な要素技術が網羅され、技術力及び事業化能力を有する研究開発体制であ

る。 
・ 実施者は、これまで高炉法の技術力及び事業化能力を蓄積してきたとともに、その成

果の実用化のユーザーでもある。指揮命令系統及び責任体制は明確であり、機能して

いると考えられる。 
・ PL、副 PL、各開発項目の連携は上手くいっている。 

 
〈改善すべき点〉 
・ STEP 2 で新設した技術検討委員会から非常に的確なコメントを頂いた旨の紹介はあ

ったが、研究開発の実施体制の中でのアドバイザリーボードからの具体的にどのよう

な有効な意見があったのかを、最終報告会では見える形で公表して頂きたい。 
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（４）研究開発の進捗管理の妥当性 

〈肯定的意見〉 
・ 研究開発管理のための各種委員会、会議が開催されており、適切な進捗管理がなされ

ている。また欧米などにおける研究開発動向についても的確に把握して、国際研究協

力の在り方についての方針等に適切に反映している。 
 
（５）知的財産等に関する戦略の妥当性 

〈肯定的意見〉 
・ 知的財産等に関する戦略は、特許権は参加 5 社で共有するなどの知財合意書の策定、

権利化すべき技術とノウハウはサブグループリーダーが決定するなどの詳細をプロジ

ェクト参加会社が合意するなどのノウハウ管理もしっかりしていて、妥当である。 
・ 知的財産に関する戦略は、特許化できるものと、特許化になじまないあるいは特許化

しない方が良いと思われるノウハウに分けるなど、妥当に分類・管理・運用されてい

る。 
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２．３ 研究開発成果について 
設定された中間目標はほぼ達成されており、十分な成果が得られている。特に、水素還

元を導入した高炉技術や CO2回収技術は世界最高水準の成果が得られており高く評価で

きる。また、CO2回収技術は単独でも他分野において実用化されており、成果の波及効

果として評価できる。個々の開発に関する知財戦略も十分検討されている。さらに今回、

本技術開発研究のために新設した容量 12m3の試験高炉は、間違いなく世界最高試験設備

であり、これからの 2年間で計画されている、送風操作による高炉インプットカーボン削

減効果がシミュレーションと高精度で一致するかの検証実験の結果が大いに期待される。

また、研究開発項目毎に最終目標に対する具体的なマイルストーンが設定されており、全

体プロセス評価・検討会議で逐次チェックする体制により、最終目標達成の可能性が高い。

成果の普及として、一般を含めて適切な情報発信がなされている。本プロジェクトでは、

成果を実用化する開発主体が成果を活用するユーザーにもなるため、実用化戦略の共有に

問題はない。 

後半 2 年間で推進される試験高炉によるプロセス評価は、「本技術開発の成否」を決め

る最も重要な技術開発内容である。従って、試験高炉の操業諸元設定の考え方を明示して、

今後とも関係者の意見に謙虚かつ柔軟に対応されることを期待する。また、プロジェクト

開始時点に比べ、各国の鉄鋼業における CO2削減技術開発進捗状況は、中国経済減速等

の影響を大きく受けているが、製鉄プロセスからの CO2排出削減を避けては、近い将来

の地球規模の温暖化防止政策に大きな障害をもたらすことをアピールするためにも、論文

等の海外に向けての発表を積極的に行うように努力して欲しい。 
 
（１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 

〈肯定的意見〉 
・ 今回、本技術開発研究のために新設した容量 12m3 の試験高炉は、間違いなく世界最

高試験設備である。STEP 1 で前倒しで行った試験からいろいろ得られた、当初予測

した操業シミュレーション結果との乖離等の検証と、新たな修正モデルの構築等の成

功を期待している。 
・ 研究開発目標の内、高炉ガスからの CO2分離・回収コスト達成目標、2,000 円/t-CO2

は早くも達成でき、さらにコスト削減に向かって努力していることは大いに評価でき

る。 
・ STEP 1 で得られた成果である化学吸収液を用いた CO2分離回収技術が、既に商業 1

号機 ESCAP として、他の産業分野に普及していることは特筆に値する。 
・ 成果の最終目標を研究開発項目毎に、STEP 2 の最終数値目標を具体的に設定したマイ

ルストーンを設け、逐次全体プロセス評価・検討会議でチェックしているので、十分

達成の可能性が期待できる。 
・ 適切に設定された中間目標は全て達成されており、十二分の成果が得られている。特

に、水素還元を導入した高炉技術や CO2回収技術は世界でも最高水準の成果を出して

おり大いに評価できる。また、CO2 回収では単独でも他分野に実用化済みで素晴らし
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く、波及効果の大きさが窺える。個々の開発に関して知財戦略も行われている。以上

から判断して、最終目標達成も十二分に期待できる状況にあると判断できる。 
・ 本研究開発の主要技術である「高炉からの CO2排出削減技術」、「高炉からの CO2分離

回収技術」ともに中間目標を達成している。今までの成果に基づくと、最終目標を達

成する可能性は大きいと想定される。 
・ 一部の SG の進捗に遅れが認められるが、全体としては中間目標を達成している。ま

た、ハード面のみならずシミュレーション技術も進展し、総合的な技術レベルの向上

が図られている。さらに、一部の技術については横展開がなされ成果の普及が図られ

ている。最終目標の達成に向かって順調に成果を積み上げていると判断できる。 
・ 成果は、おおむね中間目標を達成しており、今後の最終目標に向けての見通しが立っ

ていると思われる。成果は、競合技術と比較して優位性があり、特に高炉への水素等

の還元ガスの導入に向けた高炉内反応モデル化、ガス改質、CO2 吸収方式の低動力消

費化、コークス製造への原料の多様化と強度維持については、世界的に見ても優位性

のある成果と考えられる。また、本成果を適用した CO2分離の商用規模での実用化は

高く評価できる。 
・ 現状での達成度と、達成度をさらに上げるための理論的考察に基づいた方針がおおむ

ね提示されており、最終目標に向かう明確かつ妥当に示されている。 
・ いずれの SG も中間目標は達成しており、良い評価を与えられると判断した。 
・ SG7 の全体プロセス評価とその他の SG との相互連係が取れている。その上で、個別

の SG1-6 に対しても以下のような肯定的な意見を述べることができる。 
① SG1 はシャフトのみならず、羽口・ランス回りの数値解析および試験確認の技術レ

ベルがいずれも高く、SG6 の設備設計へ反映されている。 
② SG2 の最終目標到達点は非常に高く、実用化できれば物質の所内自給率の向上に寄

与する。 
③ SG3 は炭材加工として正攻法であり、コストが折り合えば適用自由度が高い。 
④ SG4 は CAT30、PSA いずれの分離回収エネルギーも世界トップレベルの省エネル

ギーであり、他分野への技術展開も可能である。 
⑤ SG5 は設備トラブルに対しても原因を特定した上で対策を明確に示しており、実用

化すれば未利用廃熱の回収として現状の製鉄プロセスにも部分的に適用可能である。 
⑥ SG6 の試験キャンペーンはこれからであるが、現状において考えられることをほぼ

網羅して計画されており、世界に類を見ない試験設備を完成させている。 
・ 目標の達成は可能である。基礎研究の発表も程よくされている。 

 
〈改善すべき点〉 
・ CO2 分離・回収技術開発項目の内の物理吸着法は、化学吸収法に比較して、相対的に

必ずしも顕著な進捗が得られていない印象があるので、一層の努力を期待している。 
・ 成果の最終目標の達成項目中の CO2排出削減技術開発は、CO2分離・回収技術開発の

進捗状況に比較して、相対的に必ずしも同レベルにあるとは思えないので、高炉羽口
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からの COG 複合吹込み条件の適正化のモデル基礎実験による精度の向上など一層の

努力を期待したい。 
・ スケールアップ因子がまだ完全には把握できていないと判断できるので、試験高炉で

の結果から、送風操作などに対しての支配的因子の抽出をしっかり進めて頂きたい。 
・ 今までの要素技術の研究成果と三次元数学モデル計算結果の組み合わせでの説明でき

る技術的内容、今後の試験高炉による操業試験で確認すべき技術的課題、そして、さ

らに Phase II で確認すべき技術的課題をできるかぎり明確にして、関係者間で共有す

べきである。 
・ 進捗が足踏み状態にある SG については、プロセスを構築する上で重要な技術開発を

担っている認識がやや不足していたと思われる。 
・ 12m3試験高炉の高さ／胴径に対する SG3 のコークス粒径との比が、5000m3クラスの

実機操業のそれと合わない点が指摘されたが、H2 還元の実証に主眼をおいた相似則

（無次元数）の優先順位についての説明が不足していた。 
・ 本事業は投入炭素の 10%削減と地中貯留による 20%の排出削減が目標であり SG7 が

その全体システムを評価している。高炉本体とその周辺のコークス炉、焼結機、熱風

炉、酸素製造に加え、水素増幅、CO2 分離回収などの新たな機器も加わり、システム

の連係とともに、用役を含む製鉄所一貫のエネルギー物質収支が大きく影響を受ける。

その中で、それぞれの機器の運転条件や優先順位などの決定ロジックとシステム評価

のポリシーを先に示した上で、主要機器である高炉本体の SG1 の送風条件のケースス

タディ選定の妥当性およびその結果を述べるべきであった。 
・ SG2 の目標設定の水素増幅率は妥当であるが、失活した触媒の酸化再生工程を含む耐

久性と空間速度については実用化を見通した場合、やや無理があるように感じた。 
・ 開発成果を出すのは、本質的に実証プラントまで持ち込み、実際に CO2排出量を低減

させることである。そのためのストーリーをそろそろ明確にする必要がある。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ 新設試験高炉設備を利用できる研究組合等を立ち上げ、製鉄新技術開発研究のために、

世界各国に分け隔てなく開放して欲しい。 
・ これからの 2 年間における試験高炉を使用した、送風操作による高炉インプット C 削

減操作効果がシミュレーションと高精度で一致するかの検証実験に大いに期待して

いる。 
・ 化学吸収液を用いた CO2分離回収技術が、国内では既に商業 1 号機 ESCAP として普

及している現状を踏まえ、この技術を是非積極的に世界に向けて展開して欲しい。 
・ 得られた成果をもとに新製鉄技術の知識の体系化を意図した取り組みも各社横断し

て実施することが望まれる。特にシミュレーション技術は傑出していると思われるの

で、是非、日本の製鉄各社の財産として次世代へ渡せる形を考えて頂きたい。 
・ H28fy から 2 年間で推進される試験高炉によるプロセス評価は「本技術開発の成否」

を決める最も重要な技術開発内容である。したがって、試験高炉の操業諸元の考え方
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を明示して、関係者の意見に謙虚かつ丁寧に耳を傾けることを提言したい。具体的に

は、試験高炉の操業諸元を決めるために必要な相似比をどのような考え方(高炉装置の

形状比(高さ比、直径比)、コークス・焼結鉱の粒径比、レースウェイ比、ほか)に基づ

いて決めるのか、そして上記の相似比で決めた試験高炉の基準試験条件(朝顔ガス流速、

シャフトガス流速、羽口風速(送風量)、送風温度、ほか)を関係者間で十分議論をする

べきである。当然のことながら設備的制約から基準試験条件を変更せざるを得ない場

合が多々あると推測されるが、それらを含めて関係者間での十分なる議論をするべき

である。 
・ COG 吹込みおよび CO2、H2O 分離した炉頂ガスの循環(シャフト吹込み)による CO2

低減効果が大きくでるように吹込み方法に工夫することが本試験操業の最も重要な

ポイントである。試験高炉の操業試験では、吹込み位置変更を含む想定できるあらゆ

る試みをできる限り実施して、目標値以上の成績を出すことを期待したい。 
・ 進捗が遅れている SG については、外部の最新技術の導入も積極的に図るなど、より

一層の努力を求めたい。 
・ 高炉からの CO2排出削減－CO2分離回収の 2 軸整理と併せて、内訳が最適解(の一つ)

であることを示す論拠として、SG7 の事業原簿に含まれている上記決定ロジックやポ

リシー至る過程をうまく説明に盛り込んでいいただきたい。 
・ 具体的な CO2削減には今回の技術開発の成功のみならず、他の分野での技術開発の連

動が必要であるので、そこをどのように展開するのか検討を行うべきである。 
 
（３）成果の普及 

〈肯定的意見〉 
・ 論文等の対外的な発表、知的財産権の出願・審査請求・登録等もほぼ適正に行われて

いる。 
・ 査読付学術誌への論文の発表等、学術的にも評価に値する形式での発表が多数行われ

ており、一般を含めて適切な情報発信がなされている。本 PJ は成果の活用・実用化の

担い手・ユーザーが開発主体であり、実用化の戦略がユーザーと十分共有されている。 
 
〈改善すべき点〉 
・ 中国の経済動向が減速傾向にあり、全世界の鉄鋼産業界がその影響を受けている現状

を踏まえ、各国の鉄鋼業においては、CO2 削減技術開発課題に必ずしも熱心でなくな

ってきている。そのような立ち位置では、近将来の地球規模の温暖化防止政策には大

きな障害をもたらすことを声高にして、論文等の海外に向けての発表を積極的に行う

ように努力して欲しい。 
・ 一般に向けての情報発信についてはまだ改善の余地があり、今後より積極的に進め世

の中で広く認知されるようにすべきである。 
 
〈今後に対する提言〉 



1-16 
 

・ SG2 の COG 改質については、外部からのグリーン水素導入など必ずしも所内自給に

拘らない方法も検討での着地点も考慮すべき。 
 
（４）知的財産権等の確保に向けた取り組み 

〈肯定的意見〉 
・ 知的財産権等の確保に向けた取り組みでは、海外への技術流失防止を意識した、各サ

ブテーマ毎の知財戦略を構築すべく、知財会議が有効に活動していることは評価に値

する。 
・ 知的財産に関する戦略は、特許化できるものと、特許化になじまないあるいは特許化

しない方が良いと思われるノウハウに適切に分けるなど、妥当に分類して確保されて

いる。 
 
〈改善すべき点〉 
・ 各国の鉄鋼業における経済減速の機運に至り、CO2 削減技術開発課題に必ずしも熱心

でなくなってきている現状を考えて、余りにも知的財産権等の確保に向けた取り組み

に頑固になり過ぎると、折角本プロジェクトで開発した素晴らしい世界最先端の技術

が世界中に普及することなく、消滅してしまう恐れが大いにある。従って、技術推進

委員会で、場合によっては積極的な特許の公開も念頭におきながら、世界一の技術開

発を行っている立ち位置をどのようにすれば維持できるのかを適宜特許戦略政策協議

して欲しい。 
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２．４ 成果の実用化に向けた取り組み及び見通しについて 
高炉設計においては、シミュレーターを効果的に併用しつつスケールアップのためのス

テップを進める方針であり、今後順調に進捗するものと期待でき、実用化の見通しは十分

にあると判断できる。また、高炉法に基づく新製鉄プロセスの実用化へのロードマップは

しっかり策定されている。さらに、CO2回収などの個別技術はすでに社会実装されてお

り、成果の実用化という点で高く評価できる。この高炉からの CO2排出削減という実質

的な効果に加えて、鉄鋼業の技術革新、低環境負荷技術を担える人材の育成への寄与など

波及効果は非常に大きいと考えられる。 
一方、実用化への最大の技術的課題は、スケールアップの定量的な扱いをシミュレーシ

ョンのパラメーターとして合理的に取り込めるかにあると思われ、後半 2 年間の進展が

重要である。加えて、各パラメーターの感度解析を行って、送風操作などのロバスト性を

検証しておくことが望まれる。 
本件の技術開発期間は、Phase I – II を通して最終年度は 2030 年である。Post - 

COURSE50 で目標としている、日本中の全商業生産高炉操業にこの技術を適用すること

が実現するかどうかは、今後の世界経済の動向次第である。従って、この期間に開発され

た世界に誇る技術は積極的に他分野へも普及活動を行って欲しい。また、SG ごとの技術

の到達度や実用化への距離感はさまざまであり、それらをパッケージ化して Phase II に
引き継ぐことだけを実用化と定義する必要はない。SG3、4、5 などでの成果は実用化に

近く、既存の高炉あるいは製鉄プロセス以外にも適用可能な技術として積極的に展開すべ

きであり、2030 年を待たずとも一部実用化済みになるよう、推進されることを期待する。 
 
〈肯定的意見〉 
・ 成果の実用化に向けた戦略で設定したマイルストーンの Phase I、STEP 2 の中間評価

期間までの取り組みはほぼ完璧に遂行できていると評価できる。 
・ すでに試験高炉を利用した実機開発のための基盤研究ステップは設定以上の成果が得

られており、次のステップでのスケールアップのための基盤研究開発を実施するに十

分なところへ到達している点で実用化の見通しは十分にあると判断できる。また、高

炉法に基づく新製鉄プロセスの実用化へのロードマップはしっかりできている。また、

CO2 回収などの個別技術はすでに社会実装されており、成果の実用化という点で大い

に評価できる。この CO2削減という実質的な効果に加えて、鉄鋼業の技術革新、低環

境負荷技術を担える人材の育成に寄与などへの波及効果は非常に大きいと考えられる。 
・ 成果の実用化の戦略・具体的取り組みは妥当である。 
・ 高炉設計においてはシミュレーターを効果的に併用しつつスケールアップのためのス

テップを進める方向にあり、順調に進捗するものと期待できる。ベンチスケール設備

を用いる試験を通じて同時に技術の伝承と人材育成も進めるものと期待する。 
・ 実施者である製鉄業界が最終的には将来のユーザーとなることもあり、想定する製

品・サービス等・市場・技術動向などは十分に把握されていると認められる。波及効

果として CO2回収技術などがすでに一部実用化されている。他の SG における研究開
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発状況についても将来の改善方向性が見えてきており、実用化が期待できる。特に、

高炉の数学モデル化については進捗が見られ、今後の小型高炉実験装置の成果により

モデルの検証を行うことで、より大型の高炉に水素を還元剤の一部として適用した場

合の予測が可能となると期待できる。また、CO2 分離回収についても、化学吸収・物

理吸収いずれもエネルギー消費低減の方向性が見えてきている。 
・ 成果の実用化の戦略は、ロードマップ、タイムスケジュールを含めて明確に記述され、

内容も妥当と思われる。 
・ 本当の実用化の Phase II に進める可能性はある。したがって、今回のプロジェクトと

して実用化成功とするのはかまわない。そのための課題もかなり解決されつつある。 
・ 実用化に向けての課題及びマイルストーンは、具体的研究・開発項目の目標としてリ

ストアップされており、その実現に向けて着実に進んでいると考えられる。 
・ 当該研究開発の成果が、COURSE50 の PhaseII プロジェクトに活用されるとする今

回の実用化の定義に沿えば、成果の実用化に向けた取り組みは概ね妥当と言える。 
 
〈改善すべき点〉 
・ 実用化への技術的な最大の課題は、スケールアップの定量的な扱いをシミュレーショ

ンのパラメーターとして合理的に取り込めるかにあると思われる。加えて、各操作因

子の感度解析を行って、送風操作などのロバスト性を検証しておくことが望まれる。 
・ 試験高炉と実用化レベルの高炉の炉内状況の差異(炉芯の有無)を想定しつつ、関係者間

の十分なる技術的な議論をして、Phase II の技術イメージ(実用高炉での 1 本あるいは

数本羽口試験 実用化、ほか)をできるかぎり明確にしていただきたい。 
・ 原料炭種のみならず鉄鋼石原料の品種とプロセス成立性については、より基礎研究を

充実することが望ましい。 
・ 波及効果が多くの分野で生じる可能性がある。それをもう少し整理しておく方が望ま

しい。 また、その部分も積極的に示していいのではないか。 
・ 一方で、定義そのものはやや保守的であると思われる。SG ごとの技術の到達度や実用

化への距離感はさまざまであり、それらをパッケージ化して Phase II に引き継ぐこと

だけを実用化と定義する必要はなく、SG3、4、5 など実用化に近く既存の高炉にも、

あるいは製鉄プロセス以外にも適用可能な技術は積極的に展開すべきであり、2030 年

を待たずとも一部実用化済み、と言えるのではないか。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ 本件の技術開発期間は、Phase I – II 通し、最終年度は 2030 年である。従って、

Post-COURSE50 で目標と計画している、日本国中の全商業生産高炉操業にこの技術

を適用することが実現するかどうかは、今後の世界経済の動向次第である。従って、

この開発期間に開発された世界に誇る技術は積極的に他分野へも普及活動を行って

欲しい。 
・ 試験高炉と実用化レベルの高炉の炉内状況の差異(炉芯の有無)を常に想定しつつ、成
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果の実用化を検討すべきである。 そのためにも、粉粒体の向流移動層のスケールア

ップで経験した多くの過去の成功例・失敗例を可能な限り事前に調査し、Phase II に
反映させるべきである。 

・ プロセス成立性とともに、製品の品質に関わる検討については、ベンチスケール試験

においてより充実することが望ましいと思われる。 
・ 本当に Phase II に進めるかどうかは、他の分野での CO2活用にあり、その連携を強

めるべきである。 
・ 実用化に際し、設備投資額の大きさから考えて、日本の最適サイトを選定して各社共

同出資で 1 号機を立ち上げるなどの技術以外の側面が重要になってくると思われる。 
・ 特定の企業のみのノウハウや知財権行使については実施者間で別途協議が必要と思

われるが、上述の改善すべき点に基づき、一部先行しての実用化も模索すべきである。 
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３．評点結果 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価項目 平均値 素点（注） 
１．事業の位置付け・必要性について 3.0  A A A A A A A 
２．研究開発マネジメントについて 2.6  B A A B A A B 
３．研究開発成果について 2.9  A A B A A A A 
４．成果の実用化に向けた取り組み及び

見通しについて 2.1  B B B B A B B 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 
数値に換算し算出。 

 
〈判定基準〉  
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A 
・重要             →B 
・概ね妥当           →C 
・妥当性がない、又は失われた  →D 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

２．研究開発マネジメントについて 
 
４．成果の実用化に向けた 
取り組み及び見通しについて 

・非常によい          →A 
・よい             →B 
・概ね適切           →C 
・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

2.1 

2.9 

2.6 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．成果の実用化に向けた取り

組み及び見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

平均値 



 

 

 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 評価対象事業に係る資料 
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「環境調和型製鉄プロセス技術開発（STEP2） 

プロジェクト」 

 
 
 

事業原簿【公開】 

 
担当部 

国立研究開発法人 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 

環境部 

 

 

 

資料５－１ 
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概 要 

最終更新日 
 

2015 年 11 月 16 日 

プログラム 

（又は施策）名 

 

プロジェクト名 環境調和型製鉄プロセス技術開発（STEP2） プロジェクト番号 P13012 

担当推進部/ 

ＰＭまたは担当者 

環境部 担当者氏名 谷山 教幸、大畑 博資（平成 26 年 4月～平成 27 年 10 月現在） 

環境部 担当者氏名 山口 良祐、岡島 重伸（平成 25 年 8月～平成 26 年 3月） 

０．事業の概要 

本事業は、高炉法による製鉄プロセスから排出される CO2 を削減し、地球温暖化防止に寄与するため、高炉

からの CO2発生量を抑制すると共に、発生した CO2を効率的に分離・回収技術を開発し、2030 年の実機化を目

指すものである。 

具体的な開発内容は、コークス製造時に発生する高温のコークス炉ガス(COG)に含まれる水素およびその水

素を増幅し、コークスの一部代替に当該水素を用いて鉄鉱石を還元する技術開発と、高炉ガスから CO2 を分離

するため、製鉄所内の未利用排熱を利用した革新的な CO2 分離・回収技術開発を行う。これらの技術開発によ

り CO2排出量の約 3割削減を目標に、低炭素社会の実現を目指す。 

本事業は、既に終了したフェーズⅠ(Step1)(平成 20 年度～平成 24 年度)で幾つかの基礎技術を確立してお

り、現在実施中のフェーズⅠ(Step2)(平成 25 年度～平成 29 年度)では、開発した要素技術を組合わせたパイ

ロット規模の総合試験を行う。 

Ⅰ．事業の位置 

付け・必要性

について 

鉄鋼業から排出される CO2は、1.8 億トン（2013 年度）で、産業・エネルギー転換部門最大であり、わが国

の CO2排出量の 14%を占める。そのため、鉄鋼業からの CO2排出量の削減が要請されている。 

しかし、わが国の鉄鋼業では、1970 年代以降、省エネルギー化に取り組み、現在では鉄鋼生産におけるエ

ネルギー効率は世界一であり、更なる CO2排出量削減には、革新的な技術開発が必要である。 

また、本事業は、21 世紀環境立国戦略に於いて、世界全体の温室効果ガス排出量削減のための長期戦略の

一つに位置付けられており、わが国が国際的リーダーシップを発揮するために産学の知見を結集し、国として

取り組むべき事業である。 

 以上から、本事業は実機化までに中長期の期間を要し、かつ事業環境の変化等のリスクの高いテーマである

ことから、民間のみで取り組むことが困難で、機構が資金負担を行うことにより民間の能力を活用して研究開

発を推進すべき事業である。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

  事業の目標 

本事業は、2030 年実機化に向けて大きく 3つの段階での技術開発を予定しており、 

 2008～2012:フェーズⅠ Step1 要素技術開発及びプロセス評価開発 

 2013～2017:フェーズⅠ Step2 総合技術開発（10m3規模の試験高炉） 

 2018～2028 頃まで:実証規模試験 

を経て、我が国鉄鋼業の国際競争力を維持しながら、総合的に約 30％の CO2削減可能な技術確立を目指す。 

 

現在実施のフェーズⅠ Step2 は各要素技術を組合わせたパイロットレベルの総合実証試験を行うとともに、

実証規模試験を行うフェーズⅡにつなげていくために下記の項目を目標とする 

 

【中間目標(平成 27 年度)】 

研究開発項目(a) 高炉からの CO2排出削減技術開発 

・水素還元の効果を最大限とするための技術をラボレベルで検討し実現性、有効性に対する目途を得て具体的

な実証試験の計画を立案する。 

・10m3 規模試験高炉の建設を完了させる。 

・触媒を用いて COG に含まれるタールや炭化水素を水素に改質する技術において高炉への吹込ガス用としての

改質反応の最適化、改質触媒の活性劣化対策技術の確立を図る。 

・メタン改質等の総合的に改質向上に資する要素技術の目途を得る。 

研究開発項目(b) 高炉ガス（BFG）からの CO2分離回収技術開発 

・CO2分離回収コスト 2,000 円/ｔ-CO2を実現可能な技術の充実を指向し再生温度、分離回収エネルギーの低減

などの技術開発の目途を得る。 

【最終目標(平成 29 年度)】 

研究開発項目(a) 高炉からの CO2排出削減技術開発 

・10m3 規模試験高炉により高炉からの CO2排出量を削減する技術を確立する。 

研究開発項目(b) 高炉ガス（BFG）からの CO2分離回収技術開発 



ⅰ-2 

・高炉ガス（BFG）からの CO2分離回収コスト 2,000 円/ｔ-CO2 (｢分離回収法開発ロードマップ（CCS2020）｣に

示された目標)を可能とする技術を確立する。 

 

サブテーマ毎の目標を以下に示す。 

①鉄鉱石還元への水素活用技術の開発 

[中間目標] 

各要素技術での数値目標設定根拠となるメカニズム解明 

1)プロセス解析技術 

・基準マイルストーン構成要素の構成メカニズムの可視化 

・高炉付帯設備のエネルギーバランス評価 

2)羽口複合吹込技術 

・複合吹込み時のレースウェイ安定化のための基礎燃焼挙動把握 

・羽口燃焼計測方法 

・安定燃焼ランス構造（試験高炉） 

3)原料条件の最適化 

・原料操作やシャフト吹込みガス組成の適正化の確認 

・鉄原料反応性の要素メカニズム解明 

[最終目標] 

高炉の input C 削減の効果検証と目標達成のための技術課題整理 

1)プロセス解析技術 

・送風操作効果の定量化 

・エネルギーバランス評価と具体的運用 

2)羽口複合吹込技術 

・羽口安定燃焼条件確立 

・微粉炭燃焼状況を把握可能な評価方法の提示 

・実証高炉用の安定燃焼ランス構造の提示 

3)原料条件の最適化 

・原料操作やシャフト吹込みガス組成の適正効果の定量化 

・鉄原料反応性の総合評価 

 

②コークス炉ガス（COG）改質技術の開発 

[中間目標] 

a) 高炉で必要改質 COG の生成条件提示 

・ラボレベルの 生成条件提示 

b）BP2 での水素増幅 

・H2増幅率≧2倍、耐久性≧500hr 技術見通しの獲得 

[最終目標] 

a) 高炉で必要改質 COG の生成条件提示 

・実機レベルの 生成条件提示 

b）BP2 での水素増幅 

・H2増幅率≧2倍、耐久性≧500hr 技術確立（BP2 試験結果より） 

 

③コークス改良技術開発 

[中間目標] 

a)改質 COG 吹込条件下鉄鉱石還元に適したコークス品質の解明 

・高強度で反応性制御可能なコークス配合案の提示 

（試験炉ベース）強度ＤＩ150/15 ：最大 88、熱間反応性指数 CRI 20～40 

・改質 COG 条件に適用できるコークス反応速度モデルの提示 

b)試験高炉用  コークスの製造と評価 

・試験高炉用コークス仕様に対応するコークスの製造方法の提示 

[最終目標] 

a)改質 COG 吹込条件下鉄鉱石還元に適したコークス品質の解明 

・コークス DI（88）、CRI（20～40）を両立する配合条件の提示 

・高炉 input C 削減に資するコークス製造技術の確立 

b)試験高炉用  コークスの製造と評価 

・試験高炉所要コークスの供給 

 

④CO2分離・回収技術開発 

[中間目標] 

1)化学吸収技術開発 

a) 高性能吸収液の開発 
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・CO2 分離回収コスト 2000 円／t-CO2 を実現可能な技術を指向し、再生温度、分離回収エネルギーの低減など

の技術開発の目処を得る。 

b) 試験高炉との連動試験 

・試験高炉との連動試験の準備を完了する。 

c) BFG の有効活用分離システムの検討 

・シミュレーション、実験的検討を進め、メンブレンリアクターの基本構成を決定する。 

2)物理吸着技術開発 

a) PSA システムのさらなる効率化 

・実機吸着層高相当の吸着塔により、PSA 法による高炉ガスからの炭酸ガス分離を実証する。 

・新規形状吸着材の効果を検証する 

b) 実機 PSA 全体プロセスの詳細設計 

・ASCOA-3 試験で得られたデータをベースにして、実機 PSA プロセスの概要設計を行う。 

3)分離技術総合プロセス技術開発 

a) 分離回収プロセス最適組合せ検討 

・製鉄所内での未利用排熱からの利用可能エネルギーと化学吸収法および物理吸着法が必要とするエネルギー

の最適な組合せを具現化し、モデル製鉄所における最適なプロセス設計への指針を得る。（モデル製鉄所にて

2,000 円/t-CO2の達成） 

b) 技術動向調査及び新規技術の探索 

・化学吸収法、物理吸着法に関して、操業条件との対応および処理規模の影響性を調査し、分離プロセスの到

達レベルの見極めに資する。また、化学吸収法、物理吸着法以外の方法についても、その適用の可能性を検討

する。 

[最終目標] 

1)化学吸収技術開発 

a) 高性能吸収液の開発 

・高炉ガス(BFG)からの CO2分離回収コスト 2,000 円/t-CO2(｢分離回収法開発ロードマップ(CCS2020)｣に示され

た目標)を可能とする技術を確立する。 

b) 試験高炉との連動試験 

・水素還元高炉技術確立支援（CAT30 による CO2回収率 90%以上確保） 

c) BFG の有効活用分離システムの検討 

・メンブレンリアクターのベンチ規模試験装置（モジュール長：1m）を用いた 長期安定性試験により、技術

的目途を得る。 

2)物理吸着技術開発 

・主要機器類・炭酸ガス吸着塔を含む PSA 全体プロセス（50 万 t-CO2/年規模）の詳細設計を完了させ、実機

スケール装置の建設を着手可能とする。 

・また、詳細設計をもとに炭酸ガス回収コストを算出し、2,000 円/ｔ-CO2を達成する。 

・電力原単位を低下させる。 

3)分離技術総合プロセス技術開発 

・化学吸収法および物理吸着法の開発レベルに応じた、最適なエネルギー回収を組合せて、プロセス全体での

経済性を定量化し、フェーズⅡの設計に資するコストが最小となる CO2削減プロセスを構築する。 

 

⑤未利用排熱活用技術の開発 

[中間目標] 

1) 未利用低温排熱活用技術開発 

・高効率な熱交換器を探索し、ラボにおいてその性能評価を実施する。 

・実機排ガス熱回収試験装置の設計・製作する。 

2) 製鋼スラグ 顕熱回収技術開発 

・転炉系スラグ発生量 90kg/t に対応する顕熱回収設備の検討を実施する。 

・スラグ凝固成形装置およびスラグ顕熱回収装置の安定操業技術を確立する。 

・蒸気回収システムの基本設計を完了する。 

[最終目標] 

1) 未利用低温排熱活用技術開発 

・実機排ガス熱回収試験による左記高効率熱交換器の性能を評価する。 

・製鉄所全体の熱輸送ネットワークシステムも含めた全体構成およびコストを評価する。 

2) 製鋼スラグ 顕熱回収技術開発 

・最適低廉化を考慮した最適な実機設備仕様を提案する。 

・蒸気回収システム全体設計およびコスト評価を行い，本研究開発の左記実機化 FS を完了する。 

 

⑥試験高炉によるプロセス評価技術開発 

[中間目標] 

10m3規模試験高炉の建設を完了させる。 

[最終目標] 
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試験高炉により、水素還元の効果を最大化し、銑鉄トンあたりの炭素消費量を最小化するための総合プロセス評価

技術を確立し、実証試験高炉を想定した COURSE50 プロセスの基本仕様を提案する。 

 

⑦全体プロセスの評価・検討 

[中間目標] 

製鉄プロセス全体の最適化を検討し、製鉄所からの CO2 排出量 30%削減を可能にするための総合的な評価、

検討を行う。特に平成 27 年度においては、フェーズ 2 に貢献する新規技術創出研究の絞り込みも含め、フェ

ーズ 2 移行に向けた全体プロセスの具備 条件を抽出する。手段として製鉄所全体熱物質評価モデルの新規要

素取り込みと精度向上製鉄所全体 CO2削減効果の見極めを実施。 

[最終目標] 

製鉄プロセス全体の最適化を 検討し、製鉄所からの CO2 排出量 30%削減を可能にするための総合的な評価、検討

を行う。特に、プロジェクトの最終年度においては、CO2 排出量 30%削減を可能性評価にとどまらず、次ステップである、

実証試験 規模高炉の具体内容を構築する。 

 

事業の計画 

内容 

主な実施事項 Ｈ25fy Ｈ26fy Ｈ27fy Ｈ28fy Ｈ29fy  

①鉄鉱石還元への

水素活用技術の開

発 

原料利用技術、送風最適

化、プロセス解析 

試験高炉操

業設計 
試験高炉操業 

 

②コークス炉ガス

（COG）改質技術

の開発 

ベンチプラ

ント 1 

（BP1）試験 

BP2 設計・建設 

（水素増幅率 2倍） 

BP2 試験 

（耐久性 500hr）  

③コークス改良技

術開発 

HPC 製造増強 

水素還元用コークス品質 

試験高炉用

コークス品

質、石炭配

合条件 

コークス製造方法確立  

④CO2 分離・回収

技術開発 

新吸収液開発、BFG 有効活用 

PSA 効率化・新吸着塔実証試験 

分離回収総合最適化 

CAT30 と試験高炉連動 

吸収液選定 

PSA 実機規模プロセス設計 

コスト最小プロセス構築 

 

⑤未利用排熱活用

技術の開発 

低温排熱回収熱交換器ラボ

装置製作 

製鋼スラグ顕熱回収試験 

実排ガス試

験評価 

実機仕様基

本設計 

熱輸送ネットワークシステ

ム構築 
 

⑥試験高炉による

プロセス評価技術

開発 

基本仕様確

定 

試験高炉の設計・建設・試

運転 
試験高炉操業  

⑦全体プロセスの

評価・検討 

全体プロセスの最適化 

新規技術創出研究 

実証規模プロセス必要条件

明確化 

 

 

 

開発予算 

(会計・勘定別

に事業費の実績

額を記載) 

(単位:百万円)  

会計・勘定 Ｈ25fy Ｈ26fy Ｈ27fy Ｈ28fy Ｈ29fy 総額 

一般会計 0 0 0 0 0 0 

特別会計 

（電源・需給の別） 
2,675 5,079 4,790   12,544 

開発成果促進財源 0 0 0    

総予算額 2,675 5,079 4,790   12,544 

（委託） 2,675 5,079 4,790   12,544 

（助成） 
：助成率△/□ 

      

（共同研究） 
：負担率△/□ 

      

開発体制 経産省担当原課 製造産業局鉄鋼課製鉄企画室 
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プロジェクト 

リーダー 

上野浩光氏（新日鐵住金株式会社執行役員 製銑技術部長）H27.4～現在 

齋藤公児氏（新日鐵住金株式会社参与 製銑技術部長））H25.7～H27.3 

委託先 

（委託先が管理法

人の場合は参加企

業数及び参加企業

名も記載） 

【委託先】 

新日鐵住金（株）、JFE スチール（株）、（株）神戸製鋼所、日新製鋼（株）、新日鉄

住金エンジニアリング（株） 

【再委託先】 

 住友精化（株） 

【共同実施先】 

 北海道大学、東北大学、秋田大学、群馬大学、東京大学、東京工業大学、名古屋大

学、岐阜大学、京都大学、大阪大学、岡山県立大学、九州大学、（公財）地球環境産業

技術研究機構、（国研）産業技術総合研究機構、（一財）電力中央研究所 

情勢変化への 

対応 

本プロジェクトの Step2 は、Step1 における要素技術の研究成果に基づいて次の研究ステージであるフェー

ズⅡに展開するための総合技術開発を実施するものである。Step2 における 7 つのサブテーマを総合技術とし

て構築するためには、各課題の研究進展および世界の技術開発動向によって軌道修正すべきアプローチもある

と思われるので、幅広い視野にたった課題認識を持って全体システム最適化を図りつつ研究開発を推進してい

る。以下の項目を重点的にマネジメントして推進した。 

(1)全体最適化の推進 

1)フェーズⅠStep2 出口シナリオの作成、2)マイルストーンの定量化、3)プロセス評価と全体最適化、4)研究

テーマの選択と集中の推進、5)新規技術創出研究の展開 

(2)知財戦略の構築と知財化の推進 

(3)試験高炉の設計と試験操業計画 

本プロジェクトはコアの部分と色々な周辺技術を組み合わせて行くことが必要であり、コアの部分は高炉の

水素還元等で鉄鋼業界しか出来ないものである。ここは前倒しを含めて重点的に実施していくとともに、周辺

の部分は他分野の知見も含めて開発を加速して実施する。 

①水素還元関係：本プロジェクトでの大事なコア部分であり、特に試験高炉の建設と試験操業は総合技術開発

の最重要課題であり、予算の重点的配分により試験高炉の設計・建設を着実に実施した。 

②化学吸収・物理吸着：吸収液開発をスケジュール通り進めた。物理吸着プロセス開発と実機設計等を通して

開発を加速した。 

③排熱回収：スラグ顕熱回収については実機設計のための検討を加速した。また、製鉄所の排熱回収に適用で

きる新たな革新的な熱交換器の開発を開始した。 

④COG 改質：H25 年度からベンチプラントの設計・建設を開始しスケジュール通り進めた。さらに、Step1 の

試験結果の解析およびラボ試験結果によりアプローチの軌道修正を行った。 

以上を受けて、予算全体の重点配分を実施した。 

中間評価結果 

への対応 
 

評価に関する 

事項 

事前評価 平成 24 年度実施  担当部 環境部 

中間評価 平成 27 年度 中間評価 

事後評価 平成 29 年度 事後評価（予定） 

Ⅲ．研究開発成果

について 

【事業全体】 

プロジェクト全体における CO2 排出削減においては、要素技術の集積に加え、所のエネルギー使用形態の変

更による製鉄所全体のエネルギー消費構造変更に伴う CO2バランスも考慮に入れることが必要であり、「外部購

入エネルギーからの CO2 収支も含めた所全体の CO2 バランス評価」プログラムを構築し、各要素技術の現状を

取り込み、所全体で 30%の CO2排出削減を実施するための複数シナリオの検討を行った。高炉からの CO2排出削

減については、主として水素還元などの送風操作により炭素消費原単位(高炉 InputC)を削減し、更には原

料、コークス、COG 改質等の技術により削減を検討した。これらの要素技術を総合化するために、BFG からの

CO2分離回収プロセスを含むシステムとした 12m3 の試験高炉を設計・建設した。同時に、試験高炉の試験操業

計画を策定した。一方、CO2 分離回収技術における排熱の利用については、製鋼スラグ顕熱回収技術に加えて

高効率熱交換器技術の開発を進めるとともに、高性能化学吸収液の開発、物理吸着技術の更なる効率化を進め

た。この結果、CO2分離回収コスト 2,000 円/ｔ-CO2の目途を得た。 

【個別テーマ】 

①鉄鉱石還元への水素活用技術の開発 

送風操作、低反応性コークス、高被還元性鉄原料の使用による、InputC 削減への影響を明確化し、これら

の成果に基づき、試験高炉の操業水準を設定した。 

1)プロセス解析技術 

試験高炉に対応した高炉数学モデルを開発し解析を実施した。羽口からの COG 吹込みなどの送風操作によ
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り、高炉 InputC が削減されることを確認した。また小型還元装置(SIS 炉)により、高炉数学モデルによる計

算結果の妥当性を確認した。ガス吹き込みを行った際に懸念される還元粉化の対策として、試験高炉条件にお

ける還元粉化率を推定するとともに、還元粉化抑制を目的とした予熱ガス吹込みバーナーの開発を完了した。

高炉への炭素投入量削減のための方策を行う場合に付随的に変化する付帯設備の操業条件を予測し、付帯設備

を含めた高炉でのエネルギーバランス・炭素投入量などを総合的に評価するモデルを開発した。 

2)羽口複合吹込技術 

羽口からの、微粉炭等の複合吹き込みにおける、羽口内燃焼を数値実験で評価し、適正な吹込みランス構造

を提示するとともに、ランス燃焼性の改善を確認した。羽口前燃焼シミュレータ（燃焼炉）を新たに設計・製

作し、燃焼・ガス化反応の非接触測定に関する検討・計測を実施し、吹込み条件により異なるデータが得られ

ることを確認した。また、数値実験で提案されたランスのレースウェイ炉および燃焼シミュレーターによる評

価・検証、耐久性試験を実施した。 

3)原料条件の最適化 

水素還元に適した焼結鉱、塊鉱石、ペレット等の原料配合を検討し、高炉 InputC 低減に寄与する原料性状

を提示した。高炉数学モデルを用いて、コークスの反応性・鉄原料の被還元性・吹き込みガス組成の適正化に

関する検討を行い、高炉 InputC 低減を確認した。 

 

②コークス炉ガス（COG）改質技術の開発 

触媒を用いた COG 改質技術の最適化、最適処理形式の検討を行った。30Nm3/hr 規模の実ガス試験設備である

ベンチプラント 1（BP1）を用いた試験の結果、および試験後の触媒をさらに詳細に解析し、反応条件及び再

生条件の最適化検討を行った。また、連続的に安定した水素増幅率を確保する技術を確立させるための実機化

に向けたベンチプラント 2（BP2）の基本設計を行い、第 1 期建設工事に着手した。得られた成果は以下のと

おりである。 

a)高炉で必要改質 COG の生成条件提示 

ベンチプラント 1（BP1）試験において、低 SV 条件で目標を達成できることがわかった。触媒改質ガスをさ

らに部分酸化することによって、還元ガス中メタン濃度を 5%以下とする見込みを平衡解析によって得た。 

b)ベンチプラント 2（BP2）での水素増幅 

ラボでの耐久試験（24h 改質×10 回、24h 毎に再生）の結果、再生によってほぼ 100%、触媒活性が回復する

ことを確認した。部分酸化装置との組み合わせによって水素増幅率 2 の改質を達成可能なことを解析により評

価した。 

 

③コークス改良技術開発 

低コークス比操業時における装入物各層間の通気性や装入物の荷下がりを確保できるコークス強度を有し、

且つ鉄鉱石還元に最適なコークス反応性を両立するコークス製造方法を開発することを目的とし、高強度を前

提に反応性を制御できるコークス製造技術の確立と試験高炉用コークスの製造評価を最終マイルストーンとし

ており、以下の実施項目に対しそれぞれの成果を得た。 

a)改質 COG 吹込条件下鉄鉱石還元に適したコークス品質の解明 

試験炉装入密度 0.73g/cm3においても、高性能粘結材 HPC の配合炭内での均一性を配合石炭細粒化により保

ち、10％添加することにより、低反応性（CRI 20～23）高強度（DI 150/15＝88）コークスを製造できること

を確認した。HPC の均質化はコークス内気孔構造の改善に寄与しており、高反応性コークスでも HPC による強

度改善効果が得られることを確認した。CO2 および H2O の反応性の違いを加味した改質 COG 雰囲気に適用でき

る反応速度式を提示した。 

b）試験高炉用コークスの製造と評価 

試験高炉用コークスサンプル製造に必要な HPC 製造を改造した HPC 連続製造試験装置により継続中である。

反応性 CRI 値 20 レベル、強度 85 を超える HPC 添加コークスを実用コークス炉にて製造可能である目処を得

た。 

 

④CO2分離・回収技術開発 

化学吸収・物理吸着法それぞれにおいて CO2分離回収コスト 2000 円／t-CO2以下を実現可能とする要素技術

を開発することを目標として、化学吸収法における、高性能 CO2吸収液の開発（熱量原単位削減）、物理吸着法

におけるプロセスの運転条件の最適化（電力原単位削減）など具体的な成果を出した。その結果、分離回収コ

スト 2000 円／t-CO2以下を達成する見込みを得た。 

1)化学吸収技術開発 

a) 高性能吸収液の開発 

新規化学吸収液を検討し、Step1 吸収液との比較で、反応熱の大幅削減と再生温度の低温化が可能な新吸収

液を得た。CAT-LAB 小型連続試験装置を用いて混合溶媒系吸収液の性能評価を行い、分離回収エネルギーは

Step1 最高性能を凌駕する高性能を確認した。新規化学吸収液の高性能発現に対する理論的根拠を明らかにし

た。CO2放散促進可能な触媒を得た。更に吸収速度促進効果を有する触媒を選定した。 

b) 試験高炉との連動試験 

試験高炉 BFG 条件に応じた CAT30 の改造、整備、試運転を完了した。CAT30 による CO2回収率が 90%以上達成

できることをシミュレーションで確認した。 

c) BFG の有効活用分離システムの検討 
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シリカ膜を用いたメンブレンリアクターによる BFG からの H2生成・濃縮検討において、目標値を大きく超え

るシリカ膜を開発した。耐水蒸気性に関しては、金属ドープや中間層の最適化による改善の目途を得た。 

2)物理吸着技術開発 

a) PSA システムのさらなる効率化 

実機相当高さの新規吸着塔を設置し、ガス流れ変更等により CO2 回収量が増加し、電力原単位が削減される

可能性を確認した。吸着剤の粒径を大きくすることにより、電力原単位削減ができることをベンチ試験により

実証した。有効吸着量の大きい、新規吸着剤の性能評価を実施。CO2回収量の増加可能性を確認した。 

b) 実機 PSA 全体プロセスの詳細設計 

ASCOA-3 試験結果を基に、各種機器の選定、吸着塔の基本構造の検証、吸着塔配置検討を行った。また、各

プロセスフローにおける流量範囲などの値を確定し、概要設計として、プロセスフローを作成した。 

3)分離技術総合プロセス技術開発 

a）分離回収プロセス最適組合せ検討 

排熱発生条件やエネルギー変換効率、分離回収プロセスの使用エネルギー効率をパラメータとして最適組合せ

解析を行うことが可能となった。分離回収コストを最小とするためには、化学吸収法と物理吸着法を組合せて

使用することが有効であることが明らかになった。分離回収技術を組合せることにより、分離回収コスト

2000 円/t-CO2を達成することが可能となった。 

b）技術動向調査及び新規技術の探索 

技術動向調査及び新規技術の探索を行った。分離回収コスト 2,000 円/t-CO2を下回る運転実績・研究成果は認

められず、本プロジェクトで開発中の技術の優位性が明らかになった。また、CO2 分離回収後ガスの有効利用

技術を検討した。 

 

⑤未利用排熱活用技術の開発 

1) 未利用低温排熱活用技術開発 

CO2 回収目標量の達成には、高効率熱交換器の開発が必要であることを見極めた。ラボ実験により、CO2 回収

目標の達成には、大きい熱容量流量比と高い温度効率を両立する熱交換器が必要であることを確認し、ラボ実

験で高効率熱交換器を評価し、目標温度効率を満足する構造があることを突き止めた。ダスト付着実験および

数値解析により、高効率熱交換器の構造の今後の改善方針を策定した。 

2) 製鋼スラグ 顕熱回収技術開発 

スラグ凝固成形安定化については、コンベア形状を半割パイプ型に変更することでスラグ剥離性を改善し、

スラグ連続処理量は目標を達成した。実機化時に必要な設備改善項目の抽出を完了した。蒸気回収システム設

計については、スラグ顕熱回収シミュレーターを構築し、ベンチ試験結果から熱交換係数や空隙率等のパラメ

ータを最適化し、設計を完了した。実機化 FS については、モデル製鉄所における操業形態と設備規模につい

て一次検討を完了し、各設備の詳細設計を低廉化も含めて開始した。 

 

⑥試験高炉によるプロセス評価技術開発 

試験高炉の各設備の所要能力を把握すべく、試験水準として想定されるケースを設定して所要物流量を見積

もった。操業シミュレーション結果を基に、試験高炉の所要物流量を基に設備能力を設定した。間接還元を最

大化するための炉内面形状の設計を行い、内容積 12m3の試験高炉の建設を完了させた。 

 

⑦全体プロセスの評価・検討 

鉄鉱石還元への水素活用技術の開発における送風操作最適化および原料利用技術含めた高炉改善の全体位置

づけと製鉄所全体の熱物質収支検討による製鉄所一貫削減量との関連検討を実施した。また、プロジェクト全

体の到達目標に対する各技術の位置づけの内容掘り下げと確度向上を検討した。 

 

新規技術創出研究では、要素技術の補強、試験高炉の操業最適化のための技術、スケールアップ補完技術に

ついて研究を進めた。その結果、新しい技術創出の可能性や高炉諸元の予想・炉内現象の解析に使用するシミ

ュレーションモデルの精度向上に活用できる可能性を見出した。 

 

投稿論文 「査読付き」22 件、「その他」2件、「学会発表」 75 件 

特 許 
「出願済」19 件、「登録」0件、「実施」0件（うち国際出願 2件） 

特記事項： 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

1.プレスリリース（記者発表）： 2013 年 8 月 6 日 

2.プレスリリース（記者発表）： 2014 年 10 月 31 日 

3.WSA；CO2 Breakthrough Programme 13th Meeting of the Expert Group:2015 年 6 月

15 日 

4.JCOAL,CCT Work Shop 2015；COURSE50 の概要:2015 年 7 月 2日 

5.米国鉄鋼協会（AISI）；COURSE50 の概要：2015 年 4 月 10 日 
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Ⅳ．実用化・ 

事業化の 

見通しに 

ついて 

本プロジェクトは、2030 年までに技術確立を行い、2050 年までに全世界の温室効果ガス排出量を現状に比

べて半減するというわが国の施策（2008 年 3 月「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」、2013 年 9 月「環境

エネルギー技術革新計画」、2014 年 4 月「エネルギー基本計画」等）の一つとして、実機化に向けて技術開発

を実施している。 

研究開発終了予定の 2027 年断面では、CO2貯留技術をも含め一連の技術が完成し、実機化に際しての経済合

理性も有するケースと本技術の波及効果として実機化の可能性があるケースを想定して、成果の項目で述べた

内容も踏まえ、実機化に向けての技術的位置づけを整理した。 

Ⅴ．基本計画に 

関する事項 

作成時期 平成 25 年 3月 作成 

変更履歴  
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環境調和型製鉄プロセス技術開発プロジェクト（STEP2） 

中間評価 事業原簿 用語集 

＜プロジェクト全般＞ 

NO 用語 意味・説明 

1 COURSE50 本プロジェクト略称（下記英文名称の略称） 

CO2 Ultimate Reduction in Steelmaking Process by Innovative 

Technology for Cool Earth 50 

 

＜① 鉄鉱石還元への水素活用技術の開発、⑥試験高炉によるプロセス評価技術開発＞ 

NO. 用語 意味・説明 

1 高炉 鉄鉱石を主原料、コークスを主還元材として溶鉄を製造する縦型炉で

ある。現在は内容積 4,000m3 から 5,000m3 のものが主流であり、一日に

約 10,000t 以上製造可能である。炉の上から鉄鉱石、コークスを投入

し、羽口と呼ばれるノズルから約 1,200℃の熱風を吹き込み、コークスと

酸素が反応することによりを約 2,000℃の一酸化炭素を発生させる。こ

の CO が炉内を上 昇する過 程で鉄 鉱 石を昇 温 ・還 元・溶 解し、約

1,500℃の溶銑（カーボン飽和鉄）が製造される。還元に使用された CO

は、いずれすべて CO2 となり、系外に排出される。 

2 還元材 酸化鉄である鉄鉱石から酸素を奪うためのもので、高炉では石炭系、

水素系の物質が使用される。 

3 コークス 高炉で主に使用される還元材。石炭を乾留して製造する。溶銑 1t を製

造するために約 350kg のコークスが使用される。コークスは還元材として

だけではなく、炉内を通過する還元ガス（一酸化炭素）の通り道（通気）

を確保するためのスペーサー、熱を確保するための発熱材の役割も担

っている。したがって高炉を操業するためには、溶銑 1t を製造するため

には 250kg 程度のコークスは最低限必要であるといわれている。 

4 微粉炭 高炉で補助的に使用される還元材。羽口から直接炉内に吹き込まれる

溶銑 1t を製造するために約 150kg の微粉炭が使用される。コークスを

製造するためには高価かつ希少な資源である粘結炭が必要であるが、

微粉炭としては相対的に安価な石炭が使用可能である。 

5 シャフト部 高炉の炉体は炉の上部から 3 つに区分され、下向きに広がった部分を

“シャフト部（炉胸部）”、一番炉径の広がった部分を“ボッシュ部（炉腹

部）”、炉下部にすぼまった部分を“ベリー部（朝顔部）”と称する。その

更に下部に、熱風を吹き込みノズルである羽口が設置されている。現在

の 5,000m3 の高炉では約 40 本設置されている。 

6 ボッシュ部 

7 ベリー部 

8 羽口 

9 レースウエイ 羽口から高速で吹き込まれた送風エアにより形成される、コークスが流

動、旋回、燃焼する領域。約 1m 程度の狭い領域であるが、この領域で

コークスや微粉炭、改質 COG の酸化還元反応が行われる。この領域を

通過したガスは、すべてコークスに還元され、一酸化炭素や水素とな

る。 
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10 ブローパイプ 高炉内に熱風を吹き込むために羽口に接続する送風用の管。 

11 GRI-mech ガス燃焼における化学反応機構を解析するモデル。約 60 の化学種と

300 以上の素反応が含まれている。UCB(Berkeley 大学)のホームペー

ジにて提供されている。 

12 改質 COG の改質度 COG ガス中の CH4 のうち水蒸気などとの改質反応によって CO や H2 に

改質された割合。 

13 荷重軟化試験 実高炉での装入物（焼結鉱など）の挙動と特性を測定する装置。 

実高炉では荷重を受けながら、昇温、還元が進むので、荷重、温度、ガ

ス条件など高炉の条件を模擬して実験される。測定項目は、還元反応

の進み具合、層の収縮、通気抵抗などである。 

14 還元率 高炉装入物（焼結鉱）などの反応の進み具合を評価する指標。反応前

に含まれる還元されるべき酸化鉄中の酸素量に対する、奪われた酸素

量の比率で求める。(100%還元率は還元終了の意味) 

15 ガス利用率（ηCO, ηH2) 下方から上昇する還元ガス（CO, H2)が、還元に利用されて CO2, H2O に

それぞれになった比率を表す指標。ηCO = CO2/(CO+CO2)･100 で算出さ

れる。 

16 熱保存帯 上方から常温の装入物が降下し、下方から高温の還元ガスが上昇する

（＝向流反応）実高炉において、熱のやり取りがバランスする位置を熱

保存帯と呼ぶ。一般的には 950℃付近であり、そこでは熱および反応が

一旦停止する。すなわち、還元が平衡している点であり、この条件（温

度とガス組成）を還元平衡点（Ｗ点）と呼ぶ。 

17 W 点（還元平衡点） 

18 シャフト効率 高炉操業において理想操業からのずれの程度を表す指数。鉄鉱石の

還元の進行度合いを、還元平衡点（W 点）への到達度で示した指標をシ

ャフト効率と定義する。すなわち鉄鉱石の還元進行はシャフト効率

100％以上にはならない。 

19 熱流比 固体の熱容量と気体の熱容量との比で表される値。固体が奪う熱量と

ガスが持ち込む熱量の比で、（固体の粒子の流量）×（固体粒子の比

熱）と（ガスの粒子の流量）×（ガス粒子の比熱）、で示される。上記の熱

保存帯は、熱流比が 1 となる領域であるとも解釈できる。 

20 BIS 炉 上方から常温の装入物が降下し、下方から高温の還元ガスが上昇する

（＝向流反応）状況を模擬することができる高炉シミュレータ。実試験で

は装入物（焼結鉱）を反応管内に固定し、電気炉を移動させて向流反

応を模擬する。断熱制御によって、反応に伴う吸熱反応の影響も含め

た評価が可能であり、熱保存帯温度の測定やカーボンソルーションロス

反応の定量が可能である。BIS 炉は Blast furnace inner-reaction 

simulator の意。 

21 還元粉化 焼結鉱が還元される初期の段階で粉化する現象。焼結鉱中のヘマタイ

トが還元されマグネタイトになるとき体積膨張を起こすため，焼結鉱が粉

化するといわれている。 

22 水性ガスシフト反応 CO と水蒸気(H2O)から CO2 と H2 を生成する反応。 



 ⅱ-3

CO+H2O⇒CO2+H2 

23 体積破壊 巨視亀裂が原因となる破壊 

24 混合拡散現象 充填層内で互いに隣り合って流れているガスが、層内を移動する過程

で一部が混じり合う現象 

25 圧力損失 ガス流れの上流と下流に現れるガスの静圧差 

26 移流項 運動量収支式における運動量の湧き出しを表す項 

27 Peclet 数 物質収支式を無次元化した時に現れる拡散係数を含む無次元数 

28 ボッシュガス 羽口前で吹き込まれた熱風で炉内のコークスが燃焼して発生したガス

のこと。 

29 出銑比 1 日当たりの出銑量を高炉の炉内容積で割った値。 

30 原単位 “銑鉄１トン当たり”という意 

31 炉熱調整 出銑温度を一定値に保つための操業諸元操作 

32 直接還元 コークスなどの固体炭素による酸化鉄の還元。CO による酸化鉄の還元

であっても生成した CO2 がカーボンソリューション反応を生ずれば結果と

して直接還元となる。水素についても、還元の結果生成した H2O が固体

炭素との水性ガス化反応を生ずれば直接還元となる。 

33 間接還元 酸化鉄の CO や H2 による還元反応 

34 カーボンソリューション

ロス反応 

コークスなどの固体炭素と CO2 との反応。C+CO2→2CO 

35 水性ガス化反応 コークスなどの固体炭素と H2O との反応。C+H2O→CO＋H2 

36 LKAB LKAB（Luossavaara Kiirunavaara Aktiebolag）。スウェーデン国営の鉄

鉱石生産大手であり、試験高炉を保有。 

 

＜② コークス炉ガス（COG）改質技術の開発＞ 

NO. 用語 意味・説明 

1 COG コークス炉ガスの英訳である Coke Oven Gas の略。コークスを製造する

過程でコークス炉から発生するガスで水素(50～60％)、メタン（25～

30％）を含む可燃性ガスであり、主に製鉄所内の燃料用途に用いられ

ている。また、COG 中には不純物として、石炭由来のアンモニア、硫化

水素、シアンなどが高濃度に含まれる。 

2 ドライ化 タール（5 に記載）など（COG 中ではミスト状で存在と推定）を水素、一酸

化炭素、メタン等のガス成分に変化させること。通常 COG はタール、油

分を含むためウェットな状態に対し、変化後のガスにはそのような成分

がなくドライな状態のため、ウェットなガスからドライなガスへ変化するこ

とを指す。 

3 ドライガス化 ドライ化と同義 

4 増幅 本研究では、特に水素等のガス成分の体積を増やすことを指す。 

5 タール 石炭を熱分解した際に発生し、炭素が５個以上含まれた常温で液体の

有機化合物であって、鎖式炭化水素や脂環式炭化水素からなる混合

物を指し、例えば、ナフタレン、フェナンスレン、アントラセン、ピレン等の
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ベンゼンが複数個結合した芳香族が主成分である。また、上記以外に

キノリン、インドール、カルバゾール、ジベンゾフラン、ジベンゾチオフェン

の六員環又は五員環に窒素、酸素、硫黄等の異種元素を含むヘテロ

化合物も含まれる。 

6 上昇管 コークス炉の炭化室上面に設置された COG をドライメーン（32 に記載）

へ導くガス管。尚、この上昇管の中間部分でアンモニア水を噴霧して高

温の COG を約 100℃程度まで冷却すると共に、ガス成分と油・固形成分

とを分離可能にする機能を有する。また火落ち判定孔と呼ばれる孔が

備えられ、乾留の終了時点を目視で判定できる。 

7 乾留 非酸化性雰囲気下で加熱すること。本研究では、石炭のコークス炉内

での加熱を指す。 

8 活性点 触媒上において触媒作用が行われる特定の部分のことである。例え

ば、特定の配列を持った格子面や、結晶面上でのステップ、キンク、点

欠陥、転位の末端など、配位不飽和度の高い原子やその集団であるこ

とが多い。 

9 素反応 一つの化学反応式で表される化学反応は、実際には複数の化学反応

から成り立っていることが多い。ただ一つの反応段階からのみなってい

る化学反応、すなわち、それ以上の反応段階に分けて考えることができ

ない化学反応のことを指す。 

10 ダスト 本研究では、石炭の微粒子のことで、空気中で浮遊する程度の粒径の

粉末を指す。 

11 耐久性 触媒の性能の安定性を意味し、具体的にはどの程度の時間（期間）触

媒性能が維持されるかを指す。 

12 改質 一般的には、価値に乏しい化合物を付加価値の高い化合物に変換す

ることを意味し、本研究では、COG 中タールを水素、一酸化炭素、メタン

などのガス成分に変化させることを指す。 

13 仕切弁 コークス炉上昇管から実 COG を抽気／閉止するための開閉弁。本研究

では、800℃を超える高温に耐え、且つ、タール等固着性のある成分を

含んだガスに対して開放／閉止が可能な弁を指し、現状では両機能を

兼ね備えた製品は世の中に存在しない。 

14 触媒槽 固体触媒を充填する反応槽 

15 押出機 コークス炉からコークスを押し出す装置。押し出す装置のほかにコーク

ス炉の蓋取り装置と、押出後新たに装入された石炭の上部を平らに均

すレベラーを備え、炉団に平行に敷かれたレール上を走行する。 

16 トラスデッキ 鋼材の接点を接合し、三角形を基本にして組んだ構造形式を有した鋼

材を床にした橋梁物を指す。 

17 固相晶析法 触媒反応機能を有する金属を予め金属酸化物にその金属の一部と置

換させて固溶した状態を形成する。そして、還元雰囲気に曝すことによ

り、固溶していた触媒反応機能を有する金属が酸化物表面に微細な粒

子状となって析出することにより、金属表面積の大きな触媒を製造する

ことが可能な方法。 
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18 固定層 固体触媒を反応下でも動かないように充填した状態 

19 活性化処理 本研究では、17 で記載した固相晶析法で製造した触媒を還元雰囲気下

に曝して金属微粒子を表面に析出させる作業 

20 シフト反応 若干の発熱を伴う次式の反応である。 

CO＋H2O⇔CO2+H2 

炭化水素からの水蒸気改質や部分酸化による水素製造において、水

素の収率を高めるために用いられ、低温ほど反応が進みやすい。 

21 確性試験 研究室レベルの小さな規模の装置で確かめられた性能を、より大規模

の装置で確認するための試験 

22 スクラバー ガスを洗浄することを意味し、本研究では、触媒で改質された高温で一

部タールを含んだガスを、水により洗浄してタールをガスから分離、且

つ、ガスを冷却する装置を指す。 

23 油バブラー 本研究では、油を張った油槽へガスを通すことにより、ガスに随伴してい

たダスト等を除去する装置を指す。 

24 誘引通風機 ガスを入口から吸引し、出口へ誘導する装置であり、いろいろな機種が

あるが、例えば羽根の付いた円盤を高速で回転させる方式などがある。 

25 フレアスタック 予め可燃性ガスを燃料に燃焼した状態へ有害ガスを通して周囲の空気

と共に燃焼させて無害化して大気放散する装置を指す。 

26 増幅率 対象ガスの反応前体積に対する反応後の体積の比を指す。例えば、水

素増幅率とは、（反応後水素体積）／（反応前水素体積）で表される。 

27 被毒 触媒反応は触媒表面の活性点上で進行する。その際、反応ガス中に不

純物（硫黄成分等）が存在すると、不純物が活性点に強固に吸着するこ

とにより、触媒反応の進行が阻害されること。 

28 タール分解率 本研究では、[１－（出口ガス中に残存するタール質量）÷（入口ガス中

に存在するタール質量）]×100 として計算されるパーセント表示で表さ

れ、ガス中に存在するタールの触媒接触による分解割合を指す。 

 

＜③ コークス改良技術開発＞ 

NO. 用語 意味・説明 

１ 

 

ア ス フ ァ ル ト ピ ッ チ

(Asphalt pitch, ASP) 

石油系の減圧蒸留残渣油を常圧無触媒下、過熱水蒸気（500～700℃）

で熱処理して得られるピッチ。軟化点が 150～200℃と高く、コークス製造

時の流動性補填剤として用いられる。 

2 間接引張試験（Tensile 

strength） 

圧壊強度 

(compressive 

strength） 

圧縮強度を試験するときに用いる円筒形の供試体を横に置いて、円筒

の側面に垂直方向の荷重をかけると横方向に一様な引張りの力が働い

て、真ん中で割れるように破壊する現象を利用したもの。間接的に引っ

張るところから、間接引張試験、割れて裂けるところから割裂試験とも呼

ばれる。引張応力の計算式は σ＝2P/πdl（σ：応力 P：荷重 d：直径 l：

円柱の長さ） 

3 円形度（Roundness） どれだけ円に近いかを表すパラメータ                              

24
l
AR  
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上式において R は円形度，A は面積，l は周囲長を示す。 

4 ギースラープラストメー

ター法（Gieseler 

plastmeter） 

流動性試験方法（JIS M8801 に規程）。攪拌棒が挿入されている金属製

るつぼ（内径 21.4mm, 深さ 35.0mm）に 425μm 以下とした試料 5g を充填

し、金属浴中にて 3 oC/min で昇温する。攪拌棒上のドラムプーリと同径

でかつ同心に指示針を備えたダイヤルプーリとを同調させ、この指示針

の目盛り盤（360 ℃, 100 等分）の動きを温度とともに 1 分ごとにプロット

する方法。測定を指示針が停止するまで続け、温度とダイヤルの読みの

関係を片対数グラフで示す。 

5 乾式消火設備 

(Coke dry quencher, 

CDQ） 

コークス炉より押し出される赤熱コークスを不活性ガスにより冷却する乾

式消火装置。赤熱コークスの顕熱は上記として回収・利用される。一方

で、散水による消火装置を湿式消火装置（Wet quencher）という。 

6 芳香族指数 

(Aromaticity index) 

全炭素量に対する芳香族炭素の割合 

7 芳 香 族 縮 合 度 指 数

（ Ring condensation 

index） 

芳香環の水素数と水素置換可能な位置数との総和と、芳香族炭素の

比であり、芳香環の縮合度の尺度 

8 置換指数(Substitution 

index） 

芳香環の置換可能な位置数に対し、実際に置換構造をとっている数の

割合 

9 高性能粘結材 

(High-Performance 

Caking additive，HPC） 

石炭由来の 2 環芳香族を溶剤とし，石炭を熱時抽出して溶液成分と未

溶解成分を固液分離した後，溶剤を分離回収して得られる溶剤脱灰炭

のこと。 

10 再固化温度

（Resolidification 

temperature, RT） 

ギースラープラストメーター法において、攪拌棒が止まったときの温度。 

11 最高流動度温度

（Maximum fluidity  

temperature, MFT） 

ギースラープラストメーター法において、最高流動度を示したときの温度 

12 最高流動度 

（ Maximum fluidity, 

MF） 

ギースラープラストメーター法において、攪拌棒が動き始めてから、止ま

るまでの温度域における最大の流動度。 

13 シャッター試験 

（Shatter test） 

落下強度試験。25kg のコークスを高さ 2m のところから 4 回落下させ、そ

の破壊度でコークスの品質を評価する方法(JIS K 2151 に規程) 

14 

 

全膨張率 

（Total dilatation, TD） 

ディラトメーター法（JIS M8801 に規程）150μm 以下の石炭に 10%の水を

加えて混ぜたものを成型器に入れ、所定の圧力で最小直径 6mm、1/50

テーパー付き、長さ 60±0.25mm の棒状に成型する。これを内径 8mm の

細管に入れ、その上に 150g の荷重がかかるようにピストンをのせて、

300 ºC に予熱された電気炉に挿入する。3 ºC /min で昇温し、収縮及び

膨張によるピストンの変位を回転ドラム式記録計に記録する。曲線より、

軟化開始温度、最大収縮温度、最大膨張温度、収縮率、膨張率を求め

る。 

15 動的粘弾性測定 弾性、粘性を併せ持つ高分子の力学的特性を分析する方法。弾性に相
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（Dynamic Mechanical 

Analysis） 

当する貯蔵弾性率（E’)と粘性に相当する損失弾性率（E”)、また E”と E’

の比であり、振動吸収性を反映する損失正接（tanδ）の温度依存性、周

波数依存性を測定することで、試料の分子内構造に起因する転移やそ

の温度について情報が得られる。 

16 ドラム試験機 ドラム強 度 指 数 の評 価 に用 いられる。ドラムは内 径 、長 さがともに

1,500mm で、内面に高さ 250mｍの羽根が 6 枚垂直に設置され、1 分間

に 15±1/2 回転できる回転装置が取り付けられている。 

17 ドラム強度指数 

（Drum index） 

上記ドラム試験機にて、ドラム内に 25mm 以上または 50mm 以上のコー

クス 10kg をいれて 15rpm で 30 回転または 150 回転させたのち、篩で篩

分けして、ふるい上質量のもとの試料に対する百分率で、各回転に対す

る強度を表す。（JIS K2151 に規程） 

18 熱 間 反 応 性 指 数 （ RI, 

CRI） 

コークスの CO2 反応性評価方法。1100ºC、CO2 ガス流通下、2 時間反応

後の重量減少百分率で表す。 

19 ナノインデンテーション

法 

（Nanoindentation） 

材料表面のナノメートル領域に対し，超微小荷重で圧子を押し込み，荷

重-変位曲線の解析から硬さや弾性率等の力学的性質を測定する方

法。 

20 軟化開始温度 

（Softening 

temperature, ST） 

ギースラープラストメーター法において、攪拌棒が連続的に動き始めて、

1.00ddpm に達したときの温度。 

21 反 応 後 強 度 （ RSI, 

CSR） 

コークスを高温で CO2 ガスと反応させた後、室温で規程の条件により測

定したコークス強度。粒度 20ｍｍのコークス 200g を 1,100℃で CO2 と 2

時間反応させた後、室温で I 型ドラム 30rpm, 9.5mm 篩上重量）により回

転強度を測定する。 

22 BSU Bench Scale Unit の略 HPC 連続製造設備 

23 平 均 反 射 率 、 湿 式 反

射 率 （ Reflectance in 

oil, Ro） 

研磨試料を屈折率 1.518 の油浸油につけ、試料表面での偏光の反射光

の強さと入射光の強さを反射顕微鏡を用いて測定したもの。ビトリニット

ニットの平均最大反射率は、石炭化度の指標であり、原料炭配合の重

要な指標として用いられる。 

24 マセラル（Maceral） 微細組織成分。石炭の組織成分を構成する微細組織成分で、3 つのグ

ループ（ビトリニット、エクジニット、イナーチニット）に大別され、さらにそ

れぞれ 3～5 のマセラルに分類される。JIS M 8816 に規程。 

25 ワイブルプロット 

（Weibull plot） 

物体の体積と強度との関係を定量的に記述するための確率分布。ばら

つきを含めた強度の優位性を議論するのによく用いられる手法。 

 

＜④ CO2 分離・回収技術開発＞ 

NO. 用語 意味・説明 

1 

 

BFG Blast Furnace Gas（高炉ガス）の略。鉄鉱石とコークスを充填した高炉

に熱風を吹き込むことにより副生するガス。主成分は、N2, CO2, CO, H2。 

2 

 

CO2 ローディング 吸収液に吸収された CO2 の量を示す指標（g/L 等）。吸収液中のアミン

等の吸収成分１モルあたりの CO2 モル数で表わすことも多い（mol/mol-

アミン）。 
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3 

 

⊿ローディング LA と RA の CO2 ローディング差。 

4 

 

LA/RA LA：Lean Amine の略。再生塔を出て吸収塔に供給される CO2 吸収前の

アミン液。 

RA：Rich Amine の略。吸収塔より出て再生塔に送られる CO2 吸収後の

アミン液。 

5 

 

L/G Liquid-to-Gas Ratio（液ガス比）の略。気液接触させる場合の液供給量

とガス供給量との比（L/Nm3 等）。 

6 

 

化学吸収 ガス中の特定成分を化学反応を伴って液に吸収させる操作。 

7 

 

反応熱／吸収熱 化学吸収に伴って発生する熱。通常は、ガス中の成分が液中に溶解す

る熱と液中での反応により生成する熱との合計を意味する。 

8 

 

平衡曲線 特定の反応におけるパラメータ間の平衡関係を示す線。 

9 

 

操作線 実際のプロセスにおけるパラメータ間の関係を示す線。 

10 

 

物質収支 Material （または Mass）Balance（MB）。ある化学反応の系において、系

に投入された物質の量と系から得られた物質の量との収支。 

11 

 

熱収支 Heat Balance（HB）。ある化学反応の系において、系に投入された熱量

と系から得られた熱量との収支。 

12 

 

吸収塔 ガスと液とを接触させ、ガス中の特定成分を液に吸収させるための塔。 

13 

 

充填物 気液の接触面積を増して物質移動速度を高める目的で、吸収塔や再

生塔に挿入されるもの。規則充填物・不規則充填物等がある。 

14 

 

再生塔または放散塔 吸収液を再生する塔。吸収液が吸収したガス中の成分を、温度や圧力

を変えて液から追い出す。 

15 

 

リボイラ 蒸留塔や再生塔の下部に熱を与えるための熱交換器。 

16 

 

還流水 再生塔上部から出たガスを冷却することにより凝縮した、水を主成分と

する液。通常、再生塔上部へ戻す。 

17 

 

熱量原単位 CO2 回収プロセスにおいて、CO2 単位量を回収するのに消費する熱量

（GJ/t-CO2 等）。 

18 

 

TOC Total Organic Carbon（全有機炭素）の略。有機化合物由来の炭素。液

中濃度は、条件が異なる酸化前処理で、Total Carton（TC、全炭素）と

Inorganic Carbon（IC、無機炭素）とを CO2 として測定し、その差から求め

る（mg/L 等）。 

19 

 

第一種圧力容器 労働安全衛生法の施行令で定める、高圧で使用される容器。定期的な

検査等の義務を負う。 

20 アミン アンモニアの水素原子を炭化水素基で１つ以上置換した化合物の総

称。置換数が１つであれば１級アミン、2 つであれば 2 級アミン、3 つであ
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れば 3 級アミンという。また、炭化水素基が水酸基（-OH）を持つものをア

ルカノールアミンという。 

21 反応熱 化学反応に伴って出入りする熱量（エンタルピー変化）。吸収液の CO2

放散反応は吸熱であり、その熱量が分離回収エネルギーの約半分を占

める。 

22 遷移状態 化学反応の過程で原系から生成系へ変化する時に通る最もエネルギー

の高い状態。原系と遷移状態のエネルギー差が反応の活性化エネルギ

ーに相当し、それが小さいほど反応は速く進行する。 

23 計算化学 化学分野で用いる原子・分子レベル計算の総称であり、量子力学に基

づく分子軌道法、密度汎関数法（これらを量子化学計算手法と呼ぶ）

と、古典力学に基づく分子動力学法、分子力学法に大別される。量子

化学計算は、実験値などのパラメータを用いず第一原理的に化学反応

や物性の解析と予測を行う手法。 

24 COSMO-RS 法 量子化学計算による溶質分子と溶媒分子の表面電荷をもとに、統計的

手法により溶液中の自由エネルギーを算出する手法。 

25 分子動力学 分子動力学法（ぶんしどうりきがくほう、Molecular Dynamics method、

MD 法、単に MD、古典 MD とも言う）：2 体（或いはそれ以上）の原子間ポ

テンシャルの下に、古典力学におけるニュートン方程式を解いて、系の

静的、動的安定構造や、動的過程（ダイナミクス）を解析する手法。 

26 PSA Pressure Swing Adsorption の省略形，圧力スイング吸着法。固体への

ガス吸着量が圧力およびガス種類によって異なる性質を用いて、混合ガ

スを分離する方法。 

27 サイクルタイム 一つの吸着塔が、吸着／洗浄／脱着の 3 工程を行うための時間。各工

程に要する時間は、サイクルタイムの 1/3 の時間となる。 

28 Crank-Nicholson 法 微分方程式の解を得るための差分法の一種。各時刻で方程式系を解く

必要があるので煩雑な場合が多いが、常に数値的に安定で収束する特

徴がある。 

29 吸着オフガス PSA の吸着工程にて PSA 出口より流出するガス 

30 ゼオライト 結晶性アルミノケイ酸塩の総称。結晶種により異なる数Åの均一な細

孔を持ち、交換可能な陽イオンを含有し、その種類によっても性質が異

なる。洗剤ビルダーや吸着剤、触媒として広く利用されている。 

31 活性炭 ヤシ殻などの炭素質を水蒸気や薬品により賦活した物。比表面積が

1,000m3/g を越えるものもある。吸着剤や消臭剤、触媒担体などとして

広く用いられている。 

32 四重極子 例えば二個の＋と－の重心があり、その双極子モーメントが０の場合で

も、電荷分布が球対称から外れた場合には有限の電場が形成される。

これを電気四極子、あるいは四重極子という。 

33 CCS CO2 分離回収・貯留技術（Carbon dioxide Capture and Storage） 

34 膜分離法 膜両面の圧力差で処理対象ガスを通過させ、ガスの種類によるその透

過速度の差で分離する技術。化学吸収法や物理吸着法に比較して新
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しい技術であり、様々な分離膜の開発が進められている。 

35 チルドアンモニア法 化学吸収法の一種で、吸収塔で 0～10℃に冷却された炭酸アンモニウ

ムとアンモニアによって CO2 を吸収し、再生塔で反応によって得られた重

炭酸アンモニウムスラリーを 120℃程度に加熱して CO2 を放散する分離

方法。 

36 イオン液体法 イオン液体は、常温、溶媒なしで液体（イオン）状態を保つ溶融塩であ

り、CO2 の選択的溶解性が高いことから、CO2 分離回収技術への応用

が期待されている。 

37 ULCOS Ultra-Low CO2 Steelmaking の略。欧州で展開されている低炭酸ガス排

出型製鉄プロジェクトの総称 

38 モデル製鉄所 高炉 2 基体制、粗鋼 800 万 t/年規模の仮想製鉄所。 

39 代表製鉄所 モデル製鉄所から派生したエネルギーバランスに特徴を有する仮想製

鉄所のこと。製鉄所の構成は同一であるが、コークス比や溶銑配合率と

いった主要な操業条件が異なり、排ガスの発生量などが変化する。 

40 IGCC Integrated coal Gasification Combined Cycle の略。石炭をガス化して利

用する発電方式のこと。 

41 EOR Enhanced Oil Recovery の略。地下に取り残された原油を更に回収する

方法のことで、石油増進回収法と呼ばれる。その一つに CO2 を圧入する

方式があり、代表的な CCS 手法の一つである。 

 

＜⑤ 未利用排熱活用技術の開発＞ 

NO. 用語 意味・説明 

1 ヒートポンプ エネルギーを投入することにより温度差を作り出す装置。動作原理によ

り、圧縮式・吸収式・化学ヒートポンプ等に分けられる。 

2 改質 化学物質の組成・性質を改良することであり、特に燃料の組成を化学反

応により変える事を指す。 

3 水素透過膜 水素分離膜とも言う。水素を選択的に透過する膜であり、パラジウム等

の金属、セラミックス、樹脂等が用いられる。分離すべき 

4 潜熱蓄熱 融解熱や気化熱などの転移熱を利用して熱の出し入れをする。顕熱蓄

熱に比べ高密度の蓄熱が可能（重量当たりの蓄熱量が大きい）。 

5 PCM Phase Change Material の略：相変化物質。その融点程度の温度の用

途の潜熱蓄熱に利用することができる。 

6 製鋼スラグ 製鋼の精錬工程で発生するスラグ。転炉系スラグと電気炉系スラグが

ある。転炉系スラグには脱炭工程で発生する脱炭スラグ（転炉スラグ）と

脱りん、脱硫、脱珪等の予備処理工程で発生する溶銑予備処理スラグ

がある。 

7 転炉スラグ風砕システ

ム 

溶融転炉スラグを空気流で吹き飛ばして粒状化し、粒状化したスラグお

よび高温となった空気から熱を回収して、蒸気を製造するプロセス。 

8 CDQ Coke Dry Quenching の略:コークス乾式消化設備。コークス炉から出た

赤熱コークスを投入し、循環ガス（N2 ガス）と熱交換して、コークスの顕

熱を回収する設備。800℃以上に昇温した循環ガスからボイラーで高温
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高圧の水蒸気を製造する。 

9 水 冷 ロール間 接 冷 却

技術 

内部を水冷した金属製ロールに溶融スラグを接触させて、連続的に凝

固する技術。 

10 製鋼スラグのエージン

グ 

出荷前にスラグを屋外に山積みし、適当な期間大気中に保持すること

あるいは蒸気等によってスラグを安定なものにする処理方法。製鋼スラ

グには、フリーライム CaO が存在し、膨張崩壊の原因となる。フリーライ

ムの水和反応を進行させてしまい、Ca(OH)2 とすることで膨張崩壊性の

ないものにすること。 

11 ポルトランダイト 水酸化カルシウム Ca(OH)2 のこと 

12 ピンチテクノロジー 熱回収システムの解析及び設計手法のこと。英国マンチェスター理工科

大学のボド・リンホフ教授の研究グループを中心に 1970 年代後半から

開発が始まった。第１世代といわれるピンチテクノロジーは「プロセス製

造設備」を対象に解析が行われ、第 2 世代になり、ボイラー、タービンや

蒸気ヘッダーなどから構成される「蒸気システム」または「エネルギーシ

ステム」とも称される工場のインフラ部分を対象として適用されている。 

13 SSSP Site Source and Sink Profile の略、工場全体のプロセス流体の加熱とプ

ロセス流体の冷却の需要曲線を描くことによって、工場全体の熱需要を

明らかにすると共に、同時に用役の選択と配分を同じグラフ上に書き込

むことで、用役とプロセス流体のマッチング状況を確認できる解析手法。 

14 プロセス流体 原料や製品などの流体で製品の品質維持のために運転条件が変更で

きない流体。（SSSP 解析での定義） 

15 用役流体 プロセスシステムの単位操作に必要な熱エネルギーを燃焼ガス、蒸気

や熱エネルギーを除却する冷却水や回収蒸気などで運転条件が変更

できる流体。（SSSP 解析での定義） 

16 改善計画（ﾀｰｹﾞｯﾄ） SSSP 解析より、改善の可能性を検討し、理論的に達成可能な目標値

を求める作業のこと。 

17 熱複合線 複数の流体が持つ温度と熱量の情報を、同じ温度区分の熱量を統合

することによって１本の線図で判りやすく示したもの。 

18 究極条件 将来技術革新にて未回収のプロセス廃熱から熱回収を拡大した理想的

な扱いを想定した条件。（SSSP 解析での定義） 

19 カリーナサイクル 1985 年米国の科学者カリーナによって考案された高効率発電サイクル

である。多成分混合流体を作動流体として使用し、その特性をうまく利

用して熱源の熱を最大限に利用し高出力を得ようとするものである。多

成分系の混合流体を作動流体として使用することにより、発電効率を従

来より 20％以上高めることが可能な新しい熱サイクル。 

20 プロセスシミュレータ 物性（物質の性質）データと現象の数学モデルを利用して、計算機上で

対象プロセスを模擬することにより、その設計や運転方法についての検

討を効果的に実施するためのソフトウエア。 

21 低位熱発電システム 工場の 100℃前後やそれより低い温度領域の排熱を高濃度アンモニア

水と蒸発器で熱交換し、熱サイクルの熱源とするシステム。 

本サイクルは、カリーナサイクルに近いシステムであるが吸収凝縮器な
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どの工夫をしているシステム。富士石油殿は石油精製に伴う低温の廃

熱を有効活用する目的でこの低位熱発電システムを導入している。 

22 ランキンサイクル 非可逆熱サイクルの一種で、蒸気タービンの理論サイクル。 

23 熱交換器 温度の高い物体から低い物体へ効率的に熱を移動させる機器。液体、

気体などの流体を扱うものが多い。熱の段階的利用や回収による省エ

ネルギーのため、積極的な導入が求められている。 

24 蒸発器 種々の水溶液から水分を気化して除去する装置。今回の低位熱発電シ

ステムでは、作動流体であるアンモニア・水がこの蒸発器において熱源

と熱交換することで、液体から気液混相状態となる。 

25 吸収凝縮器 圧縮機より吐き出された高温・高圧の冷媒ガスを水や空気などで冷却し

て、凝縮（液化）させる熱交換器のこと。 

26 HTRI 

 

世界的に広く使用されている熱交換器設計の専用プログラム。社名

（Heat Transfer Research Inc.）がプログラム名となっている。 

27 高炉水砕スラグ 高炉から生成する溶融スラグに多量の圧力水を噴射することにより急

冷した砂状のスラグのこと。 

28 温水ヒートポンプ ゼオライトの吸着熱を利用して容器内の温度を上昇することにより容器

に導入した水を蒸気化させる技術。 

29 熱容量流量比 熱交換器において、高温側流体の比熱[J/kg/K]と流量[kg/s]の積（単

位は[W/K]）を、低温側流体の比熱と流量の積で除した無次元数であ

り、熱交換性能を評価する際のパラメータの一つである。 

30 マイクロ熱交換器 伝熱プレートに数十～数百μm 程度の微細な流路パターンを刻み、その

プレートを積層してプレート表裏面で熱交換をおこなうプレート式熱交換

器の一種であり、体積あたりの伝熱面積が一般的な熱交換器と比較し

て大きいのが特徴。 

31 温度効率 

（高温側温度効率） 

熱交換器の性能を評価する指標の一つ。高温側温度効率と低温側温

度効率の 2 種類があるが、本プロジェクトでは高温側温度効率を単に温

度効率と称し、高温側流体の熱交換器入口温度と出口温度の差を、高

温側流体の入口温度と低温側流体の入口温度の差で除した値（もしく

はその百分率）で定義される。 

32 D/H 熱回収炉の炉体の形状を表す指標の一つ。炉体の直径（D）と高さ(H)

の比率であり、CDQ では炉内コークスの均一荷下がりの関係から

D/H=0.8～1.0 程度に設定されている。 
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性について 

 
１．事業の背景・目的・位置づけ 

１．１ 事業の背景 

地球温暖化問題は、予想される影響の大きさや深刻さから、人類の共通の最も重要な問題の一

つとなっており、世界が持続的な経済成長を維持しながら解決していくため、世界各国が協調、

連携し、国際会議の場で様々な議論が為されてきた。その結果、地球温暖化問題に対処するため、

気候変動枠組条約が 1997 年 5 月に採択され、その究極の目的を達成するための長期的・継続的

な排出削減の第一歩として、先進国の温室効果ガスの削減を、法的拘束力を持つものとして約束

する京都議定書が 1997 年 12 月に採択された。京都議定書は 2005 年 2 月に発効した。 
わが国では 2005 年 4 月に京都議定書目標達成計画が策定され、2008 年から 2012 年までの第

1 約束期間における温暖化ガス排出量を 1990 年に対して 6％削減する約束を履行するための取組

みを実施した。鉄鋼業界では自主目標を設定し、第 1 約束期間において 10％CO2 削減を目標とし

た取組みを実施しこれを達成した。 
2013 年度からは低炭素社会実行計画に引き継がれている。また、2020 年以降の温室効果ガス

削減に向けたわが国の約束草案は 2013 年度比で 26％を削減することとなっており、更なる CO2

削減を目指すためには、従来の省エネルギー技術の開発による効率向上だけでは限界があり、CO2

発生量を減らすと同時に CO2 を分離回収する革新的な技術開発が必要となる。 
 

わが国の鉄鋼業は、原料である鉄鉱石を石炭コークスで還元して銑鉄を製造する高炉法による

製造プロセスを採用しているため、多くの CO2 を排出し、産業部門の CO2 排出量の 43％を占め、

わが国全体で 14％を排出している（図Ⅰ-1-1）。さらに、図Ⅰ-1-2 に一貫製鉄所の製造プロセス

を示すが、鉄鋼業の中において高炉法による製鉄プロセスは、鉄鋼業の約 70％の CO2 を排出し

ており、高炉法による一貫製鉄所での CO2 排出量を削減することは、喫緊の課題である。 

 
図Ⅰ-1-1 わが国の鉄鋼業における CO2 排出の現状 
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図Ⅰ-1-2 一貫製鉄所の製造プロセス 

しかしながら、わが国の鉄鋼業は 1973 年以降、二度にわたる石油ショックを経験し、省エネ

ルギー化を推進してきた結果、1971 年から 1989 年の 20 年間で 1973 年のピーク時と比較し 20％
のエネルギー削減を達成し、既に世界最高水準に達しており、排熱や副生ガスの利用による省エ

ネルギーも極限に達している。図Ⅰ-1-3 にこれまで鉄鋼業で実施してきた省エネの状況を、図Ⅰ

-1-4 にわが国の鉄鋼業（高炉・転炉法）で鉄 1 トンを作るのに必要なエネルギー原単位を 100 と

したときの国際比較（2010 年）を示す。また、国際エネルギー機関（IEA）が 2014 年に作成し

た、導入障壁を全く考慮しないで、最先端技術を導入した場合の削減理論値の試算結果を図Ⅰ-1-5
に示す。これによると省エネルギー設備の導入が格段に進んでいるわが国の鉄鋼業の削減ポテン

シャルは最も低く世界最小と評価されている。 
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図Ⅰ-1-3 鉄鋼業の省エネルギーへの取り組みの推移 

出典：（一社）日本鉄鋼連盟；「鉄鋼業の地球温暖化対策への取組 低炭素社会実行計画実績報

告」、平成 27 年 1 月 
 

 
図Ⅰ-1-4 鉄鋼業（高炉・転炉法）のエネルギー原単位の国際比較 

出典：「2010 年時点のエネルギー原単位の推計」RITE、2012 年 9 月発表（指数化は鉄鋼連盟） 
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図Ⅰ-1-5 鉄鋼業のエネルギー消費量削減ポテンシャルの国際比較 

出所：『Energy Technology Perspective 2014』国際エネルギー機関（2014 年 5 月発表） 

注 ：棒グラフ（左軸）は BAT（Best Available Technology） を適用した場合のエネルギー消費量の削減ポテン

シャル  丸印（右軸）は粗鋼トン当たりの削減ポテンシャル 

 

このように、わが国の鉄鋼業は 1970 年代のオイルショック以降、省エネルギー化を推進し、

排熱や副生ガスの利用による省エネルギーも極限に達しており、現状技術の延長上では効率向上

による大幅な CO2 削減を望めないことから、更なる温室効果ガス削減のためには新たな革新的な

技術開発を推進する必要が求められている。 
このような背景のもと、コークス製造時に発生する高温の副生ガス（コークス炉ガス（COG））

に含まれる水素およびこの COG を改質して水素を増量し、これらの水素を鉄鉱石の還元材とし

て利用することでコークス使用量を削減し、高炉からの CO2 排出量を削減する技術開発と、製鉄

所内で未利用の排熱をエネルギー源として利用し、高炉ガス（BFG）から CO2 を分離回収する技

術開発により、CO2 発生量の大幅な削減を目指す「環境調和型製鉄プロセス技術開発

（COURSE50）(注 1)」が検討された。2008 年 3 月に全世界の温室効果ガス排出量を現状に比べ

て 2050 年までに半減するという長期目標実現に向け、「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」

が策定された。この中で COURSE50 は重点的に取り組むべき 21 のエネルギー革新技術の中に

おいて、「コークスの代わりに水素を還元材とする技術及び二酸化炭素分離回収技術により排出を

抑制する革新的製鉄プロセス（2008 年度から基礎研究、2013 年度から実証試験を行い、水素製

造や二酸化炭素分離回収貯留に係るコスト状況を踏まえ、まずは 2030 年までに製鉄所での排出

量を約 30％削減する技術を確立し実機化を目指す）」として取り上げられている。さらに、2013
年からの低炭素社会実行計画、2020 年以降の温室効果ガス削減に向けたわが国の約束草案を構成

する技術の一つとして位置づけられている。 
 (注 1)COURSE50：本プロジェクト略称（CO2 Ultimate Reduction in Steelmaking Process by  

Innovative Technology for Cool Earth 50 の英文略称）  
 
１．２ 事業の目的 

（１）プロセスの選択 

大型高炉による銑鋼一貫プロセスである日本における対策ということを勘案し、高炉法による
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製鉄プロセスの技術開発を対象とする。2030 年までに技術開発を完了させ、その後高炉の設備更

新に合わせ順次設備導入を行い、最終的に 2050 年までに対策完了となるスケジュールを前提と

する。 
 
（２）高炉に適用する技術の選択 

CO2 発生量の削減のために高炉に適用する技術の選択については、表Ⅰ-1-1 に示す様な対策技

術マップが挙げられる。脱炭素に向けた還元方法としては、水素を活用することとなる。水素源

の選択としては、①天然ガスの活用、②コークス炉副生ガスの所内活用、③電力の間接活用・水

の電気分解が挙げられるが、③電力の間接活用については量確保の困難さ、①天然ガスの活用は、

炭素を含有する水素源の外部調達という位置づけであるが、熱量当たりの CO2 排出係数の視点で

は、②の副生ガスの所内活用が自家調達での水素源として最有力候補となる。 
次に炭素系還元材を使用する部分の対策としては発生する高炉ガス中の CO2 ガスを後で分離

除去する方法で対処する。以上を総括すると、コークス炉副生ガスの還元材利用などの高炉送風

操作と高炉ガス中の CO2 ガスの分離回収がシナリオとなる。 
 

表Ⅰ-1-1 高炉に適用可能な技術 

(1)炭素以外の鉄鉱石類還元材の利用 (2)炭素による還元→排出 CO2 の分離・回収 

水素の活用 

 ・天然ガス 

 ・副生ガスの所内活用（COG 改質等） 

 ・電力の間接活用（水の電気分解） 

高炉ガスからの分離 

 ・化学吸収法 

 ・物理吸着法 

 ・他 

 
以上から、図Ⅰ-1-6 に本技術開発の概要を示す。 

 

 

図 Ⅰ-1-6 技術開発の概要 

 

本技術開発では、コークス製造時に発生する高温のコークス炉ガス（COG）に含まれる水素お

よび COG 改質して水素を増幅し、コークスの一部代替に当該水素を用いて鉄鉱石を還元する技
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術を開発する。また、高炉ガス（BFG）から CO2 を分離するため、製鉄所内の未利用排熱を活用

した革新的な CO2 分離回収技術を開発する。これらの技術開発により CO2 排出量の約 3 割削減

を目標に、低炭素社会を目指す。 

 

これらの技術開発においてフェーズⅠStep1（平成 20～24 年度（5 年間））として要素技術開

発を実施した。 今後、フェーズⅠStep2（平成 25～29 年度（5 年間））にて要素技術を組合せた

パイロットレベルの総合実証試験を行った後、フェーズⅡ（実証規模試験）を経て、最終的に製

鉄所における現状の全排出レベルに比較して約 30％の CO2 削減を可能にする技術の確立に資す

る。図Ⅰ-1-7 に本技術開発（フェーズ１Step2）の位置づけを示す。 
 

2000 2002    2004    2006    2008 2010 2012 2013 2015    2017 2020        2030            2050              2100
(H12)    (H14)     (H16)     (H18)    (H20)  (H22) (H24)  (H25)     (H27)     (H29)       

水
素
還
元

炭
酸
ガ
ス
分
離
回
収

Post-COURSE50

COCSﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
(2001-2008)

水素による
石炭の一部
代替化
・還元基礎検討
・吹込方法の明確化
・ベンチ試験での
水素増幅

BFGからの
CO2分離回収

・ﾌﾟﾛｾｽ評価ﾌﾟﾗﾝﾄ
での評価

・低温排熱回収に
よる総合評価

水素製鉄

国際連携

COURSE50 フェーズⅠ
（Step1）

実用化
導入・
普及

実用化
導入・
普及

フェーズⅠ
（Step2）

フェーズⅡ

試験高炉
確性

試験高炉
確性
+
実炉
部分確性

分離回収
設備と
試験高炉
との
ﾏｯﾁﾝｸﾞ
開発

試験高炉との
一貫開発
+
実炉
部分確性

ULCOSﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(1st:2004-2009,2nd:2009-2014,3rd:2015-2020)

JHFCﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
(2001-)

COG増幅ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
(2003-2006)

CO2貯留・モニタリング開発

グリーン電力・グリーン水素製造技術の開発基盤技術整備
インフラ確立

2030年頃
1号機を
実機化する。
(前提条件)
・CO2貯留
技術確立
・経済合理性
成立

要素技術開発 総合技術開発 実用化開発

 

図Ⅰ-1-7  COURSE50 フェーズⅠ Step2 の位置付け 

 

本事業を構成する技術の基本的なプロセス設計の考え方は以下の通りである。尚、更なる将来

の「高水素比率時代」には、プロセス自体の変貌も十分ありえるものである。 
 
（３）高炉からの CO2 排出削減量の規模観 

本技術における高炉からの CO2 排出削減の狙いは図Ⅰ-1-8 に示すとおりである。H2 による鉄

鉱石還元反応は吸熱反応であり、この熱を補う必要がある。このため、高炉ガスの送風操作や原

料条件の最適化などによって、H2 と CO による間接還元を向上させて直接還元を低下させること

により、炭素消費量を削減する、すなわち CO2 排出削減をするものである。Step1 における基礎

検討結果から、炭素消費量の削減目標レベルを約 10％とした。 
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熱風空気
微粉炭

図中の数字は、
各還元反応により
酸化鉄から除去
されるＯの割合。

 
図Ⅰ-1-8 COURSE50 高炉の狙い 

 
（４）高炉ガス CO2 分離回収による CO2 削減量の規模観 

 BFG ガス中の CO2 は製鉄所全体の約 70%を占めるが、高炉炉頂段階では、ガス組成として

CO 22%、CO2 22%程度であり、高炉ガス中の CO2 としては、70%＊0.5=35% 程度が除去される

ポテンシャルとなる。そういう意味では、例えば CO2 吸収液の再生エネルギーが充分あれば、理

論的には、当該技術で 35%の CO2 削減が可能となる。 
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図Ⅰ-1-9 製鉄所の未利用顕熱の活用規模 

 
しかしながら、CO2 吸収液の再生エネルギーを製鉄所内の未利用エネルギーに求めると、その

供給ネックが発生する。自然エネルギー等の再生可能エネルギーより低コストで回収できる未利
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用排熱を最大限活用することを前提として、その具体的量を調査した結果が、図Ⅰ-1-9 であり、

未利用排熱のうちで利用可能な量は、排出 CO2 の 20%を分離・回収できるものと設定している。 
 
１．３ 事業の位置付け 

わが国では、石油ショックやエネルギー・環境問題の高まり等の課題について、時代の要請に

応える形で、1973 年以降、エネルギー技術関連計画を策定しており、図Ⅰ-1-10、図Ⅰ-1-11 に、

エネルギー関係技術開発ロードマップにおける、わが国におけるエネルギー技術開発に関するこ

れまでの取組を示す。 
 

 
図Ⅰ-1-10 我が国におけるエネルギー技術開発に関するこれまでの取組 その１ 
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図Ⅰ-1-11 我が国におけるエネルギー技術開発に関するこれまでの取組 その２ 

 
本事業は、これまでの取組も含め、下記の様に位置づけされている。 

 
 (1)Cool Earth50 

COURSE50 は、2008 年 3 月に全世界の温室効果ガス排出量を 2050 年までに現状に比して半

減するという長期目標実現に向け、策定された「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」に、図

Ⅰ-1-12 の様に効率の向上と低炭素化の両面から重点的に取り組むべき 21 の技術の一つとして選

定されている。 
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図Ⅰ-1-12 Cool Earth 50 における重点的に取り組むべきエネルギー革新技術 

 
(2)環境エネルギー技術革新計画 

2008 年 5 月に閣議決定された環境エネルギー技術革新計画では、温室効果ガス排出低減のた

め、2030 年以降の中長期的対策に必要な技術で削減効果の大きな革新技術の一つとして、コーク

スの一部代替に水素を利用する水素還元製鉄が記載されている。環境エネルギー技術革新計画は、

2013 年に改訂されたが、2030 年ごろ以降で実機化・普及が見込まれる主要技術として、環境調

和型製鉄プロセスが明記されている。 
更に、2008 年 7 月に閣議決定された低炭素社会づくり行動計画でも、開発を推進すべき項目

の一つとして「コークスの代わりに水素を還元材とする技術及び二酸化炭素分離回収技術により

排出を抑制する革新的製鉄プロセス（2008 年度から基礎研究、2013 年度から実証試験を行い、

水素製造や二酸化炭素分離回収貯留に係るコストの状況を踏まえ、まずは 2030 年までに製鉄所

での排出量を約 30％削減する技術を確立し実機化を目指す）」と明記されている。 
 

(3)エネルギー関係技術開発ロードマップ 
上記以外にも、東日本大震災後の 2014 年 4 月に改訂されたエネルギー基本計画に基づき 2014

年 12 月に策定された「エネルギー関係技術開発ロードマップ」にも、戦略的に技術開発を推進

するべき技術として図Ⅰ-1-13 の様に消費のサプライチェーンの一つとして、「環境調和型製鉄プ
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ロセス」が記載されている。また、環境調和型製鉄プロセスは、エネルギー関係技術開発ロード

マップに図Ⅰ-1-14 の様に記載されており、本プロジェクトに関連する二酸化炭素の分離・回収

技術は、図Ⅰ-1-15 に開発すべき技術として明記されている。 
 
(4)イノベーションプログラム 

2005 年度以降、経済産業省の全ての研究開発プロジェクトは、政策ごとに 7 つの「イノベーシ

ョンプログラム」の元に体系化が図られた。本事業は「環境安心イノベーションプログラム」の

「地球温暖化防止新技術」と、「エネルギーイノベーションプログラム」における「総合エネルギ

ー効率の向上」に登録されている。 
 

以上の様に、本プロジェクトは、日本のエネルギー政策、低炭素化に向けた政策の中で重要な

位置づけとなっている。 
 

 
図Ⅰ-1-13 エネルギー関係技術開発ロードマップにおける技術課題全体の整理図 
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図Ⅰ-1-14 環境調和製鉄プロセスのロードマップ 
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図Ⅰ-1-15 二酸化炭素回収・貯留のロードマップ 
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２． NEDO の関与の必要性・制度への適合性 

 

２．１ NEDO が関与することの意義 

本プロジェクトは、1.で述べたような国際的にわが国の地球温暖化対策に資する技術開発であ

り、国の政策として開発すべき技術として様々な資料に記載されているものである。そもそも、

地球温暖化対策は、短期的には政策的に大きく振れることが予想され、長期的な視野から実施す

べきである。 
つぎに、水素による還元割合を高め、コークス使用量削減や省エネルギーによる二酸化炭素排

出量を削減する技術は、革新的な技術であり、長期の技術開発が必要である。したがって、水素

による鉄鉱石還元メカニズムの解明等の基礎的な研究と、高炉法プロセスの知見を活用すること

で、長期的視野からの技術開発が必要であり、国が基盤的な研究支援を行うと共に、わが国の高

炉法プロセスに知見を有する民間企業の力を結集して推進すべきプロジェクトである。 
また、COURSE50 が取り組む二酸化炭素の高炉からの排出削減および分離・回収技術は、地

球温暖化を抑制することで国民全般の利益に資することとなり、公共性は高いが、鉄鋼業にとっ

て、二酸化炭素の高炉からの排出削減及び分離・回収する技術を実機化しても直接的な利益を生

むことがない上に、高炉からの排出削減および分離・回収のためのコストが必要となる。これは、

実機化することで総合的な利益を生む従来の省エネルギー技術とは異なり、民間企業が技術開発

のために投資に躊躇することに繋がる。 
以上から、長期的な視野から国の政策として必要な技術であると共に、民間のみでは開発期間、

効果の面で実施が困難であり、また、民間に力を結集して技術開発を行うには、NEDO が資金負

担を行い、実施すべき事業である。 
 

２．２ 実施の効果（費用対効果） 

本プロジェクトの CO2 削減効果は、製鉄所で発生する CO2 のうち約 30％を削減するという挑

戦的な目標である。更に将来的には更なる削減（65～80%）へ向けた取組みが必要と考える。こ

のためには、水素還元技術を含めた脱石炭還元を目指すことになるが、本プロジェクトはその先

駆けとなるものであり、化石燃料に依らない水素や電気が社会に多量に安定して供給される基盤

が形成された場合には、更なる CO2 排出量の削減が可能になるものと期待される。 

 

本プロジェクトは当初 10 年間を基礎研究と方向性を定める第一ステップ（フェーズⅠ及びフ

ェーズⅡの内、フェーズⅠの Step1 と Step2)とし、その後のスケールアップを含む第二ステッ

プのフェーズⅡ（10 年程度）を経て、基本技術の確立を目指す。現時点では、2030 年までに基

本技術を確立して実機化を目指すこととしている。今後、進捗を見ながら開発を早めることを検

討していくが、いずれにしても、20 年の長期に渡る大規模な開発プロジェクトである。第一ステ

ップの当初 5 年間は約 100 億円、フェーズⅠ(Step2)については、150 億円以上が必要であると予

想している。フェーズⅠは基本技術の確立の位置付けであり、NEDO の委託事業として実施する

ものである。 

 
CO2 排出量の多い鉄鋼業において CO2 排出量の抜本的な削減に応えるためには、従来の製鉄プ

ロセスを一新する革新的なプロセスを開発する必要があることから国内高炉 4 社の技術力を共通

する施策目標の下に結集させ、早期実機化を念頭に置いた効率的な連携体制により運営すること

が必要である。また、ここで掲げている CO2 の抜本的な削減目標は、本プロジェクトのみでは到
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達不可能であり、周辺技術、社会システム、制度等、全ての環境整備を並行して進める必要があ

り、政府を始めとした関係者の協力と認識の共有化、共通化が必須である。 

 
 さらに、世界鉄鋼協会（WSA）や EU 共同プログラムとの連携により、欧州諸国の最新技術動

向を把握する等により本プロジェクトを効率よく実施する。鉄鋼業界では、旧 IISI（現 WSA）

でのセクトラルアプローチの一環として、2003 年より世界の鉄鋼メーカーによる 2050 年に向け

た CO2 の抜本的な削減に向けて議論を重ねてきた。今回のテーマの絞り込みについても、こうし

た場での議論結果が生かされている。さらに、今後も地球規模での鉄鋼プロセスからの CO2 発生

量削減へ向け、世界各地の鉄鋼協会、企業と連携を図りつつ、研究開発を進めていく予定である。

また、今回の開発と連携の効果が期待できる欧州の開発プログラムとはわが国鉄鋼業界が個別に

より深い連携を図るべく進めている。 

更に、今回取り組む BFG からの高効率 CO2 分離回収技術や COG 改質水素による鉄鉱石還元

などは、世界でも最先端の画期的な技術である。こうした日本独自の先行技術と、欧州の技術を

融合させる効果は相互にとって極めて効果的であると考えられる。 
 

以上のことからも、本プロジェクトは極めて高い挑戦的な技術ではあるが、実機化によって、

日本の CO2 排出を約 4%削減可能であり、極めて大きな CO2 削減効果が得られるとともに、世界

に対して日本の技術をアピールでき、且つ将来的には海外への技術的な支援も可能であることか

ら、投資としての意義は非常に高く、得られるメリットは多方面に渡って大きいと考えられる。 
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

１．事業の目標 

 

（１）Step2 の課題と研究開発方針 

COURSE50 の技術開発課題は、①高炉からの CO2排出削減技術開発と②高炉ガスからの CO2分離回収技術

開発に大別される（図Ⅱ-1-1 参照）。前者については、コークス製造時に発生する高温の副生ガスおよびそのガ

スを改質して水素を増幅し、それらの水素を利用して鉄鉱石を還元する技術を開発することである。後者は、高

炉ガスから CO2 を分離するために、新たな吸収液開発、物理吸着技術開発を行い、併せて製鉄所内の未利用排

熱を活用して、CO2分離のためのエネルギーを削減する技術を開発することにある。Step1においては、表Ⅱ-1-1
に示した主要目標を掲げて研究を実施し、高炉に水素などの還元材を吹込むことによって高炉からの CO2 削減

の可能性があること、H2増幅が可能な COG の改質の可能性、高炉ガスのCO2分離回収技術開発の実用化の可

能性などの成果が得られた。Step1の研究成果を踏まえ、Step2では、高炉への還元ガス吹込み技術の実用化に

向けた技術確立として試験高炉等による実証、CO2分離・回収技術の更なる高効率化、低コスト化が課題である。 
 

 
図Ⅱ-1-1 COURSE50 事業の目標 

 
表Ⅱ-1-1  Step 1 到達レベルと Step2 における課題 

主要目標 Step 1 の到達レベル Step 2 の課題 

[1]水素などによる鉄鉱石還元 メ

カニズムと反応制御の基礎技術を

確立する。 

当初計画外の LKAB 水素還元 試

験をも含め、C の直接還元率の低

減効果を得、高炉インプットで 2.5%

から3.5%程度のCO2低減の可能性

のあることを確認。  

①ガス供給条件の最適化による更

なる高効率化  

②Step1 でスコープ外の原料サイ

ドの具備条件含めた総合検討によ

る更なる高効率化  

以上を10m3規模試験高炉で実施。 

[2]水素の増幅率を 2 倍とするコー

クス炉ガス(COG)改質技術を確立

する。 

大量に製造した触媒の実 COG に

対する触媒活性発揮を確認した

（水素増幅率2 倍）｡ 

高炉要求の温度(>800℃)、メタン成

分低減の達成が新たなる課題。触

媒法のレベルアップ及び無触媒法

援用も含む。 

[3]水素還元高炉用のコークス 強

度（ドラム強度）DI≧88 を満足する

目標である DI ≧ 88 を満足する 

製造方法に目処 

10m3規模試験高炉で評価  
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高強度コークス製造技術を確立す

る。 

[4]高炉ガス(BFG)からの CO2 分

離回収コスト 2,000 円/t-CO2（「分

離 回 収 法 開 発 ロ ー ド マ ッ プ

（CCS2020）」に示された目標）を可

能とする技術の見通しを得る。 

目標の 2000 円/t-CO2 達成に目

処。 

CO2 の 20％を分離・回収できる未

利用エネルギーを確認。 

化学吸収法は 10m3 規模試験高炉

との連動試験+更なるブレークスル

ー課題への取組み 

物理吸着法は 40 万 t/年へのスケ

ールアップ 

[5]全体最適化を推進し、最終的に

製鉄所における現状の全排出レベ

ルに比較して約30％のCO2削減を

可能にする技術の確立に資する。 

製鉄所全体についての総合的エ

ネルギーバランス評価のためのツ

ールを作成し、水素還元 5.8%(ガス

利用効率が同等前提)＋CO2 分離

回収20%の削減レベル。 

Step2 開発進捗に伴う全体最適化

評価の高度化により、総合改善

CO2削減30%の技術確立。 

 
以上の課題解決に向けて、Step2の開発方針は以下のとおりである。すなわち低炭素製鉄を具現化していくた

めに、①高炉からの CO2 排出削減技術については、水素還元を最大限に活用する送風操作技術の確立を基本と

した上で、反応性操作も組み合わせて更なる高炉の熱効率向上を図る。また、②高炉からの CO2 分離回収技術

については、環境保全と経済性を考慮し、更なる高効率・低コスト技術を追求する。 
 
（２）Step2 の目標 

本技術開発(フェーズⅠStep2)では、CO2 発生量を大幅に削減する、環境に調和した製鉄プロセスの開発とし

て、各要素技術を統合したパイロットレベルの総合実証試験を行うとともに、実証規模試験を行うフェーズⅡに

つなげていくために下記の項目を目標とする。 
【中間目標(平成27年度)】 
研究開発項目(a) 高炉からのCO2排出削減技術開発 
・ 水素還元の効果を最大限とするための技術をラボレベルで検討し実現性、有効性に対する目途を得て具体的

な実証試験の計画を立案する。 
・ 10m3規模試験高炉の建設を完了させる。 
・ 触媒を用いて COG に含まれるタールや炭化水素を水素に改質する技術において高炉への吹き込みガス用と

しての改質反応の最適化、改質触媒の活性劣化対策技術の確立を図る。 
・ メタン改質等の総合的に改質向上に資する要素技術の目途を得る。 
研究開発項目(b) 高炉ガス（BFG）からのCO2分離回収技術開発 
・ CO2分離回収コスト 2,000 円/ｔ-CO2を実現可能な技術の充実を指向し再生温度、分離回収エネルギーの低

減などの技術開発の目途を得る。 
【最終目標(平成29年度)】 
研究開発項目(a) 高炉からのCO2排出削減技術開発 
・ 10m3規模試験高炉により高炉からのCO2排出量を削減する技術を確立する 
研究開発項目(b) 高炉ガス（BFG）からのCO2分離回収技術開発 
・ 高炉ガス（BFG）からのCO2分離回収コスト2,000円/ｔ-CO2 (｢分離回収法開発ロードマップ（CCS2020）｣

に示された目標)を可能とする技術を確立する。 
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２．事業の計画内容 

 

２．１ 研究開発の内容 

 

研究開発項目(1) 高炉からのCO2排出削減技術開発 
(a) 鉄鉱石還元への水素活用技術の開発 
水素還元の効果を最大限とするための技術をラボレベルで検討し実現性、有効性に対する目途を得て具体的な実

証試験の計画を立案する。 
・羽口及びシャフトへのガス吹込方法の CO2 低減に及ぼす効果をラボ試験、シミュレーションにて確認し試験

高炉の試験条件を提示する。 
・試験高炉の予熱ガス吹込設備の構成を決定するとともに試験条件を提示する。 
・高炉羽口からのCOG複合吹込条件を最適化するためランス構造及び還元ガス吹込条件の燃焼反応挙動に対す

る影響を評価し、試験高炉用ランス仕様を提示する。 
・COG複合吹込に対応した高炉系のマクロバランスモデルを開発し試験高炉の試験条件設定を行う。 
・水素還元に最適な原料性状、装入方法について検討を行い、還元性を改善する装入方法を提示する。 
 
(b) 10m3規模試験高炉等による水素還元総合最適化技術開発 
・10m3規模の試験高炉の計画、設計、建設を完了させる。 
(c) コークス炉ガス（COG）改質技術の開発 
・触媒を用いてCOGに含まれるタールや炭化水素を水素に改質する技術において30Nm3/hr規模の実ガス試験

設備を用いて、改質反応器への水蒸気の最適添加方法などの検討を行い、反応条件の最適化を図る。 
・最適処理形式の検討結果を踏まえ新規試験装置などにより高炉への吹き込みガス用としての改質反応条件の最

適化検討を行うとともに改質触媒の活性劣化対策技術の確立を図る。 
・部分酸化法などの方式検討を含むCOG改質のプロセス検討を行い、メタン改質等の総合的に改質向上に資す

る要素技術の目途を得る。 
(d) コークス改良技術開発 
・ 水素還元に適した高強度かつ反応性を制御できるコークス配合の方向性を提案する。 

 
研究開発項目(2) 高炉ガスからのCO2分離回収技術開発 
(a) CO2分離回収技術開発 
1)化学吸収法によるCO2分離エネルギー・コストの削減技術開発 
再生温度の大幅低減(未利用排熱の利用拡大)、分離回収エネルギーの一層の低減のための吸収液を検討する。 

2)物理吸着法のコスト低減とスケールアップ検証 
物理吸着法のスケールアップとして実機吸着層高相当の吸着塔により物理吸着法による高炉ガスからの CO2

分離を実証するとともに高効率化の課題検討を行う。 
3)CO2分離回収後ガスの有効利用技術の検討 
高炉ガスのCO2分離後の可燃性ガスなどの活用可能成分を回収して有効利用するための技術を検討する。 

(b) 未利用排熱活用技術の開発 
・製鉄所の低温排熱回収に適した熱交換器の仕様をラボ評価および実機排ガス顕熱回収試験装置での実証などに

より決定する。 
・製鉄所内に点在する低温排熱源からの熱回収、熱輸送のため、熱ロスが少なく熱交換効率の高い輸送媒体の調

査、選定を行い、熱回収ネットワークのシステムを検討する。 
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・スラグ顕熱回収ベンチ試験により、スラグ製品の安定製造と熱回収効率の最大化を両立させる安定操業技術を

確立する。 
 
研究開発項目(3) 全体プロセスの評価・検討 
(a)製鉄所からのCO2排出量30%削減を可能とするため、製鉄プロセス全体の総合的な最適化検討を行う。 
(b)水素還元高炉のCO2削減効果の強化・高機能化として以下の技術開発を行う。 
1)要素技術の補強 

CO2排出削減効果を確実に得るため、Step1で未検討であった以下のような範囲の技術開発を行う。 
・鉱石系原料の還元性を向上させる技術 
・鉄内装コークスなどの低温還元・高反応性コークス技術 
・水素還元高炉で必要となる酸素富化操業のための酸素製造の高効率化技術などに関する省エネルギー技術 

2)試験高炉の操業最適化のための技術 
水素還元に適した原料性状の検討など、試験高炉の操業条件を最適化するために必要な技術を開発する。 

3)スケールアップ補完技術 
試験高炉の試験結果を基に実証試験規模高炉にスケールアップする際に必要となる補完技術を開発する。 

 
研究開発項目は下表のサブテーマに分割して実施することとする。 
 

表Ⅱ-2-1 研究開発項目 

研究開発項目(1)高炉からの CO2排出削減技術開発  

サブテーマ 開発技術内容 

① 

(SG1) 

鉄 鉱 石 還

元 へ の 水

素 活 用 技

術の開発 

①-1 水素活用プロセス技術開発 ガス還元最適化、ガス還元最適化シミュレ

ーション、羽口複合ガス吹込み最適化 

 ①-2 水素吹き込み高炉に適する原

料利用技術 

PC 燃焼メカニズム、シャフトガス吹き込みに

対応した原料および装入物分布制御、還元

粉化制御/予熱ガス吹込み 

  ①-3 高炉羽口からの COG 複合吹

き込み条件の適正化 

COG 複合吹込みシミュレーション 

  ①-4 高炉系マクロバランスモデル

の開発 

高炉系のマクロな熱物質バランスモデル 

⑥ 

(SG6） 

試験高炉によるプロセス評価技術開発 試験高炉の設計・建設・操業 

② 

（SG2） 

コークス炉ガス(COG)改質技術の開発 タールを始めとする炭化水素成分の改質反

応および改質設備技術の確立 

③ 

(SG3) 

コークス改良技術開発 高強度を 前提に 反応性を 制御で き る    

コークス製造技術の確立 

研究開発項目(2)高炉ガスからの CO2分離回収技術開発 

④ 

(SG4) 

CO2分離・回収

技術開発 

④-1 化学吸収技術開発 試験高炉との連動運転 

分離回収熱量原単位の極限低減、再生温

度の低温化による排熱利用拡大 

BFG の有効活用分離システム検討 
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  ④-2 物理吸着技術開発 PSA の更なる効率化と実機化設計 

 

  ④-3 分離技術総合プロセス技

術開発 

CO2分離回収後ガスの有効利用技術（分離

回収技術と排熱有効利用技術の総合プロセ

スとしての最適化。 

⑤ 

(SG5) 

未利用排熱活

用技術の開発 

⑤-1 未利用低温排熱活用技術

開発 

未利用排熱集約のための熱交換器を主体

としたエンジニアリング課題の抽出 

 ⑤-2 製鋼スラグ顕熱回収技術

開発 

熱回収可能なスラグ製品の安定製造と熱回

収効率の最大化 

研究開発項目(3) 全体プロセスの評価・検討 

⑦ 

(SG7) 

全体プロセスの評価・検討 全体最適化、新規技術創出 

 

以下に個々の技術開発の実施項目を記述する。 

 

① 鉄鉱石還元への水素活用技術の開発 

Step1では改質COGによる排出CO2削減の可能性が確認できた。Step2では削減量の定量化及びさらなる削

減を可能とする高炉プロセスの検討を行う。水素還元の効果を最大限に引き出すためには、既に効果が確認され

たシャフトからの改質COG吹き込みの他、羽口への非改質COGの吹き込みも併用し、その割合などの種々の

還元ガスの複合吹き込みに関する検討が必要である。その際にはCOGの最適な改質度、改質後最適成分の検討

もさらに必要である。また、水素還元に適した原料設計においては、水素高炉に適する原料利用条件の解明と高

炉炉頂での装入物分布制御などの適切な原料使用方法の開発に取り組む。そこで、オフラインによる基礎検討を

実施し、得られた最適な吹き込み条件や、装入物条件に関する成果を試験高炉の仕様や操業条件へ反映させる。 
1）平成27年度のマイルストーン（中間） 
水素還元の効果を最大限とするための操業条件および設備仕様をラボレベルで検討し、実現性、有効性に対す

る目処を得て具体的な試験高炉の試験計画を立案する。すなわち、還元試験やレースウェイ形成に関する評価、

新しい高炉数学モデルを用いた高炉の溶銑トン当たりの炭素消費量の削減効果の評価、微粉炭燃焼挙動に関する

基礎的な検討を実施するとともに、それらの結果から試験高炉の試験水準と試験条件の概略を決定する。また、

試験高炉での予熱ガス吹き込み設備の試験操業条件への織り込み、燃焼挙動の評価を反映した試験高炉用ランス

仕様の提示、付帯設備に関するモデルの構築と高炉本体の操業条件予測モデルとの総合化を行う。 
2）平成29年度のマイルストーン（最終） 

10m3規模試験高炉などにより、高炉からのCO2排出量を削減するための複合吹き込みを主体とする要素技術

を確立する。すなわち、試験高炉で得られた試験結果を解析し、高炉内での反応進行を含む水素還元メカニズム

を提示するとともに、ランス構造を含む最適な吹き込み条件とスケールアップ時の課題と解決手段を提示し、実

証試験高炉へのスケールアップのためのプロセスイメージを構築する。さらに、試験高炉での予熱ガス吹き込み、

装入物分布制御の適用、長時間安定運転の実証と炉内反応解析を行うとともに、試験高炉結果に基づき、適正複

合吹込み条件を確立し、高炉でのCO2削減最適化条件を予測し提案する。 
 
上記の最終目標を達成するために、本技術開発においては、各要素技術の開発を中心に進め、最終目標に向け

た可能性の検討を行い、その後のフェーズⅡの研究開発につなげていくために以下の研究開発を実施する。 
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サブテーマ①-1 水素活用プロセス技術開発 
高炉の溶銑トン当たりの炭素消費量削減を目的として、高炉での種々の複合ガス吹き込みプロセス操作および

高炉炉頂排ガスからの CO2 分離回収技術のマッチングを定量的に評価するため、小型の模型実験及び高炉数学

モデルによる基礎的な検討を行う。合わせてサブテーマ⑥における試験高炉の試験条件を提示すると共に、試験

結果を踏まえて、高炉の溶銑トン当たりの炭素消費量を評価指標とした最適プロセスの提案を行う。 
ⅰ) 改質COG吹き込みプロセス最適化 
ⅱ) 羽口からの複合ガス吹込みプロセス最適化 

ⅲ) 高炉数学モデルによるプロセス評価 

ⅳ) 高炉羽口ブローパイプおよびレースウェイでの反応挙動の基礎研究 
 
サブテーマ①-2 水素吹き込み高炉に適する原料利用技術 
高水素含有率である改質COGを高炉利用した場合の高炉内鉱石還元挙動を明らかとするとともに、鉱石還元

粉化挙動や炉上部での熱補償の検討、および高炉内の局所的な挙動についてシミュレーションモデルによる検討

を行う。 

ⅰ) 還元粉化評価の高度化と粉化抑制のための予熱ガス吹き込み方法検討  
ⅱ) コークスガス化・PC燃焼反応メカニズム解明  
ⅲ) 数値解析によるレースウェイ部における微粉炭およびコークスの燃焼・ガス化特性評価  
ⅳ) 還元ガス吹込み時の原料還元性向上技術 

 

サブテーマ①-3 高炉羽口からのCOG複合吹込み条件の適正化 
本研究テーマでは、微粉炭・非改質COG・炉頂ガスの3種の補助還元材の複合吹き込み下での羽口内燃焼を

数値実験で評価し、適正な吹込みランス構造と吹込み条件を明らかにする。 
 

サブテーマ①-4 高炉系マクロバランスモデルの開発  
本研究テーマでは、高炉への炭素投入量削減のための方策を行う場合に付随的に変化する付帯設備（熱風炉、

送風機、炉頂圧発電（TRT）、改質 COG・予熱ガス加熱器）の操業条件を予測し、付帯設備を含めた高炉での

エネルギーバランス・炭素投入量などを総合的に評価するモデルを開発する。 
 

② コークス炉ガス(COG)改質技術の開発 

還元材を従来型の「炭素系」から「脱炭素系」に部分転換するべく、コークス炉ガス（COG）に大量に含ま

れる水素と一酸化炭素に着目し、これらを還元材として利用することを前提に、その使用量の拡大を可能とする

ため、高温COG中タールの触媒改質によるドライガス化、水素増幅を図る。 

 
1）平成27年度のマイルストーン（中間） 
触媒を用いてCOGに含まれるタールや炭化水素を水素に改質する技術において、高炉への吹き込みガス用と

しての改質反応の最適化、改質触媒の活性劣化対策技術の確立を図る。COG 改質技術の最適化に関しては、実

COG を用いた BP1 試験装置運転による条件最適化を行い、水素増幅率 2 倍以上、且つ、耐久性 5hr 以上を目

標として本プロセスでの技術の到達度を見極める。また、COG 中の残メタンを最小化する改質技術の検討を通

じて、水素増幅率 2 倍以上、耐久性 500hr 以上を目標とした技術の見通しを得る。さらに、高炉への吹込みガ

スの品質要求に合わせて、改質反応を設計、実現する要素技術の目処を得る。 
2）平成29年度のマイルストーン（最終） 
次フェーズの試験高炉への還元性ガス供給に向けたプロセスのスケールアップ検討、設備技術の構築を図る。
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プロセス・設備技術の構築に向け、BP2 試験装置のプロセス設計・試験運転により、耐久性 500hr 以上を目標

とした技術を確立する。 
 
上記の最終目標を達成するために、本技術開発においては、以下の4つの研究開発項目を実施する。 

1) COG中タールからの水素増幅技術に関する研究 
2)タール改質触媒の開発と反応形式の検討  
3) 炭素析出反応機構解明とその抑制のための反応条件の提案  
4) COG中メタンの酸化的改質触媒の開発  
 

③ コークス改良技術開発 

コークス製造時に発生する高温のコークス炉ガス（COG）に含まれる水素を増幅し、コークスの一部代替に

当該水素を用いて鉄鉱石を還元する技術を開発する「高炉からのCO2排出削減技術開発」において、低コークス

比操業時における装入物各層間の通気性や装入物の荷下がりを確保できるコークス強度を有し、且つ鉄鉱石還元

に最適なコークス反応性を両立するコークス製造方法を開発する。 

 

1）平成27年度のマイルストーン（中間） 
① 高強度で反応性の異なるコークス配合案の提示 
  開発目標 コークス強度［ドラム強度］ DI15015 最大88、コークス熱間反応性指数CRI 20～40 
② 改質COG条件に適用できるコークス反応速度モデルの提示 
③ 反応性、反応後強度とコークス構造、高性能粘結材添加効果間の関係の提示 
④ 試験高炉用コークスの品質と量の提案 
2）平成29年度のマイルストーン（最終） 
① 高強度で反応性の異なるコークス製造方法の確立 
② 試験高炉用コークスの製造とコークス品質の評価 
2）平成29年度のマイルストーン（最終） 
①コークスDI（88）、CRI（20~40）を両立する配合条件の提示 
高炉インプットC削減に資するコークス製造技術の確立 
②試験高炉用コークスの製造と評価 
試験高炉所要コークスの供給 
 

上記の最終目標を達成するために、本技術開発においては、以下の研究開発項目を実施する。 

1) 改質COG吹込条件下鉄鉱石還元に適したコークス品質の解明 
ⅰ)コークス反応性制御と反応劣化挙動の解明 
ⅱ）水素還元適用コークス品質の解明と反応性制御技術の開発 
ⅲ）原料構成成分の相互作用とコークス性状発現機構に関する研究  
ⅳ）コークス化過程における分子挙動に関する研究  

2) 試験高炉用コークスの製造と評価 
 

④ CO2分離・回収技術の開発 

本技術開発は、高炉から発生する高炉ガス（BFG）からのCO2分離回収技術を行うとともに、製鉄所の未利用

排熱の利用を拡大して鉄鋼業のCO2削減に寄与する技術を推進する。これらの技術開発により、製鉄所から現状

排出されるCO2量に比較して、約30％の削減を可能にする技術の確立に貢献する。具体的には、高炉ガスからの
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CO2分離回収コストの低減化を可能とするため、化学吸収法および物理吸着法の特性向上を進めるとともに、分

離回収技術と未利用エネルギーを有効に利用する技術の最適化プロセスを提案する。 
 

1) 平成27年度のマイルストーン（中間） 
CO2分離回収コスト2,000円/t-CO2を実現可能な技術の充実を指向し、再生温度、分離回収エネルギーの低減

などの技術開発の目処を得る。 
2) 平成29年度のマイルストーン（最終） 
高炉ガス(BFG)からのCO2分離回収コスト2,000円/t-CO2(｢分離回収法開発ロードマップ(CCS2020)｣に示され

た目標)を可能とする技術を確立する。 
 
上記の最終目標を達成するために、本技術開発においては、以下の研究開発項目を実施する。 

 
サブテーマ④-1 化学吸収技術開発 
本テーマにおいては、高炉ガス(BFG)からのCO2分離回収コスト2,000円/t-CO2(｢分離回収法開発ロードマップ 

(CCS2020)｣に示された目標)を可能とする技術を確立するため、吸収液再生温度の大幅低減による未利用排熱の

利用拡大を図るとともに、分離回収のためのエネルギーを一層低減可能な高性能吸収液を開発する。 
また、BFGのCO2分離回収後のガス中にはCO，H2などの可燃性ガスが含まれていることも含め、活用可能な

成分があるため、それらを回収して有効利用するための技術についても検討する。さらに、水素還元高炉（試験

高炉）から発生するBFGに対し、化学吸収法によるCO2分離回収性能を評価するため、試験高炉との連動試験を

実施する。 
 

ⅰ) 高性能吸収液の開発 
ⅱ) BFGの有効活用分離システムの検討 
ⅲ) 試験高炉との連動試験 
 

サブテーマ ④-2 物理吸着技術開発  
PSA法（Pressure Swing Adsorption）で想定される実機相当の吸着層高を持つ吸着塔をASCOA-3に設置

し、その温度スイング挙動調査、オフガスおよび層中ガスの高速組成分析、層内圧力の測定等により、PSA
システムのさらなる効率化を行う。 
またメーカーからのヒアリング、論文・技術発表等により、真空ポンプ、ブロアー、除湿装置等の主要機器

の効率化を検討すると共に、新規吸着塔を設置したASCOA-3の運転研究成果を基礎とした実機規模の吸着塔

を詳細に検討し、実機PSA全体プロセスの詳細設計を行う。 
 

ⅰ) PSA システムのさらなる効率化 
ⅱ) 実機PSA 全体プロセスの詳細設計 
ⅲ) 実機プロセスのコスト検証 
ⅳ) PSA における基礎現象の解明 
 
サブテーマ④-3 分離技術総合プロセス技術開発 
高炉ガス（BFG）からCO2を分離回収する技術として、化学吸収法、物理吸着法の両面から研究開発を進める

が、いずれも分離回収に際しては多量のエネルギーが必要となるため、製鉄所の未利用エネルギーを活用するこ

とで、CO2分離回収エネルギーを削減することが重要である。 
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本研究では、BFGからのCO2分離回収コストの低減化を可能とする技術を確立するため、化学吸収法、物理吸

着法の特性改善を前提に、分離回収技術と未利用エネルギー有効利用技術の総合プロセスとしての最適化を検討

する。 
 
ⅰ) 分離総合プロセスの最適組合せの検討 
ⅱ) CO2の地中貯留技術の最新動向調査 
 
⑤ 未利用排熱活用技術の開発 

本技術開発では、製鉄所内で発生している未利用の低温排熱および製鋼スラグ顕熱を有効利用するための熱回

収技術の検討を進める。これらの技術開発により未利用排熱の有効利用先として、高炉ガス(BFG)からの化学吸

収法による CO2 分離回収技術の確立に貢献する。具体的には製鉄所内に点在する未利用排熱源から蒸気等で熱

回収する技術およびそれを熱輸送する時の製鉄所全体のネットワーク構成、最適化プロセスを開発する。 
 

1) 平成27年度のマイルストーン（中間） 
サブテーマ ⑤-1 未利用低温排熱回収技術開発 
実製鉄所内の排熱調査を行い排熱回収対象を決定し、ラボ試験により高効率低温熱交換技術を確立する。また、

実機排ガス顕熱回収試験装置の設計・製作および熱輸送媒体の特性把握を行う。 
サブテーマ ⑤-2 製鋼スラグ顕熱回収の開発 
スラグ顕熱回収ベンチ試験により、凝固成形安定化と熱回収高効率化を両立させる安定操業技術を確立する

（ベンチ試験完了）。また、蒸気回収システムの検討および基本設計を完了する。 
2) 平成29年度のマイルストーン（最終） 
サブテーマ ⑤-1 未利用低温排熱回収技術開発 
実機排ガス顕熱回収試験により熱交換器の性能評価を完了し、製鉄所全体の熱輸送ネットワークシステムも含

めた全体構成およびのコスト評価を行う。 
サブテーマ ⑤-2 製鋼スラグ顕熱回収の開発 
スラグ供給ピッチやボイラ効率も考慮した蒸気回収システムの全体設計およびコスト評価を行い、本研究開発

の実機化FSを完了する。 
 

上記の最終目標を達成するために、本技術開発においては、以下の研究開発項目を実施する。 

サブテーマ⑤-1 未利用低温排熱回収技術開発 
 本研究開発では、高炉ガス（BFG）からの化学吸収法によるCO2分離・回収に必要な熱エネルギーを経済的に

得るために、低温排ガス等の未利用排熱からの熱回収を目指す。具体的には下記の3つの研究開発項目を実施す

る。 
ⅰ) 製鉄所の未利用排熱調査 
ⅱ) 低温排熱回収に適した高効率熱交換器の開発 
ⅲ）熱輸送システムの設計 
 

サブテーマ ⑤-2 製鋼スラグ顕熱回収の開発 
本研究開発では、高炉ガス（BFG）からの化学吸収法による CO2分離・回収に必要な熱エネルギーを経済的

に得るために、製鋼スラグからの未利用排熱回収を目指す。具体的目標は、吸収液から CO2 を再生するのに必

要な蒸気を供給するシステムの実機化FSを完了することである。その際、熱回収可能なスラグ製品の安定製造

と熱回収効率の最大化が技術課題となる。 



Ⅱ-10 

ⅰ) 凝固成形安定化と熱回収高効率化の両立 
ⅱ) 蒸気回収システムの設計 
 

⑥試験高炉によるプロセス評価技術開発 

フェーズⅠStep1 の「高炉からの CO2 排出削減技術開発」では鉄鉱石還元への水素活用技術の開発としてラ

ボ試験や高炉数学モデルによるシミュレーション、さらに当初計画外であった海外ミニ高炉試験を実施し、水素

を多量に含む還元ガスの吹き込み操作により､鉄鉱石の水素還元が促進されるとともに､炭素による直接還元が

低下して､CO2排出削減に効果があることを確認した。 
そこで、フェーズⅠStep2では、前記検討結果を総合的に検証するとともに、フェーズⅠStep１で開発された

要素技術を統合した水素還元の効果を最大化するためのプロセス評価技術を確立させ、その後のフェーズⅡの実

証試験高炉へのスケールアップのための基本データを取得する。 
 

前記事業目的を達するためには、実高炉と同等の銑鉄製造過程における高炉総合反応評価が可能な実験装置が

必要となる。そこで、サブテーマ①（鉄鉱石還元への水素活用技術の開発）および、サブテーマ④（CO2分離・

回収技術開発）との連携の下、パイロット規模の試験高炉を新たに建設、さらに CO2 分離回収技術とも組み合

わせ可能な機能を付与することにより、ラボ実験や数値シミュレーションで得た知見を総合的に試験高炉操業で

検証すると共に、高炉のガス還元効率を最大化し、銑鉄トン当たりの炭素消費量を最少化するためのプロセス評

価技術の確立と実証試験高炉を想定した際のCOURSE50プロセス設備仕様の基本データの獲得を目指す。 
 
1）平成27年度のマイルストーン（中間） 
・10m3規模試験高炉の建設を完了させる。 
2）平成29年度のマイルストーン（最終） 
・試験高炉により、還元ガス吹き込み方法等、水素還元の効果を最大化し銑鉄トン当たりの炭素消費量を最少化

するための総合プロセス評価技術を確立するとともに、実証試験高炉を想定したCOURSE50プロセスの基本仕

様を提案する。 
 
上記最終目標を達成するため、本研究開発では小型試験高炉を建設しこれを用いた実験によって、その後のフ

ェーズⅡでのプロセスのスケールアップ検討に繋げる。 
ⅰ）試験高炉の設計 
ⅱ）試験高炉の建設 
ⅲ) 試験高炉操業と総合プロセス評価技術の開発 
 
⑦ 全体プロセスの評価・検討 

製鉄プロセス全体の最適化を検討し、製鉄所からの CO2排出量 30%削減を可能にするための総合的な評価、

検討を行う。COG改質、CO2分離回収に必要なエネルギーと未利用排熱集約のエンジニアリングに基づき、総

合的なエネルギーバランスの最適化を図る。また、水素還元高炉のCO2削減効果の強化･高機能化のための技術

開発(新規技術創出研究)を行う。 
 
1）平成27年度のマイルストーン（中間） 
製鉄プロセス全体の最適化を検討し、製鉄所からの CO2 排出量 30%削減を可能にするための総合的な評価、

検討を行う。特に平成 27 年度においては、フェーズⅡ に貢献する新規技術創出研究の絞り込みも含め、フェ

ーズⅡ 移行に向けた全体プロセスの具備条件を抽出する。 
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2）平成29年度のマイルストーン（最終） 
製鉄プロセス全体の最適化を検討し、製鉄所からの CO2 排出量 30%削減を可能にするための総合的な評価、

検討を行う。特に、プロジェクトの最終年度においては、CO2 排出量 30%削減を可能性評価にとどまらず、次

ステップである、実証試験規模高炉の具体内容を構築する。 
 
上記の最終目標を達成するために、本技術開発においては、以下の研究開発項目を実施する。 

ⅰ）全体プロセスの総合最適化検討 
ⅱ）新規技術創出研究 
水素還元高炉のCO2削減効果の強化・高機能化として以下の技術開発を行う。 
① 要素技術の補強 
 CO2排出削減効果を確実に得るため、Step1で未検討であった以下のような範囲の技術開発を行う。 
 ・鉱石系原料の還元性を向上させる技術 
 ・鉄内装コークスなどの低温還元・高反応性コークス技術 
 ・水素還元高炉で必要となる酸素富化操業のための酸素製造の高効率化技術などに関する省エネルギー技術 
② 試験高炉の操業最適化のための技術 
 水素還元に適した原料性状の検討など、試験高炉の操業条件を最適化するために必要な技術を開発する。 
③ スケールアップ補完技術 
 試験高炉の試験結果を基に実証試験規模高炉にスケールアップする際に必要となる補完技術を開発する。 
 
大学等との共同実施において狙いとする新規技術創出は、高炉水素還元強化、CO 還元を含む還元高効率化、

プロセス共通基盤、省エネルギー研究の分野に区分される。実施する個別の研究テーマはこの区分と開発の性格

との関係で、表Ⅱ-2-2のとおりである。 
 

表Ⅱ-2-2 新規技術創出研究テーマ一覧 

開発の性格 

狙い 

①要素技術の補強 ②試験高炉の操業最適化

のための技術 

③スケールアップ補完技

術 

[1]高炉水素還元の強化 2)低品位炭素資源を原料

とする高強度・高反応性コ

ークス製造法 

4)CVI による炭素内装低

還元粉化性(RDI)塊成鉱製

造法 

 

1)高炉内反応の水素分圧

影響定量化 

3)超高被還元性塊成鉱の

組織設計とその製造技術 

5)高炉内水素濃度増加条

件における水性ガスシフ

ト反応の役割 

 

 

 

 

5)高炉内水素濃度増加条

件における水性ガスシフ

ト反応の役割 

[2]CO 還元強化を含む還

元高効率化 

8)低品位鉄鉱石と低品位

炭素資源からの高還元

性・高ガス化反応性鉄鉱

石・炭材コンポジットの製

造 

6)過酷環境に屈しない高

強度コークス設計のため

の研究開発 

7)クリーン還元プロセスの

ための先進塊成鉱の創製 

6)過酷環境に屈しない高

強度コークス設計のため

の研究開発 

7)クリーン還元プロセスの

ための先進塊成鉱の創製 

[3]プロセス共通基盤  9)高炉軟化融着帯での通

気性を確保する融液量低

減焼結鉱の製造 
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10)低コークス比操業にお

ける高炉内通気性の向上 

10)低コークス比操業にお

ける高炉内通気性の向上 

[4]省エネルギー研究 11)未利用温排熱から蒸

気・過熱水と冷水を回生

するコプロダクションシス

テム 

12)自己熱再生を用いた省

エネルギー型空気分離プ

ロセス 

  

 
 以上のサブテーマ毎の計画に基づく研究開発スケジュールの概要は図Ⅱ-2-1に示すとおりである。 
 

 
図Ⅱ-2-1 フェーズⅠStep2 研究開発の全体スケジュール 
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２．２ 研究開発の実施体制 

 

本プロジェクトは、以下に示す（社）日本鉄鋼連盟内に設置された COURSE50 委員会の研究組織（委

託先の高炉メーカ 4 社及び新日鉄住金エンジニアリング（株）で構成）が、NEDO の委託により研究開

発を実施しているものである。但し、日本鉄鋼連盟及び COURSE50 事務局は、NEDO 委託の対象外と

なっている。従い、本プロジェクトにおいては、COURSE50 の研究開発・管理体制を活用し、NEDO 及

び経済産業省が毎月の COURSE50 定例会議に参画することで実施状況の把握、情報の共有を図り、研究

開発を推進している。 
 
図Ⅱ-2-2 に研究開発の実施体制を示す。日本鉄鋼連盟内に下記の組織を置き、NEDO 及び経済産業省

とも密接な関係を維持しつつ、プロジェクト全体の目標、並びに各サブテーマの目標を達成するための体

制を構築している。 
新日鐵住金（株）執行役員上野製銑技術部長に研究開発責任者（プロジェクトリーダー）を委嘱し（平

成 25～26 年度は新日鐵住金（株）齋藤参与）、その下で技術分野別に 7 つのサブテーマを作り、参加会

社がそれぞれの研究テーマを担当している。また、Step2 では各要素技術をより総合的に連携して推進す

るために、サブテーマ間の情報が相互に把握して課題の解決をする WG や会議体を設置した。 
本プロジェクトでは、試験高炉の建設および試験操業の着実な実施、および Step1 に引き続き全体最適

化を検討する以下のサブテーマを設置した。 
＜サブテーマ 6 試験高炉によるプロセス評価技術＞ 
 本事業の最重要な課題であることから実施者の総力をあげて取り組むこととし、各サブテーマの成果を

試験高炉に反映させるために、試験高炉の基本仕様、操業設計、操業解析は関係するサブテーマおよび実

施各社が参画して実施する体制を構築した。 
＜サブテーマ 7 全体プロセスの評価・検討＞ 
 ここでは、｢高炉からの CO2排出削減技術｣、｢高炉ガスからの CO2分離回収技術｣が約 30％の CO2削減

にどの程度寄与するのかを明確にし、各要素技術の開発目標との整合性をとり全体調整を行う。また、製

鉄所全体について総合的に評価検討を行い約 30％の CO2削減の可能性をより明確化する。全ての参加会

社から委員が参加し、参加会社の英知を結集して全体最適化を検討する体制となっている。 
 Step2 においては、より総合的な視点から大学の知恵を最大限に活かすことを狙って実施する新規技術

創出研究は関連するサブテーマと連携しつつ本サブテーマで推進することとした。 
 ＜サブテーマ 4-3 分離技術総合プロセス技術開発＞ 
 ここでは、化学吸収法、物理吸着法を中心とする CO2分離回収技術とサブテーマ 5 の未利用排熱回収

技術との最適組合せを検討する。全ての参加会社から委員が参加し、CO2分離・回収の全体を考慮した全

体最適化を検討する体制となっている。 
図Ⅱ-2-3 に委託先および再委託/共同実施先を示す。再委託/共同実施先については、それぞれが担当し

ている SG を記載した。 
本治術開発では、NEDO と 5 社が委託契約を結び研究開発を実施している。日本の高炉メーカ 4 社の

全てが参加し、日本鉄鋼業界の英知を結集した実施体制である。また、新日鉄住金エンジニアリングは、

高炉設備技術分野で高いレベルであり試験高炉建設に当たって先導的な役割を担うことができる。いずれ

の研究テーマも基礎検討及びプロセス評価プラント規模試験からの取り組みであり、基礎・基盤研究につ

いては、この技術分野の最先端の研究を進めている大学及び産総研、RITE の公的研究機関との産学連携

により理論面での研究開発を促進している。 
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図 Ⅱ-2-2  研究開発の実施体制 
 

再委託 サブテーマ ① ② ③ ④ ⑦

住友精化(株) ○

北海道大学 ○ ○

東北大学 ○ ○

新日鐵住金(株) 秋田大学 ○

委託 JFEスチール(株) 群馬大学 ○

NEDO  (株)神戸製鋼所 東京大学 ○

日新製鋼(株) 共同実施 東京工業大学 ○

新日鉄住金エンジニアリング(株) 名古屋大学 ○

岐阜大学 ○

京都大学 ○ ○

大阪大学 ○

岡山県立大学 ○

九州大学 ○ ○ ○

(国研）産業技術総合研究所 ○

(公財)地球環境産業技術研究機構 ○

(一財)電力中央研究所 ○  

図 Ⅱ-2-3 委託先及び再委託/共同実施先 
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２．３ 研究の運営管理 

 

 研究の運営管理体制を図Ⅱ-2-4 に示す。その内容は以下のとおりである。 

 
図Ⅱ-2-4 研究の運営管理 

 
平成 29 年度には 5 年間の成果を取りまとめる必要があり、NEDO 内に技術検討委員会を設置し、専門

的知見を有する外部有識者の方々から目標達成に向けた助言を得ることによって、より効率的に、かつ客

観的な御意見に基づいて研究開発を進めている（表Ⅱ-2-3）。 
 

表 Ⅱ-2-3 技術検討委員会 委員 

委員長 亀山 秀雄 東京農工大学 名誉教授 

委員 伊藤 公久 早稲田大学 基幹理工学部 応用数理学科 教授 

委員 小野崎 正樹 財団法人 エネルギー総合工学研究所 理事 

委員 小林 秀昭 東北大学 流体科学研究所 複雑流動研究部門高速反応流

研究分野 

教授 

委員 巽 孝夫 国際石油開発帝石株式会社 経営企画本部 事業企画ユニ

ット 

シニアコーディ

ネーター 

委員 月橋 文孝 東京大学大学院 新領域創成科学研究科 教授 

委員 長坂 徹也 東北大学大学院環境科学研究科 金属フロンティア工学専攻 教授 

 
本プロジェクトでは毎月実施の「全体プロセス評価・検討 WG」、「サブテーマフォロー会議」に経済産
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業省関係者及び NEDO 関係者が参画することにより、本プロジェクトの進捗と方向性の確認、技術内容

の議論、情報交換を行い、効率的なプロジェクトの推進を図っている。 

 

＜COURSE50 委員会＞ 

日本鉄鋼連盟内に設置し、実施会社におけるプロジェクト全ての業務の統括を行う。2 回／年開催して

いる。 
 

表 Ⅱ-2-4  COURSE50 委員会委員 

委員長 新日鐵住金 代表取締役副社長 栁川 欽也 

副委員長 JFE スチール 専務執行役員 小倉 滋 

委員 神戸製鋼所 執行役員 山本 浩司 

新日鉄住金エンジニアリング 常務執行役員 製鉄プラント事業部長 白石 宏司 

日新製鋼 常務執行役員 技術総括部長 近藤 孝之 

 
＜プロジェクトリーダー（PL）体制＞ 

より効率的なプロジェクトの推進を図るため、研究開発の現場において指示・指導・調整の任にあたり、

研究開発計画原案の策定、研究開発の実施における方向付け、研究成果のとりまとめ等の役割を担ってい

る。 
1)プロジェクト全体の計画立案および進捗管理 
2)プロジェクト会議（企画・運営会議、全体プロセス評価・検討 WG）の運営 
3)対外報告・広報 
4)国際連携（技術交流など） 
5)その他（プロジェクトが必要とした事項） 

 

表 Ⅱ-2-5  プロジェクトリーダー体制 

PL 新日鐵住金 執行役員製銑技術部長 上野 浩光 

副 PL JFE スチール 技術企画部企画グループリーダー 遠藤 茂 

PL 補佐 新日鐵住金 技術開発企画部上席主幹 殿村 重彰 

副 PL 補佐 JFE スチール スチール研究所 製銑研究部 主任研究員 石渡 夏生 

 

＜アドバイザリーボード＞ 

主としてサブテーマ「⑥製鉄プロセス全体の評価・検討」に対して各技術分野の外部有識者の意見を反

映させることを目的として、Step1 に引き続き設置した。Step1 の平成22年 3 月 9 日に第 1 回を開催し、

Step2 では、現在までに 3 回、開催して研究開発体制を含む貴重なご意見を頂いた。 
 

表 Ⅱ-2-6  アドバイザリーボード委員 

リーダー 東北大学名誉教授 三浦 隆利 

東北大学 名誉教授 八木 順一郎 

九州大学 前教授 清水 正賢 

東北大学 名誉教授 有山 達郎 

東北大学大学院工学研究科 教授 長坂 徹也 
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地球環境産業技術研究機構 研究所長 山地 憲治 

 

＜企画・運営会議＞ 

プロジェクトに関する実施会社の意思決定のための会議。1回／4ヶ月の頻度で開催。 
 
＜全体プロセス評価・検討WG（サブテーマ7）＞ 

1回／月の頻度で開催し、各サブテーマ間の調整やサブテーマとは別に様々な視点でプロジェクト全体の最適

化を検討。出席者はPL体制メンバー、各社WG委員、経済産業省、NEDO。 
 

＜サブテーマ進捗会議＞ 

1回／月開催して各テーマの進捗状況、実験計画について議論。出席者はPL体制メンバー、全体プロセス評

価・検討WG 委員、経済産業省、NEDO。 

各サブテーマについて、1回／3ヶ月の頻度で進捗報告・議論を行い、研究の方向性や研究促進に反映できる

体制を構築。 

 

＜成果報告会＞ 

1回／年開催し、全てのテーマの1年間の進捗状況を報告、議論している。出席者は、実施者、NEDO、経済

産業省の関係者全員。開催実績は平成26年2月5日、平成27年2月4日である。 
 

＜知財会議＞ 

プロジェクトを推進するための実施会社の情報の取り扱い、成果の取り扱いなどについて各社間の協議

および協定書原案の策定、国内および外国における産業財産権の取得の推進、体外的な契約の協議などを

行う。また、知財戦略WGを設置して、各サブテーマに適した知財権の確保を特許出願（国内、外国）、ノ

ウハウ取得などの方策について検討して、具体に有効な戦略的な産業財産権の取得を推進している。 

 

＜サブテーマ間の連携＞ 
サブテーマを跨る技術課題を解決させるために、サブテーマリーダー会議、各サブテーマ担当者会議を

設けて連携強化を進めている。また、サブテーマ 7 に係わる重点的な課題については、試験高炉 WG、プ

ロセス評価 WG、新規技術創出研究 WG を設けて、専門性を有しているメンバーによって検討する体制

とし、検討結果を全体プロセス評価・検討 WG（サブテーマ 7）に適宜報告することとした。 
 



Ⅱ-18 

２．４ 研究開発成果の実機化に向けたマネジメントの妥当性 

 

本プロジェクトは、地球温暖化防止のために実施するもので、COG 改質増量水素による一部水素還元を含む

高炉法製鉄プロセスと、これまで製鉄所内で未利用の排熱を回収して得たエネルギーにより高炉ガスから CO2

を分離回収するプロセスを、実生産設備へ適用することを求められており、現状プロセスからCO2排出量の30%
削減を目指している。開発は、基礎研究（フェーズⅠ）とスケールアップ実証（フェーズⅡ）の大きく2つのス

テップが想定されており、各 10年間の研究期間を設けている。また、基礎研究（フェーズⅠ）は、更に各開発

要素の基礎、ベンチスケール試験を行う前半の5年間をStep1とし、開発した各要素を組合せ検証する後半の5
年間をStep2としている。 
 実機化スケジュールを図Ⅱ-2-5 に示す。現在、NEDOの委託事業として実施している事業はStep2である。

2030 年までに技術開発を完了して、CO2貯留技術が確立すること、経済合理性が成立することを前提条件とし

て、2030年頃に一号機を実機化する目標を掲げている。 
 

2000 2002    2004    2006    2008 2010 2012 2013 2015    2017 2020        2030            2050              2100
(H12)    (H14)     (H16)     (H18)    (H20)  (H22) (H24)  (H25)     (H27)     (H29)       

水
素
還
元

炭
酸
ガ
ス
分
離
回
収

Post-COURSE50

COCSﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
(2001-2008)

水素による
石炭の一部
代替化
・還元基礎検討
・吹込方法の明確化
・ベンチ試験での

水素増幅

BFGからの
CO2分離回収

・ﾌﾟﾛｾｽ評価ﾌﾟﾗﾝﾄ
での評価

・低温排熱回収に
よる総合評価

水素製鉄

国際連携

COURSE50 フェーズⅠ
（Step1）

実用化
導入・
普及

実用化
導入・
普及

フェーズⅠ
（Step2）

フェーズⅡ

試験高炉
確性

試験高炉
確性
+
実炉
部分確性

分離回収
設備と
試験高炉
との
ﾏｯﾁﾝｸﾞ
開発

試験高炉との
一貫開発
+
実炉
部分確性

ULCOSﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(1st:2004-2009,2nd:2009-2014,3rd:2015-2020)

JHFCﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
(2001-)

COG増幅ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
(2003-2006)

CO2貯留・モニタリング開発

グリーン電力・グリーン水素製造技術の開発基盤技術整備
インフラ確立

2030年頃
1号機を
実機化する。
(前提条件)
・CO2貯留
技術確立
・経済合理性
成立

要素技術開発 総合技術開発 実用化開発

 

図 Ⅱ-2-5  実機化までのスケジュール 

 

 本プロジェクトは、Step1 から実機化技術の開発を完了するまでに 20 年と長期に亘るので、プロジェクトマ

ネジメントも長期的な視点が重要となる。このため、実機化に向けた対応として、以下のマネジメントを実施し

ている。 
（１）実機化に向けた技術開発課題の抽出とその実施 
実際の研究開発スケジュールでは、コークス炉ガス（COG）改質技術の開発の重点化や CO2 分離回収

技術の検証等を着実に行うことに加えて、新たに試験高炉を活用した総合評価試験を実施する。これによ

り、これまで実験室レベルで取組んできた要素技術の検証を行うとともに今後の課題の把握を行う。また、
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並行して高炉シミュレータの確度を高める。高炉操業シミュレーション技術の精度向上により、試験高炉

の操業結果の解析や評価によって 2018 年以降（フェーズⅡ）に予定するスケールアップ試験において設

計期間の短縮化が期待される。実証期間の短縮化によって実機実証機の建設開始時期を早期化することに

より、2030 年に 1 基の稼動を目指す。 
 
（２）全体プロセス評価・検討WGの設置 
｢高炉からの CO2排出削減技術｣、｢高炉ガスからの CO2分離回収技術｣が約 30％の CO2削減にどの程度寄与

するのかを明確にし、各要素技術の開発目標との整合性をとり全体調整を行っている。また、製鉄所全体につい

て総合的に評価検討を行っており、全体最適化によるサブテーマの目標設定やサブテーマの成果によって変わり

得るシナリオ代替などの検討、中間目標達成に向けての検討も行っている。 
今後、最終目標及びCOURSE50最終目標の達成に向けた検討を実施するとともに、さらに、Step2以降の実

施シナリオ等の検討も実施していく予定である。 
 
（３）知財戦略の策定と知財権の確保 
本プロジェクトは、2030 年以降の実機化を目標とすることから、要素技術開発ステージである Step1 では、

現行プロセスに応用できる可能性があるものを優先して出願し、それ以外の技術はその実機化が想定される時期

を勘案して、その時期や可否をそれぞれ判断して活動を進めてきた。一方で、COURSE50の成果を欧州や中国、

韓国等の海外に開示して日本の技術力を積極的にアピールしていくことも重要であり、そのためにCOURSE50
技術を知財権として確実に担保する必要がある。 

Step2はフェーズⅡの実機化開発に向けた総合技術開発のステージであることを踏まえ、特許提案を強化して

いく必要があると考える。 
また、本プロジェクトの実施者は、NEDO知財方針に基づき、知財合意書として本研究開発の内容、当

事者間の業務分担、当事者が相互に開示する営業上及び技術上の情報の取り扱いその他必要となる事項に

ついて定める研究開発協定書を締結し、本研究開発を推進している。また、知財会議を整備し、海外への

技術流出防止を意識した知財戦略を策定している。 
さらに、全当事者は、共有成果に基づいて産業財産権の出願をしようとする場合、あらかじめ当該出願

の是非、是とする場合の出願内容、その他必要となる事項について、当該プロジェクット体制に企画・運

営会議を組織し、全当事者間でその都度協議の上決定する等の手順を定め、出願内容等を審議すると共に

出願効率化を図っている。また、成果を公表する場合は、対外報告ルールに則り実施することとする。 
Step1では海外への技術漏洩防止の観点から海外への特許出願は積極的には行ってこなかったが、Step2にお

いては上記戦略に基づいて海外への出願も積極的に行っている。 
 
（４）他分野の情報収集 
製鉄プロセスのコア技術以外の領域については、外部の技術情報を調査して導入可能性を追求することを推進

している。また、他プロジェクトとの交流による情報収集及び情報交換に関しては、鉄鋼メーカ（日本鉄鋼連盟）

による世界の鉄鋼協会、鉄鋼企業等の CO2 削減プログラム実施状況調査、情報交換結果を反映し、本プロジェ

クトでは技術開発対象外のCO2貯留についてもNEDOで実施のプロジェクトの情報収集を行い、今後の検討に

反映させていく予定である。さらには、CO2 発生量削減に関する戦略と技術の世界的な流れを注意深く精査し

て、世界の事情の変化に柔軟に対応することに寄与する。 
 
（５）新規技術創出研究の実施 
本プロジェクトは実機化までの開発期間が20年と想定されるので、コア技術においてもゼロベースをも含め
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た研究を行うことによって、本プロジェクトあるいは次のコア技術開発につながる研究を進めることが必要であ

る。現在の研究段階であるStep2ではStep1で開発された技術に基づき､パイロットレベルの総合実証研究を主

体に技術開発が行われるが、同時に、水素還元高炉の CO2 削減効果の強化・高機能化として、①要素技術の補

強、②試験高炉の操業最適化のための技術、③スケールアップ補完技術についての技術開発を行うこととし、大

学や研究機関における専門家のアイデアや英知を最大限活用する「新規技術創出研究」を実施している。この「新

規技術創出研究」の事業期間は最大5年間であるが、その間に研究ステージゲートを設けており、著しい研究成

果を上げ、実機化に向けた研究段階に移行する上で追加的なデータの取得・分析を要する事業については、次の

研究ステージアップを行い研究成果の向上を図っている。 
 
（６）開発技術の継承と人材育成 
本技術開発は長期スパンとなるため、本技術の実機化、定着には、世代を繋ぐ若い世代の技術者の開発への適

切な配置や開発成果を定量的に体系化し論理、知識を継承していくことが求められている。このために研究者の

若返りを進めており、大学についても本プロジェクトの研究参画として前述の新規技術創出研究はこの役割が位

置づけられる。 
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３．情勢変化への対応 

 

3．1 総合技術開発に向けた全体最適化 

本プロジェクトの Step2 は、Step1 における要素技術の研究成果に基づいて次の研究ステージであ

るフェーズⅡに展開するための総合技術開発を実施するものである。Step2 における 7 つのサブテー

マを総合技術として構築するためには、各課題の研究進展および世界の技術開発動向によって軌道修

正すべきアプローチもあると思われるので、幅広い視野にたった課題認識を持って全体システム最適

化を図りつつ研究開発を推進している。 
 
3.1.1 外部有識者の重要な指摘事項 

(1) 技術検討委員会 
1）実機化にとってフェーズⅡの入口条件の明確化が必要 

フェーズⅡをスタートするための具備条件提示。フェーズⅠの各プロジェクトのアウトプットがフ

ェーズⅡのアウトカムにどう繋がっているかが明確になっている必要がある。フェーズⅡに進むため

の条件を示して、それに対して現状のアウトプットが合致しているかどうかを示すこと。 
技術の目標と経済的な目標はフェーズが異なるので、技術の目標は何で、経済的には状況の変化に

より分からない部分があるが、その場合はシナリオ法でケース分けしてアウトカムを表現すると良い。 
2）マイルストーンの定量化 

CO2 分離回収は Step１で原理的にはほぼできたということで、その後、具体的にどうするのかとい

うところでマイルストーンに定量感がない。スケール感がフェーズⅡに向かって行くような定量的な

マイルストーンが必要。ターゲットを決めておいてシーズ探索もやるというスタイルでマイルストー

ンを設定すべき。 
3)全体プロセスの評価のサブテーマ重み分析の必要性 

各サブテーマの重み分析の必要性。例 サブテーマ②で水素増幅率が 0.1 振れた CO2 削減影響、各

サブテーマ間の目標過達、未達の全体に対するインパクト。 
4）知財戦略 

知財の戦略について検討し、ルールを決めて行ってもらいたい。NEDO として、技術の海外展開を

念頭に置いた海外特許戦略はあるのか。中韓の鉄鋼関係者は COURSE50 に注目しているので、基本

特許はきちんと出願してイニシアチブを取ること。 
5) 実機化の推進 

CO2 の回収技術については 2030 年の１号機実機化の時期だけでなく出来るだけ早く実機化されれ

ば良い。 
Step2 は Step1 と違い、実機化に近い段階であることをイメージする必要があり、Step1 では、高

炉で CO2 排出量 10%減、CO2 分離回収で 20%減を達成するための可能性を追求したが、Step2 では

各 SG の中でも候補となる技術を絞り込みが必要である。 
 
(2) アドバイザリーボード 
1）試験高炉のスケールアップの考え方と次のステップのイメージをもって、試験高炉で実施すべき

内容を検討するべき。 
2）シミュレーションと試験高炉の役割を区分して結果を出すこと。 
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3.1.2 外部有識者の重要な指摘事項に対する対応 

総合技術開発に向けて以下を重点的にマネジメントして研究を推進した。 
(1) 全体最適化の推進 
1）フェーズⅠStep2 出口シナリオの作成 

今回、二つのケースを設定し、そのケースごとに目標設定を行った。又、各技術開発については、

目標のブレークダウンのみならず、サブテーマ間の連携も強化し、全体プロセスの設計も推進した。

CO2 削減 30%達成の為の積算については、各テーマの進捗をタイムリーに取り込み、達成確度も考慮

しながら、複数のシナリオを用意する観点で検討を行っており、現時点で 29～30%の削減についての

見通しが得られたレベルである。 
2）マイルストーンの定量化 
 各サブテーマのマイルストーンについて、定量化して目標を明確化した。その定量化した項目を以

下に示す。 
 

表Ⅱ-3-1 最終マイルストーンにおける数値目標項目 

研究開発項目（サブテーマ） 最終マイルストーン（H29 年度末）における数値目標項目 
研究開発項目(1) 
高炉からの CO2 排出削減技術開

発 

試験高炉により、銑鉄トンあたりの炭素消費量を最小化するため

の総合プロセス評価技術を確立し、実証試験高炉を想定した

COURSE50 プロセスの基本仕様を提案。 
①⑥鉄鉱石還元技術（高炉イン

プット C の削減） 
・送風操作（水素吹込み、高酸素富化、ガス循環）による高炉イ

ンプット C 削減効果を定量化し、それを検証 
・原料操作やシャフト吹込みガス組成の適正による高炉インプッ

ト C 削減効果を定量化し、それを検証 
②COG 改質技術 H2 増幅率≧2 倍、耐久性≧500hr の技術確立 
③コークス改良技術 強度と反応性を両立する配合条件 
研究開発項目（2） 
高炉ガスからの CO2 分離・回収

技術開発 

モデル製鉄所および代表製鉄所にて 2000 円/t-CO2 の達成 

④-1 高性能吸収液技術 熱量原単位（努力目標） 
④-2 物理吸着技術 電力原単位（努力目標） 
⑤-1 未利用低温排熱回収技術 熱交換器の温度効率 
⑤-2 製鋼スラグ 顕熱回収技術 熱回収率 30％（実機化 FS） 
研究開発項目(3) 
全体プロセスの総合最適化検討 

製鉄所からの CO2 排出量 30%削減を可能にするための総合的な

評価、検討。 
 
3）プロセス評価と全体最適化 

感度分析については、主要なものを実施した。又、未達の全体に対するインパクト分析を総合効果

評価の中で実施した。特に「鉄鉱石還元への水素活用技術の開発」および「試験高炉によるプロセス

評価技術開発」において、三次元数学モデルでの検討と、各要素技術開発、試験高炉試験水準の関連

性の明確化と、可視化を行った。 
4）研究テーマの選択と集中の推進 

本プロジェクトは課題が非常に多岐に渡っているので、常にテーマ全体を見直しつつ、テーマそれ
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ぞれに、加速化した。これらの課題認識をベースとして、テーマの選択と集中を実施した。パイロッ

ト規模総合技術開発を行う Step2 においては、サブテーマの括りの様な大きな規模での取捨選択は無

いものの、サブテーマ内における重点化は随時実施している。代表的なものは、以下のとおりである。 
・ 高炉還元工程における炉頂ガス循環と酸素富化技術の最適化・重点化 
・ 高炉原料の被還元性向上の為の具備条件整理 
・ コークス原料の強度と被還元性の組み合わせの最適条件の探索 
・ COG 改質における触媒改質/部分酸化の最適負荷分担の検討 
・ COG 触媒改質における硫黄被毒や炭素析出挙動の見極めによる長寿命化の為の具備条件精査 
・ 化学吸収法における世界最先端の熱消費原単位の更なる改善の為に、複数方式の比較検討 
・ 最先端熱交換技術である高効率熱交換技術における複数方式の比較検討 

個別技術の最適化のみならず、全体システムに組み込んだ際の相互の特性マッチングも視野に入れ

た「技術検討の深堀」を実施している。 
5）新規技術創出研究の展開 

既に述べた「新規技術創出研究」そのものが、情勢変化への対応も見据えた活動である。 
 
(2) 知財戦略の構築と知財化の推進 

Step2 はフェーズⅡの実機化開発に向けた総合技術開発のステージであることを踏まえ、特許提案

を強化していく必要があると考える。一方で高炉水素還元でのガス循環など、Step2 で新たに取り組

む課題も多い。そこで、各技術の進展度等を見極めながら、分野ごとに個別の特許提案目標とスケジ

ュールを設定した。ただし、技術分野によって実機化の距離が異なっているため、分野ごとに異なる

目標値とした。各分野（サブテーマ）における知財戦略の骨子は、1）事業戦略に基づいた知財戦略

の策定、2）特許出願とノウハウ保有の戦略の 2 つの視点を考慮して策定した。 
 
(3) 試験高炉の設計と試験操業計画 

「鉄鉱石還元への水素活用技術の開発」および「試験高炉によるプロセス評価技術開発」について

は、スケールアップ課題について、試験高炉で確認すべきことと、計算モデル等で並行して進める項

目を整理し、必要課題を抽出した。内容は、従来高炉操業と今回の鉄鉱石還元への水素活用高炉操業

の違いおよび従来高炉操業の試験高炉と生産高炉の規模差による操業の違いの二つの要素に分類した

後、それらを更に因数分解して、試験高炉検証および数学モデル等検討の二要素に分解して課題解決

を図る。 
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3．2 予算の重点配分 

プロジェクト全体予算の推移は、表Ⅱ-3-2 のとおりであり全体を前倒しで進めている。 

 

表Ⅱ-3-2 研究開発予算                       （百万円） 

サブテーマ名 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 計 

①鉄鉱石還元へ

の水素活用技術

の開発 

452 288 100   840 

②コークス炉ガス

（COG）改質技術

の開発 

406 572 538   1,516 

③コークス改良技

術開発 
225 113 123   461 

④CO2 分離・回収

技術開発 
322 185 241   748 

⑤未利用排熱活

用技術の開発 
176 225 100   501 

⑥試験高炉によ

るプロセス評価技

術開発 

979 3,588 3,600   8,167 

⑦ 全 体 プ ロ セ ス

の評価・検討 
115 108 88   311 

（ 内 新 規 技 術 創

出研究） 

103 96 79   278 

計 2,675 5,079 4,790   12,544 

 

予算配分の基本的な考え方は、前述した総合技術開発に向けた研究テーマの選択と集中に基づいて

おり、次のとおりである。本プロジェクトはコアの部分と色々な周辺技術を組み合わせて行くことが

必要である。コアの部分は高炉の水素還元等で鉄鋼業界しか出来ないものである。ここは前倒しを含

めて重点的に実施していく必要がある。周辺の部分は他分野の知見も含めて開発を加速して実施する。 
①水素還元関係：本プロジェクトでの大事なコア部分であり、特に試験高炉の建設と試験操業は総

合技術開発の最重要課題であり、予算の重点的配分により試験高炉の設計・建設を着実に実施した。 
②化学吸収・物理吸着：吸収液開発をスケジュール通り進めた。物理吸着プロセス開発と実機設計

等を通して開発を加速した。 
③排熱回収：スラグ顕熱回収については実機設計のための検討を加速した。また、製鉄所の排熱回

収に適用できる新たな革新的な熱交換器の開発を開始した。 
④COG 改質：H25 年度からベンチプラントの設計・建設を開始しスケジュール通り進めた。さら

に、Step1 の試験結果解析およびラボ試験結果によりアプローチの軌道修正を行うことにより予算

の効率化を図る。 
以上を受けて、予算全体の配分を実施した。 
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４．評価に関する事項 

 
４．１ 事前評価 

本プロジェクトの開始に当たり、事前評価書、基本計画（案）を作成し、NEDO ホームページ

からパブリックコメントを求め、かつ公募に先立って計画の概要を公開した。 
   期間：平成 25 年 2 月 6 日～平成 25 年 2 月 19 日 
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Ⅲ.研究開発成果について 

 

１．事業全体の成果 

1．1 概要 

本プロジェクトは、コークス製造時に発生する高温のコークス炉ガス（COG）に含まれる水素

およびその水素を増幅し、コークスの一部代替に当該水素を用いて鉄鉱石を還元する技術を開発

する。また、高炉ガス（BFG）から CO2 を分離するため、製鉄所内の未利用排熱を活用した革新

的な CO2 分離回収技術を開発する。これらの技術開発により CO2 排出量の約 3 割を削減するこ

とを目標とする。図Ⅲ-1-1 に本事業の開発ステップを示すが、フェーズⅠStep1（平成 20～24 年

度（5 年間））では、水素による鉄鉱石還元と高炉ガスからの CO2 分離回収 等の要素技術開発を

実施した。今回のフェーズⅠStep2（平成 25～29 年度（5 年間））では、Step１で開発した要素

技術を組合せ、10 m3 規模試験高炉を主体とした水素還元と CO2 分離回収を組合せたパイロット

レベルの総合技術開発を行う。その後、フェーズⅡの実機化開発を経て、2030 年頃までに１号機

の実機化、最終的に高炉関連設備の更新のタイミングを踏まえて、2050 年頃までに普及を目指す。 

 

図Ⅲ-1-1．本事業の開発ステップ 
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1．2 成果概要 

1.2.1 中間目標と達成状況および最終目標の達成の可能性 

 

表Ⅲ-1-1 中間目標の達成状況と今後の課題と解決方針 

研究開発項目 中間目標 成果 達成度 

研 究 開 発 項 目

(a) 高炉からの

CO2 排 出 削 減

技術開発 

❶水素還元の効果を最大限とす

るための技術をラボレベルで検討

し実現性、有効性に対する目途

を得て具体的な実証試験の計画

を立案する。 

❷触媒を用いて COG に含まれる

タールや炭化水素を水素に改質

する技術において高炉への吹き

込みガス用としての改質反応の

最適化、改質触媒の活性劣化対

策技術の確立を図る。 

・メタン改質等の総合的に改質向

上に資する要素技術の目途を得

る。 

❸10m3 規模試験高炉の建設を

完了させる。 

❶各要素技術の直近の知見、例えば水素還元

に関連する送風操作、原料・コークスの適用方

法等を取り込み、試験高炉における総合試験の

計画立案に反映させた。又、その技術諸元を反

映した所全体で 30%の CO2 排出削減に対する複

数のケース検討を行い、目標達成に対する目

途を得た。 

❷COG 改質反応の最適化、改質触媒の活性劣

化対策技術については、メタン改質可能な部分

酸化 法との最適 組み合 わせの検 討を進 展さ

せ、プロセスとしての成立を確認した。更には改

質触媒の劣化特性も評価し、長時間運転の可

能性に目途を得た。 

❸これらの要素技術を総合化検証するために、

BFG からの CO2 分離回収プロセスを含むシステ

ムとした 12m3 の試験高炉を設計・建設した。 

○ 

研 究 開 発 項 目

(b) 高 炉 ガ ス

（ BFG ） か ら の

CO2 分 離 回 収

技術開発 

・CO2 分離回収コスト 2,000 円/ｔ

-CO2 を実現可能な技術の充実を

指向し再生温度、分離回収エネ

ルギーの低減などの技術開発の

目途を得る。 

・CO2 分離回収技術における排熱の利用につ

いては、製鋼スラグ顕熱回収技術に加えて高効

率熱交換器技術の開発を進めるとともに、高性

能化学吸収液の開発、物理吸着技術の更なる

効率化を進めた。この結果、CO2 分離回収コス

ト 2,000 円/ｔ-CO2 達成の確度を向上させた。 

○ 

◎；大きく上回って達成、○；達成、△；達成見込み、×；未達 

 
表Ⅲ-1-2 研究成果の最終目標の達成可能性 

研究開発項目 現状 
最終目標 

（平成 29 年度末） 
達成見通し 

研究開発項目

(a) 高 炉 か ら

の CO2 排出削

減技術開発 

水素還元などの送風操

作および原料、コークス

等 の 原 料 操 作 に よ る

CO2 削減効果を定量化

し、削減の可能性が見

込まれた。 

・10m3 規模試験高炉により高

炉からの CO2 排出量を削減す

る技術を確立する。 

試験高炉操業によって総合プ

ロセス技術を確立できる見通

しである。さらに、シミュレーシ

ョンを活用して実証試験高炉

の基本仕様を提言できる見通

しである。 

研究開発項目

(b) 高 炉 ガ ス

（BFG） から の

・要 素 技 術 として 化 学

吸収においては高性能

吸収液の開発、物理吸

・高炉ガス（BFG）からの CO2

分 離 回 収 コスト 2,000 円 / ｔ

-CO2 (｢分離回収法開発ロー

・今後、化学吸収におけるラ

ボレベルの試験、試験高炉と

の連動運転や、物理吸着に
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CO2 分離回収

技術開発 

着においては高性能な

新規吸着材の適用を進

める、未利用排熱回収

においては高性能熱交

換器の開発、製鋼スラ

グ顕熱回収プロセスの

ベンチ試験と蒸気回収

設備検討などの結果か

ら、CO2 分離回収コスト

2000 円／t-CO2 以下の

目途を得ている。 

ドマップ（CCS2020）｣に示され

た目標)を可能とする技術を

確立する。 

おける総合運転等により、ま

た未利用排熱回収では高効

率熱交換器の構造検討およ

び製鋼スラグ顕熱回収での設

備耐久性の確認などの研究

を進めることによって、最終目

標 を 達 成 できる 見 込 み であ

る。 

 

1.2.2 サブテーマ毎の成果概要 

 
研究開発項目(1) 高炉からのCO2排出削減技術開発  
(a) サブテーマ①鉄鉱石還元への水素活用技術の開発 
送風操作による炭素消費原単位の定量化およびさらなる炭素消費原単位の削減を可能とする高

炉プロセスの検討を、(1)プロセス技術解析、(2)羽口複合吹き込み技術、(3)原料条件の最適化の 3
つの研究開発項目に分類し、小型の模型実験や数学モデルなどを用いて検討した。さらに 10m3

規模の試験高炉を用いて、得られた結果の効果をより定量的に確認するための試験操業水準を設

定した。 
 
(a-1)プロセス解析技術 
 試験高炉に対応した高炉数学モデルを開発し解析を実施した。羽口からの COG 吹込みなどの

送風操作により、炭素消費原単位(高炉 Input C)が削減されることを確認した。また小型還元装

置(SIS 炉)により、高炉数学モデルによる計算結果の妥当性を確認した。ガス吹き込みを行った

際に懸念される還元粉化の対策として、試験高炉条件における還元粉化率を推定するとともに、

還元粉化抑制を目的とした予熱ガス吹込みバーナーの開発を完了した。高炉への炭素投入量削減

のための方策を行う場合に付随的に変化する付帯設備の操業条件を予測し、付帯設備を含めた高

炉でのエネルギーバランス・炭素投入量などを総合的に評価するモデルを開発した。 
(a-2)羽口複合吹込み技術 

羽口からの、微粉炭等の複合吹き込みにおける、羽口内燃焼を数値実験で評価し、適正な吹込

みランス構造を提示するとともに、ランス燃焼性の改善を確認した。羽口前燃焼シミュレータ（燃

焼炉）を新たに設計・製作し、燃焼・ガス化反応の非接触測定に関する検討・計測を実施し、吹

込み条件により異なるデータが得られることを確認した。また、数値実験で提案されたランスの

レースウェイ炉および燃焼シミュレーターによる評価・検証、耐久性試験を実施した。 
(a-3)原料条件の最適化 
 水素還元に適した焼結鉱、塊鉱石、ペレット等の原料配合を検討し、高炉 Input C 低減に寄与

する原料性状を提示した。高炉数学モデルを用いて、コークスの反応性・鉄原料の被還元性・吹

き込みガス組成の適正化に関する検討を行い、高炉 Input C 低減を確認した。 
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(b)サブテーマ⑥試験高炉によるプロセス評価技術開発 
試験高炉の各設備の所要能力を把握すべく、試験水準として想定されるケースを設定して所要

物流量を見積もった。操業シミュレーション結果を基に、試験高炉の所要物流量を推算し設備能

力を設定した。間接還元を最大化するための炉内面形状の設計を行い、内容積 12m3 の試験高炉

の建設を完了させた。 
・送風仕様 

操業シミュレーションによる試験水準別のガス使用量を算出した。試験高炉設備で生成する必

要があるガス設備および試験コストを低減する観点から、試験高炉施設を製鉄所構内に立地させ

ることを前提にして、所要ガスを生成する方法を設計した。 
・羽口仕様 

円周方向の炉内状態に著しい分布偏差を造らない観点では羽口本数を多くすることが望ましい

ものの、レースウェイ（羽口前燃焼ゾーン）サイズが小さくなり過ぎると、微粉炭の燃焼性悪化

やレースウェイ自身の安定形成が損なわれる危険がある。操業シミュレーション結果を基に形成

されるレースウェイ・サイズを推定した結果、羽口本数は 3 本にすることとした。 
シャフト羽口の高さに関しては、炉内の間接還元帯に還元ガスを導入して、鉄鉱石の間接還元

率を高めて直接還元率(換言すれば高炉炭素消費量)の低減を図るものであるため、炉内間接還元

帯の下端位置に設けるのが最も効果的である。 
高炉数学モデルによる操業シミュレーションによる step1 で実施した LKAB 試験高炉実験の

解析結果およびシャフト羽口位置の結果から、試験水準によって炉内温度分布は変化することが

分かり、COURSE50 試験高炉では、シャフト吹き込み位置を適切に選択できるような構造とし

た。 
一方、予熱ガス吹き込みは、炉内温度分布を適正化して焼結鉱の還元粉化を抑制することを狙

いにしているため、炉内還元粉化帯に対応する 600℃温度レベルの位置から行うのが望ましく、

シミュレーション結果に基づき、予熱ガス羽口を設けることとした。 
 
(c)サブテーマ②コークス炉ガス(COG)改質技術の開発  

触媒を用いたCOG改質技術の最適化、最適処理形式の検討を行った。30Nm3/hr規模の実ガス

試験設備であるベンチプラント1（BP1）を用いた試験の結果、および試験後の触媒をさらに詳細

に解析し、反応条件及び再生条件の最適化検討を行った。また、連続的に安定した水素増幅率を

確保する技術を確立させるための実機化に向けたベンチプラント2（BP2）の基本設計を行い、第

1期建設工事に着手した。得られた成果は以下のとおりである。 
・高炉で必要改質COGの生成条件提示 

ベンチプラント1（BP1）試験において、低SV条件で目標を達成できることがわかった。触媒

改質ガスをさらに部分酸化することによって、還元ガス中メタン濃度を5%以下とする見込みを平

衡解析によって得た。 
・ベンチプラント2（BP2）での水素増幅 

ラボでの耐久試験（24h改質×10回、24h毎に再生）の結果、再生によってほぼ100%、触媒活

性が回復することを確認した。部分酸化装置との組み合わせによって水素増幅率2の改質を達成

可能なことを解析により評価した。 
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 (d)サブテーマ③コークス改良技術開発 
低コークス比操業時における装入物各層間の通気性や装入物の荷下がりを確保できるコークス

強度を有し、且つ鉄鉱石還元に最適なコークス反応性を両立するコークス製造方法を開発するこ

とを目的とし、高強度を前提に反応性を制御できるコークス製造技術の確立と試験高炉用コーク

スの製造評価を最終マイルストーンとしており、以下の実施項目に対しそれぞれの成果を得た。 
・改質 COG 吹込条件下鉄鉱石還元に適したコークス品質の解明 

試験炉装入密度 0.73g/cm3 においても、高性能粘結材 HPC の配合炭内での均一性を配合石炭

細粒化により保ち、10％添加することにより、低反応性（CRI 20～23）高強度（DI＝88）コー

クスを製造できることを確認した。HPC の均質化はコークス内気孔構造の改善に寄与しており、

高反応性コークスでも HPC による強度改善効果が得られることを確認した。CO2 および H2O の

反応性の違いを加味した改質 COG 雰囲気に適用できる反応速度式を提示した 
・試験高炉用コークスの製造と評価 

試験高炉用コークスサンプル製造に必要な HPC 製造を改造した HPC 連続製造試験装置により

継続中である。反応性 CRI 値 20 レベル、強度 85 を超える HPC 添加コークスを実用コークス炉

にて製造可能である目処を得た。 
 
研究開発項目(2) 高炉ガスからのCO2分離回収技術開発  
(a)CO2分離回収技術開発  

化学吸収・物理吸着法それぞれにおいてCO2分離回収コスト2000円／t-CO2以下を実現可能と

する要素技術を開発することを目標として、化学吸収法における高性能CO2吸収液の開発（熱量

原単位削減）、物理吸着法におけるプロセスの運転条件の最適化（電力原単位削減）など具体的

な成果を出した。その結果、分離回収コスト2000円／t-CO2以下を達成する見込みを得た。 
(a-1) 化学吸収技術開発 
・高性能吸収液の開発 

新規化学吸収液を検討し、Step1吸収液との比較で、反応熱の大幅削減と再生温度の低温化が

可能な新吸収液を得た。CAT-LAB小型連続試験装置を用いて混合溶媒系吸収液の性能評価を行い、

分離回収エネルギーはStep1最高性能を凌駕する高性能を確認した。新規化学吸収液の高性能発

現に対する理論的根拠を明らかにした。CO2放散促進可能な触媒を得た。更に吸収速度促進効果

を有する触媒を選定した。 
・試験高炉との連動試験 

試験高炉BFG条件に応じたCAT30の改造、整備、試運転を完了した。CAT30によるCO2回収率

が90%以上達成できることをシミュレーションで確認した。 
・BFGの有効活用分離システムの検討 

シリカ膜を用いたメンブレンリアクターによるBFGからのH2生成・濃縮検討において、目標値

を大きく超えるシリカ膜を開発した。耐水蒸気性に関しては、金属ドープや中間層の最適化によ

る改善の目途を得た。 
 (a-2) 物理吸着技術開発 
・PSAシステムのさらなる効率化 

実機相当高さの新規吸着塔を設置し、ガス流れ変更等によりCO2回収量が増加し、電力原単位

が削減される可能性を確認した。吸着剤の粒径を大きくすることにより、電力原単位削減ができ

ることをベンチ試験により実証した。有効吸着量の大きい、新規吸着剤の性能評価を実施。CO2



Ⅲ-6 
 

回収量の増加可能性を確認した。 
・実機PSA全体プロセスの詳細設計 

ASCOA-3試験結果を基に、各種機器の選定、吸着塔の基本構造の検証、吸着塔配置検討を行っ

た。また、各プロセスフローにおける流量範囲などの値を確定し、概要設計として、プロセスフ

ローを作成した。 
(a-3)分離技術総合プロセス技術開発 
・分離回収プロセス最適組合せ検討 

排熱発生条件やエネルギー変換効率、分離回収プロセスの使用エネルギー効率をパラメータと

して最適組合せ解析を行うことが可能となった。分離回収コストを最小とするためには、化学吸

収法と物理吸着法を組合せて使用することが有効であることが明らかになった。分離回収技術を

組合せることにより、分離回収コスト 2,000 円/t-CO2 を達成することが可能となった。 
・技術動向調査及び新規技術の探索 

技術動向調査及び新規技術の探索を行った。分離回収コスト 2,000 円/t-CO2 を下回る運転実

績・研究成果は認められず、本プロジェクトで開発中の技術の優位性が明らかになった。また、

CO2 分離回収後ガスの有効利用技術を検討した。 
 
(b)未利用排熱活用技術の開発  
(b-1) 未利用排熱活用技術開発 

CO2 回収目標量の達成には、高効率熱交換器の開発が必要であることを見極めた。ラボ実験に

より、CO2 回収目標の達成には、大きい熱容量流量比と高い温度効率を両立する熱交換器が必要

であることを確認し、ラボ実験で高効率熱交換器を評価し、目標温度効率を満足する構造がある

ことを突き止めた。ダスト付着実験および数値解析により、高効率熱交換器の構造の今後の改善

方針を策定した。 
(b-2) 製鋼スラグ顕熱回収技術開発 

スラグ凝固成形安定化については、コンベア形状を半割パイプ型に変更することでスラグ剥離

性を改善し、スラグ連続処理量は目標を達成した。実機化時に必要な設備改善項目の抽出を完了

した。蒸気回収システム設計については、スラグ顕熱回収シミュレーターを構築し、ベンチ試験

結果から熱交換係数や空隙率等のパラメータを最適化し、設計を完了した。実機化 FS について

は、モデル製鉄所における操業形態と設備規模について一次検討を完了し、各設備の詳細設計を

低廉化も含めて開始した。 
 
研究開発項目(3) 全体プロセスの評価・検討 

鉄鉱石還元への水素活用技術の開発における送風操作最適化および原料利用技術含めた高炉改

善の全体位置づけと製鉄所全体の熱物質収支検討による製鉄所一貫削減量との関連検討を実施し

た。また、プロジェクト全体の到達目標に対する各技術の位置づけの内容掘り下げと確度向上を

検討した。 
新規技術創出研究では、要素技術の補強、試験高炉の操業最適化のための技術、スケールアッ

プ補完技術について研究を進めた。その結果、新しい技術創出の可能性や高炉諸元の予想・炉内

現象の解析に使用するシミュレーションモデルの精度向上に活用できる可能性を見出した。 
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1.2.3 知的財産権等の成果概要 

表Ⅲ-1-3 には H27 年度の現段階での研究開発成果(成果発表・特許出願)を示す。 
 

表Ⅲ-1-3 特許、論文、外部発表等の件数(2015 年 9 月末現在) 

         件名 件数 

1．特許出願件数 19 

2．査読有論文発表数 22 

3．査読無論文発表数 2 

4．その他外部発表 75 

5．その他外部発表 9 
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Ⅳ．実用化の見通しについて 

 

１．実用化、実機化の定義 

  
NEDO プロジェクトにおいては、実用化・実機化の定義をプロジェクトごとに定めており、本

プロジェクトでは、実用化の定義は、「当該研究開発の成果が後継の事業で活用されること」と定

義した。なお、COURSE50 での実機化への条件は以下のとおりである。 
＜実機化への条件＞ 
① 2030 年までに技術を確立する。 
② 本技術開発の成果の実機化時期は 2030 年（実機化１号機は 2030 年） 
③ 本技術開発は CO2 分離回収までとしており、CO2 貯留については他プロジェクトの成果を活

用する。 

④ 実機化に際し経済合理性を有することが必要。 
 

２．実用化、実機化に向けての見通し及び取組について 

2014 年 12 月に国連気候変動枠組条約締結国会議（COP20）が開催されるなど、CO2 排出量抑

制に対する国際的なニーズは年々高まっている。国内セクター別 CO2 排出に関する統計資料

（2013 年度統計：日本国温室効果ガスインベントリ報告書(2015.4)）によれば、国内 CO2 排出量に占

める鉄鋼業の割合は 14%と大きく（図Ⅰ-1-1）、鉄鋼業全体として排出量に削減に取り組む必要性

に迫られている。 
オイルショック以来、日本鉄鋼業はコスト削減を目的として省エネルギー対策に積極的取り組

んできており、日本鉄鋼業のエネルギー効率が世界最高水準であること（図Ⅰ-1-4）および粗鋼

当たりの省エネポテンシャルが世界最小であること（図Ⅰ-1-5）が報告されている。換言すれば、

日本の製鉄所において、経済合理性に合致した既存技術による省エネ対策の余地は少なく、革新

的な CO2 削減を実現するための製鉄プロセス技術の開発が求められている。 
 

2.1 成果の実機化に向けた戦略 

本プロジェクトは、2030 年までに技術確立を行い、2050 年までに全世界の温室効果ガス排出

量を現状に比べて半減するという我が国の施策（2008 年 3 月「Cool Earth－エネルギー革新技

術計画」、2008 年 5 月「環境エネルギー技術革新計画」、2014 年 4 月「エネルギー基本計画」等）

の一つとして、実機化に必要な技術開発を実施しているが、成果の項目で述べた内容も踏まえ、

実機化に向けての技術的位置づけは以下のように考える。 
(1) 実機化に向けた戦略 

本技術開発の位置づけを考えた場合、研究開発終了予定の 2027 年断面では、典型的な二つの

ケースが想定される。 
【ケースⅠ】CO2 貯留技術をも含め一連の技術が完成し、実機化に際しての経済合理性も 

有するケース 
【ケースⅡ】ケースⅠ以外で、波及効果に期待するケース 
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(2) 実用化に向けた高炉からの二酸化炭素排出削減に関する戦略 
  還元材比極小の従来法の限界を打破する視点で、更に直接還元の絶対量を減らして、水素還

元反応の吸熱反応熱の補償の為に間接還元との置換を行おうとするもので、送風操作の抜本的

変革を行うものである。本基本命題に対し、高炉炉内の制約条件を考慮すると、いくつかの付

帯的項目を考慮した総合最適運用を行う。 
2.2 成果の実用化・実機化に向けた技術開発の取組み 

(1)プロジェクト全体 
  本革新技術を商業規模生産設備で実現する命題に対して、成果の実用化・実機化に当たって

は第一に「技術確度の見極め」第二に「スケールアップ課題の克服」がある。第一の「技術確

度の見極め」については、要素技術の知見を集大成するとともに、熱物質収支も考慮した、総

合モデルでの検証で各マイルストーン目標数値を含めた検討精度をあげ、第二の「スケールア

ップ課題の克服」については、各要素技術の規模依存性の検討で取り組む。 
(2) 重点課題である鉄鉱石還元への水素活用技術開発/試験高炉によるプロセス評価技術開発 
1)試験高炉の各水準検証による改善諸要因の影響評価。 

以下の様な技術項目に対して従来高炉操業と今回の試験操業との差異分析を行う。 
①熱バランスの変化影響(吸熱反応対策としての間接還元強化用送風操作) 
②水素の高反応速度の影響 
③酸素富化の影響 
④原料操作の影響 

などを、試験高炉の試験水準に組み込み、順次評価試験を実施する。 
2)高炉でのスケールアップ課題について 

高炉におけるスケールアップの課題は、構成する技術群の難度の高さから、特に重要である。

図Ⅳ-1 には試験高炉によるプロセス評価技術開発におけるスケールアップに関する各技術課題

の位置づけを示す。かなりの部分が試験高炉での操業で明確になる部分ではあるが、補足的手段

も含めた総合評価が重要となる。 

 

図Ⅳ-1 試験高炉技術開発におけるスケールアップに関する各技術課題の位置づけ 

  

試験高炉 商業生産高炉

鉄鉱石
還元への
水素適用
高炉操業

従来
高炉
操業

操業規模・スケール

操
業
形
態

最
終

的
な

必
要

知
見

試
験

高
炉

調
査

カ
テ

ゴ
リ

ー
②

試験高炉調査カテゴリー①①

② ③

凡例

◎試験高炉で確性

○モデル併用で試験高炉で確性

○モデル主体で検討

凡例

◎試験高炉で確性

○モデル併用で試験高炉で確性

○モデル主体で検討

Base

試験高炉確性以降のスケールアップ
2000m3規模

羽口試験

(次ステップ)

開
発

要
素

評
価

スケール影響評価

技術課題
固体流
液体流 ガス流

伝熱
放散

化学
反応

熱バランス補償対策 ○ ○ ○ ◎
水素の高反応速度活用 ○ ○ ◎
熱ロス対策 ○ ◎
原料対策活用 ○ ○ ◎
反応改善活用 ○ ○ ◎

評価視点

技術課題
固体流
液体流 ガス流

伝熱
放散

化学
反応

熱放散評価 ○ ○ ◎ ○
原料との幾何学的相似則評価 ○ ○ ◎
炉内機能域の幾何学的相似則評価 ○ ○ ○ ◎
反応速度 ○ ◎

評価視点
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2.3 成果の実機化の見通し 

＜今後の見通しとフェーズⅡへの展開＞ 
2018年までに Step2技術開発を完了し、2018年からの 10年間で実証規模の試験を行うことで、

2030 年から順次、実機での運用に反映させる予定である。 
フェーズⅡの内容については、現時点においては、CCS の技術進捗も考慮する必要があるが、

本事業の中核である試験高炉を活用していく予定である。具体的には、鉄鉱石水素還元技術につ

いては、スケールアップ検討を可能ならしめる様な小規模の商用高炉の部分羽口試験を先行させ

ながら、送風操作の最適化については世界最大の試験設備である試験高炉と CAT30 の試験設備

の活用で開発を推進する見込みであり、「当該研究開発の成果が後継の事業で活用されることとな

る。 
 

 
図Ⅳ-2 実機化までのスケジュール 
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３．関連分野への波及効果 

3.1 要素技術の波及効果 

各要素技術については、以下のような領域に波及の可能性があり、研究開発と並行して波及の

具体的検討も進めて行く。 

(1) 鉄鉱石還元への水素活用技術の開発の領域では、複合ランスの設計技術を生かした現状高炉

操業羽口の機能改善への部分展開の可能性を追求する。 
(2) コークス炉ガス改質技術の開発の領域では、非鉄鋼用途の水素製造にも適用可能性を有す。

(カスタマイズ開発は実施しない) 
(3) コークス改良技術開発の領域では、コークス高強度化ニーズ次第で現状高炉操業への適用も

可能。 
(4) CO2 分離・回収技術開発の領域では、以下に具体的に例示する化学吸収法の非鉄鋼用途商業 1

号機である ESCAP の受注・稼働に引き続き、製鉄以外の産業での CO2 分離回収ニーズへの対

応が考えられる。 
(5) 未利用排熱活用技術の開発の領域では、高効率熱交換器の耐久性開発完了後の幅広い製鉄設

備への適用が想定される。 
(6) 試験高炉によるプロセス評価技術開発の領域では、高酸素富化技術を現状高炉操業に適用可

能である。 
3.2 化学吸収法での技術派生の例 

開発した化学吸収法用いて炭酸ガス需要家の直近（または炭酸ガス需要家の施設内）で、製鉄

所副生ガス、セメント排ガス、火力発電所燃焼排ガス等の様々な CO2 含有ガスから炭酸ガスを回

収・供給することで、従来の化学吸収法よりも CO2 回収コストを大幅に低減しつつ輸送コストも

低減でき、既存の炭酸ガス市場に匹敵する炭酸ガス供給が可能となる。 
そのニーズを受け、エア・ウォーター炭酸株式会社殿より、製鉄所内の熱風炉排ガスから炭酸

飲料用等向けの CO2 分離回収設備を受注し、2014 年 11 月に稼働を開始した。 
  

 

図Ⅳ-3 CO2 分離回収技術商用一号機（ESCAP）の概略  
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Ｐ１３０１２  

 
「環境調和型製鉄プロセス技術開発（ＳＴＥＰ２）」基本計画 

 
環境部 

 
1. 研究開発の目的・目標・内容 

(1) 研究開発の目的 
本事業の目的は高炉法による一貫製鉄所のＣＯ２発生量を抜本的に削減し、地球温暖

化防止に貢献するため、高炉からのＣＯ２の発生量を減少させる技術、及び発生したC
O2を分離・回収する技術を開発することである。 
鉄鋼業は我が国産業部門の中でＣＯ２発生量の約３９％、国全体の約１５％を占める

（２０１０年度）最大のＣＯ２排出業種であり、その中でも特に排出量の多い高炉法に

よる製鉄プロセスにおいては地球温暖化対策として抜本的なＣＯ２排出量の削減が求め

られている。 
しかしながら、我が国の鉄鋼業についてみると、製鉄技術は既に世界最先端の水準に

あり、廃熱や副生ガスの利用による省エネルギーも極限に達しているため、ポスト京都

議定書に向け世界規模でのＣＯ２削減を実現するためには、革新的な製鉄プロセス技術

開発が必要とされている。平成１９年５月に発表された地球温暖化に関する総理のイニ

シアティブ「美しい星５０（Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ ５０）」においても、示された三原

則の一つとして「省エネなどの技術をいかし、環境保全と経済発展とを両立すること。」

が提言されており、「革新的技術開発」の一例として本技術開発が位置付けられている

ところである。 
上記のイニシアティブを踏まえて２００８年３月、全世界の温室効果ガス排出量を現

状に比べて２０５０年までに半減するという長期目標実現に向け、経済産業省にて「Ｃ

ｏｏｌ Ｅａｒｔｈ － エネルギー革新技術計画」が策定されている。 その中におい

て革新的製鉄プロセスは効率の向上と低炭素化の両面から、ＣＯ２大幅削減を可能とす

る「重点的に取り組むべきエネルギー革新技術２１｣の一つとして位置付けられている。 
本技術開発においては、コークス製造時に発生する高温のコークス炉ガス（ＣＯＧ）

に含まれる水素を増幅し、コークスの一部代替に当該水素を用いて鉄鉱石を還元する技

術を開発する。また、高炉ガス（ＢＦＧ）からＣＯ２を分離するため、製鉄所内の未利

用排熱を活用した革新的なＣＯ２分離回収技術を開発する。これらの技術開発によりＣ

Ｏ２排出量の約３割削減を目標に、低炭素社会を目指す。 
これらの技術開発においてフェーズⅠステップ１（平成２０～２４年度（５年間））

として要素技術開発を実施した。 今後、フェーズⅠステップ２（平成２５～２９年度

（５年間））にて要素技術を組合せたパイロットレベルの総合実証試験を行った後、フ

ェーズⅡ（実証規模試験）を経て、最終的に製鉄所における現状の全排出レベルに比較

して約３０％のＣＯ２削減を可能にする技術の確立に資する。 
 

(2) 研究開発の目標 
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①アウトプット目標 
本技術開発(フェーズⅠステップ２)では、ＣＯ２発生量を大幅に削減する、環境に

調和した製鉄プロセスの開発として、各要素技術を統合したパイロットレベルの総

合実証試験を行うとともに、実証規模試験を行うフェーズⅡにつなげていくために

下記の項目を目標とする。 
【中間目標(平成２７年度)】 

(a) 高炉からのＣＯ２排出削減技術開発 
・ 水素還元の効果を最大限とするための技術をラボレベルで検討し実現性、有

効性に対するめどを得て具体的な実証試験の計画を立案する。 
・ １０ｍ３規模試験高炉の建設を完了させる。 
・ 触媒を用いてＣＯＧに含まれるタールや炭化水素を水素に改質する技術にお

いて高炉への吹き込みガス用としての改質反応の最適化、改質触媒の活性劣

化対策技術の確立を図る。 
・ メタン改質等の総合的に改質向上に資する要素技術のめどを得る。 

(b) 高炉ガス（ＢＦＧ）からのＣＯ２分離回収技術開発 
・ ＣＯ２分離回収コスト２，０００円／ｔ－ＣＯ２を実現可能な技術の充実を指

向し再生温度、分離回収エネルギーの低減などの技術開発のめどを得る。 
 

【最終目標(平成２９年度)】 
(a) 高炉からのＣＯ２排出削減技術開発 

・ １０ｍ３規模試験高炉により高炉からのＣＯ２排出量を削減する技術を確立す

る 

(b) 高炉ガス（ＢＦＧ）からのＣＯ２分離回収技術開発 

・ 高炉ガス（ＢＦＧ）からのＣＯ２分離回収コスト２，０００円／ｔ－ＣＯ２(｢分
離回収法開発ロードマップ（ＣＣＳ２０２０）｣に示された目標)を可能とす

る技術を確立する。 
   ②アウトカム目標に向けた取り組み 
    フェーズⅠステップ１で得られた要素技術開発成果と課題を本技術開発に反映さ

せパイロットレベルの総合実証試験を行うことで、実証規模試験を行うフェーズⅡ

にスケールアップするための技術を確立させる。 
   ③アウトカム目標 

２０３０年に実用化開始を目指し、製鉄所における現状の全排出レベルに比較し

て総合的に約３０％のＣＯ２削減可能な技術を確立することで、地球温暖化防止に

貢献する。 
 

(3) 研究開発の内容 
本技術開発においては、１０ｍ３規模の試験高炉を建設し、フェーズⅠステップ１で

得られたラボレベルでの検討結果を総合的に検証、水素還元の効果を最大限とする反応

制御技術を確立させ、その後のフェーズⅡの実証試験高炉（１００ｍ３規模）のスケー

ルアップデータの取得を目指す。 
ＣＯ２分離回収技術においては、実証試験高炉（１００ｍ３規模）とマッチングできる
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ＣＯ２分離回収コスト２，０００円／ｔ－ＣＯ２を可能とする技術を開発するため、高性

能化学吸収液等の開発、物理吸着法の更なる効率化、未利用排熱活用技術の適応研究を

実施し、更なるコスト低減技術の構築を図る。 
本研究開発は、実用化まで長期間を要するハイリスクな「基盤的技術」に対して、産

学官の複数事業者が互いのノウハウ等を持ちより協調して実施する事業であり、委託事

業として実施する。 
 
［委託事業］ 
(a) 高炉からのＣＯ２排出削減技術開発 

１０ｍ３規模試験高炉により高炉からのＣＯ２排出量を削減する技術を確立する。 
① 鉄鉱石還元への水素活用技術の開発 

高炉での鉄鉱石還元に水素を活用すること等で、使用するコークス量を削減し、

ＣＯ２発生量自体を減少させる技術を開発する。 
・ １０ｍ３規模試験高炉等による水素還元総合最適化技術開発  

 １０ｍ３規模の試験高炉を建設し、還元ガス吹き込み方法の最適化、水素還

元時におけるガス利用率維持のための操業要因の解析などを実施し、水素還

元の効果を最大限とする技術を確立する。 
・ 水素還元に適した原料設計 

 水素還元に最適な原料性状、装入方法をラボレベルで検討した後、１０ｍ３

規模試験高炉で検証試験を行う。 
② コークス炉ガス（ＣＯＧ）改質技術の開発 

水素還元に用いる水素を製鉄所内から供給する方法として、コークス炉で発生

する副生ガス（ＣＯＧ）から水素を増幅する技術を開発する。 
・ 触媒を用いたCOG改質技術の最適化、最適処理形式の検討 

ＣＯＧに含まれるタールや炭化水素を水素に改質する技術を確立するため、

３０Ｎｍ３／ｈｒ規模の実ガスを用いた試験装置の改造などにより、改質反応

器への水蒸気の最適添加方法などの検討を行い、高炉への吹き込みガス用とし

ての改質反応の最適化を図るとともに、改質触媒の活性劣化対策としてプロセ

ス及び装置改善を図る。その後、最適処理形式の検討結果を踏まえ試験設備を

建設し実証試験を行う。 
・ ＣＯＧの総合的改質技術の確立 

ＣＯＧには多量のメタンが含まれているが、高炉への改質ＣＯＧの吹き込み

においては、ガスの予熱及びメタン成分の最小化が求められることから、触媒

法による改質のみでなく改質ガスへの品質要求を踏まえ、更なる改質向上に向

けて、部分酸化法などの方式検討も含むＣＯＧの総合的な改質技術のプロセス

検討を行う。その際、コークス炉と高炉での２つの処理プロセスの最適負荷分

担を総合的に検討する。 
③ コークス改良技術開発 

水素還元に適したコークス製造技術の開発としてステップ１にて高強度コーク

スの製造技術を確立したが、ステップ２では以下を実施する。 
・ コークス品質の解明 
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ステップ１にて得られたコークス強度ＤＩ＝８８に加え、最適な反応性を解

明し製造方法を確立する。 
・ １０ｍ３規模試験高炉による検証 

製造した高性能コークスを10m3規模試験高炉に用い、水素還元下での特性を

把握する。 
 (b) 高炉ガスからのＣＯ２分離回収技術開発 

高炉ガス（ＢＦＧ）からのＣＯ２分離回収コスト２，０００円／ｔ－ＣＯ２（「分

離回収法開発ロードマップ（ＣＣＳ２０２０）｣に示された目標)を可能とする技

術を確立する。 
①ＣＯ２分離回収技術開発 

ＣＯ２分離回収技術として、化学吸収法及び物理吸着法の最適化を図る。 
・ 化学吸収法によるＣＯ２分離エネルギー・コストの削減技術開発 

再生温度の大幅低減による未利用排熱の利用拡大を図るべく、高性能吸収液

を開発する。また、分離回収のためのエネルギーの一層の低減のため非水系吸

収液等の適用検討を行う。 
・ 物理吸着法のコスト低減とスケールアップ検証 

コスト低減のため高効率化の開発を行う。また、吸着層を高くした試験を実

施して性能検証を行うとともに、実機規模での設備に必要な仕様を検討する。 
・ＣＯ２分離回収後ガスの有効利用技術の検討 
  高炉ガスのＣＯ２分離回収後のガス中にはＣＯ、Ｈ２などの可燃性ガスが含ま

れていることも含め活用可能な成分があるため、回収して有効利用するための

技術を検討する。 
② 未利用排熱活用技術の開発 

ＣＯ２分離回収に必要なエネルギーを製鉄所内の未利用排熱のエネルギー(熱又

は電力に変換)で賄うため、未利用排熱の活用技術を開発する。 
未利用排熱集約のための基礎技術として、複数熱源回収システムにおける排熱回

収用熱交換器の調査、開発を行うとともに、未利用排熱集約のための具体的なエ

ンジニアリングを行い、実用化に向けた問題点と対策法などを明確にする。  
(c) 全体プロセスの評価・検討 

製鉄プロセス全体の最適化を検討し、製鉄所からのＣＯ２排出量３０％削減を

可能にするための総合的な評価、検討を行う。 
ＣＯＧ改質、ＣＯ２分離回収に必要なエネルギーと未利用排熱集約のエンジニア

リングに基づく、総合的なエネルギーバランスの最適化を図る。  
また、水素還元高炉の高機能化として新原理、新方式技術の組合せ検討を行う。 

 
2. 研究開発の実施方式 

(1) 研究開発の実施体制 
本研究開発は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「ＮＥＤ

Ｏ」という。）が単独ないし複数の、原則本邦の企業、研究組合、公益法人等の研究

機関（原則、国内に研究開発拠点を有していること。ただし、国外企業の特別の研究

開発能力、研究施設等の活用あるいは国際標準獲得の観点から国外企業との連携が必
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要な部分はこの限りではない。）から、公募によって研究開発実施者を選定し、委託

により実施する。 
共同で参加する各グループの有する技術ポテンシャルを最大限に活用して効率的な

研究開発の推進を図る観点から、ＮＥＤＯが委託先決定後に指名する研究開発責任者

（プロジェクトリーダー）を置き、その下に研究者を可能な限り結集して効果的な研

究開発を実施する。 
 

(2) 研究開発の運営管理 
研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及びプロジェク

トリーダーと密接な関係を維持しつつ、本研究開発の目的及び目標に照らして適切な

運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて、ＮＥＤＯに設置する委員会等、外

部有識者の意見を運営管理に反映させるほか、四半期に一回程度プロジェクトの進捗

について委託先からの報告を受けること等を行う。 
 

3. 研究開発の実施期間 
研究開発の実施期間は、平成２５年度から平成２９年度までの５年間とする。 

 
4. 評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目的達成度、成果の技

術的意義及び将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の中間

評価を平成２７年度、事後評価を平成２９年度に前倒し実施する。また、中間評価結

果を踏まえ必要に応じプロジェクトの加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。なお、

評価の時期については、当該研究開発に係わる技術動向、政策動向や当該研究開発の

進捗状況等に応じて、適宜見直すものとする。 
 
5. その他の重要事項 

(1) 研究開発成果の取扱い 
① 成果の普及 

得られた研究開発成果については、ＮＥＤＯ、実施者とも普及に努めるものと

する。 
② 知的基盤整備事業及び標準化等との連携 

得られた研究開発の成果については、知的基盤整備又は標準化等との連携を図

るため、データベースへのデータの提供、標準情報（ＴＲ）制度への提案等を積

極的に行う。 
③ 知的財産権の帰属 

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネル

ギー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規

定等に基づき、原則として、すべて委託先に帰属させることとする。 
 

(2) 基本計画の変更 
ＮＥＤＯは、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、国内外の
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研究開発動向、産業技術政策動向、第三者の視点から評価結果、研究開発費の確保状

況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標や研究開発体制等、基本

計画の見直しを弾力的に行うものとする。 
 

(3) 根拠法 
本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条

第１項第一号ハに基づき実施する。 
 

6. 基本計画の改訂履歴 
(1) 平成２５年３月、制定。 

 



 
 

添付３ 
 

技術戦略マップ 
（分野別技術ロードマップ） 

 
  



 

 

 

 

 

エネルギー関係技術開発ロードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年１２月 

経済産業省  



 

1 
 

Ⅰ．はじめに 

 

 

 “国民生活と産業活動の血脈であるエネルギーの安定的な確保は、国の安全保障にとって不可

欠なものであり、我が国にとって常に大きな課題であり続けている。” 

本年４月１１日に閣議決定された第四次エネルギー基本計画の冒頭で述べられたこの一節は、

化石燃料に乏しいことから、大宗のエネルギー源を海外に頼らざるを得ない我が国の根本的な脆

弱性に対する危機意識を端的に述べたものである。エネルギーを巡る我が国の厳しい現実に対

応していくべく、我々は様々な政策を展開していかなければならない運命にある。 

 先般、第三次エネルギー基本計画から４年ぶり、かつ、東日本大震災及び東京電力福島第一原

子力発電所事故後初となる第四次エネルギー基本計画を閣議決定した。大震災及び原子力発電

所事故後、原子力発電所が次々と停止していく中で、石油、天然ガス等の化石燃料への依存度

が増加し、エネルギー自給率の悪化、エネルギーコストの上昇、二酸化炭素排出量の増大などの

様々な問題に直面する状況に対し、当該基本計画は、こうした問題に適切に対応しつつ、中長期

的に我が国のエネルギー需給構造に関する脆弱性の解決を図っていくための、現実的かつ実現

可能なエネルギー政策の方向性を総合的・俯瞰的に示している。 

 

当該基本計画においては、様々な分野に関わる政策の方向性が示されているが、第４章「戦略

的な技術開発の推進」において、技術開発政策についても、その方向性が示されている。 

ここで述べられている技術開発政策の基本的な方向性は、以下の２つである。 

 

●我が国が抱えるエネルギー需給構造上の脆弱性は、現在の技術や供給構造の延長線上の取

組によって根本的な解決を見出していくことは容易ではなく、革命的なエネルギー関係技術の

開発とそのような技術を社会全体で導入していくことが不可欠であり、長期的な研究開発の取

組と制度の変革を伴うような取組が必要。 

 

●根本的な解決策を探るための長期的視野に立った取組が必要である一方、日々の省エネルギ

ー化、安全性の改善から始まり、エネルギー需給に影響を及ぼす課題は様々なレベルで存在

しており、短期・中期それぞれの観点から、エネルギー需給を安定させ、安全性や効率性を改

善していく不断の取組もまた極めて重要。 

 

こうした考えを踏まえることで、短期・中期・長期のそれぞれの観点を踏まえ、技術課題を俯瞰し

て明確にすることができる。 

さらに、こうした全体の整理を行う上で、各技術開発の取組について、当該基本計画では、特に

以下の点について明確にすることが重要であるとしている。 
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・どのような課題を克服するための取組なのか、まずその目標を定めること 

・開発を実現する時間軸と社会に実装化させていくための方策を合わせて明確化すること 

それぞれの技術開発プロジェクトについて、以上の２点を合わせて明確にして整理することで、

技術開発政策の全体における役割と時間軸の位置付けを明確にすることが可能となる。 

 

今般策定する技術開発に関するロードマップは、当該基本計画で策定することが明示されたも

のであり、これまで政府で策定されてきた「環境エネルギー技術革新計画（２０１３年９月総合科学

技術会議決定）」等で整理された技術開発プロジェクトを中心に、上記の論点に基づいて改めて位

置付けを整理し、エネルギーに関連する技術開発プロジェクト全体を俯瞰したものである。 

 

今般のロードマップでは、上記の作成手法を通じて、現時点における我が国のエネルギー需給

構造上の課題と技術開発政策の戦略的な展望を俯瞰的にまとめることに加え、さらに、１９７３年

の第一次石油ショックを契機に始められた我が国のエネルギー関係技術開発戦略を改めて整理

するとともに、米欧を中心に海外のエネルギー関係技術開発政策の動向を調査して取り上げて、

以下の構成を採ることで、我が国の現在の技術開発政策の戦略を立体的に示すように工夫して

いる。 

 

第１章 我が国におけるエネルギー技術開発に関するこれまでの取組 

・石油供給の不安定化という現実の危機に直面したことから始まった、様々な課題に対応する

ための技術開発の取組を歴史的な視点から整理することで、我が国の技術的蓄積（土台）と

その発展可能性を明らかにしつつ、現在の技術開発政策を時間軸の中に位置付け。 

 

第２章 主要国の技術開発戦略の整理 

・海外のエネルギー関係技術開発戦略について、そうした戦略を必要とするそれぞれの国のエ

ネルギー事情も踏まえて調査・分析することで、我が国との相違と適用可能性も視野に入れ

つつ、我が国の技術開発政策を空間軸に位置付け。 

 

第３章 主要技術課題のロードマップ 

・技術開発プロジェクトの必要性と社会への実装化に向けた課題をあわせて整理した、各技術

課題のロードマップを提示。 

 

 以上の３部構成を採ることで、我が国の現在の技術開発政策の位置付けを、時間軸、空間軸の

両面から明らかにするとともに、単に技術を開発するのではなく、社会への実装化のための具体

的な論点を示した。 

これによって、本ロードマップが、高い安全性を誇るエネルギー供給体制の確立と、エネルギー
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需給構造の安定化・効率化・低環境負荷化に、具体的に貢献していくためのエネルギー関係技術

開発政策を遂行していくための海図となることを強く願っている。 
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Ⅱ．第１章 我が国におけるエネルギー技術開発に関するこれまでの取組 

～我が国のこれまでの技術開発戦略の整理～ 
 

（１） 我が国を取り巻くエネルギー事情の変化と技術関連計画の変遷の概要 

 

 戦後、経済の立て直しを進めるため、エネルギー・産業に関して、国内における石炭の増産と鉄

鋼製造能力の回復を目指した傾斜生産方式が経済政策の柱として取り組まれるとともに、安定的

なエネルギー供給の実現を目指し、大規模な水力発電の開発が各地で進められた。 

 こうした取組により、１９５５年における発電電力量に占める水力の割合は７８％、石炭火力は２

０％を占めた。その後、我が国は高度経済成長期を迎え、電力需要が急激に増加することになっ

たが、これを支えたのが、中東地域等で大量に生産された安価な石油である。１９５５年の石油火

力の総発電量に占める割合はわずか１％であったが、１９６５年には３１％となり、国産石炭が価

格競争力を失っていく中で、石炭火力の２６％を超え、水力の４２％に迫る水準となった。１９７０年

には、水力は総発電の４分の１まで依存度を下げる一方、石油火力は５８％を占めるに至り、第１

次石油ショックのあった１９７３年には、石油火力への依存度は７１％に達していた。 

 このように安価な石油に依存したエネルギー需給構造は、第四次中東戦争を契機に発生した石

油の安定供給に対する不安によって、大きな困難に直面することになった。 

 

 海外からの化石燃料、特に中東地域からの石油に大きく依存するという我が国の根本的な脆弱

性がにわかに現実の問題となる中、中長期的に我が国のエネルギー需給構造の改革を推進する

ためには、これまでの技術の延長線上ではない革新的な技術の導入が必要であることが認識さ

れるに至った。このような認識の下で、我が国最初の長期的・総合的な技術開発計画として１９７４

年に策定されたのが、「サンシャイン計画」である。同計画では、太陽、地熱、石炭、水素エネルギ

ー技術を重点技術課題として位置付けている。 

 さらに１９７８年には、省エネルギー技術の研究開発計画である「ムーンライト計画」が策定され、

石油に代替するエネルギー技術と省エネルギー技術を両輪として、海外からの石油に大きく依存

する我が国のエネルギー需給構造の脆弱性を改善するための技術開発を推進する体制が整えら

れた。 

 

その後、石油備蓄体制の整備などによる供給構造の安定化のための各種政策や、官民の省エ

ネルギーの取組とともに、中長期的な方針に基づいた技術開発政策が着実に進められ、エネル

ギー利用の高効率化や石油代替としてのＬＮＧや原子力の役割の拡大といったエネルギー需給

構造の改革が成果を上げていったが、１９９０年代には、再び石油の安定供給を揺るがす湾岸戦

争が発生し（１９９０年）、また、エネルギー多消費による地球環境問題に対する危機意識の拡大

を背景とした地球サミットの開催（１９９２年）など、エネルギーを巡る新たな課題が認識されること

となった。 

こうした時代の変化を背景に、通商産業省は、サンシャイン計画、ムーンライト計画、さらに地球

環境技術研究開発の体制を一体化した「ニューサンシャイン計画」を発足させ、持続的成長とエネ

ルギー・環境問題を同時に解決するための革新的な技術の開発を加速する体制が整えられた。



 

5 
 

特に、革新的技術開発課題として、広域エネルギー利用ネットワークシステム技術、水素利用国

際クリーンエネルギーシステム技術、希薄燃焼脱硝触媒技術などに着手し、国際的に利用が拡大

すると見込まれる石炭のクリーンな利用に関する取組などが進められた。 

 

その後、１９９７年に採択され、２００５年に発効した京都議定書など、地球温暖化問題へのエネ

ルギー利用の観点からの対応が更に強く求められるようになる中、イノベーションによってエネル

ギーに関連する環境制約を乗り越えるための技術開発戦略が累次にわたって取りまとめられてい

る。 

 さらに、環境制約をイノベーションを創出する機会として捉えることを示した、２００４年にとりまと

められた新産業創造戦略を踏まえ、技術戦略マップが２００５年から２０１０年まで毎年とりまとめら

れるとともに、２０５０年までに温室効果ガス排出量を現状（２０００年代中頃）よりも半減するという

野心的な目標を実現するための革新的な技術の開発を促進する計画として「Cool Earth－エネル

ギー革新技術計画」が策定されるなど、革新的技術の開発を加速する戦略が提示された。 

さらに、２０００年代中頃からは、新興国の経済成長の加速に伴う化石燃料の需要拡大の結果、

これまでの、いわゆる石油メジャーによる資源開発が、中印など新興国の石油企業を巻き込んだ

より世界的な広がりを持つ資源獲得競争の段階に入ったことを踏まえ、資源確保が以前よりも更

に厳しい競争の下で行われるという問題意識を技術開発戦略においても反映するようになった。

第４期科学技術基本計画ではこうした認識が明確に示されている。 

こうした国際的な環境の変化に積極的に対応していこうという強い姿勢は、地球温暖化対策に

おいて更に顕著となり、“攻めの地球温暖化外交戦略”を下支えする２０１３年の環境エネルギー

技術革新計画に、その姿勢が明確に示されている。 
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（２） これまでのエネルギー技術関連計画等の整理及び分析 

 

 

サンシャイン計画 （１９７４年策定） 

 

１． 策定・実施主体 

通商産業省工業技術院 

 

２． 策定目的とその背景 

１９７３年に発生した第一次石油ショックを契機として、顕在化した石油依存に関するエネル

ギー問題の解決を指向し、同時にエネルギー多消費社会の中で深刻化した環境問題の解決

をも図るための技術開発等を促進する。 

 

３． 概要 

我が国最初の長期的・総合的な技術開発計画とされている。 

基本方針は、「エネルギーの長期的な安定供給の確保が国民経済活動にとって極めて重要

であることにかんがみ、国民経済上その実用化が緊急な新エネルギー技術について、１９７４

年から２０００年までの長期にわたり、総合的かつ効率的に研究開発を推進することにより、数

十年後のエネルギーを供給することを目標とする」と定められ、さらにこの理念を達成するため

に、太陽、地熱、石炭、水素エネルギー技術の４つの重点技術の研究開発が各々の実施計画

の下に進められた。 

サンシャイン計画の発足からほぼ４年が経過した１９７８年末から１９７９年にかけて、イラン

革命を契機として国際石油需給はひっ迫し、これに伴い、石油価格は再び急騰した。こうした

状況の中で、サンシャイン計画に対する期待も一段と高まりを見せた。加えて、同計画の主要

なプロジェクトは本格的なプラント開発段階を迎えつつあったことから、この状況を踏まえ、同

計画の新たな方向付けが求められることとなった。具体的には、（１）石炭液化技術開発、（２）

大規模深部地熱開発のための探査・採掘技術開発、（３）太陽光発電技術開発が重点プロジ

ェクトとして選択され、研究開発の加速的推進が図られた。 

サンシャイン計画における主な成果としては、上記各技術分野における次頁の内容が挙げ

られる。 
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サンシャイン計画の主な成果 

プロジェクト名 成 果 

１.全国地熱資源総合調査 

(１)１９８０年度から１９８３年度までの全国規模での地熱資源調査により、世界でも稀にみる
全国地熱資源有望地域抽出図を完成。 
(２)１９８４年から実施した詳細調査により、上記(１)の有望地域のタイプ別ポテンシャルを判定
するとともに、有望地区絞り込みの最適探査手法を開発。 
(３)上記(１)及び(２)の結果を基に、有望地区の的確な抽出を行うための、高度な情報処理技
術を応用した資源評価システムを中心とした総合解析手法の開発を終了。 

２.深層熱水供給システム 
１９８５年度までの採取還元試験により、温度約７０℃、６０t/hの熱水採取に成功し、堆積層で
の熱水の還元条件を解明。実用化への技術的見通しを得た。 

３.褐炭液化 

１９８１年度から、豪州ビクトリア州において５０t/日パイロットプラントの研究を実施。１,７００時
間に及ぶ実質連続運転に成功するとともに液化抽収率５０％を達成。本プラントは世界最大
の褐炭液化プラントであり、豊富に賦存し、未利用に近い褐炭の高度利用、日豪の国際協力
にも大きく貢献。１９９３年度終了。 

４.石炭利用水素製造 

１９８６年度から、石炭利用水素製造２０t/日パイロットプラントの研究を実施。１,１４９時間連
続運転、カーボン転換率９８％、冷ガス効率７８％以上を達成。本プロセスは燃料、石炭液化
用等広範囲の用途に利用できる水素を低廉、大量に供給し得る、当時の世界最高レベルの
高効率プロセスである。１９９５年度終了。 

５.石炭ガス化 
  複合サイクル発電 

(１)（流動床式）１９８５年度までの４０t/日パイロットプラントの運転研究で冷ガス効率７６％、
炭素転換効率９８％を達成。更に現在、実ガスによる世界最大規模の乾式脱硫・脱塵試験を
実施。 
(２)（噴流床式法）を１９８６年度から２００t/日パイロットプラントの設計・製作を実施。現在、運
転研究中の本プロセスは広範囲の炭種適応性を有する高効率（送電端効率４３％以上）の石
炭火力発電プロセス。 

６.高カロリーガス化 
１９８５年度までのガス生成量７,０００Nm３/日（石炭処理量１２t/日に相当）パイロットプラント
の運転研究において、冷ガス効率７２％、連続運転５００時間を達成し、日本初の石炭ガス化
装置として、実用化への技術的見通しを得た。 

７.水素製造技術 
アルカリ水電解法による２０Nm３/h、エネルギー効率８３～８６％のパイロットプラントの開発
（～１９８３年度）。 

８.水素利用技術 
水素吸蔵合金を用い、筒内噴射エンジンシステムを搭載した水素自動車の試作を行い、最高
速度１０８km/h、走行距離２８０km を達成（～１９８５年度）。 

９.高性能分離膜 
  複合メタンガス製造 

１９８６年度から基礎研究に着手。バイオリアクターに分離膜を組み合わせた嫌気性発酵につ
いて、実証試験の成果をもとに、１９８９年度からパイロットプラントを建設し、運転・評価を行っ
た。 

［出典］資源エネルギー庁（編）：新エネルギー便覧 平成１０年度版、通商産業調査会（１９９９年３月）、p.２２６ 
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ムーンライト計画 （１９７８年策定） 

 

１． 策定・実施主体 

通商産業省工業技術院 

 

２． 策定目的とその背景 

１９７３年に発生した第一次石油ショックによって、石油などの資源の有限性に対する危機

感が高まったことを踏まえ、石油に依存しないエネルギー構造の確立を目的とし、新たなエネ

ルギーの確保ではなく、省エネルギーによる資源の有効活用を目指す。 

 

３． 概要 

第一次石油ショック後の１９７８年度から通商産業省工業技術院が始めた省エネルギー技

術研究開発計画である。 

同計画では、エネルギー転換効率の向上、未利用エネルギーの回収、エネルギー供給シス

テムの安定化によるエネルギー利用効率の向上とエネルギーの有効利用を図る技術の研究

開発を行うこととし、（１）大型省エネルギー技術をはじめとして、（２）先導的、基盤的な省エネ

ルギー技術開発、（３）民間の省エネルギー技術研究開発の助成、（４）国際研究協力事業、

（５）省エネルギー技術の総合的効果把握手法の確立調査、及び（６）省エネルギーの標準化

を強力に推進することとした。１９９４年度には、「スーパーヒート・エネルギー集積システム」等

の６テーマを終了し、「燃料技術」等の１０テーマについては「ニューサンシャイン計画」に研究

を引き継いでいる。地球環境技術研究開発では、（１）人工光合成等による二酸化炭素の固定

に関する研究、（２）二酸化炭素の分離技術の研究、（３）生分解性化学物質の研究が「ニュー

サンシャイン計画」に組み入れられた。 
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ムーンライト計画の主な成果 

プロジェクト名 成 果 

１.廃熱利用技術システム 
 （１９８１年度に終了） 

熱回収・熱交換技術、熱輸送・熱貯蔵技術の各要素技術及びトータルシステムの研究開発を
実施し、吸収式ヒートポンプシステムの開発など所要の成果を収めた。既に吸収式ヒートポン
プシステム等が輸出も含め内外の数十箇所の工場等で稼働しており、実用化が着実に進行。 

２.電磁流体（MHD）発電 
 （１９８３年度に終了） 

１９８０年度に完成したマークⅡ発電実験機を使用し灯油燃焼発電実験を行い、１９８２年度ま
でに計４３０時間の運転に成功。その結果、灯油燃焼により発電チャネルの耐久性の実証な
どの成果を挙げ、次期パイロットプラント（熱出力１０万 kW）の製作に必要な設計資料を集積。 

３.高効率ガスタービン 
 （１９８７年度に終了） 

総合熱効率５０％（LHV）、出力１０万 kW、温度１,３００℃の高効率ガスタービンパイロットプラ
ントの運転研究を東京電力袖ヶ浦火力発電所構内において実施。総合熱効率５１.７％（世界
最高）、出力９.３万 kW まで到達。 
プロトタイププラント用タービン翼、燃焼器を組み込んだ高温タービン試験装置により、世界最
高のタービン入口温度１,４００℃を達成し、レヒート型ガスタービンの複合発電効率５５％の実
現を確認。 
耐熱合金、耐熱セラミックの材料開発、燃焼器、タービン翼の冷却方法の要素技術等の国内
メーカーへの波及効果あり。 

４.汎用スターリングエンジン 
 （１９８７年度に終了） 

民生向け冷房用の３kW 及び３０kW エンジン、産業向け小型動力源の３０kW エンジンについ
て、１９８２～８４年度に基本型エンジン、１９８５年度から小型軽量化及び低公害化を重点に
実用型エンジンを開設し、最高熱効率３７％を達成。当初の目標である熱効率３２～３７％を
達成し、実用化の目途を得た。 

５.新型電池電力貯蔵システ
ム 
 （１９９１年度に終了） 

４種類の新型電池（ナトリウム－硫黄、亜鉛－臭素、亜鉛－塩素及びレドックス・フロー型）に
ついて、１kW級（１９８３年度）、１０kW級（１９８６年度）及び６０kW級（１９８７年度）の電池の試
作運転に成功し、それぞれが最高７０％、７７％及び７６.６％の総合エネルギー効率を達成。 
改良型鉛蓄電池を使用した１,０００kW 級システム試験設備を、実際の電力系統に連携して運
転を行い、６９.５％のシステム総合効率を達成（１９８６年度）。 
１９９１年度に２種類の新型電池（ナトリウム－硫黄、亜鉛－臭素）について最終目標である１,
０００kW 級パイロットプラントの運転研究を終了し、初期の開発目標を概ね達成。 

６.スーパーヒートポンプ 
 エネルギー集積システム 
 （１９９２年度に終了） 

高性能圧縮式ヒートポンプ及びケミカル蓄熱装置のトータルシステム開発に向けて、媒体・反
応系の研究、要素機器の開発、新規部材の研究、システム化研究等で数多くの成果を蓄積。
これをもとに、１９９１年～９２年度にパイロットプラント（１,０００kW 級）の試作運転研究を行うと
ともに、３万 kW 級実規模概念設計を実施し、技術的、経済性等評価を行い、初期の開発目標
を概ね達成。 

［出典］資源エネルギー庁（編）：新エネルギー便覧 平成１０年度版、通商産業調査会（１９９９年３月）、p.２２８ 
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ニューサンシャイン計画 （１９９３年策定） 

 

１． 策定・実施主体 

通商産業省工業技術院 

 

２． 策定目的とその背景 

１９９０年の湾岸戦争による第３次石油ショック、地球環境保全に関する関係閣僚会議や１９

９２年の地球サミットによって、世界的に省エネルギーの推進や次世代を担う革新的エネルギ

ーの開発への機運が高まり、より総合的な技術開発の推進が求められるようになっていた。 

 

３． 概要 

１９９３年に、サンシャイン計画、ムーンライト計画、及び地球環境技術研究開発の体制を一

体化した「ニューサンシャイン計画」を発足させて、持続的成長とエネルギー・環境問題の同時

解決を目指した革新的な技術開発を開始した。 

従来、新エネルギー、省エネルギー、及び地球環境技術の３つの分野の研究技術開発は独

立して推進されてきたが、これらの分野はエネルギー利用と地球温暖化をはじめとする地球環

境問題に密接な関係を有しているため、総合的な観点から研究技術開発を推進していくことの

必要性が改めて認識された。また、技術的な観点からも、新エネルギー技術、省エネルギー技

術及び環境対策技術は共通分野が存在するため、これらの有機的な連携を図ることにより、

エネルギー・環境技術開発の効率的、加速的推進が期待されることから、これら３つの分野の

計画を統合したニューサンシャイン計画が策定された。 

この計画は、（１）地球温暖化防止行動計画の実現を目標にしたエネルギー・環境技術開発

プロジェクトの推進を目指す革新的技術開発、（２）地球温暖化による環境の荒廃を防止する

ための「地球再生計画」を狙いとした国際大型共同研究、（３）近隣途上国のエネルギー・環境

制約の緩和について、相手国の実状に適した技術的支援を狙いとした適正技術共同研究の３

つの技術体系により構成された。 

また、ニューサンシャイン計画では、中長期的に顕著な効果が期待される革新的技術開発

の課題として、①広域エネルギー利用ネットワークシステム技術（エコ・エネルギー都市システ

ム）、②水素利用国際クリーンエネルギーシステム技術（ＷＥ－ＮＥＴ）、③経済・環境両立型燃

焼システム技術（希薄燃焼脱硝触媒技術）に着手している。 

さらに、国際的にも大幅な需要増大が見込まれる石炭については、環境に調和した利用が

求められていることから、再生可能エネルギーや希薄燃焼脱硝技術を組み合わせた石炭転換

技術として「経済・環境調和型石炭転換コンプレックス技術」の研究開発を進める内容となって

いた。 
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ニューサンシャイン計画の成果（１／２） 

プロジェクト名 成 果 

１.ソーラーシステム 
 （民生用及び産業用 
 太陽熱利用システム） 

(１)（民生用（住宅用等）システム）１９８１年度までに研究開発を終え、その成果を生かして低
利融資、補助金等の普及政策を実施（１９９４年末時点で約４４万台のシステムを設置）。 
(２)（産業用システム）空気集熱方式による乾燥システム（フィックスト・ヒートプロセス型）、冷
蔵倉庫システム（アドバンスト・ヒートプロセス型高性能断熱材〔要素技術〕）を開発。 

２.太陽光発電 

(１)太陽電池製造コストを約１/３０強まで低下（２～３万円→６００円/W）させることに成功。 
(２)アモルファス系太陽電池において、世界最高のレベルの変換効率（１０cm 角セルで１２.
０％）及び大面積化（３０×４０cm で１０.５％）を達成。 
(３)太陽光発電システムの発電コストを約１/１５強まで低下（約２,０００円/kW 程度）させること
に成功。 
(４)特殊用途（電卓等）として一部実用化（１９９３年実績は約１万７千 kW 相当）。 

３.太陽熱発電 
１９８１年度にタワー集光方式、曲面集光方式とも世界に先駆け、定格出力１,０００kW の発電
に成功したことを受け、世界最長期間の連続運転を達成するとともに、各種条件下における
運転データを取得。 

４.地熱探査技術等検証調査 

１９８０年度から代表的地熱地域である仙岩、栗駒地域において、地表探査、抗井調査を実施
し地熱構造と探査技術データとの相関分析に必要な基礎データを整備。高精度 MT 法の開発
により、深部地熱資源探査の経済性を大幅に向上。１９８８年度からは断裂型貯留層を対象と
した探査法を開発。 

５.熱水利用発電システム 
 （バイナリーサイクル発電） 

１９７９年度までの１MW 級プラントの研究開発により、技術的可能性を確認したことを受け、１
９８０年度から１０MW級プラントの開発に向けての要素技術を開発。その中核技術であるダウ
ンホールポンプの開発（２００t/h、耐熱２００℃）に世界で初成功。 

６.瀝青炭液化 

１９９６年度から NEDOL プロセスによる１５０t/日パイロットプラントの運転研究を実施。本プロ
セスは広範囲の石炭（低炭化度の瀝青炭から亜瀝青炭まで）を比較的温和な条件（標準条件
で圧力１７０kg/cm２、温度４５０℃）での反応により高液収率（軽・中質油で無水無灰炭基準５
０％以上））が得られるなど、技術面、経済面での総合評価で、世界最高レベルの瀝青炭液化
プロセス。 

［出典］資源エネルギー庁（編）：新エネルギー便覧 平成１０年度版、通商産業調査会（１９９９年３月）、p.２２３ 
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ニューサンシャイン計画の成果（２／２） 

プロジェクト名 成 果 

７.燃料電池発電技術 
 （１９８１～２０００年度） 

 
【リン酸型】 
 
 
 
 
 
 
 
【溶融炭酸塩型】 
 
 
 
 
 
【固体電解質型】 
 
 
【固体高分子型】 
 

 
２００kW 級発電システムプラントの試作運転研究等を１９９０年度に終
了。大阪市ホテルプラザに設置した業務用燃料電池発電システムにつ
いては、コージェネレーション技術用として８０.２％という高い総合効率を
達成。またリン酸型燃料電池として世界で初めて１７０℃のスチーム（冷
暖房に利用）の回収に成功。沖縄県渡嘉敷島に設置した離島用燃料電
池発電システムについては、送電端発電効率が３９.７％と常圧運転のリ
ン酸燃料電池発電システムとしては世界最高値を達成。 
 
１kW 級（１９８４年度）、１０kW 級（１９８６年度）、加圧１０kW 級及び常圧２
５kW 級（１９８９年度）、加圧２５kW 級（１９９０年度）、常圧５０kW 級（１９９
１年度）、加圧１００kW級（１９９２年度）の電池を製作し、定格出力運転に
成功したことを受け、加圧１００kW 級世界最高出力（１９９３年度）発電試
験に成功。１MW 級発電プラントを開発に着手。 
 
４００W 級（１９９１年度）、１kW 級（１９９４年度）の電池を製作、運転に成
功。 
 
１９９２年度に１kW 級モジュールの開発を目指して研究開発に着手し、１
９９５年度に１kW 級モジュールの発電に成功。 
 

８.超電導電力応用技術 
 （１９８８～１９９９年度） 

超電導発電機用として１０,０００A（４T）級の導体を、交流機器用として１０,０００A（０.５T）級の
低損失導体を開発。酸化物導体では電流密度が１.１×１０６A/cm２の線材を開発。発電機につ
いては要素モデルや部分モデルによる技術開発を行い、世界に先がけ７万 kW 級超電導発電
機を開発し、８万 kW・７００時間の出力に成功。冷凍システムでは従来型について信頼性の高
いシステムを開発し、新型についてオイルフリー圧縮機の要素技術を確立。 

９.セラミックガスタービン 
 （１９８８～１９９８年度） 

セラミックガスタービンの複雑形状に通用する耐熱セラミックの部品化のための成形方法及び
肉厚セラミック部品の均質焼結方法等の研究によって、多型変形量を大幅に低下することが
可能となった。また、タービン入口温度１,３５０℃のセラミックガスタービンの運転に成功し、熱
効率３８.６％を達成。 

１０.分散型電池電力貯蔵技
術 
 （１９９２～２００１年度） 

高性能で低廉な新しい正極、負極、電解質などの研究を行うとともに、これらの材料を用いた
１０Wh 級単電池の製作試験を行い、１００Wh 級単電池、数 kWh 級組電池の開発に必要なデ
ータを蓄積した。分散型電池電力貯蔵システムの導入に伴う負荷率改善効果、システムの所
要性能、電池への要求性能、組電池ほかで考慮すべき事項を明らかにした。 

［出典］資源エネルギー庁（編）：新エネルギー便覧 平成１０年度版、通商産業調査会（１９９９年３月）、p.２２４ 
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技術戦略マップ（エネルギー分野） （２００５年～２０１０年の間毎年策定） 

 

１．策定・実施主体 

経済産業省、NEDO 

 

２． 策定目的とその背景 

２００４年の新産業創造戦略では、我が国産業が世界に先駆けてイノベーションを創出する

とともに、それが持続的・自律的に達成されていくための取組の重要性を明確に打ち出した。

これを受け、その一環として技術戦略マップが策定されることとなった。策定された技術戦略マ

ップは、経済産業省の研究開発マネジメントに活用されるとともに、幅広く産学官に提供し、ビ

ジョンや技術的課題の共有、異分野・異業種の連携、技術の融合の促進に寄与した。 

 

３． 概要 

２００５年から２０１０年にわたり毎年公表されている。環境・エネルギー調和型社会の構築を

目指し、環境・エネルギー関連技術については、年度ごとに特記する分野を分けて技術課題を

整理し、各々の技術マップやロードマップを記載している。毎年、トレンドや現状に合わせて改

訂され、５年ほど先を見据えた短期目標から３０年ほど先を見据えた長期目標までを網羅して

いる。 

２００５年度においては脱フロン対策分野、化学物質総合評価管理分野、３R 分野の３つで

あったが、２００６年度にエネルギー分野が加わるなどの分野拡大を経て、２０１０年度には、

環境部門のCO２ 固定化・有効利用、脱フロン対策、３R、化学物質総合評価管理分野とエネル

ギー部門のエネルギー、超電導技術、二次電池分野といった７分野に対して技術マップとロー

ドマップが示されている。 
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Cool Earth－エネルギー革新技術計画（２００８年策定） 

 

１．策定・実施主体 

経済産業省資源エネルギー庁 

 

２． 背景・目的 

安倍首相が発表した「世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減

する」という長期目標を達成するために作られた。この目標の実現については、従来の技術の

延長では実現が困難であり、革新的技術の開発が不可欠であるとされ、 ２０５０年の大幅削減

に向けて我が国として重点的に取り組むべき技術が特定された。また、本計画では、長期にわ

たる技術開発のマイルストーンとなる、長期的視点から技術開発を着実に進めるためロードマ

ップを示し、あわせてこのロードマップを軸とした国際連携の在り方を記している。 

 

３．概要 

エネルギー源ごとに供給側から需要側に至る流れを俯瞰しつつ、効率の向上と低炭素化の

両面から CO２大幅削減を可能とする２１の技術を選定し、技術開発ロードマップを作成した。技

術の課題分類は、効率向上と低炭素化に２分した上で、供給側と需要側、さらに需要側を運

輸・産業・民生・部門横断という４つに分類をして整理した。各々の技術と分類は以下のとおり

である。 

 

 
引用:経済産業省 資源エネルギー庁 HP Cool Earth エネルギー革新技術計画 
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第４期科学技術基本計画（２０１１年 閣議決定） 

 

１．策定・実施主体 

内閣府 

 

２． 策定目的とその背景 

１９９５年の科学技術基本法の制定以降、我が国全体の科学技術振興に関する施策の総合

的かつ計画的な推進を図るため、今後１０年程度を見通した科学技術に関する計画の策定が

５年ごとに行われている。 

２０１１年末に策定された第４期科学技術基本計画は、地球規模の資源、エネルギーなどの

獲得競争激化と新興国の経済的台頭によって我が国を取り巻く環境・エネルギー情勢は世界

的に厳しい状況に向かっており、また、国内に目を向けると、東日本大震災と東京電力福島第

一原子力発電所の事故といった未曾有の危機に直面する中、科学技術に求められる役割も大

きく変化することとなっていることを踏まえ、こうした変化に対応し、持続的な成長と社会の発展

を実現するための、今後５年間の科学技術に関する国家戦略としての役割を果たすものであ

る。 

 

３．概要 

将来にわたり持続的な成長と社会の発展の実現のための４つの柱の１つにグリーンイノベ

ーションの推進を位置付けている。グリーンイノベーションでは、エネルギーの安定確保と気候

変動問題という喫緊の２つの課題に対応するため、以下の３つの重点的取組を挙げている。 

 

(１)安定的なエネルギー供給と低炭素化の実現 

(２)エネルギー利用の高効率化及びスマート化 

(３)社会インフラのグリーン化 

 

(１)は主に、原子力政策の見直しや代替エネルギー技術について言及されており、(３)は資

源再生技術やレアメタルなどといった代替材料の創出に向けた取組の推進を目指している。

各々の分野において、目標達成のための技術開発の方向性などを示しているが、目標水準や

開発スケジュールの明記といった、定量化された技術目標は記載されていない。 
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環境エネルギー技術革新計画（２００８年：総合科学技術会議決定 ２０１３年：改訂） 

 

１．策定・実施主体 

内閣府 総合科学技術会議 

 

２．策定目的とその背景 

環境エネルギー技術革新計画は、２００８年の北海道洞爺湖サミットを契機に策定された。 

環境・気候変動問題への対応は、洞爺湖サミットの主要議題の１つであったが、この分野の

技術に優れた我が国は、率先して温室効果ガス排出低減のための革新的技術を開発し、地球

温暖化問題に関して指導的役割を果たすことが求められていた。 

また、我が国は、世界全体の温室効果ガスの排出を２０５０年までに半減するという目標を

内外に表明しており、このような中、その目標を達成するとともに将来にわたって世界の期待に

応えていくため、中長期的な視点に基づく環境エネルギー技術開発戦略や普及策を示すことと

した。こうした背景から、我が国として、同計画に基づく技術開発を進めることにより、温室効果

ガス排出量の大幅な削減のみならず、エネルギー安全保障、環境と経済の両立、開発途上国

への貢献等を目指すこととした。 

環境エネルギー技術革新計画は、２０１３年に改訂され、技術で世界に貢献していく、攻めの

地球温暖化外交戦略の組立て、が目指されることとなった。 

２０５０年までに世界全体で温室効果ガス排出量を半減するとの目標に加え、我が国が先進

国全体で温室効果ガス排出量を８割削減するとの目標を支持する旨をラクイラ・サミット(２００９

年)で表明したことを踏まえ、我が国が誇る環境エネルギー技術の開発を促進し、世界に先駆

けて国内に普及していく方針を示すことが必要とされた。同計画は、世界全体で効果的な温室

効果ガス削減を実現し、アジア新興国をはじめとした国々における経済成長等と温暖化対策の

取組の両立を図るためには、革新的技術の活用が不可欠との認識の下、我が国が国際的に

リーダーシップをとって、開発と普及を促進することを目指している。 

 

３． 概要 

２０１３年の環境エネルギー技術革新計画の改訂では、これまでの技術開発を反映するとと

もに、重要技術の再特定などといった改訂が行われた。 

改訂後の計画では、多種多様な環境・エネルギー技術の中から、３７個の革新的技術を特

定し（技術課題の追加を含む）、短中期(２０３０年頃まで)と中長期(２０３０年頃以降)の技術開

発ロードマップを策定した。また、技術開発推進のための施策強化と国際展開・普及に必要な

方策について言及している。 各々の革新的技術に関しては、日本の技術があるべきそれぞ

れのレベル（開発目標・導入・普及等）を、時間軸に沿って記載したロードマップも織り込まれて

いる。同計画の技術ロードマップを参考として、科学技術イノベーション総合戦略や NEDO 燃料

電池・水素技術開発ロードマップ等が作成されている。 

次頁では、同計画の革新的技術の一覧を掲げている。 
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生
産
・
供
給 

火力発電 
１．高効率石炭火力発電 
２．高効率天然ガス発電 

再生可能 
エネルギー利用 

３．風力発電 
４．太陽エネルギー利用(太陽光発電) 
５．太陽エネルギー利用(太陽熱利用) 

６．海洋エネルギー利用 
７．地熱発電 

８．バイオマス利活用 
原子力発電 ９．原子力発電 

二酸化炭素回収･ 
貯蔵･利用（CCUS） 

１０．二酸化炭素回収・貯留（CCS） 
１１．人工光合成 

消
費
・
需
要 

運輸 
１２、１３．次世代自動車 

１４、１５、１６．航空機･船舶･鉄道 
１７．高度道路交通システム 

デバイス １８、１９、２０．革新的デバイス 
材料 ２１．革新的構造材料 

エネルギー利用技

術 

２２．エネルギーマネジメントシステム 
２３．省エネ住宅・ビル 

２４．高効率エネルギー産業利用 
２５．高効率ヒートポンプ 

生産プロセス 
２６．環境調和型製鉄プロセス 

２７．革新的製造プロセス 

流
通
・ 

需
給
統
合 

エネルギー 

変換・貯蔵・輸送 

２８、２９．水素製造・輸送・貯蔵 
３０．燃料電池 

３１．高性能電力貯蔵 
３２．蓄熱・断熱等技術 

３３．超電導送電 

その他 温暖化対策技術 

３４．メタン等削減技術 
３５．植生による固定 
３６．温暖化適応技術 

３７．地球観測･気候変動予測 
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（３） これまでの技術開発戦略の成果及び教訓と現在の日本の技術的蓄積 

 

 個別のエネルギー技術関連計画の整理の中で示したように、それぞれの技術開発戦略は一定

の成果を挙げ、それらがエネルギー関連分野における我が国の技術的蓄積となっている。また、

これまでの技術開発の成果だけでなく、開発の過程で得られた教訓も重要な資産であり、今後に

生かしていくことが重要である。 

 

①成果 

 エネルギー消費原単位について、我が国は世界でトップクラスの効率性を示しており、特に産業

関連分野でのエネルギー利用の効率性は多くの分野で世界最高を誇っている。こうした世界をリ

ードする省エネルギー国家を支えているのは、中長期にわたる省エネルギー技術の開発とその蓄

積に負うところが大きい。 

 世界最高の発電熱効率を誇る我が国の石炭火力発電所は、同時にＮＯＸ、ＳＯＸの排出を極めて

高い水準で抑制することに成功しているが、こうした成果もまた、これまでの技術開発戦略に基づ

き、計画的に進められてきたことによるところが大きく、更なる革新技術に向けての土台を形成し

ている。 

 再生可能エネルギーについても、太陽光発電をはじめとして、世界トップレベルの発電効率を常

に競うなど、多くの分野において一定の成果を挙げ、引き続き技術水準向上のための開発が進め

られている。 

また、従来、アモルファス系太陽電池の大面積化を実現するために開発が進められた技術は、

TFT（液晶パネル）の大面積化を可能とする技術として活用され、我が国が世界に先駆けて大画

面液晶テレビの市場を切り拓く基盤となるなど、産業の高度化を支える厚みのある技術的蓄積の

形成にも貢献している。地熱開発での活用などを視野に入れていた地表探査技術は、シェールガ

ス開発などの分野に応用される可能性から、本報告書では高効率な資源開発を支える探査技術

のベースを形成するなど、当初の目的に縛られず、広がりをもった形で新たな技術革新を促すた

めの貴重な技術的蓄積としての役割を担っていくことになる。 

 

②教訓 

エネルギー分野の技術開発に当たっては、これまでの取組から、より戦略的な技術開発を推進

するための技術全体を俯瞰したロードマップの策定や技術を社会に普及させるための取組等が

重要であるが、これまでの技術開発において、そうした観点からの戦略やフォローアップが十分で

はなかったと考えられる分野もある。 

例えば、超電導送電等に資する超伝導材料や超電導素子については、未だ実用化には至って

はいないが、長期的な研究開発を国家プロジェクトとして主導したこともあり、我が国の技術は世

界最高の水準にある。一方、研究開発の過程において、個別の研究課題ごとのロードマップは策

定されていたが、技術全体を俯瞰的に見たロードマップは、技術戦略マップ以前は策定されておら

ず、他の国家プロジェクト等との連絡・調整が十分に行われるような研究開発プロジェクトの体制

が構築されていなかったため、全体最適の観点から、プロジェクトの選択と集中に支障をきたした

との指摘もなされた。したがって、こうした長期的なインパクトを持つ技術分野については、ターゲ
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ットを明確にした上で、方向性を定めていく必要がある。 

また、太陽光発電については、初期段階において、開発のためのコストが特に高価であり、目

標とするコスト水準との乖離が極めて大きく、超長期の研究開発が必要であったことから、国が先

導するプロジェクトで実施したことは有意義であった。一方で、２０００年代前半においては、技術

革新による発電コストの低減効果は他の要因に相殺されて顕在化していなかったとされていたこ

とを踏まえると、量産化技術等の研究開発目標の設定についても、考慮する必要があったとの指

摘もなされている。こうした急速な成長が見込まれる技術分野については、技術そのものの革新

に加え、社会にどのように普及させていくかという点も含めた目標の設定を行うことが有効であ

る。 

 

 第３章で示す技術ロードマップは、こうしたこれまでの技術開発計画の貴重な成果に連続しつつ、

これまでに得られた教訓も踏まえた上で、新たな発想を加えた革新的な技術の開発を進めるため

の道筋を示すものである。  



 

20 
 

Ⅲ．第２章 国際的視点を踏まえた技術開発関連のあり方 

～諸外国の技術開発戦略の整理～ 

 

（１）主要国のエネルギー事情とそれに対応した各種戦略・政策の変遷及び比較 

 

 エネルギーに関連する技術の開発戦略は、その技術を必要とするエネルギー事情によって内容

が左右されるものであり、エネルギー自給率や調達環境などによって各国で状況は大きく異なる。

したがって、各国の技術開発戦略を整理するに当たっては、まずそのエネルギー事情を整理し、

各国の技術開発戦略の背景を把握した上で、その内容を分析し、理解する必要がある。 

 

①主要国のエネルギー事情 

 日本、米国、EU-２８（EU 加盟全２８か国の合計）、イギリス、ドイツ、フランス、中国、ロシアの一

次エネルギーの構成比率は下図のとおりである。 

原子力への依存度が高いフランスを除き、各国共に化石燃料依存度が高く、EU-２８で７４％、

米国、イギリス、ドイツ、中国は８０％台、日本とロシアは９０％台に達している。 

国内での化石燃料の生産量を反映し、中国では石炭、ロシアでは天然ガスが過半数を占めて

いるのも特徴である。 

 

【一次エネルギー構成比率の国際比較】 

 

   （注）２０１３年推計値。EU-２８、中国、ロシアは２０１２年確定値。 

   出典：IEA「Energy Balances of OECD Countries ２０１４」「Energy Balances of                         

            Non-OECD Countries ２０１４」を基に作成。 
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日本、米国、EU-２８、イギリス、ドイツ、フランス、中国、ロシアの電源別電力供給構成比率は下

図のとおりである。 

 各国の電源構成は、供給安定性や経済効率性を大きく反映したものとなっており、フランスの原

子力依存度の高さや中国の石炭の比率の高さが突出している。石炭はフランスを除く欧米でも火

力発電の中心である一方、ロシアでは天然ガスによる火力発電の割合が高い。また、いずれの国

も石油による火力発電の割合は非常に低く、東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所

事故後に稼動を増加させた日本だけが高い割合を示し、特徴的な電源構成となっている。 

 再生可能エネルギーによる発電に関しては、EU-２８、ドイツに次いで中国が高い割合を示して

いる。 

  

【電源別電力供給構成比率の国際比較】 

 
   （注）２０１３年推計値。EU-２８、中国、ロシアは２０１２年確定値。 

   出典：IEA「Energy Balances of OECD Countries ２０１４」「Energy Balances of                         

            Non-OECD Countries ２０１４」を基に作成。 

 

②主要国のエネルギー政策とその背景 

 

（ⅰ）米国 

 ２００９年１月に就任したオバマ大統領は、エネルギー輸入依存度の上昇やエネルギー価格の

高騰が米国内で問題となっていたことに対応し、「グリーン・ニューディール」と呼ばれる、省エネル

ギーやクリーンコール、原子力発電の推進を主眼とする一連の政策を実施した。 

しかし、その間にいわゆる「シェール革命」の影響が顕著に現れたことから、米国のエネルギー

輸入依存度が低下し、天然ガスについては輸出国への転換が視野に入るまでになった。 
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そうした状況下、２０１２年１月、大統領府により、天然ガス、原子力、再生可能エネルギーを含

む全ての国内エネルギー源の活用を目指す戦略として「“All-of-the-Above” Energy Strategy」が

発表された。 

 この戦略には法的拘束力は無く、直接関連性を持つ技術戦略は策定されていない。しかし、エネ

ルギー省（DOE）をはじめとする各省や関連機関が、この戦略に準じた技術計画を策定している。 

 原子力発電については、「エネルギー政策法」（２００５年８月）に基づき、建設遅延に対する政府

保険、発電税の減税、政府による債務保証制度が整備されている。現在、ボーグル及びサマーに

おいてそれぞれ２基の原子力発電所が新規建設中であり、このうちボーグルの原子力発電所に

対しては、約６５億ドルの債務保証の発行が発表されている。 

 

(ⅱ)ＥＵ 

  １９９７年に採択された京都議定書において、２００８～２０１２年の温室効果ガス排出量を１９９

０年比で８％削減することを目標に定めるなど、EU は従来から低炭素経済の実現に積極的であっ

た。 

また、現在の EU 加盟全２８か国計では、１次エネルギーの５０％以上をロシアからの輸入に依

存しており、加盟国の中には、ロシアへの依存度が極めて高い国も存在する。 

２００５年以降、ロシアとウクライナ間でのガス供給を巡る緊張が高まり、ウクライナを経由する

ロシアの天然ガスの供給量低下を経験した EUは、エネルギーの海外依存に対する危機感を強め

ることとなった。 

こうした背景から、EU の政策執行機関である欧州委員会(EC)は２００７年１月に「エネルギー・

気候変動政策パッケージ」を発表した。 

この中では、「２０２０年までに温室効果ガス排出量を１９９０年比で２０％削減する」、「２０２０年

までに最終エネルギー消費に占める再生可能エネルギーの割合を２０％にする」、「２０２０年まで

にエネルギー効率を２０％引き上げる」の「トリプル２０」が目標として掲げられ、加盟各国で温室効

果ガス排出量、再生エネルギーの割合について目標値が設定された。 

各国で目標達成のための政策が進められているが、EU としても、２００７年に“SET Plan”を発

表し、EU 全体でのエネルギー技術開発とその実用化の促進を図っているほか、省エネルギー分

野などを対象とする研究開発支援プログラムが進められている。 

 また、本年１０月、欧州理事会は、２０３０年気候変動・エネルギー政策枠組に合意した。本合意

では、「２０３０年までに温室効果ガス排出量を１９９０年比で最低でも４０％削減」、「２０３０年まで

に最終エネルギー消費に占める再生可能エネルギーの割合を、最低でも２７％」、「２０３０年の省

エネ指標を、ベースライン比で、最低でも２７％」が掲げられている。 

原子力発電については、“SET Plan”の対象分野の一つとして「EU 全体の電力需要の約３０％

を賄うこと」等を目標に定めている。東京電力福島第一原子力発電所事故の後も、EU 全体として

の本方針に変化は見られない。ただし、加盟各国の国内事情によって、もともと各国間で政策に

開きがあり、ドイツのように原発事故を受けて原発からの撤退へと方針転換を行う国が存在する

一方、英国のように原子力発電を推進する方針や原子力発電所の新設計画を決定した国もある。

また、２０１４年５月に欧州委員会が公表したエネルギー安全保障戦略案において、原子力は、温

室効果ガスを排出せず、信頼性の高いベースロード電源であり、エネルギー安全保障上重要な役
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割を果たしている、とされている。 

 

(ⅲ)イギリス 

 石油・天然ガスの生産国として知られているが、近年は北海油田・ガス田の減産が進み、２００４

年にはエネルギーの純輸入国に転じた。 

そうした事情から、２００２年に RPS 制度を導入するなど、再生可能エネルギーの導入強化が図

られてきた。２００８年の「エネルギー法」で固定価格買取制度(FIT)の実施が定められた(２０１０年

より開始)が、財政負担が過多となったため、２０１３年の「新エネルギー法」では、差額決済契約制

度(CfD)が導入されている。 

また、気候変動対策に関する取組にも力を入れており、政府は２００８年の「気候変動法」により、

「２０５０年までに温室効果ガスを１９９０年比で８０％削減する」との目標を定めた。 

目標達成のため、中期的なロードマップを策定するとともに、２０１１年には省庁横断で Low 

Carbon Innovation Coordination Group(LCICG)を設立し、技術分野に関する各種分析を実施して

いる。 

原子力発電については、２００７年の「エネルギー白書」において、温室効果ガスの削減や電力

供給におけるリスクを踏まえた供給能力の強化のために原発の新設、利用拡大が必要である旨

が記されるなど、これを推進するとの方針が示された。２０１３年には、自由化後の市場において

低炭素電源への投資が進まなかったことから、投資回収の可能性を高めるために CfD を創設し、

原子力や再生可能エネルギーなどの低炭素電源に適用することとした。その他政府による債務保

証や新たに原子力発電所を立地する自治体への支援策も創設している。その結果、約２５年ぶり

となるヒンクリーポイント C での原子力発電所の新設計画が決定しており、CfD や債務保証などの

政府対応については欧州委員会から了承を得ている。 

 

(ⅳ)ドイツ 

 国内では石炭の生産が多く、発電をはじめとするエネルギー消費の中心を担ってきたが、地球

環境問題への対応のため、石炭火力から再生可能エネルギーへの移行を図るための取組を進め

てきた。１９９１年には固定価格買取制度(FIT)が導入されている。 

 そうした取組の結果、ドイツは京都議定書の第１約束期間(２００８～２０１２年)の温室効果ガス削

減義務（１９９０年比２１％）を達成し、将来的にも、EU の設定値を上回る温室効果ガス削減を目標

としている。２０１０年発表の「エネルギーコンセプト」では２０２０年までに１９９０年比４０％の温室

効果ガス削減を目標として定めている。また、併せて目標達成のための技術開発が計画的に進

められている。ただし、近年においては、再生可能エネルギーの導入拡大が続いているにも関わ

らず、二酸化炭素排出量は増加に転じていることに加え、新たな電源構成に移行するに当たって

様々な課題に直面している。 

原子力発電については、２００２年の「改正原子力法」により、段階的廃止が決定されたが、電

力需要の削減が進まず、２０１０年に運転期間の延長へと方針を転換した。その翌年の東京電力

福島第一原子力発電所事故を契機に政策の再転換を行い、２０２２年までに全ての原発を停止す

ることとした。しかしながら、現在ドイツにおいては、①再生可能エネルギーの導入拡大による負

担の増加、②再生可能エネルギー増大に伴う、バックアップとしての火力発電所の不足、③同様
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に再生可能エネルギーの増加に伴う送電網の整備、④原子力発電所の停止措置に対する電力

事業者からの提訴、等の課題が生じている。 

 

（ⅴ）フランス 

国内に在来型の化石資源が乏しいフランスでは、第一次石油ショック直後より、エネルギー自

給の観点から、原子力発電を中心としたエネルギー政策を積極的に進めてきた。 

 ２１世紀に入ると、EU の政策動向に従い、フランスでも再生可能エネルギー導入に関する取組

が進められてきている。２００５年に制定された「エネルギー政策指針法」は、原子力発電の推進と

再生可能エネルギーの導入強化を中心とするものとなっているが、東日本大震災の翌年である 

２０１２年に行われた大統領選では、原発比率の低減と再生可能エネルギーの導入拡大を公約に

掲げたオランド氏が勝利し、その後公約に沿ったロードマップや研究開発戦略が発表された。 

２０１４年６月に明らかにされた「エネルギー移行法案」では、総発電電力量に占める原子力発

電の割合を２０２５年までに７５％から５０％に縮減するとされているが、設備容量については今後

も現状を維持する方針が示されている。再生可能エネルギーについては導入拡大目標が掲げら

れており、今後はこの実現に向けた具体的な計画が策定される見通しである。 

 

(ⅵ)中国 

 化石資源を豊富に有している中国は、従来はエネルギーを自給自足で賄っていたが、工業化の

進展によるエネルギー需要急増のため、１９９０年代には原油の純輸入国に転じた。 

 その後も、高い経済成長率に伴うエネルギー需要の増大が続き、エネルギーの輸入依存度が

高まる中、エネルギー安全保障への意識が高まり、２００６年に国務院傘下の科学技術部が策定

した「国家中長期科学技術発展計画」で、エネルギー分野が重点項目の１つとされ、その実行計

画となる「第１１次５カ年計画(２００６～２０１０年)」では省エネルギーの優先が原則とされるととも

に、原子力発電の積極的な推進が盛り込まれた。また、同時に再生可能エネルギーの強化策も

図られている。 

「第１２次５カ年計画(２０１１～２０１５年)」でも、前の５カ年計画の方針が踏襲されており、原子

力発電については、発展の加速、次世代原発の開発を行うことに加え、２０１４年９月には、国務

院により「国家気候変動対策計画」が承認され、原子力発電は安全性の確保を前提に地球温暖

化対策にも有効であると位置づけている。 

 

(ⅶ)ロシア 

 世界的な原油・天然ガスの生産国、輸出国であり、エネルギー輸出依存度の高い国である。 

政府によるトップダウン型のエネルギー政策が進められ、２００９年に策定された「２０３０年に向

けたエネルギー戦略」、２０１１年の「大統領令８９９号」、２０１３年発表の「エネルギー効率及びエ

ネルギー産業発展のための戦略」の３つが存在するが、いずれもエネルギー輸出の維持・拡大を

念頭に、国内におけるエネルギー消費の抑制や化石燃料の生産量の拡大を目的としたものとな

っている。 

 原子力発電についても、「２０３０年に向けたエネルギー戦略」において、２０３０年までに原発比

率を２５～３０％に高めるとの目標を掲げている。 
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③主要国のエネルギー政策の比較 

以上のように、主要諸外国では各々のエネルギー事情に応じたエネルギー政策が作成されて

いる。例えば東京電力福島第一原子力発電所事故を受け、ドイツが原発からの撤退へと戦略を

転換する一方、イギリスや中国は従来の原発推進戦略を維持するなど、同じ出来事に基づく対応

も、各国それぞれの事情を背景として異なったものになっている。 

各国の政策に共通するのは、再生可能エネルギーの推進が政策に盛り込まれていることであり、

特にその傾向が強いのは欧州と中国である。ただし、欧州は温室効果ガス削減等の環境対策、

中国は国内のエネルギー需要拡大対策を主な背景としている点に違いがある。 

エネルギー政策実現のための具体的な技術開発への取組についても、再生可能エネルギーの

生産に関するものが中心となっており、その多くに数値目標が定められている。例えば風力発電

については、イギリス・ロシアを除く上記の主要諸外国で何らかの数値目標が定められている。 

また、消費段階での省エネルギーに関する取組については、電気自動車や省エネルギー住宅・

ビル関連の技術等が、一部の国で開発対象項目となっているが、数値目標まで設定されているも

のは限られている。さらに、産業部門の革新的な省エネルギー技術や水素開発といった将来的な

分野の技術になると、開発対象外のものが多く、数値目標まで設定されているケースは少ない。 

なお、各技術開発プロジェクトの効果や進捗を横並びで評価するような指標を設定することは難

しい課題であり、主要諸外国においても一律の指標は定められていない。 

各国のエネルギー政策の詳細については、次項以降で明らかにしていく。 
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（２） 諸外国の個別技術関連計画等の整理及び分析 

 
 米国  

米国においては、包括的なエネルギー技術開発戦略は存在しないが、２０１２年１月に大統領

府により発表された「“All-of-the-Above” Energy Strategy」が重要なエネルギー戦略として位置づ

けられている。 

これは、これまでの再生可能エネルギー導入に重点を置いたグリーン・ニューディール政策より

も視野を広げ、天然ガス、原子力、クリーンコール等国内のあらゆるエネルギー源を活用する内容

となっている。省エネルギーについては、２０３０年までに２０１０年比で２倍の単位エネルギー消費

当たりの生産性を目指しており、また、太陽光や風力等再生可能エネルギーについては産業振興

の視点を軸とした戦略となっている。 

 

＜「“All of- the-above” Energy Strategy」の主な目標＞ 

○資源開発技術 

・オフショア原油・天然ガスの開発管理の厳格化  

○省エネルギー住宅・ビル 

・郊外での電力共同、家庭での省エネルギー、Better Building Challenge での官民連

携の推進 

○風力・太陽光発電 

・２０２５年までに風力・太陽光発電の発電量を２倍 

○バイオマスの利活用 

・官民連携での新たな技術や生産量向上に資する技術の研究開発を支援 

 

 米国エネルギー省では、２０１４年４月に、エネルギー戦略計画「Strategic Plan ２０１４-２０１８」

を策定した。同計画では、エネルギー・環境・原子力に関する課題について、革新的な科学・技術

による解決策について、１２の戦略目的を掲げている。  

 

＜「Strategic Plan ２０１４-２０１８」の主な目標＞ 

○風力発電 

・２０１７年までに３基のグリッド接続型の先進的洋上風力を実証 

○次世代自動車(燃料電池自動車) 

・輸送用燃料電池のコストを２５％以上削減(４０ﾄﾞﾙ/kW、耐久性５,０００時間、効率６

０％の２０２０年目標達成) 

○バイオマス 

・２０１５年度までに、少なくとも３ヶ所の商業規模セルロース系エタノール燃料製紙

所を稼働。 

○地熱発電 

・２０２０年までに設備容量５,０００ｋW規模の新設EGS（高温岩体地熱システム）を開

発  
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○高性能電力貯蔵 

・２０１５年までにグリットスケール(１,０００ｋW 以上)のエネルギー貯蔵技術のコストを

３２５ドル/kWh まで低減。  

○その他対象分野 

・二酸化炭素回収・貯留、原子力発電(安全技術等)、省エネルギー住宅・ビル、原子

力発電(小型モジュール炉等) 等 

 

また、２００９年にエネルギー省の一部局として設置された ARPA－E(エネルギー高等研究計画

局)は、エネルギーの研究開発イニシアティブを自ら有する機関である。 

特に ARPA－E は、研究開発によるイノベーション創出の推進及び「エネルギー分野の新たな製

品の創出」という視点での研究を奨励しており、産業界では取り組むことが難しい、リスクは高い

が大きな成果が期待出来る応用研究への資金助成を行っている。 

これまでにエネルギー貯蔵、太陽熱の高温貯蔵、輸送機械の蓄電システム，蓄電池、バイオエ

ネルギー、エネルギー伝送等の各分野をはじめ、３００以上のプロジェクトが採用されており、約８

億ドル以上の資金が充当されている。 

また、エネルギー省は、２０１０年に原子力に関する研究開発ロードマップを策定しており、既設

炉、新設炉、核燃料サイクル、核不拡散の４分野における研究開発方針が示されている。 
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中国  

 

中国では、２００６年に中国国務院傘下の科学技術部が、今後１５年間の科学技術戦略を位置

づける「国家中長期技術発展計画」を策定した。同計画を受けて、５カ年計画と呼ばれる実行計画

を、５年ごとに策定することになっている。２０１１年に、国家発展改革委員会が、現在実施されて

いる第１２次５カ年計画を策定し、エネルギー関連の政策については、エネルギー政策担当機関

である国家能源局が施策を実施している。 

中国では、中長期的観点からのエネルギー技術戦略は策定されておらず、本計画は２０１５年

末までのエネルギー政策の基本方針となっており、再生可能エネルギーの導入、次世代の原子

力発電の開発等、省エネルギーの推進等、需要・供給面の双方からのエネルギー政策を示すも

のとなっている。  

＜「第１２次５カ年計画」の主な目標＞ 

○再生可能エネルギー 

・２０１５年までに再生可能エネルギーの利用量を４億７,８００万石炭換算トン(３億３,４６０

万石油換算トン)とし、一次エネルギー消費における再生可能エネルギーの比率を９．

５％引き上げる 

○再生可能エネルギー：太陽光 

・チベット、内蒙古等の省区に重点的に設備容量５００万KW以上の太陽エネルギー発電

を建設 

○風力 

・陸上６ヶ所、沿海２ヶ所及び海上大型風力発電基地を建設。７,０００万 KW 以上を新設 

○水力発電 

・２９,０００万 KW の導入目標（一般水力発電２６,０００万 kW、揚水発電３,０００万 kW） 

 

中国では、今後のエネルギー需要の増大への対応とともに、石油の対外依存度の急増に危機

感を強めており、供給面では石油・天然ガス・石炭、再生可能エネルギー等あらゆる国内資源の

生産強化を目指している。こうしたことから、エネルギー生産と供給能力については、一次エネル

ギーの供給能力を４３億石炭換算トン(３０億１,０００万石油換算トン)に、そのうち国内の生産能力

を３６億６,０００万石炭換算トン(２５億６,２００万石油換算トン)とすることなどによって、石油の対外

依存度を６１％以内にすることを目標としている。 

省エネルギーについては、「第１２次５カ年計画」において、GDP 当たりのエネルギー消費量を２

０１５年度までに対２０１０年比で１６％減少することを目標としている。また、「省エネルギー改造」、

「省エネルギー製品」、「省エネルギー技術産業化モデル」、「契約エネルギー管理普及」の４つを

重点分野に掲げ、プロジェクトを形成して推進している。  

 

 

省エネルギー改造プロ

ジェクト 

コージェネレーション、電気機器システムの省エネルギー、エネルギー

システム改善、ボイラーの改造、石油の省エネ及び代替、建築・交通

分野での省エネルギー等 
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省エネルギー製品プロ

ジェクト 

高効率省エネ家電、自動車、モーター、照明機器等に対する補助普及

強化 等 

省エネルギー技術産業

化モデルプロジェクト 

余熱与圧利用、高効率モーター製品等の省エネ技術・製品モデルプロ

ジェクトをサポートし、省エネルギー技術製品の大規模生産と応用の推

進 

契約エネルギー管理普

及プロジェクト 

省エネルギーサービス企業による契約エネルギー管理方式の採用普

及をエネルギー利用企業の省エネルギー改造に充て、省エネルギー

サービス産業を支援 

 

省エネルギー住宅・ビル分野では、先進的な建築技術、建築材料、ICT 等の情報技術を用いて、

グリーン建築・グリーン施工を普及させ、産業構造の変化やビジネスモデルの変化を促すこと、ま

た、エネルギーマネジメントシステム分野では、スマートメーターの利用を推進し、電気自動車の充

電施設と一体化を進めることを掲げている。 

原子力発電については、２０１２年「原子力発電中長期的発展計画」により、２０２０年には約５０

基増､設備容量５,８００万 kW にすることを目標にしている。 
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 ロシア  

 

ロシアのエネルギー技術開発は、「２０３０年までのロシア・エネルギー戦略」、「大統領令８９９

号」、「エネルギー効率及びエネルギー産業発展のための戦略」の３つの国家戦略によって進めら

れている。 

このうち、「２０３０年までのロシア・エネルギー戦略」は、２００９年１１月にロシア政府が策定した

ものであり、エネルギー政策の方向性を示した政策文書である。この基本計画の進捗状況に従っ

て、残りの２つの戦略では、より具体的な目標等が提示されている。 

①「２０３０年までのロシア・エネルギー戦略」 

・ロシア経済は石油・天然ガスの輸出に大きく依存するため、産業高度化、エネルギー効率改

善(エネルギー消費量の減少、省エネルギー技術の活用)、同国経済のエネルギー依存度

の低減を目標とするものである。 

・特に本エネルギー戦略では、「従来の鉱床に変わる新たな鉱床の開発」、「エネルギー資源

や製品の輸出先の多様化」、「高付加価値製品の輸出へのシフト」、「エネルギー高効率利

用及び資源の効率的な利用や省エネルギー」の４つを目指すべき方向性として掲げている。   

そのうち、「エネルギー高効率利用及び資源の効率的な利用や省エネルギー」について、

主要目標を列記すると以下のとおり： 

－伝統的なエネルギー資源の効率的な利用や省エネルギー 

・潜在的に可能と思われる省エネルギーが、住居で１８～１９％、発電、交通、鉱業で１３

～１５％、熱供給で９～１０％、燃料生産やエネルギーの供給で５～６％、農業で３～

４％が見込まれ、国内のエネルギー総消費量の約４０％に上る。 

－新たな非化石燃料資源や技術の革新的な成長 

・エネルギー消費において非化石燃料エネルギー（原子力含む）の占める割合を、２０１４

年の１１％から２０３０年には１３～１４％へ増加。 

・電力消費における再生可能エネルギーの占める割合を２０３０年には４．５％へ増加（現

行は０．５％）。 

・本エネルギー戦略では、２０１０～２０３０年までを３つの期間に分けて実施内容を定めてい

るが、特に第３期間（２０２３～２０３０年）で非化石燃料エネルギーの利用拡大による革新的

経済開発を進めることをうたっている。 

・なお、２０１３年に、本戦略に係る評価が行われ、２０１４年から、２０３５年に向けたエネルギ

ー戦略を策定中。 

 

＜「２０３０年までのロシア・エネルギー戦略」内の「イノベーションやエネルギー部門における科

学・技術政策」で定めている技術に関する目標＞ 

○高効率石炭火力発電 

・効率４３～４６％の６６万～８０万ｋW 級 USC 石炭火力の開発 

○高効率天然ガス発電 

・３０万～３５万ｋW 級の圧縮複合サイクルガスタービン及び５０万～１００万ｋW 能力で６０％以上

のエネルギー効率を有する高効率ガス・タービンの開発 
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○コジェネレーション 

・発電や熱供給向けの１０万～１７万ｋW 能力で５３～５５％の効率のコジェネレーションユニットの

開発 

○風力 

・風力発電の出力変動をカバーするための再生可能エネルギーの複合利用技術の開発 

○原子力発電 

・国内革新や海外の協力を基に、実験的核融合炉や１００万ｋW 程度の原子炉の建設を含む熱

核融合反応技術の開発 

○資源開発技術 

・非在来型石油資源（超重質油、瀝青質）の開発推進 

・石油の増進回収技術の推進 

 

 

②「大統領令８９９号」 

  大統領令８９９号は２０１１年７月に大統領の権限により発令されたもので、エネルギー関連

の重点として、環境政策、エネルギー効率、原子力が取り上げられている。また、各々の分野

で重視すべき技術としては、以下のものが挙げられている。 

  環境政策：水素エネルギー等の再生可能エネルギー 

  エネルギー効率：高効率電子製品、照明装置の製造、高効率輸送、エネルギー活用技術等 

原子力：核燃料サイクル、放射性廃棄物や使用済み核燃料の安全管理 

 

③「エネルギー効率及びエネルギー産業発展のための戦略」 

  本戦略は２０２０年までのエネルギー効率及びエネルギー産業発展に係る戦略を定めたも

のであり、２０１３年３月に閣議で承認されたものである。この戦略は、「燃料・エネルギー資源

の安定供給」及び「効率的な資源利用」、「燃料・エネルギー産業の環境影響の低減」の実現

を目的としたもので、「省エネルギーと省エネルギー効率の向上」、「電気事業の発展と近代

化」、「石油部門の発展」、「天然ガス部門の発展」、「石炭産業の再編と発展」、「再生可能エ

ネルギー電源利用の発展」及び「国家計画実行の支援」の７つを重点分野と掲げている。 

 

 

＜「エネルギー効率及びエネルギー産業発展のための戦略」の主な目標＞ 

○省エネルギーとエネルギー効率の向上 

・エネルギー原単位（エネルギー消費量/ＧＤＰ）：２０２０年までに２００７年比１３．５％削

減 

・住宅ストックのエネルギー原単位：２０２０年までに２０１３年比２１．０％削減 

○化石資源の生産、輸送、プロセス（精製深度 depth of refining1の向上を含む）改善 

・原油回収率：２０２０年までに４７．０％に向上 

                                                   
1 A refining indicator defined as the percentage ratio of obtained petroleum products, not including 
bulk fuel oil, to the original quantity of crude oil. 
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・精製深度：２０２０年までに平均８５．０％に向上 

・自動車燃料総生産におけるEURO-５規制 2対応シェア：２０２０年までに９８．０％に向

上 等 

○再生可能エネルギーの開発とエネルギー産業の環境性向上 

・総電力生産に占める再生可能エネルギーの割合：２０２０年までに２．５％に向上 

・再生可能エネルギー発電設備容量（２万５０００ｋW 以上、水力除く）：２０２０年までに 

５９０万ｋW～６２０万ｋW に増加 

○燃料・エネルギー業界におけるイノベーションに基づく発展の促進 

・技術革新への投資コストの割合：２０２０年までに当該企業の売上原価の内２．５％に

向上 

・技術革新に従事する企業の割合：２０２０年までに総企業数の内２５％に向上 

・研究開発費：２０２０年までに、技術革新に従事する企業の収入の３％に向上 

 

また、本戦略では、エネルギーセクターのイノベーション推進の支援をうたっており、エネルギ

ーセクターにおける革新的なインフラ技術を導入するための国営企業の開発戦略策定支援、ナ

ノ材料やナノテクノロジーの開発支援、ベンチャー支援資金の設立等の施策を行っている。 

特に２０２０年までに、イノベーションに基づく開発計画を実施する企業の研究開発費を収入の

３％に到達させるという目標を掲げ、当該分野における産業全体での研究開発の推進を目指し

ている。 

この他、ロシアでは個別技術戦略プログラムを分野ごとに作成しており、「２０２０年までの原子

力マスタープラン」、「２０２０年までの省エネルギー及びエネルギー効率向上プログラム」等を作

成している。 

原子力発電については、２０３０年までに原発比率(発電電力量)を２５％～３０％に高めること

とし、プーチン大統領は２８基の原子力発電所を新設することを表明。 

 

  

                                                   
2 ２００９年に EU で導入された排出ガス規制及びそれに沿って変更された燃料指令のこと。ガソリン・

軽油について、燃料中の硫黄分含有量を、共に１０質量 ppm 以下に規制している。 
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EU  

 

２００７年、欧州委員会は「SET Plan（Strategic Energy Technology Plan）」を発表した。これは同

年に同委員会自らが目標として掲げた「トリプル２０」の達成に向け、EU 全体として、以下の７つの

項目でのエネルギー技術開発と実用化の促進を目的として策定されたものである。 

 

 

＜「SET Plan」の対象７項目とその目標及び主な指標（KPI）＞ 

○風力 

・２０２０年までに EU 全体の最終電力消費に占める割合を最大２０％に引き上げる 

○太陽エネルギー 

・２０２０年までに EU全体の電力需要に占める割合を１２％に引き上げる(熱利用を含

む) 

○バイオマスエネルギー 

・EU 全体のエネルギーミックスに占める割合を最低１４％に引き上げる 

○CCS（二酸化炭素回収・貯留） 

・２０２０～２５年までに（カーボンプライシングの市場下で）コスト競争力の確保を目指

す 

・２０２０年までに発電所における CCS 技術のコストを３０～４０％引き下げる 

○電力グリッド 

・再生可能エネルギーの割合が最大３５％にまで引き上げられた場合にも“スマート”

に運用可能なグリッドを実現する 

・電力供給の質を全般的に引き上げる（供給されないエネルギーを２～１０％引き下

げる） 

○原子力 

・既存の原子力発電技術により EU 全体の電力需要の約３０％を賄う 

・２０２０年までに第４世代原子炉(核燃料サイクルを伴う高速中性子炉)の実証炉初

号機を稼働させ、２０４０年までに商用化する 

○スマートシティ 

・２０２０年までに EU の２５～３０の都市で先行的に低炭素経済への移行を実現する 

 

この「SET Plan」実現のための代表的な研究開発支援プログラムとして、２０１４年より開始され

たのが「Horizon ２０２０」である。これは前年までのプログラムである「FP７」と同様、期間は７年間

（２０２０年まで）であるが、全体の予算は「FP７」の５３２億ユーロを大きく上回る７７０億ユーロとな

っている。 

「Horizon ２０２０」におけるエネルギー分野の取組の中では、「省エネ」「低炭素技術」「スマート

シティ」の３分野が優先課題として位置付けられている。 
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＜「Horizon ２０２０」の主な予算内訳＞ 

○再生可能エネルギー（技術開発） 

・２０１４年…６,０００万ユーロ、２０１５年…６,０００万ユーロ 

○再生可能エネルギー（実証） 

・２０１４年…７,３００万ユーロ、２０１５年…８,０００万ユーロ 

○CCS（二酸化炭素回収・貯留） 

・２０１４～２０１５年…１,３００～２,５００万ユーロ 

○スマートグリッド（配電網、送電網、卸市場） 

・２０１４年…６,０００万ユーロ、２０１５年…７,１４８万ユーロ 

○スマートコミュニティ 

・２０１４年…９,２３２万ユーロ、２０１５年…１０,８１８万ユーロ 

○原子力関連（核融合以外） 

・２０１４～２０１８年…８７,５１０万ユーロ 

○核融合 

・２０１４～２０１８年…７２,８２３万ユーロ 

  

こうした支援による研究の成果が、イノベーションを生み出し、経済成長や雇用にもつながるこ

とが期待されている。 
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 イギリス  

 

イギリス政府は、２００８年の「気候変動法」で「２０５０年までに１９９０年比８０％の温室効果ガス

削減」という目標を掲げた。 

この目標を達成するためには、低炭素分野における技術革新が不可欠であることから、２０１１

年にエネルギー・気候変動省、ビジネス・イノベーション・技能省、エネルギー技術研究所等の省

庁横断型組織であるLow Carbon Innovation Coordinaition Group(LCICG)が設立され、翌年より１０

の技術分野における技術評価(Technology Innovation Needs Assessments : TINA)が実施された。 

主な分析内容は、２０５０年までの技術導入見通し、技術コスト削減見通し、産業創出による経

済効果等である。 

 

＜TINA の調査対象技術分野と評価結果一覧＞ 

○バイオエネルギー 

・４２０億ポンドの発電コスト削減、１９０億ポンドの国内産業創出効果を予測 

○CCS（二酸化炭素回収・貯留） 

・２２０億ポンドの発電コスト削減、８０億ポンドの国内産業創出効果を予測 

○洋上風力 

・４５０億ポンドの発電コスト削減、１８０億ポンドの国内産業創出効果を予測 

○海洋（潮力、波力） 

・２８億ポンドの発電コスト削減、１２億ポンドの国内産業創出効果を予測 

○建物（住居用・非住居用） 

・２８６億ポンドの発電コスト削減、３４億ポンドの国内産業創出効果を予測 

○輸送用水素 

・３５７億ポンドの発電コスト削減、２０２億ポンドの国内産業創出効果を予測 

○産業 

・２０３億ポンドの発電コスト削減、３９億ポンドの国内産業創出効果を予測 

○熱利用 

・３００億ポンドの発電コスト削減、６０億ポンドの国内産業創出効果を予測 

○送電網・蓄電 

・９０億ポンドの発電コスト削減、１６６億ポンドの国内産業創出効果を予測 

○核融合（第３～４世代原子炉の導入を前提として評価を実施） 

・５７億ポンドの発電コスト削減、７２億ポンドの国内産業創出効果を予測 

 

※コスト削減、国内産業創出効果の対象期間はいずれも２０１０～２０５０年 

この分析結果に基づき、今後、公的支援の内容や資金規模といった、より具体的な判断が実施

される。 

 

また、２０１１年に政府が発表した第４次となる「炭素計画」（２０２３～２０２７年）でも、技術開発

のシナリオについて言及されている。 
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＜２０１１年の「炭素計画」の主な対象分野と言及内容＞ 

○CCS（二酸化炭素回収・貯留） 

・２０２０年代から普及し、２０５０年には産業部門からの排出量の約３分の１を回収す

る 

○車両 

・２０４０年までに排ガスをほぼゼロとする 

○建物 

・新築の住居は２０１６年以降、新築の非住居建築物は２０１９年以降に炭素排出を

ゼロとする 

・２０２３～２０２７年に１００～３７０万ヶ所での断熱を実施する 

・２０５０年までには建物由来の炭素排出量をほぼゼロとする 

  

「野心的」とも評される二酸化炭素８０％削減の目標達成のための技術開発は始まったばかり

であり、まずは直近の目標として定められている２０２０年までの３４％削減（「気候変動法」制定時

の２６％を翌年変更）が達成できるかが注目される。 

原子力発電については、２００７年の「エネルギー白書」で、電力の安定供給や温室効果ガスの

削減のために新設及び利用拡大が必要との立場がとられており、ヒンクリーポイント C での原子

力発電所の新設計画が決定している。また、その他の新設予定地として、７サイトが挙げられてい

る。 
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 フランス  

 

２０１２年、「エネルギー構成の移行」（原発比率の低減と再生可能エネルギーへの依存拡大）を

掲げたオランド氏が大統領に就任し、翌年７月には政府全体の研究開発戦略として“France 

Europe ２０２０”が策定され、この中でエネルギー分野に関する研究開発の方向性も示された。 

２０１４年６月、「エネルギー構成の移行法案」が明らかにされ、エネルギー種別の導入目標等

が定められた。 

 

＜「エネルギー移行法案」における導入目標等＞ 

○原子力発電 

・２０２５年までに総発電電力量に占める原発依存比率を５０％（注：現在は７５％）に

削減する一方、原発の設備容量については６３２０万ｋW（現在の設備容量と同水

準）を維持する。 

○再生可能エネルギー 

・最終エネルギー消費に占める割合を２０２０年までに２３％、２０３０年までに３２％に

引き上げる 

○風力 

・２０２０年までに洋上風力発電を設備容量６００万ｋW に拡大する 

○太陽光発電 

・メガソーラーの導入拡大やエネルギー多消費建物における太陽光パネルの設置を

拡大する 

○海洋エネルギー 

・潮力発電ファームを新設する 

○建物（住宅・ビル） 

・住宅については、２０１７年までに５０万戸/年の改築を行う 

・ビルについては２０２１年１月より、全ての新築ビルをポジティブエネルギー 

（エネルギー生産量＞消費量）とする規制を行う 

※参考：再生可能エネルギーの促進については、旧政権においても積極的な取組が行われており、２００９

年の「エネルギー基盤計画」では、以下のような導入目標（設備容量）が定められていた。 

●風力･･･２０２０年までに風力全体で２,５００万ｋW 

●太陽光発電･･･２０２０年までに５４０万ｋW 

●海洋エネルギー･･･２０２０年までに８０万ｋW 

●地熱･･･２０２０年までに６００万ｋW～９００万ｋW 

●バイオマス･･･２０２０年までに８４０万ｋW 

 

「エネルギー移行法案」の目標実現に向けた詳細な技術戦略等は未策定である。フランスの原

子力産業は４０万人の雇用を抱える一大産業であり、原発比率の低減は雇用に大きな影響を与

えるほか、原子力産業の競争力の低下への懸念も囁かれている。なお、原子力発電の研究開発

については、福島第一原発事故を受け、２０１１年６月に「未来への投資」計画（２００９年策定）の
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枠組みの中で原子力安全に関する研究開発を強化することが示されており、オランド政権下にお

いてもその方針が継続されている。 

 

 ドイツ  

 

２０１０年、ドイツ連邦政府の経済・エネルギー省（BMWi）と環境・自然保護・原子力安全省の両

省により「エネルギーコンセプト」が策定された。 

これは、２０５０年までの超長期的エネルギー戦略で、再生可能エネルギーの導入促進を図ると

ともに、電力・熱、需要・供給対策を含めたエネルギー政策全体を見据えた内容になっている。 

 

＜「エネルギーコンセプト」の主な目標＞ 

○再生可能エネルギー 

・電力消費量に占める割合を２０２０年に少なくとも３５％、２０５０年までに８０％とする 

○電気自動車 

・２０２０年までに１００万台、２０３０年までに６００万台普及させる 

○風力 

・２０３０年までに洋上風力発電を設備容量２,５００万ｋW とする 

○温室効果ガス 

・２０２０年までに４０％、２０５０年までに８０％削減する（１９９０年比） 

○CCS（二酸化炭素回収・貯留） 

・CCS を備えた発電所を政策の支援対象とする 

○バイオマス 

・有機物残渣・廃棄物・農産物等の広範な利用を実施する 

・持続可能な方法で生産された輸入バイオマスによる補完を実施する 

○蓄電 

・蓄電技術の研究を強化する 

・蓄電施設に対する電力系統への接続課金を免除する 

 

原子力発電については、当初、石炭を中心として賄っていた電力を再生可能エネルギー中心へ

と移行する間の「橋渡し役」と位置付け、国内１７基の原発の稼動期間を平均１２年延長することを

目標としていた。 

しかし、東京電力福島第一原子力発電所事故を受け、連邦政府は「遅くとも２０２２年末までに

原子力発電から撤退する」との項目を含む「エネルギーコンセプト」の改訂版（「エネルギーパッケ

ージ」）を２０１１年６月に公表し、方針を転換した。 

 

２０１１年８月には「第６次エネルギー研究プログラム」が、BMWi を中心とする連邦政府各省の

共同プロジェクトとして採択された。これは、「エネルギーコンセプト」で示された目標を達成するた

めに必要な技術的基盤の強化を目指すアクションプログラムとなっている。 

蓄熱、水素関連、エネルギー効率、系統といった重点テーマに対する研究の促進のため、２０１
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１～２０１４年の間に３５億ユーロの予算が投入される。なお、原子力発電についても本プログラム

の中で示されており、国内の原子力発電所の安全確保のための研究開発に重点を置くこととされ

ている。 

 

 

＜「第６次エネルギー研究プログラム」の主な目標＞ 

○風力 

・２０２０年までに、設備容量を４,６００万ｋW（洋上１,０００万ｋW、陸上３,６００万ｋW）に

拡大する 

○バイオマス 

・２０５０年には、世界のバイオエネルギーの８０％を賄い、現状比でエネルギー生産

量を６倍増加させる 

○太陽光発電、太陽熱利用 

・各種技術（シリコンウエハー、薄膜セル、太陽熱冷暖房、システム技術等）に対する

研究開発を促進する 

○水素製造・水素製造・輸送・貯蔵、 

・各種技術（固体高分子電解質膜分解・水分解、メタン生成、燃料電池スタック、腐食

や水素脆化の少ない素材開発等）に対する研究開発を促進する 

○蓄熱 

・大容量の蓄熱システムの開発を促進する 

・太陽熱蓄熱システムの断熱強化に係る開発を促進する 

○高効率石炭火力発電 

・蒸気温度７００℃、圧力３５０bar の蒸気を生成可能な技術開発を促進する 

○高効率天然ガス発電 

・GTCC(タービン入口温度１,５００℃が達成可能な技術)の開発を促進する 

○原子力 

・各種技術（（経年劣化対策、事故時の炉心冷却系等の挙動、先進的燃料、格納容

器の健全性、確率論的手法等）に対する研究開発を促進する 

  

 

こうした取組や、１９９１年から導入されている固定価格買取制度(FIT)等により、ドイツの総発電

量に占める再生可能エネルギーの割合は２０１３年に２４．１％に達している。  

しかしその一方で、買取制度賦課金の増加による電気代の上昇や送配電網の強化などの問題

に直面している。また、脱原発への方針転換の結果、石炭による発電の割合も依然高く（２０１３年

現在４７．５％）、温室効果ガスの排出量が、近年、増加傾向にあることも課題である。 
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 イタリア  

 

イタリアのエネルギーに関する基本政策は、国家エネルギー計画（PEN：Piano Energetico 

Nazionale）として公表されている。２０１２年１０月、政府は第４次 PEN の施行から約２０年ぶりに新

たな国家エネルギー政策案を閣議提案し、同案はパブリックコメントの手続を経て「国家エネルギ

ー戦略～より競争力があり持続可能なエネルギーのために～（SEN：Strategia Energetica 

Nazionale）」というタイトルで、２０１３年３月８日に経済開発省と環境・国土・海洋保全省令として施

行された。同戦略は、EU の「低炭素経済ロードマップ２０５０」に対応し、２０５０年までを見据えた

戦略となっている。 

同戦略では、２０５０年までの主要目標として以下の４点を挙げている。①競争力：徐々に欧州

全体の水準にまで強化し、消費者や企業向けのエネルギーコストを削減、②環境：EU が定める

環境規制・目標を上回る、③安全：特にガスを中心としたエネルギーの安定供給の強化と海外依

存度の低減、④成長：エネルギー産業分野の発展を通じた持続的経済成長の促進。 

上記の目標を達成するため、同戦略では２０２０年までに優先すべき実施事項として以下の７点

を挙げている。①エネルギー効率の更なる向上、②ガス市場の競争力強化と南欧のガスハブ開

発、③再生可能エネルギーの持続的な開発、④電力インフラと市場の開発、⑤石油精製分野と燃

料配給網の再構築、⑥国内の炭化水素生産の持続的な開発、⑦マネジメントシステムの近代化。 

また７つの優先事項を実施した上で、２０２０年までに①エネルギー消費の抑制と再生可能エネ

ルギーを中心としたエネルギーミックス（電源構成）の進展、②エネルギーコストの削減と電力卸売

価格の欧州水準への低減、③EU のエネルギー戦略「Energy ２０２０」を上回る目標の達成、④エ

ネルギー安全保障状況の改善、⑤投資促進による経済成長の達成を目標としている。 

 

 

 

＜２０２０年目標＞ 

・国内全体の電力及びガス料金を年間約９０億ユーロ削減 

・EU のトリプル２０目標の超過達成 

・一次エネルギーに占める化石燃料の依存度を２０１２年８９％から７７％へ低下 

・化石燃料の海外依存度を２０１２年８４％から６７％へ低下 

・電力輸入比率を２０１０年約１３％から７～１０％へ低下 

 

※２０１２年から２０２０年の間に総額１,７００から１,８００億ユーロのエネルギー部門

への投資（その内１,１００～１,３００億ユーロはグリーン経済への投資） 

 

＜２０５０年目標＞ 

・一次エネルギー消費量を２０１０年比１７～２６％削減 

・最終エネルギー消費に占める再生可能エネルギーの割合を最低６０％へ 

・交通分野等の電化率の向上（少なくとも３８％） 
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※原子力については、2011 年 6 月に行われた国民投票で、原発再開計画廃止への

賛成多数で原発再開計画の廃止が決定されており、目標に原子力は含まれていな

い（原子力エネルギー利用は 1987 年に廃止されたが、2008 年に政府は、原子力発

電所を新規建設し、2030 年までに電源構成に占める原子力の割合を 25％にする方

針を示していた）。 

 

再生可能エネルギーの大量導入により、需要家の負担が急増したため、再生可能エネルギー

電力支援に上限(太陽光電力で年間 ６７ 億ユーロ、その他の再生可能エネルギー電力で同５８ 

億ユーロ)を設けた。 

総額 １,７００～１,８００ 億ユーロをエネルギー事業に投資し経済成長の底上げ効果を期待して

いるところであり、加えて、イタリアは電気料金が EU 平均より高い（２０１２年時点でガス料金３．７

ユーロ/MWh、電気料金２３ユーロ/MWh）ため、本計画で電気料金を EU レベルまで引き下げるこ

とで経済競争力を上げることを目指している。 
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 デンマーク 

 

 デンマークは、２０１１年２月に、「エネルギー戦略２０５０（Energy Strategy ２０５０）」を発表した。

本戦略は、EU のエネルギー・環境政策の動向や、国際的な気候変動対策の動向を踏まえて策定

されたもので、２０５０年までに全てのエネルギー供給を再生可能エネルギーで賄うことを目標とし

て掲げている。さらに、京都議定書の下での第２約束期間における目標（２０２０年に１９９０年比で

２０％削減）を受け、「２０２０年に向けたグリーンエネルギーの加速（Accelerating Green Energy 

Towards ２０２０）」が２０１２年に策定された。 

 

＜２０５０年目標＞（Energy Strategy ２０５０にて掲げられた） 

・２０５０年までに全てのエネルギー供給を再生可能エネルギーで賄う 

・エネルギー消費削減と再生可能エネルギー開発が基本方針 

 

＜２０２０年目標＞（Accelerating Green Energy Towards ２０２０にて掲げられた） 

・最終エネルギー消費の３５％を再生可能エネルギーで賄う 

・電力供給の５０％を風力で賄う 

・エネルギー消費を２０１０年比７．６％削減、温室効果ガス排出量１９９０年比３４％

削減 

・輸出部門での１０％のバイオ燃料利用を目標に掲げる 

 

エネルギー分野におけるデンマークの特徴として、風力発電とスマートグリッドが挙げられる。 

風力発電については、デンマークは強い風が吹く地域だったこともあり、歴史的に研究が盛ん

であった。石油ショック以降、１９７９年から始まった建設費導入支援に始まり、１９８４年には世界

で最初の固定価格買取制度が導入されただけでなく、１９８４年には機能・安全性・仕様などを保

証する認証資格制度も開始しており、本制度が後に「型式認可制度」として国内の技術水準の向

上と市場活性化に貢献している。こうした国としての導入目標の策定や制度面からの支援に加え、

財政面からの支援等が風力発電の普及促進・市場活性化につながったと考えられている。２０１３

年度の世界市場シェア第１位（１３．１％）の Vestas 社が、高い技術力、実績、信用を誇っている一

因に、このような行政からの支援が挙げられる。今後についても、２０２０年までに Kriegers Flak で

６０万ｋW、Horns Rev で４０万ｋW の設備容量の洋上風力発電開発計画が進められているほか、

沿岸部で５０万ｋW の設備容量の洋上風力発電、５０万ｋW の設備容量の陸上風力発電所を別途

開発予定となっており、更なる風力発電の導入推進が期待されている。 

スマートグリッドについては、気候・エネルギー・建物省が再生可能エネルギー拡大に向け、２０

１３年新送電網戦略を発表している。本戦略では、需要家が、スマートメーターや時間帯別料金な

どを導入することで、エネルギー需要の効率化を図る旨が記載されている。 

デンマーク国内のスマートグリッドの代表的なプロジェクトとして、EDISON スマートグリッドプロジ

ェクトと EcoGrid EU がある。ボーンホルム島で IBM などによって２００９年開始された、EDISON ス

マートグリッドプロジェクトは、風力発電を利用した電気自動車の普及を目指した大規模な事業で
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あり、余剰電力を電気自動車のバッテリーに貯蔵し、風力が穏やかなときに電力グリッドに電力を

供給している。また、EcoGrid EU は、デンマークのボーンホルム島の住宅のおよそ１０分の１に当

たる、２,０００世帯と企業ユーザーを対象にしたパイロット・プロジェクトであり、エコ意識の高いデ

ンマークの消費者が、スマートメーターと、スマートフォン、タブレット端末、パソコンなどに対応した

ウェブ・ベース・アプリケーションを活用し、オンラインで電力の購入予約や電気料金の確認が出

来るようになることで、化石燃料の代わりに再生可能エネルギーを積極的に購入するようになり、

コスト削減につながると期待されている。 
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Ⅳ．第３章 主要技術課題のロードマップ 

 

（１）今般ロードマップで取り上げる技術課題 

 

エネルギー関連技術開発の戦略については、近年においても、累次の技術戦略マップや「Ｃｏｏｌ 

Ｅａｒｔｈ－エネルギー革新技術計画」、２００８年及び２０１３年の「環境エネルギー技術革新計画」な

どでまとめられてきている。それらで取り上げられたエネルギー関連の技術課題は、基本的に現

在においても重要な課題である。さらに、第四次エネルギー基本計画で新たに触れられている又

は特に重要なものとして取り上げられている技術課題についても、方向性を示すことが求められる

ことになる。 

今般のロードマップでは、以上を踏まえて、直近にまとめられた「環境エネルギー技術革新計画

（２０１３年９月総合科学技術会議決定）」を踏まえつつ、エネルギー政策の観点から、技術課題を

整理し、各課題に対応した技術開発の推進についてロードマップの形で示している。 

 

１．技術課題の特定 

 

 上記のとおり、本ロードマップで取り上げる技術課題は、「環境エネルギー技術革新計画」と第四

次エネルギー基本計画を踏まえて選定されている。これに加え、技術内容から、従来は同じ技術

課題に区分されていたものを、別の技術課題として再整理を行った。 

 こうした対応から、特に以下の点について「環境エネルギー技術革新計画」とは異なる形で技術

課題が取り上げられている。 

●化石燃料開発に関する技術（資源開発、メタンハイドレート等） 

●再生可能熱利用に関する技術 

●革新的製造プロセスに関する技術の細分化（石油精製プロセスとセメント製造プロセスの分離） 

●宇宙太陽光発電システムに関する技術 

●原子力発電に関する技術 

●革新的デバイスに関する技術の細分化（情報家電・ディスプレイとパワーエレクトロニクスの分

離） 

●水素に関する技術の細分化（水素製造、水素輸送・貯蔵、水素利用の分離） 

 

２．技術開発課題の分類 

 

 技術開発課題の分類については、「環境エネルギー技術革新計画」の基本的な枠組みを踏襲し、

基本的に、生産・供給、流通、消費のエネルギー・資源のサプライチェーンの３つの局面に対応し

た形で整理を行う。 
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 ただし、第四次エネルギー基本計画で、新たな二次エネルギー構造を支えることが期待される

水素について全体像を示し、先般、水素ロードマップが策定されたことを踏まえ、水素に関する技

術課題についてはサプライチェーンの段階から整理を行った技術課題とは別に、水素という分類

を別途設定して、水素に関連する技術課題を整理する。 

 

 以上を踏まえ、４つに大きく分類した上で、個別の技術課題を、第四次エネルギー基本計画で取

り上げられた政策課題に従って位置付けることとする。 

 

＜技術課題全体の整理図＞ 
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（２）各技術課題のロードマップ策定の考え方 

 

「環境エネルギー技術革新計画」においては、各技術課題について、１）技術の概要、２）我が国

の技術開発の動向・課題、３）技術ロードマップ、４）国際動向、という形でロードマップを策定し、国

内普及策、研究開発を着実に推進するための政策強化等、国際展開・普及施策を横断的に進め

る施策として整理を行っている。 

 

今般のロードマップでは、全体として、我が国におけるこれまでの技術戦略、主要国における技

術戦略の状況を整理し、時間軸（これまでの技術開発の取組）と空間軸（各国の技術開発の取組）

の上に、今般整理した技術課題を位置付ける構成をとっている。こうした構成上の特徴を踏まえ、

個別技術課題のロードマップの個表の作成に当たっては、特に以下の点について留意して作業を

行った。 

 

１．各技術課題の開発の必要性の明確化 

 

 技術課題は、エネルギー制約や資源賦存状況、これまでの技術開発成果の蓄積など各国のエ

ネルギー事情を踏まえて、合理的な判断の下で選定されるものである。したがって、各技術課題

のロードマップの個表では、それぞれの技術を必要とする理由を明確化した。 

 これによって、どのような条件から当該技術が開発の推進を要するものであるかという点につい

て説明することで、他国とは異なる優先付けや取組である場合にも、それがどのような理由に起

因するのかという点を明らかにしている。 

 また、それぞれの技術課題の必要性を明確にすることによって、その技術開発がどの程度の緊

急性を有し、それを踏まえてどれくらいの時間軸で開発を進めていくべきものであるのか、というこ

とを共有しやすいように配慮している。 

 

２．技術の社会実装化に向けた課題の明確化 

 

 「環境エネルギー技術革新計画」においても、国内普及策として、投資促進策、規制的手法、低

炭素製品の購買促進策、規制・制度改革、実証事業が挙げられ、優れた技術が普及することの重

要性を踏まえた報告となっている。 

 今般のロードマップにおいては、こうした考え方を更に推し進め、個別の技術課題ごとに導入に

当たっての制度的制約等の社会的課題を明確化している。 

 新たな技術を実際に社会で活用していくために、それぞれの技術で乗り越えなければならない

課題は大きく異なる。既存の技術の延長線上にあり、その効率を抜本的に向上するようなもので

ある場合には、利用者が実際に購入できる価格帯で販売できるかということが鍵となり、そのよう
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な場合には低コスト化が課題として浮上し、技術開発の具体的な内容も低コスト化のための原材

料の使用量の減量化などが課題となる。 

 一方、新たなエネルギー源の導入につながるような場合には、その安全性自体を評価するため

の計測法や安全性確認方法自体が存在しないことも多く、安定的な供給のためのインフラの整備

を必要とする場合もある。こうした技術課題の場合には、サプライチェーンの構築に関係する政策

を並行的に推進することになり、社会への実装には相当程度の時間を要することが想定される。 

 社会的に導入するための課題を明確にすることで、単に技術開発を進めるのではなく、関連する

施策の遂行に関する時間軸を整理して戦略的に展開することが明確になるとともに、技術開発の

ロードマップ自体も、より現実的な形で整理することが可能となる。 

 

３．現実的なロードマップの策定 

 

 今般のロードマップの策定に当たっては、単に技術開発の目標（例．発電コストを●円から●円

に引き下げる）を掲げるのではなく、そうした目標が、どのような条件の下で達成することが可能と

なるのか、という点もできるだけ明らかになるように整理している。 

 特定の技術開発目標だけが一人歩きして、ある時点において当該技術開発目標が無条件に達

成されたことを前提として、その時点のエネルギー事情を予測するような議論は、できるだけ避け

なければならない。このためには、技術開発目標を実現するための前提となる他の技術開発の成

果や経済条件等を総合的に踏まえることが必要である 

 こうした細やかな記述をロードマップに加えることにより、将来時点におけるエネルギー事情の予

測をより現実的に行うことが可能となることに貢献できる技術ロードマップとなるように配慮してい

る。 

 

４．個別の技術要素間の関連性を意識した細分化されたロードマップの設定 

 

 技術開発課題をより細分化して技術要素を整理した場合に、各技術要素が他の技術課題の要

素との間に緊密な関係が出てくるケースは少なくない。 

 例えば、技術課題として別々に整理されている人工光合成、二酸化炭素回収・貯留、水素製造

の間では、人工光合成という課題に対応する３つの技術開発要素の取組について、事業化まで長

期間を要する光触媒や分離膜の技術が確立する前であっても、水素製造によって得られた水素と

二酸化炭素回収技術で得られた炭素を、人工光合成の３つ目の技術開発要素である合成触媒の

技術を活用して、高付加価値材料であるオレフィンの合成につなげることが可能となり、それぞれ

の技術課題への取組が相互に影響しながら、付加価値を生み出す技術連鎖の体系に位置付け

ることが可能となる。 

 このように、個別の技術開発要素が特定の技術課題の中で閉じるのではなく、他の技術課題の
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中の他の技術開発要素との組合せによって新たなサプライチェーンを構成する可能性があること

を踏まえ、そうした可能性を想定することができるよう、ロードマップでは、適切に細分化された技

術開発要素を設定するように努めている。 

 

 ロードマップの個表の策定に当たっては、以上の点を明確に意識して整理を行うことで、より現

実的かつ将来のエネルギー関連技術の社会への影響を理解しやすい形で示すように工夫を行っ

ている。 

 また、こうした技術を特定したアプローチの他に、真に革新的な技術の萌芽を見つけ出す基礎・

基盤的研究などにおいて、潜在的な技術ニーズを広く汲むための施策や支援体制と、それを実用

化に結びつけることで革新的成果や波及効果が生まれやすい環境整備を行うことも重要である。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

１１．二酸化炭素回収・貯留（CCS） 

技術ロードマップ 

 

○CCSプロジェクトは、ノルウェー等で数件が実施されている。 
 

○CO2圧入によるEOR（石油増進回収法）は、米国を中心に１０件程度進行中である。 

備考（海外動向、他の機関における取組） 

【分離・回収技術】 

2014年 2030年 2050年 2020年 

分離コスト：2,000円台/t-CO2       

大規模実証試験 

国内の貯留適地評価 

○本技術は大規模なCO2の削減を可能とする技術

であり、特に、途上国を中心に今後も利用拡大が
見込まれる石炭をはじめとする化石燃料から生じ
るCO2排出削減として有効。 

 

○製鉄の工程で原料として利用される石炭は代替
が困難であり、製造プロセスから生じるCO2を削
減する手段としても有効。 

当該技術を必要とする背景 

実証試験 

【環境整備】 

帯水層、枯渇油ガス田 

○CCSは、大規模排出源の排ガス等からCO2を分
離・回収し、地下貯留することにより、CO2排出の
削減に貢献する技術。 

 

○実用化への課題であるコストの低減に有効なCO2
分離回収技術や、安全性向上に有効な地下貯留
したCO2のモニタリング技術の研究開発を実施。 

当該技術の概要及び 
我が国の技術開発の動向 

○安全にCO2を地下貯留するためのＣＯ２貯留適地  
評価の実施。 

 
○CCS導入に関する国内ルールの整備。 
 
○国際的な安全・管理基準の整備。 
 

導入に当たっての 
制度的制約等の社会的課題 

分離コスト：4,200円台/t-CO2 
（化学吸収法） 

分離・回収エネルギー 
 ：4.0GJ/t-CO2 分離・回収エネルギー：1.5GJ/t-CO2 

1,000円台/t-CO2［高圧ガスへの分離膜適用］ 
・化学吸収法、物理吸収/吸着法、膜分離法など 

         1.0GJ/t-CO2 

【貯留技術】 

国民からの信頼性及び社会的受容性の確保（環境影響評価、CO2貯留後のモニタリングも含む） 
国内関係法令・国際ルール等の整備及び事業の経済性にかかる枠組みの構築 

・分離膜の大型化、連続製造 
［さらに分離膜の実用化で1,500円台に］ 

（化学吸収法） 



２３．環境調和型製鉄プロセス 

○米国、EU、豪州では、新規フラッシュ製鉄プロセスや、炉室内への鉄鉱石の直接投入プロセスの開発、代替燃料の開発等に取り組んでいるが、いずれも研究段 
   階か、資金不足などにより中断している。実用化に向けた取組の段階にあるのは、日本だけである。 

○製鉄業は我が国の中核産業の一つであり、世界最先 
  端の省エネ型産業でもある。現行の製鉄プロセスは連 
   続化・ガス再利用等の既存プロセス型省エネ技術は導 
   入済みで、世界最高水準のエネルギー効率を誇ってい 
   る。しかし、鉄鋼業が排出するCO2の約７割は高炉プロ 
   セスで発生していることから、高炉プロセスについての 
   抜本的な技術開発による大幅なCO2の削減が喫緊の 
   課題。技術的ハードルが高く、長期の技術開発が必要 
   であり、一社単独では実現出来ないので鉄鋼業界とし 
   て推進している。 

当該技術を必要とする背景 

○(1)コークス製造時に発生する高温の副生ガスに50％程度  
含まれる水素を活用し、コークスの一部代替に当該水素を
用いて鉄鉱石を還元する技術の開発、(2)CO2濃度が高い
高炉ガスからCO2を分離するための新たな吸収液の開発、
物理吸着技術の開発、製鉄所内の未利用低温排熱を利用
した新たなCO2分離・回収技術の開発を実施。 

○CCSはCO2分離・回収・貯留の一連の技術。高炉ガスから
のCO2分離・回収については、独自に開発を行っている一
方で、貯留については、発電所の排ガスからのCO2貯留と 
共通 の技術を利用予定。 

当該技術の概要及び 
我が国の技術開発の動向 

○CO2貯留に関するインフラ整備と実機化 
    に経済合理性が確保されることが前提。 
 
 
 
 
 
 
 

導入に当たっての 
制度的制約等の社会的課題 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技術ロードマップ 

備考（海外動向、他の機関における取組） 

2010年 2030年 2050年 2015年 2030年 2050年 2020年 

○高炉からの
CO2分離回収 

○水素還元 
（水素による石
炭の一部代替
化） 
 

・還元基礎検討 
・吹込方法の明確化 
・ベンチ試験での 
 水素増幅 

・ミニ試験高炉
部分確性 ・試験高炉確性＋実炉部分確性 ・実用化導入・普及 

・ﾌﾟﾛｾｽ評価ﾌﾟﾗﾝﾄ 
 での評価 
・低温排熱回収に 
 よる総合評価 

・分離回収設
備とミニ試験
高炉とのﾏｯﾁ
ﾝｸﾞ開発 

・数百t/D設備と試験高炉との一貫操
業開発 ・実用化導入・普及 

COURSE50 ：  PhaseⅠ（Step1）  （Step2）  PhaseⅡ  

（※関連技術ロードマップ：３．二酸化炭素回収・貯留（CCS）） 
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添付資料 特許論文等リスト 

 
[特許] 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 
公開 
出願 
取下 

名称 発明者 

1 

新日鐵住金(株)、
JFE スチール

(株)、(株)神戸製鋼

所、日新製鋼(株)、
新日鉄住金エンジ

ニアリング(株) 

特願 
2014-000901 国内 2014 年 1 月 7 日 公開 高炉の操業方法 稲田隆信 他 

2 
（公財）地球環境

産業技術研究機構 
新日鐵住金（株） 

PCT/JP2014/ 
053485 PCT 2014 年 2 月 14 日 公開 

【RN-4】ガス中

の二酸化炭素を

吸収及び回収す

るための液体、

並びにそれを用

いた二酸化炭素

の回収方法 

東井隆行 他 

3 

新日鐵住金(株)、
JFE スチール

(株)、(株)神戸製鋼

所、日新製鋼(株)、
新日鉄住金エンジ

ニアリング(株) 

特願 
2014-046527 国内 2014 年 3 月 10 日 公開 

タール含有ガス

の改質方法およ

び改質装置 
鈴木公仁 他 

4 同上 特願 
2014-44207 国内 2014 年 3 月 6 日 公開 

石炭乾留ガスか

らの水素製造装

置および水素ガ

ス製造方法 

伊藤信明 他 

5 同上 特願 
2014-079424 国内 2014 年 3 月 28 日 公開 高炉の操業方法 酒井博 他 

6 同上 特願 
2014-160743 国内 2014 年 8 月 6 日 出願 高炉へのガス供

給装置及び方法 伊藤信明 他 

7 同上 特願 
2014-160698 国内 2014 年 8 月 6 日 出願 

水素ガス製造装

置および水素ガ

ス製造方法 
伊藤信明 他 

8 同上 特願 
2014-176531 国内 2014 年 8 月 6 日 出願 

高炉シャフト部

供給水素ガスの

製造方法および

装置 

伊藤信明 他 

9 同上 特願 
2014-172496 国内 2014 年 8 月 27 日 出願 

熱回収方法及び

それに用いる熱

回収装置 

小林 一暁 

他 

10 同上 特願 
2014-230554 国内 2014 年 11 月 13 日 出願 可燃性ガス供給

装置 三瓶均  他 

11 同上 特願 
2014-254274 国内 2014 年 12 月 16 日 出願 高炉の操業方法 酒井博 他 

12 同上 特願 
2015-042330 国内 2015 年 3 月 4 日 出願 

連続式固定床触

媒反応装置およ

びその装置を用

いたガス改質方

法 

伊藤信明 他 

13 
独立行政法人産業

技術総合研究所、

(株)神戸製鋼所 

特願 
2014-208574 国内 2014 年 10 月 10 日 出願 

コークスの熱間

反応後強度の推

定方法 

崎元尚人、鷹

觜利公 他 
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14 

（公財）地球環境

産業技術研究機

構、新日鐵住金

（株） 

特願 
2015-064402 国内 2015 年 3 月 26 日 出願 

二酸化炭素を分

離回収するため

の吸収液、及び

それを用いた二

酸化炭素を分離

回収する方法 

 F. A. 
Chowdhury、
他 

15 

新日鐵住金(株)、
JFE スチール

(株)、(株)神戸製鋼

所、日新製鋼(株)、
新日鉄住金エンジ

ニアリング(株) 

特願 
2014-000901 外国 2015 年 1 月 6 日 出願 高炉の操業方法 樋口謙一 他 

16 

（公財）地球環境

産業技術研究機

構、新日鐵住金

（株） 

特願 
2015-06440
７ 

国内 2015 年 3 月 26 日 出願 

二酸化炭素を分

離回収するため

の吸収剤、及び

それを用いた二

酸化炭素の分離

回収方法 

山本 信 他 

17 

新日鐵住金(株)、
JFE スチール

(株)、(株)神戸製鋼

所、日新製鋼(株)、
新日鉄住金エンジ

ニアリング(株) 

特願 
2015-069326 国内 2015 年 3 月 30 日 出願 

タール含有ガス

改質用触媒の再

生方法 
中尾憲治 他 

18 同上 出願手続中     
出願

手続

中 

触媒反応装置及

び触媒反応方法 
伊藤信明、堂

野前等 他 

19 同上 出願手続中     
出願

手続

中 

触媒反応装置及

び触媒反応方法 
伊藤信明、堂

野前等 他 
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[論文] 

番

号 発表者 タイトル 発表書誌名 査読 発表年月日 

1 
 

原岡 たか

し 他 

高炉ガスからの二酸化炭素回収

用 PSA システムの開発 
CO2 分離における操作条件の影

響 

化学工学論文集 
Vol.39 No.5 Page 
439-444 

有 2013 年 9 月 20
日 

2 當房博幸 

他 
顕熱回収に適した製鋼スラグ連

続凝固プロセスの開発 
鉄と鋼, Vol.99,(2013), 
No.12, p.683 有 2013 年 12 月 1

日 

3 當房博幸 

「鉄鋼スラグを有効活用するた

めの密度および形状を制御する

冷却・凝固プロセスの開発に関す

る研究」の第 4 章 

博士論文（大阪大学大学院

工学研究科） 有 2014 年 1 月 16
日 

4 蘆田隆一 
他 

溶剤抽出フラクショネーション

法による構造分析を用いた石

炭・粘結材のコークス化挙動予測

の試み 

「鉄と鋼」第 100 巻記念

特集号、第２号（製銑分野

特集号） 
有 2014 年 2 月 1 日  

5 
F. A. 
Chowdhury 
他 

CO2 Capture by Tertiary Amine 
Absorbents: A Performance 
Comparison Study 

Industrial & 
Engineering Chemistry 
Research 
52, 8323-8331 (2013) 

有 2013 年 5 月 20
日 

6 山本 信 

他 

Behavior Characterization of 
Heat-Stable Salt in 
Amine-Based Solvent for CO2 
Capture Process from 
Blast-Furnace Gas 

Chemistry Letters 
42, .532-534 (2013) 有 2013 年 5 月 5 日  

7 
F. A. 
Chowdhury 
他 

Synthesis and Characterization 
of New Absorbents for CO2 
Capture 

Energy Procedia 
37, 265-272 (2013) 有 2013 年 8 月 5 日  

8 山田秀尚 

他 

Effect of alcohol chain length on 
carbon dioxide absorption into 
aqueous solutions of 
alkanolamines 

Energy Procedia 
37, 499-504 (2013) 有 2013 年 8 月 5 日  

9 松崎洋市 

他 

Ab Initio Study of CO2 Capture 
Mechanisms in Aqueous 
Monoethanolamine: Reaction 
Pathways for the Direct 
Interconversion of Carbamate 
and Bicarbonate 

Energy Procedia 
37, 400-406 (2013) 有 2013 年 8 月 5 日  

10 松崎洋市 

他 

Ab Initio Study of CO2 Capture 
Mechanisms in Aqueous 
Monoethanolamine: Reaction 
Pathways for the Direct 
Interconversion of Carbamate 
and Bicarbonate 

J. Phys. Chem. A 
117, 9274-9281 (2013) 有 2013 年 9 月 4 日  

11 山本 信 

他 

Chemical Stability of 
Secondary-Alkanolamine-Based 
CO2 Solvents under Stripping 
Condition 

Chemistry Letters 
42, 1559-1561 (2013) 有 2013 年 9 月 11

日 

12 斉間 等 PSA 法による高炉ガスからの炭

酸ガス分離技術の開発 
Adsorption News  
Vol.27 No.1 Page 11-15   2013 年 4 月 25

日 
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13 山田秀尚 
他 

Quantitative Spectroscopic 
Study of Equilibrium in 
CO2-Loaded Aqueous 
2-(Ethylamino)ethanol 
Solutions 

Industrial & 
Engineering Chemistry 
Research 誌  
53, 1617-1623 (2014) 

有 2014 年 1 月 9 日  

14  斉間 等 PSA 法による高炉ガスからの大

規模炭酸ガス分離・回収技術  配管技術誌    2014 年 4 月 1 日  

15 
F. A. 
Chowdhury 
他 

Development of Novel 
Synthetic Amine Absorbents for 
CO2 Capture 

Energy Procedia  
63, 572-579 (2014) 有 2014 年 12 月 31

日 

15 

望月 友貴 

他 
Reduction Behavior and 
Crushing Strength of 
Carbon-Containing Iron Ore 
Sinters Prepared from Coke 
Oven Gas Tar 

Fuel Processing 
Technology 

有 2015 年 5 月 22
日 

17 

望月 友貴 

他 
Development of Continuous 
Steelmaking Slag Solidification 
Process Suitable for Sensible 
Heat Recovery 

ISIJ international, Vol. 
55 (2015), No.4, 
p.894-903 有 2015 年 4 月 1 日 

18 
 植田滋、他 Reduction behavior of packed 

bed of sinter reduced by 
CO-CO2-H2-H2O-N2 gas 

 日本鉄鋼協会 ISIJ 
International 

有 2015 年 6 月 1 日 

19 

林 幸、他 Microstructure Change and 
Primary Slag Melting of Sinter 
in the 
Cohesive Zone of a Blast 
Furnace 

 日本鉄鋼協会 ISIJ 
Int.,55(2015) 

有 2015 年 6 月 1 日 

20 

望月 友貴 

他 
Reduction Behavior and 
Crushing Strength of 
Carbon-Containing Pellet 
Prepared from COG Tar 

論文誌(Fuel) 

有 2015 年 8 月 20
日 

21 

村上太一 

その他 
Effect of the Reduction of 
Calcium Ferrite on 
Disintegration Behavior of 
Sinter under High Hydrogen 
Atmosphere 

ISIJ International 55(6), 
1197-1205, 2015   

有 2015 年 6 月 20
日 

22 

植田滋、他 Softening, melting, and 
permeation phenomena of 
CaO-FeO-SiO2 oxide on a coke 
bed 

 日本鉄鋼協会 ISIJ 
International 

有 015 年 10 月(予
定) 

23 

上野浩光 

他 
環境調和型製鉄プロセス技術開

発(COURSE50)の概況 
エネルギー学会誌 

有 2015 年 11 月 1
日 

24 鈴木公仁 製鉄副生ガスからの水素製造技

術 

電気評論 
Page13(2015)6  

有 2015 年 6 月 10
日 
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[対外発表] 
(a)学会発表・講演 

番号 発表者 タイトル 会議名 発表年月日 

1 斉間 等 高炉ガス CO2 分離技術の現状と大

規模 PSA システムの開発 

名称：(株)情報技術センター・

セミナー講習会テキスト 
Page Ⅳ-1～49 

2013 年 4 月 23 日 

2 樋口 謙一 

他 
Possibility of decreasing CO2 
emissions by using hydrogen 
reduction in blast furnace 

BAC2013 (5th Baosteel 
Biennial Academic 
conference) 

2013 年 6 月 5 日 

3 﨑元尚土 他 基質連結度によるコークス強度の

推算 
拡大版 E&E フォーラム 発表

形式：ポスター発表 2013 年 6 月 24 日 

4 紫垣伸行 他 Heat transfer characteristic in a 
slag heat recovery chamber 

The 8th Pacific Rim 
International Conference on 
Advanced Materials and 
Processing Proceedings of 
PRICM8, p769-776 

2013 年 8 月 8 日 

5 小澤純仁 他 Development of a heat recovery 
system from steelmaking slag 

The 8th Pacific Rim 
International Conference on 
Advanced Materials and 
Processing 
Proceedings of PRICM8, 
p761-768 

2013 年 8 月 8 日 

6 山田秀尚 他 CO2 分離回収材の反応（２） 2 級

ヒンダードアミン 化学工学会第 45 回秋季大会 2013 年 9 月 16 日 

7 松崎眞六 他 高炉への改質 COG 吹き込みの効

果の検討 

日本鉄鋼協会 H25 年度秋季講

演大会 CAMP-ISIJ, 26 
(2013), 510. 

2013 年 9 月 17 日 

8 谷口雅紀 他 H2-CO 混合ガスを用いた実・模擬

焼結鉱の還元速度の評価 

日本鉄鋼協会 H25 年度秋季講

演大会 CAMP-ISIJ, 26 
(2013), 754. 

2013 年 9 月 17 日 

9 奥山憲幸 他 
高炉の高水素化時のコークスの役

割－粘結材を用いた高強度コーク

スの製造と反応後強度－ 

日本鉄鋼協会 H25 年度秋季講

演大会 CAMP-ISIJ, 26 
(2013), 514. 

2013 年 9 月 17 日 

10 渡壁史朗 他 
COURSE50 プロジェクトにおけ

る試験高炉での水素系ガス吹込み

操業 

日本鉄鋼協会 H25 年度秋季講

演大会 CAMP-ISIJ, 26 
(2013), 518. 

2013 年 9 月 17 日 

11 石井 純 他 高炉予熱ガス吹き込み時の伝熱挙

動の推定 

日本鉄鋼協会 H25 年度秋季講

演大会 CAMP-ISIJ, 26 
(2013), 824. 

2013 年 9 月 17 日 

12 茂木 康弘 

他 
物理吸着法による高炉ガスからの

CO2 分離 

日本鉄鋼協会 H25 年度秋季講

演大会 
26(2013)Vol.2，831 

2013 年 9 月 17 日 

13 鈴木 公人 

他 

石炭乾留タールの水素変換用新規

改質触媒の開発－実ガスを用いた

ベンチプラント試験－ 
第 112 回触媒討論会 2013 年 9 月 18 日 
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14 奥山憲幸 他 コークス反応後強度に及ぼす高性

能粘結材（HPC）の効果（1） 
第 50 回石炭科学会議 
発表論文集 P.12-13 

2013 年 10 月 28
日 

15 宍戸貴洋 他 コークス反応後強度に及ぼす高性

能粘結材（HPC）の効果（2） 
第 50 回石炭科学会議 
発表論文集 P.16-17 

2013 年 10 月 28
日 

16 熊谷治夫 他 粘結材添加がコークス原料炭の軟

化溶融挙動に及ぼす影響(3) 第 50 回石炭科学会議 2013 年 10 月 30
日 

17 斉間 等 他 
Development of PSA System for 
the recovery of Carbon Dioxide 
from Blast Furnace Gas 

第 12 回 日中石炭・Ｃ１化学

シンポジウム 
予稿集(CD) 講演番号 C203 

2013 年 10 月 30
日 

18 斉間 等 他 
Development of PSA System for 
the recovery of Carbon Dioxide 
from Blast Furnace Gas 

ＩＥＡ-ＧＨＧ/IETS Iron and 
Steel Industry CCUS and 
Process Integration 
Workshop 

2013 年 11 月 5 日 

19 斉間 等 他 CO2回収用大規模 PSA分離システ

ムの構築－実機イメージの検討一 
石油学会・北九州大会 
講演要旨集 Page234 

2013 年 11 月 14
日 

20 原岡 たかし 

他 
PSA 法での高炉ガス分離操作にお

ける吸脱着挙動の検討 

第 27 回日本吸着学会・研究発

表会 
 講演要旨集 Page59 

2013 年 11 月 21
日 

21 鈴木 公人 製鉄副生ガスからの水素製造技術

開発 
水素の製造と利用シンポジウ

ム 
2013 年 11 月 25

日 

22 斉間 等  

他 
高炉ガスからの CO2/CO 回収用

PSA システムの構築 

第２９回ゼオライト研究発表

会 
講演予稿集 Page59 

2013 年 11 月 27
日 

23 田恵太 他 

Continuous slag solidification 
and heat recovery process as a 
new application of steelmaking 
slag - (2)  
Results of pilot-scale experiment 

9th Global Slag Conference 
and Exhibition 2013（ドバイ） 

2013 年 12 月 11
日 

24 萩原一真 他 

Continuous slag solidification 
and heat recovery process as a 
new application of steelmaking 
slag 
(1) Mechanical designing of the 
slag solidification and heat 
recovery pilot plant 

9th Global Slag Conference 
and Exhibition 2013（ドバイ） 

2013 年 12 月 12
日 

25 茂木 康弘 PSA 法による高炉ガスからの炭酸

ガスの回収 

日本エネルギー学会・科学・反

応システム分科会・触媒学会

GTX 研究会合同シンポジウム 
「炭酸ガスの分離・回収と再生

利用」当日配布資料 Page9～
23 

2014 年 1 月 24 日 

26 斉間 等 
高炉ガス CO2 分離技術とゼオライ

トを用いた大規模ＰＳＡシステム

の開発 

サイエンス＆テクノロジー

(株)セミナー 2014 年 3 月 10 日 

27 松尾 翔平 他 
剛体ばねモデルによる割裂引張試

験時における複雑な気孔構造を有

するコークスの破壊解析 

鉄鋼協会 第 167 回春期講演大

会（学生ポスターセッション） 2014 年 3 月 22 日 
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28 
F. A. 
Chowdhury 
他 

Selection of Cyclic Amine 
Absorbents for CO2 Capture 

日本化学会第 94 春季年会

（2014） 2014 年 3 月 27 日 

29 五十嵐 正之 
Development of High 
Performance CO2 Capture 
Process 

第 13 回 CCUS(carbon 
Capture, Utilization & 
Storage)   

2014 年 4 月 29 日 

30 稲田 隆信 
Recent Progress of practical BF 
operation in Japan and 
innovative trials for the future 

23rd blast furnace 
ironmaking course McMaster 
セミナー 

2014 年 5 月 16 日 

31 﨑元 尚土 

他 
画像解析による DI 測定時体積破

壊要因の解明 
第 23 回日本エネルギー学会大

会 2014 年 7 月 19 日 

32 斉間等 他 
高炉ガスからの炭酸ガス回収用

PSA システムの開発（実機プロセ

スの検討） 

第 23 回日本エネルギー学会・

大会 
発表番号 7-1-2 

2014 年 7 月 19 日 

33 原岡たかし 

他 
PSA 法による高炉ガスからの CO2
分離における水分の影響 

化学工学会 第 46 回秋季大会

講演会 
講演番号 E114 

2014 年 9 月 17 日 

34 紫垣伸行 他 Environmentally Harmonized 
Steelmaking Process COURSE50 

European Steel Environment 
& Energy Congress (ESEC) 
2014 

2014 年 9 月 15 日 

35 紫垣伸行 他 CO2分離 PSAプロセスにおける吸

着剤特性影響 

第 28 回日本吸着学会研究発表

会 
 要旨集 2-19（p37） 

2014 年 10 月 24
日 

36 﨑元 尚土 

他 
画像解析によるコークス熱間反応

後強度の推算 
日本エネルギー学会 第 51 回

石炭科学会議 
2014 年 10 月 22

日 

37 吉田 拓也 

他 
Strength and Reactivity Control 
of Metallurgical Coke Using Coal 
Derived Caking Additive 

2014 International 
Pittsburgh Coal Conference  2014 年 10 月 6 日 

38 
F. A. 
Chowdhury 
他 

SELECTION AND 
DEVELOPMENT OF SPECIFIC 
SYNTHETIC AMINE 
ABSORBENTS FOR CO2 
CAPTURE 

ICSST14 2014 年 10 月 30
日～11 月 1 日 

39 斉間等 他 

DEVELOPMENT OF PSA 
SYSTEM FOR THE RECOVERY 
OF CARBON DIOXIDE FROM 
BLAST FURNACE GAS IN 
STEEL WORKS 

ICSST14  
発表番号：ＤＯ－０４ 

2014 年 10 月 30
日～11 月 1 日 

40 
F. A. 
Chowdhury 
他 

Development of Novel Synthetic 
Amine Absorbents for CO2 
Capture 

GHGT-12 2014 年 10 月 6 日

～10 月 9 日 

41 中尾 真一 CO2 分離回収技術の現状 革新的環境技術シンポジウム

2014 
2014 年 12 月 17

日 
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42 鷹觜 利公 
他 

画像解析法を用いたコークス熱間

反応後強度の評価 
第 15 回北海道エネルギー資

源環境研究発表会 2015 年 1 月 27 日 

43 堺 康爾 他 
高性能粘結材（HPC）のコークス

原料炭軟化溶融挙動に及ぼす効果

の NMR による検討 

鉄鋼協会第 169 回春季講演大

会 
CAMP-ISIJ, 28 (2015), 7-8. 

2015 年 3 月 19 日 

44 望月 友貴 

他 

Reduction Behavior and 
Crushing Strength of 
Carbon-Containing Composites 
Prepared from COG Tar and Cold 
Bonded Pellets 

The 13th Japan-China 
Symposium on Coal and C1 
Chemistry 予稿集 

2015 年 8 月 31 日 

45 葛西栄輝 そ

の他 
カルシウムフェライトの被還元性

に及ぼす還元ガス組成の影響 
鉄鋼協会第 170 回秋季講演大

会 2015 年 9 月 1 日 

46 﨑元尚土 他 
Image analysis method for 
estimation of micro-strength of 
coke reacted by CO2, H2O and 
CO2+H2O. 

The 13th China-Japan 
Symposium on Coal and C1 
Chemistry 

平成 27 年 8 月

31-9 月 4 日 

47 西岡浩樹 試験高炉に適用可能な高炉数学モ

デルの開発 
日本鉄鋼協会 第 170 回秋季講

演大会 
2015 年 9 月 16 日

(水) 

48 鈴木公仁  高温 COG 中タールの触媒ドライ

ガス化による水素製造技術開発 
鉄鋼協会第 170 回秋季講演大

会 Page714 
2015 年 7 月 2 日

（木） 

49 望月 友貴 

他 

COG タールとコールドボンドペ

レットから調整した炭素内装塊成

鉱の圧潰強度と反応性 
日本鉄鋼協会（秋季）講演大会 2015 年 9 月 16 日 

50 石渡夏生 そ

の他 
CO2 Ultimate Reduction in 
Steelmaking Process 
(COURSE50 Project) 

Asia Steel International 
Conference 2015 (Asia Steel 
2015) 

2015 年 10 月 5 日

(月) 

51 坪内 直人 

他 
水素活用製鉄の実現を目指した炭

素内装塊成鉱の製造 

化学工学会エネルギー部会炭

素系資源利用分科会「第一回炭

素系資源の利用に関する勉強

会」概要集 

2015 年 9 月 16 日 

52 望月 友貴 

他 

Reduction Behavior and 
Crushing Strength of 
Carbon-Containing Iron Ore 
Sinters Prepared from COG Tar 

Asia Steel 2015 2015 年 10 月 5 日 

53 植木保昭 他  微粉炭燃焼挙動に及ぼす水素系ガ

ス添加の影響 

 
鉄鋼協会 第 170 回秋季講演

大会 
2015 年 9 月 16 日 

54 小澤純仁 他 

製鋼スラグ顕熱回収パイロットプ

ラント試験結果 
（COURSE50 製鋼スラグ顕熱回

収技術開発－6） 

日本鉄鋼協会 H25 年度秋季講

演大会 CAMP-ISIJ, 28 
(2015)-625. 

2014 年 9 月 17 日 
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55 中尾憲治 他 
Ce/NiMgO+Al2O3 触媒を用いた

コークス炉ガス中タールの水蒸気

改質反応 

第 116 回触媒討論会 P086 2015 年 9 月 9 日 

56 植木保昭 他  微粉炭燃焼挙動に及ぼす水素系ガ

ス添加の影響 

エコトピア科学に関する国際

シンポジウム 2015（ISETS 
'15） 

2015 年 11 月 27
日 

57 吉田拓也 他 
Coke strength and reactivity 
control in coal carbonization 
process using coal derived caking 
additive HPC 

International Conference on 
Coal Science & Technology 
2015 

平成 27 年 9 月

27-10 月 1 日 

58 松尾翔平 他 
Fracture Analysis of Coke 
Considering with 
Three-dimensional 
Microstructure 

International Conference on 
Coal Science & Technology 
2015 

平成 27 年 9 月

27-10 月 1 日 

59 熊谷治夫 他 
NMR Study on the effects of HPC 
addition on the thermoplasticity 
of non-coking or slightly-coking 
coals. 

]International Conference on 
Coal Science & Technology 
2015 

平成 27 年 9 月

27-10 月 1 日 

60 山田秀尚、他 
Effects of CO2 absorption on the 
lower critical solution 
temperature phase separation in 
amine-H2O systems 

第 34 回溶液化学国際会議 2015 年 8 月 30 日

～9 月 3 日 

61 石渡夏生 そ

の他 
CO2 Ultimate Reduction in 
Steelmaking Process 
(COURSE50 Project) 

SCANMET V  2016 年 6 月 1 日 

62 望月 友貴 

他 
化学気相浸透法で調製した炭素内

装塊成鉱の強度と反応性 石炭化学会議 2015 年 10 月 28
日 

63 望月 友貴 

他 

COG タールとコールドボンドペ

レットから調整した炭素内装塊成

鉱の圧潰強度と反応性 
日本鉄鋼協会（秋季）講演大会 2015 年 9 月 16 日 

64 望月 友貴 

他 

Reduction Behavior and 
Crushing Strength of 
Carbon-Containing Composites 
Prepared from COG Tar and Cold 
Bonded Pellets 

The 13th Japan-China 
Symposium on Coal and C1 
Chemistry PPT 資料 

2015 年 8 月 31 日 

65 多胡智貴、他 シリカ膜を搭載した膜反応器を用

いた水性ガスシフト反応の検討 化学工学会 第 47 回秋季大会 2015 年 9 月 9 日～

9 月 11 日 

66 三浦孝一 そ

の他 
重質油と低品位鉄鉱石のコプロセ

ッシングにおける相互作用の機構 2015 年度化学工学会秋季大会 2015 年 9 月 

67 
山田将聡、小

林信介、板谷

義紀、他 

スパイラル管を用いる吸収式ヒー

トポンプの吸収液膜熱・物質伝達 2015 年度化学工学会秋季大会 2015 年 9 月 9 日

(水)〜11 日(金) 

68 崎元尚人 他 Estimation of hot strength by 
using image analysis 

International Conference on 
Coal Science & Technology 
2015 

2015 年 9 月 30 日 



添付-10 
 

69  
蘆田隆一 他 

劣質な石炭からの低ガス化反応性

コークス製造方法 
2015 年度化学工学会秋季大

会、講演要旨集 M216 2015 年 9 月 10 日 

70 崎元尚人 他 Estimation of Coke Drum Index 
from Coke-Matrix Connectivity 

The 13th China-Japan 
Symposium on Coal and C1 
Chemistry，ポスター発表, 
Proceedings(USB), P68 

 
2015 年 9 月 1 日 

71 崎元尚人 他 
Relationship Between 
Coke-Matrix Connectivity and 
Pore Structure 

The 13th China-Japan 
Symposium on Coal and C1 
Chemistry，ポスター発表, 
Proceedings(USB), P69 

 
2015 年 9 月 1 日 

72 伊藤信明 他 
Catalyst bed reactor for online 
removal of coke from catalyst in 
reforming of coke oven gas 

AIChE 2015 spring meeting 
(Austin, TX) 
No.399351 

2015 年 4 月 27 日 

73 鈴木公仁 他 

Hydrogen amplification 
technology development using a 
by-product gas (hot COG (coke 
oven gas) in the steel making 
process 

6th International Conference 
on Hydrogen Production 
No.297 

2015 年 5 月 4 日 

74 久保亮太 他 CO2-H2 混合ガスによるグラファ

イトのガス化反応挙動 

 
日本鉄鋼協会 第 170 回秋季講

演大会 2015 年 9 月 16 日 

75 武田昌平 他 
CO-CO2-H2 混合ガスによる多成

分系カルシウムフェライトの還元

挙動 

日本鉄鋼協会 第 170 回秋季講

演大会 2015 年 9 月 16 日 

 
(b)新聞・雑誌への掲載 

番号 発表者 発表タイトル 掲載誌名 発表年月日 

1 斉間 等 CO2 回収・貯留（CCS）大規模削

減の切り札コスト抑制で開発競争 
日経エコロジー・8 月号 
2013 年 8 月号 Page 54-56 2013 年 7 月 8 日 
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(c)その他 

番

号 発表者 発表タイトル 発表媒体 発表年月日 

1 菊 池 直 樹  
他 

低品位炭からの製鉄コークス

用粘結材製造技術（ハイパー

コール） 

JCOAL CCT ロードマップ 第 3 版

（一般財団法人  石炭エネルギーセ

ンター技術開発委員会作成）の個別

技術紹介 

2014 年 1 月 16 日 

2 東井隆行 RITE 化学研究グループの研

究活動概説 RITE TODAY（RITE の年報） 2014 年 3 月 14 日 

3 鈴木公仁 製鉄副生ガスからの水素製造

技術開発 
2014 年度 日鉄住金環境㈱  分析ソ

リューション事業本部技術報告会 2014 年 7 月 3 日 

4 松崎 洋市 量子化学計算の産業応用 大阪大学 「化学工学特別講義 II」 2014 年 11 月 27 日 

5 松崎 洋市 計算化学を活用した環境問題

への取り組み  東北大学 「環境材料評価学特論」 2014 年 12 月 1 日 

6 中尾 真一 

他 
RITE 化学研究グループの研

究活動概説 RITE TODAY（RITE の年報） 2015 年 3 月 13 日 

7 市川祐三 
日本鉄鋼連盟の事業活動につ

いて 
米国鉄鋼協会（AISI）への鉄連事業

活動の説明資料 2015 年 4 月 10 日 

8 小野 透  
COURSE50 Status Report CO2 Breakthrough Programme 

13th Meeting of the Expert Group 2015 年 6 月 15 日 

9 殿村重彰 

環境調和型製鉄プロセス技術

開発 
(COURSE50 プロジェクト)の
概要 

 
JCOAL:CCT ワークショップ 2015 2015 年 7 月 2 日 
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２．分科会公開資料 
次ページより、プロジェクト推進部署・実施者が、分科会においてプロジェクトを説明す

る際に使用した資料を示す。 



平成２７年１１月１６日

「環境調和型製鉄プロセス技術開発

（STEP2）」（中間評価）

NEDO

（平成２５年度～平成２７年度 ３年間）

環境部

プロジェクトの概要 （公開）

資料６－１

1

発表内容

Ⅲ．研究開発成果

Ⅳ．成果の実用化に
向けた取り組み及び見通し

Ⅱ．研究開発マネジメント

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性
(1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発の実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化に向けた戦略
(2)成果の実用化に向けた具体的取り組み
(3)成果の実用化の見通し

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の最終目標の達成可能性
(3)成果の普及
(4)知的財産権の確保に向けた取り組み

NEDO

プロジェク
トリーダー



2

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆事業実施の背景と事業の目的

事業の目的

大量のCO2を排出する高炉からのCO2排出を抑制

１）コークス改良、コークス炉ガス改質水素による鉄鉱石還元技術開発

２）未利用排熱を活用した高炉ガスからのCO2分離回収技術開発

社会的背景

地球温暖化対策は世界的課題

抜本的ＣＯ２排出抑制、省エネ技術の必要性

3

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆我が国における部門別・業種別CO2排出割合

事業原簿 Ⅰ-1



4

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆一貫製鉄所の製造プロセス

事業原簿 Ⅰ-2

5

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆鉄鋼業の省エネルギーへの取り組みの推移

出典：（一社）日本鉄鋼連盟；「鉄鋼業の地球温暖化対策への取組 低炭素社会実行計画実績報告」、平成27年1月

事業原簿 Ⅰ-3



6

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆鉄鋼業のエネルギー原単位の国際比較

鉄鋼業（高炉・転炉法）のエネルギー原単位の国際比較
出典：「2010年時点のエネルギー原単位の推計」RITE、2012年9月発表（指数化は鉄鋼連盟）

事業原簿 Ⅰ-3

7

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆鉄鋼業のエネルギー消費量削減ポテンシャルの国際比較

鉄鋼業のエネルギー消費量削減ポテンシャルの国際比較
出所：『Energy Technology Perspective 2014』国際エネルギー機関（2014年5月発表）
注 ：棒グラフ（左軸）はBAT（Best Available Technology） を適用した場合のエネルギー消費量の削減ポテン
シャル 丸印（右軸）は粗鋼トン当たりの削減ポテンシャル

事業原簿 Ⅰ-4
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１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆プロセス選択理由

(1)炭素以外の鉄鉱石類還元材の利用 (2)炭素による還元→排出CO2の分離・回収

水素の活用
・天然ガス
・副生ガスの所内活用（COG改質等）
・電力の間接活用（水の電気分解）

高炉ガスからの分離
・化学吸収法
・物理吸着法

0

1

2

3

4

5

1 1.5 2 2.5 3

生
産

性
(M

T
/Y

)

H/D(height/Diameter)

BF Solid Reduction

事業原簿 Ⅰ-5

9

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆COURSE50事業の概要

①高炉水素
還元技術

②水素還元用
コークス製造技術

③水素還元用
水素製造(COG改質)技術

④CO2分離
回収技術

⑤未利用排熱
有効利用技術

1) ②ｺｰｸｽ改良､ ③ｺｰｸｽ炉ｶﾞｽ改質水素による①鉱石還元技術

2) ⑤未利用排熱を活用した高炉ｶﾞｽからの④CO2分離回収技術

CO2排出量の
約30%削減

1) -10%
2) -20%

事業原簿 Ⅰ-5



10

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆実機化までのスケジュール

事業原簿 Ⅰ-6

11

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆政策的位置付け

■ Cool Earth-エネルギー革新技術計画（平成２０年３月）

全世界の温室効果ガス排出量を現状に比べ２０５０年までに半減を目指す

この実現に向け、ＣＯ２を大幅に削減可能とする２１技術のひとつとして選定

■ エネルギーイノベーションプログラム基本計画（平成２１年４月）
超燃焼システム技術 ＜環境調和型製鉄プロセス技術開発＞
・最終的な技術開発目標として製鉄プロセスにおけるＣＯ２排出量を３０％削減すること

を目指し、 ２０５０年までに実用化する。
・研究開発期間：２００８年度～２０１７年度

■ エネルギー基本計画（平成２６年４月）
エネルギー基本計画に基づき策定されたエネルギー関係技術開発ロードマップの
ひとつとして選定
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１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆我が国におけるエネルギー技術開発に関する取り組み

事業原簿 Ⅰ-9

13

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆Cool Earth エネルギー革新技術計画に掲げられた革新技術

事業原簿 Ⅰ-10
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１．事業の位置付け・必要性 （1）事業の目的の妥当性

◆技術開発を推進するべき技術における位置付け

事業原簿 Ⅰ-11

15

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆エネルギー関係技術開発ロードマップ

事業原簿 Ⅰ-12
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欧州
Ultra Low CO2 Steelmaking

making

ULCOS
韓国

プログラム

日本
プログラム

豪州
プログラム

北米
プログラム

南米
プログラム

直接還元プロセス
(石炭ベース

大学共研レベル)

COURSE50,
CO2 貯留プログラム

etc.

溶融スラグからの熱回収
etc.

化学吸収法
（安水ベース）

etc.
Hisarna(溶融還元)

etc.
(ULCOS炉：凍結)

バイオマス
etc.

◆国内外の研究開発の動向と比較

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

17

１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性

◆NEDOが関与する意義

鉄鋼業としての抜本的なＣＯ２削減技術の開発は、

○ 地球温暖化対策のための中長期的視野から必要

○ 国のＣＯ２削減のための政策として必要

○ ＣＯ２削減技術はコスト増加を招くため、

民間の開発インセンティブが働きにくい

● 研究開発の難易度：非常に高

● 投資規模：非常に大＝開発リスク：非常に大

民間の能力を活用してNEDOが資金負担を行うことにより
研究開発を推進すべき事業
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◆実施の効果 （費用対効果）

１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性

プロジェクト費用の総額 １５０億円（予定）

ＣＯ２削減量予測(２０５０年) 約５０００万ｔ/年

19

◆事業の目標

２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性

【中間目標(平成２７年度)】
(a) 高炉からのＣＯ２排出削減技術開発
・水素還元の効果を最大限とするための技術をラボレベルで検討し実現性、有効性に

対するめどを得て具体的な実証試験の計画を立案する。
・１０ｍ３規模試験高炉の建設を完了させる。
・触媒を用いてＣＯＧに含まれるタールや炭化水素を水素に改質する技術において

高炉への吹き込みガス用としての改質反応の最適化、改質触媒の活性劣化対策
技術の確立を図る。

・メタン改質等の総合的に改質向上に資する要素技術の目途を得る。
(b) 高炉ガス（ＢＦＧ）からのＣＯ２分離回収技術開発
・ＣＯ２分離回収コスト２，０００円／ｔ－ＣＯ２を実現可能な技術の充実を指向し再生温度、

分離回収エネルギーの低減などの技術開発のめどを得る。

【最終目標(平成２９年度)】
(a) 高炉からのＣＯ２排出削減技術開発
・１０ｍ３規模試験高炉により高炉からのＣＯ２排出量を削減する技術を確立する。
(b) 高炉ガス（ＢＦＧ）からのＣＯ２分離回収技術開発
・高炉ガス（ＢＦＧ）からのＣＯ２分離回収コスト２，０００円／ｔ－ＣＯ２を可能とする技術を

確立する。
事業原簿 Ⅱ-2
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◆事業の目標

２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性

-20%0%

-10%
高
炉
か
ら
の

C
O

2排
出
削
減

8m3試験高炉により
水素還元によるCO2
低減効果を確認

高炉数学モデルにより
水素還元の効果・可能性

を理論的に立証

CO2分離回収の

所要ｴﾈﾙｷﾞｰを
2GJ/t-CO2迄半減

高炉ガスからのCO2分離回収

・世界トップレベルの高性能
化学吸収液を開発
・最適プロセスを開発

ステップ1成果

10m3 試験高炉とCO2分離回収
との連結による総合技術立証

⇒Total ▼30%

送風操作と原料操作の
両面から

水素還元の効果を最大化
する技術の確立

・分離回収エネルギーの
一層の低減

・未利用排熱の活用技術
の具現化

ステップ2の目標

1)高炉からの
CO2排出削減技術開発

･ラボ実験と8m3試験高炉により水素還元によるCO2低減効果(▼3%)を確認。
･コークス炉ガス(COG)に含まれる水素量の倍増を達成した。
･コークス使用量低減に伴う通気性悪化を補うための高強度コークスを開発。

2)高炉ガスからの
CO2分離回収技術開発

･分離所要エネルギー量を半減する技術を開発し、CO2分離回収▼20%に目途。
･未利用顕熱回収(ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟやｽﾗｸﾞ顕熱回収技術等)によりCO2分離回収▼20%

に必要なエネルギーを確保できる可能性を確認。

ス
テ
ッ
プ
1
成
果

21

◆研究開発内容

２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性

開発技術内容
①-1 水素活用プロセス技術開発 ガス還元最適化、ガス還元最適化シミュレーション、羽口複合ガス吹
①-2 水素吹き込み高炉に適する原料

利用技術
PC燃焼メカニズム、シャフトガス吹き込みに対応した原料および装入
物分布制御、還元粉化制御/予熱ガス吹込み

①-3 ①    高炉羽口からのCOG複合吹

き込み条件の適正化

COG複合吹込みシミュレーション

①-4 高炉系マクロバランスモデルの開
発

高炉系のマクロな熱物質バランスモデル

⑥ 試験高炉の設計・建設・操業

② タールを始めとする炭化水素成分の改質反応および改質設備技術の
確立

③ コークス改良技術開発 高強度を前提に反応性を制御できる　　　　コークス製造技術の確立

試験高炉との連動運転(ガス循環含む）
分離回収熱量原単位の極限低減、再生温度の低温化による排熱利
BFGの有効活用分離システム検討

④-2 物理吸着技術開発 PSAの更なる効率化と実機化設計

④-3
分離技術総合プロセス技術開発 CO2分離回収後ガスの有効利用技術（分離回収技術と排熱有効利用

技術の総合プロセスとしての最適化。
⑤-1 未利用低温排熱活用技術開発 未利用排熱集約のための熱交換器を主体としたエンジニアリング課題

の抽出
⑤-2 製鋼スラグ顕熱回収技術開発 熱回収可能なスラグ製品の安定製造と熱回収効率の最大化

⑦ 全体プロセスの評価・検討 全体最適化、新規技術創出

①

④

⑤

化学吸収技術開発
④-1

研究開発項目(1)高炉からのCO2排出削減技術開発

試験高炉によるプロセス評価技術開発

コークス炉ガス(COG)改質技術の開発

研究開発項目(2)高炉ガスからのCO2分離回収技術開発

研究開発項目(3)　全体プロセスの評価・検討

CO2分離・回収技術開発

未利用排熱活用技術
の開発

鉄鉱石還元への水素活用
技術の開発

サブテーマ

事業原簿 Ⅱ-4
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２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性

◆研究開発のスケジュール

事業原簿 Ⅱ-12
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◆プロジェクト費用

２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

サブテーマ名 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 計

①鉄鉱石還元へ
の水素活用技術
の開発

452 288 100 840

②コークス炉ガ
ス （ COG ） 改 質
技術の開発

406 572 538 1,516

③コークス改良
技術開発 225 113 123 461

④CO2 分離・回
収技術開発 322 185 241 748

⑤未利用排熱活
用技術の開発

176 225 100 501

⑥試験高炉によ
るプロセス評価
技術開発

979 3,588 3,600 8,167

⑦全体プロセス
の評価・検討

115 108 88 311

（内新規技術創
出研究）

103 96 79 278

計 2,675 5,079 4,790 12,544
事業原簿 Ⅱ-24
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◆研究開発の実施体制

２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

事業原簿 Ⅱ-14
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２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

◆研究開発の実施体制

事業原簿 Ⅱ-14

再委託 サブテーマ ① ② ③ ④ ⑦

住友精化(株) ○

北海道大学 ○ ○

東北大学 ○ ○

新日鐵住金(株) 秋田大学 ○

委託 JFEスチール(株) 群馬大学 ○

NEDO  (株)神戸製鋼所 東京大学 ○

日新製鋼(株) 共同実施 東京工業大学 ○

新日鉄住金エンジニアリング(株) 名古屋大学 ○

岐阜大学 ○

京都大学 ○ ○

大阪大学 ○

岡山県立大学 ○

九州大学 ○ ○ ○

(国研）産業技術総合研究所 ○

(公財)地球環境産業技術研究機構 ○

(一財)電力中央研究所 ○
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ステップ2の運営管理

ＣＯＵＲＳＥ５０委員会(2回/年)：PJ全体の進捗確認･最終意思決定

NEDO

技術検討委員会(2回/年)
外部有識者の意見を
ＰＪ開発管理に反映

委員長：亀山東京農工大名誉教授
委員：伊藤早稲田大教授

小野崎理事*1

小林東北大教授
巽ｼﾆｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ*2

月橋東京大学教授
長坂東北大教授
*1)(財)ｴﾈﾙｷﾞｰ総合工学研究所
*2)国際石油開発帝石(株)

実施者主催NEDO主催

企画運営会議(2回/年)：PJ全体のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ＰＬ

知財会議(随時)
知財･共同契約管理

対外報告企画会議(随時)
報告対応･情報発信

試験高炉WG会議(随時)
試験高炉の総合開発推進

プロセス評価WG会議(随時)
製鉄所全体の最適化を検討

アドバイザリーボード(1回/年)
外部有識者の意見を
開発方針･内容に反映

委員長：三浦校長(東北職業能力開発大)
委員：八木東北大名誉教授

清水九州大学前教授
有山東北大名誉教授
長坂東北大教授
山地東京大学名誉教授

全体プロセス評価･検討会議(10回/年)
サブテーマを統括してプロセス全体の

最適化･実用化検討を協議

新規技術創出報告会議(2回/年)
新規技術創出研究の進捗確認と進め方を協議

成果報告会(1回/年)：各年度の研究成果報告

各サブテーマ
担当者会議
(随時)

ﾃｰﾏ間連携会議

サブテーマ進捗会議(計12回/年)
各サブテーマの進捗確認と
今後の進め方を協議

サブテーマ
リーダー会議
ｻﾌﾞﾃｰﾏ間の
連携強化

事業原簿 Ⅱ-15
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２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

◆研究開発の進捗管理

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
● ● ●

1 COURSE50委員会 ● ● ●

2 記者説明会 ●

3 企画運営会議 ● ● ●

4 全体プロセス評価･検討WG会議 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

5 サブテーマ進捗会議 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

6 新規技術創出報告会議(2回/年) ● ●

7 知財会議 ● ● ●

8 アドバイザリーボード会議(1回/年) ●

9 サブテーマリーダー会議 ● ● ● ● ● ●

10 サブテーマ担当者会議

11 成果報告会(１回/年) ●

本年度は4Q

技術検討委員会 (NEDO主催)

2014FY 2015FY

各テーマ単位で随時実施
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２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

◆研究開発の進捗管理

専門的知見を有する外部
有識者から、目標達成に

向けたコメント、助言を得て、
効率的な研究開発を行う

２回／年 NEDO主催で開催
コメント例
・定量的なマイルストーンを設定すること
・長期の事業であり、外部環境の変化に合わせて事業を進めること
・確立した技術があれば、製鉄以外の分野でも実用化する様検討すること
・高炉内の現象のシミュレーション技術を、リスク、トラブル予見に活用できないか

内容（例）

目的 委員リスト

今後の研究開発に活用

委員長 亀山名誉教授 東京農工大学
委員 伊藤教授 早稲田大学

小野崎理事 （一財）ｴﾈﾙｷﾞｰ総合工学研究所
小林教授 東北大学
巽ｼﾆｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ 国際石油開発帝石株式会社
月橋教授 東京大学大学院
長坂教授 東北大学大学院

事業原簿 Ⅱ-15
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◆動向・情勢の把握と対応

２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

技術検討委員会での指摘

→定量的なマイルストーンを設定するべき

研究開発項目（サブテーマ） 最終マイルストーン（H29年度末）における数値目標項目

研究開発項目(1)
高炉からのCO2排出削減技術開発

試験高炉により、銑鉄トンあたりの炭素消費量を最小化するための総
合プロセス評価技術を確立し、実証試験高炉を想定したCOURSE50
プロセスの基本仕様を提案。

①⑥鉄鉱石還元技術（高炉インプット
Cの削減）

・送風操作（水素吹込み、高酸素富化、ガス循環）による高炉インプッ
トC削減効果を定量化し、それを検証
・原料操作やシャフト吹込みガス組成の適正による高炉インプットC削
減効果を定量化し、それを検証

②COG改質技術 H2増幅率≧2倍、耐久性≧500hrの技術確立

③コークス改良技術 強度と反応性を両立する配合条件

研究開発項目（2）
高炉ガスからのCO2分離・回収技術
開発

モデル製鉄所および代表製鉄所にて2000円/t-CO2の達成

④-1高性能吸収液技術 熱量原単位（努力目標）

④-2物理吸着技術 電力原単位（努力目標）

⑤-1未利用低温排熱回収技術 熱交換器の温度効率

⑤-2製鋼スラグ 顕熱回収技術 熱回収率30％（実機化FS）

研究開発項目(3)
全体プロセスの総合最適化検討

製鉄所からのCO2 排出量30%削減を可能にするための総合的な評
価、検討。
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①NEDO知財方針を適用し、知財合意書、知財会議を整備

②知財会議で各サブテーマ毎の知財戦略を策定

③基本特許を出願

２．研究開発マネジメント （５）知的財産権等に関する戦略の妥当性

◆知的財産権等に関する戦略

・出願手順等を定め、出願効率化
・海外出願を含めた出願の是非、出願内容等を審議。
・実用化が相当先である技術に対して、安易に出願を
行わないよう、出願戦略を議論。

・海外への技術流出防止を意識した知財戦略を構築。

31

２．研究開発マネジメント （５）知的財産権等に関する戦略の妥当性

◆知的財産管理

➤ 知財合意書を策定

・出願手続き等について規定

・特許権は５社で共有

・持分割合は、出銑量により決定

➤ ノウハウの管理

・権利化すべき技術とノウハウは、SGリーダーが決定

・ノウハウを特許出願による損出を考慮して秘匿するものと、

データ群等の技術成果に関する集大成、に区分け

・ノウハウ毎に登録シートを作成するとともに、ノウハウリストを作成
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環境調和型製鉄プロセス技術開発
COURSE50（Step2）（中間評価）

（平成25年度～平成29年度 5年間）

Ⅲ.研究開発成果 1．事業全体の成果

平成27年11月16日

2/23

公開

◆中間目標の達成状況

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

事業原簿 Ⅲ-2
◎；大きく上回って達成、○；達成、△；達成見込み、×；未達

研究開発項目 中間目標 成果 達成度
研 究 開 発 項 目
(a) 高 炉か らの
CO2 排 出 削 減
技術開発

❶水素還元の効果を最大限とする
ための技術をラボレベルで検討し
実現性、有効性に対する目途を得
て具体的な実証試験の計画を立案
する。
❷ 触 媒 を 用 い て COG に 含 ま れる
タールや炭化水素を水素に改質す
る技術において高炉への吹き込み
ガ ス 用 と し て の 改 質 反 応 の 最 適
化、改質触媒の活性劣化対策技術
の確立を図る。
・メタン改質等の総合的に改質向上
に資する要素技術の目途を得る。
❸10m3規模試験高炉の建設を完
了させる。

❶各要素技術の直近の知見、例えば水素還元に関連
する送風操作、原料・コークスの適用方法等を取り込
み、試験高炉における総合試験の計画立案に反映さ
せた。又、その技術諸元を反映した所全体で 30%の
CO2排出削減に対する複数のケース検討を行い、目
標達成に対する目途を得た。
❷COG改質反応の最適化、改質触媒の活性劣化対
策技術については、メタン改質可能な部分酸化法との
最適組み合わせの検討を進展させ、プロセスとしての
成立を確認した。更には改質触媒の劣化特性も評価
し、長時間運転の可能性に目途を得た。
❸これらの要素技術を総合化検証するために、BFG
からのCO2分離回収プロセスを含むシステムと した
12m3の試験高炉を設計・建設した。

○

研 究 開 発 項 目
(b) 高 炉 ガ ス
（ BFG ） か ら の
CO2 分 離 回 収
技術開発

・ CO2 分 離 回 収 コス ト2,000 円/ ｔ-
CO2を実現可能な技術の充実を指
向 し 再 生 温 度 、 分 離 回 収 エ ネ ル
ギーの低減などの技術開発の目途
を得る。

・CO2分離回収技術における排熱の利用については、
製鋼スラグ顕熱回収技術に加えて高効率熱交換器技
術の開発を進めるとともに、高性能化学吸収液の開
発、物理吸着技術の更なる効率化を進めた。この結
果、CO2分離回収コスト2,000円/ｔ-CO2達成の確度を
向上させた。

○
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研究開発項目 現状
最終目標

（平成29年度末）
達成見通し

研究開発項目(a)
高炉からのCO2
排出削減技術開
発

水素還元などの送風操
作および原料、コークス
等の原料操作によるCO2
削減効果を定量化し、削
減の可能性が見込まれ
た。

・10m3規模試験高炉により
高炉からのCO2 排出量を
削減する技術を確立する。

試験高炉操業によって総
合プロセス技術を確立で
き る見通しであ る。さら
に、シミュレーションを活
用して実証試験高炉の
基本仕様を提言できる見
通しである。

研究開発項目(b)
高炉ガス（BFG）
からのCO2 分離
回収技術開発

・要素技術として化学吸
収においては高性能吸
収液の開発、物理吸着に
おいては高性能な新規
吸着材の適用を進める、
未利用排熱回収におい
ては高性能熱交換器の
開発、製鋼スラグ顕熱回
収プロセスのベンチ試験
と蒸気回収設備検討など

の結果から、CO2分離回

収コスト2000円／t-CO2

以下の目途を得ている。

・ 高炉ガス（ BFG） からの
CO2分離回収コスト2,000
円/ｔ-CO2 (｢分離回収法開
発 ロ ー ド マ ッ プ
（CCS2020）｣に示された目
標)を可能とする技術を確立
する。

・今後、化学吸収におけ
るラボレベルの試験、試
験高炉との連動運転や、
物理吸着における総合
運転等により、また未利
用排熱回収では高効率
熱交換器の構造検討お
よび製鋼スラグ顕熱回収
での設備耐久性の確認
などの研究を進めること
によって、最終目標を達
成できる見込みである。

3.研究開発成果 (2)成果の最終目標の達成可能性

事業原簿 Ⅲ-2
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【水素還元挙動解明】送風操作による直接還元10%削減を実験的に検証.
ボッシュガス

メッシュ
構造

ヒーター

焼結鉱

熱電対

反応管

断熱材

偏差断熱
制御

連動
移動

シャフト
ガス

水素還元実験結果（SIS炉試験結果）SIS炉(移動式還元実験炉)COURSE50高炉の狙い

【ランス構造設計】CFDで設計した3重管ランスの耐久性を評価.

24hr.ﾚｰｽｳｴｲ燃焼試験後のランス外観：溶損湾曲詰まりなし

ﾚｰｽｳｴｲ
燃焼試炉

Case 1 Case 5
ベース COG羽口 , 調整BFG羽口 +

調整BFGシャフト+ 高酸素富
化

0%

20%

40%

60%

80%

100%

CO還元

H2還元

直接還元

+2.6 %

+11.1%
-13.5%

水素活用条件

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆鉄鉱石還元への水素活用技術の開発

事業原簿 Ⅰ－7
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◆試験高炉設置位置および試験高炉スケジュール

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

君津４高炉

CO2分離プラント(CAT30)

試験高炉

2013年下期 2014年上期 ２０１４年下期 2015年上期 ２０１5年下期 2016年上期 ２０１6年下期 2017年上期 ２０１7年下期

設計 設計 建設
建設/

冷間試運転
熱間試運転 試験操業 試験操業 試験操業 試験操業

試験高炉スケジュール

6/23

公開

◆土木工事開始時状況(2014年10月1日)

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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公開3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

工事完了時状況(2015年9月15日)

◆試験高炉工事完了状況
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高炉本体/炉内ｷｬｽﾀﾌﾞﾙ打設状況 熱風炉(ﾁｪｯｶｰ煉瓦最終段)

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆試験高炉の羽口および熱風炉の状況
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◆試験高炉建設全体工程表

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

10/23

公開

◆高炉数学モデル開発および試験高炉の試験水準設計

成分数：24 (気体：7, 固体：11, 液体：6) 反応式の数：17 (主要なもの) 

塊状帯

CO, H2による鉱石の間接還元反応
Fe2O3→Fe3O4→FeO→Fe

コークスのガス化反応
C+CO2→2CO
C+H2O→CO+H2

シフト反応
CO+H2O=CO2+H2

鉱石融着帯
鉱石の溶解

FeO,Fe(固体)→FeO,Fe(液体)

滴下帯(溶銑滓)
溶融還元反応

FeO (液体)+C→Fe(液体)+CO
C, Si の液相への移行反応
C→C , SiO+C→Si+CO

羽口前燃焼帯
コークス, 微粉炭の燃焼反応

C+O2→2CO
C+H2O→CO+H2

200℃

1000℃

1200℃
1400℃

2200℃
1550℃

・目的：試験高炉の装入条件・送風条件最適化
・機能：予熱ガス、COG、送風操作の影響評価
・用途：試験高炉の操業条件設計・操業解析、実証試験高炉へのスケールアップ検討

炉頂ガス (BFG)
CO/CO2/H2/N2

COG
調整BFG

予熱ガス

改質COG

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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炭
素

消
費

原
単

位
(k

g/
t)

Case1 Case2 Case3 Case4 Case5

試験高炉操業においては送風操作の最適化により、炭素消費原単位
の削減を指向する

炭
素

消
費

原
単

位
削

減
割

合
(%

)

Case1 Case2 Case3 Case4 Case5

0%

ベース

◆炭素消費原単位におよぼす送風操作の影響を考慮した、試験水準を提示

（高炉数学モデル解析）

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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0

100

200

300

400

500

0.0 

0.5 

1.0 

1.5 

2.0 

ベース COG COG+調整BFG

レ
ー

ス
ウ

ェ
イ

深
度

( 
m

m
)

空
気

比
(-

)

空気比

レースウェイ深度

【課題】 複合吹き込み時の微粉炭の安定燃焼

【目標】 微粉炭 安定燃焼のための
ランス構造提示

【取組】 数値実験で羽口内流動と燃焼挙動を
評価し、燃焼実験で微粉炭燃焼性と
耐久性を評価し、試験条件を提示。

ﾚｰｽｳｪｲ

羽口

ﾌﾞﾛｰﾊﾟｲﾌﾟ

炉内

熱風

炉芯

ｺｰｸｽ粉
未燃ﾁｬｰ

ｺｰｸｽ

羽口複合吹込み

微粉炭が燃焼しにくい条件

高温かつ微細部位の現象
⇒ CFDによる数値実験

取り扱う領域が広
範囲かつ複雑
⇒ 燃焼実験評価

◆羽口複合吹込み技術

条件A 条件B

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

4-1 4-2 4-3

平
均

H
2
増

幅
率

[-
]

再生1 再生2

改質① 改質② 改質③

BP1（H25-RUN4）試験結果 ラボ繰返し試験

BP2：500h耐久性評価では、
改質時間24h/回で10回/1系統繰返し予定

⇒ラボにて10回繰返し試験を実施

BP1：3回までの繰返し試験では、
H2増幅率回復を確認済み

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

平
均

H 2
増

幅
率

[-]

改質

再生1 再生2 再生3 再生4 再生5 再生6 再生7 再生8 再生9

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆COG改質触媒の劣化対策検討

10回繰返しても、H2増幅率が回復（1.5を保持）
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因果関係の解明により、要求強度の作り込み技術を構築。

要因A 要因B

要因A

要因B

水準1

水準2

水準1
水準2

水準3

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆コークス改良技術
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【Step１成果】
最適アミン組成開発による
(1)熱量原単位の低減
2.34 （RN-3C CAT30試験）
-0.3 （熱移送）
= 2.0 GJ/t-CO2

(2)再生温度の低減
120℃ ⇒ 95℃

【Step２開発の考え方】

１．一層の熱量原単位低減のために反応熱の低減方法検討

２．反応熱低減に伴う反応速度低下補償対策としての触媒、
添加剤の検討

３．再生温度低減
・CO2吸収量の温度依存性制御
など

0.5 1.0 1.5 2.0

1.0

1.5

RN-3C

新組成水溶液 

 

二相系

 

有機溶媒（ｴﾁﾚﾝｸﾞﾘｺｰﾙ）

反
応

熱
（
G

J
/
t-

C
O

2
）

吸収速度（g/L/min）

高性能

(2)

(1)
シーズ(1) 溶液改善

【Step2開発吸収液のラボ性能】

◆化学吸収技術開発

シーズ(2) 構造改革

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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STEP2において
・PSAのさらなる効率化

新規形状吸着材による効率化
真空ポンプの電力原単位
１５％削減達成

0

50

100

150

200

250

300

350

開始時想定 回収条件最適化 プロセス最適化 STEP2 目標

電
力

原
単

位
(k

W
h/

t-
CO

2)

Step 1 Step 2

開始時想定 回収条件最適化 ﾌﾟﾛｾｽ最適化 Step 2  

電
力

原
単

位
(k

W
h/

t-
CO

2)

総合運転試験
および

詳細設計により
電力原単位目標

および
コスト目標を

達成する見込み

◆物理吸着技術の電力原単位低減

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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公開3.研究開発成果 (3)成果の普及

対外発表例) IEAGHG/IETS Iron 
& Steel IndustryCCUS & Process 
Integration Workshop(2013)

事業原簿 Ⅲ-7

◆成果の普及

件名 件数
1.特許出願件数 19
2.査読有論文発表数 22
3.査読無論文発表数 2
4.学会発表・講演 75
5.その他外部発表 9

特許、論文、外部発表等の件数(2015年9月末現在)
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公開3.研究開発成果 (4)知的財産権等の確保に向けた取り組み

知的財産戦略の沿った取り組み

・権利化/積極的に出願を行う技術とノウハウとすべき技術の切り分け

・権利化に当たっては、権利化特許と防衛特許を区分けして出願

・外国出願すべき案件の抽出と対象国の絞り込み

・SG毎の事業戦略に応じた技術マップを作成

・SG毎の事業戦略に応じた権利化へ向けたスケジュール策定

2013FY 2014FY 2015FY 2016FY 2017FY 計

特許出願(内外
国出願)

0 12
(1)

7
(1)

19

事業原簿 Ⅱ－19、添付資料

◆知的財産権の確保に向けた取り組み
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◆本プロジェクトにおける「実用化」の考え方

当該研究開発に係る試作品、サービス等の
社会的利用（顧客への提供等）が開始されることを言う。

当該研究開発の成果が
後継事業で活用されることを

本プロジェクトにおける「実用化」と定義する。

4.成果の実用化に向けての取り組みおよび見通し
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◆実機化までのスケジュール

4.成果の実用化に向けての取り組みおよび見通し

事業原簿 Ⅱ－18
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1)鉄鉱石還元への水素活用技術開発
主要な改善手段である「送風操作」による間接還元の促進による水素還元の吸熱補償の実現を試験高炉にて
確性結果が今後の方向性を左右する。

2)コークス炉ガス(COG)改質技術の開発

触媒改質と部分酸化の最適化が最重要課題であり、その仕様判明後に、シャフト羽口のエンジニアリングも含めた
プロセス設計に移行する。

3)コークス改良技術開発

コークスに要求される強度と反応性を両立させる製造技術については、ほぼ目途が得られている。次の課題は、そ
れを工業規模にて生産する為のコークス炉における生産技術の確立である。

4)CO2分離回収技術開発
吸収液構造の最適化等は順調に進捗し、技術開発目標達成の確度を上げている。
一方、再生温度の低温化については、エンジニアリングも含めた課題に取り組む。物理吸着法については、
特性を推定するプロセスモデルから構築される実機設計技術の確立が課題である。

5)未利用排熱技術開発
高効率熱交換器の初期特性維持の課題が最重要であり、その見きわめ結果が今後の方向性を左右する。
製鋼スラグの活用については、エンジニアリング上の改善が主要課題である。

6)試験高炉によるプロセス評価技術開発
試験高炉の操業については、下期に実施する設備確性が当面の最重要課題であるが、その後については、
前述のスケールアツプ課題への知見集積が重点となる。

7)全体プロセスの評価・検討
上記各要素技術が集大成されれば、製鉄所全体の評価システムは構築されているので、
各特性を反映して評価する。

4.成果の実用化に向けての取り組みおよび見通し

◆成果の実用化の見通し
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公開

試験高炉 商業生産高炉

鉄鉱石
還元への
水素適用
高炉操業

従来
高炉
操業

操業規模・スケール

操
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最
終

的
な

必
要

知
見

試
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高
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調
査

カ
テ

ゴ
リ

ー
②

試験高炉調査カテゴリー①
①

② ③

凡例

◎試験高炉で確性

○モデル併用で試験高炉で確性

○モデル主体で検討

凡例

◎試験高炉で確性

○モデル併用で試験高炉で確性

○モデル主体で検討

Base

試験高炉確性以降のスケールアップ
次ステップ

試験

開
発

要
素

評
価

スケール影響評価

技術課題
固体流
液体流 ガス流

伝熱
放散

化学
反応

熱バランス補償対策 ○ ○ ○ ◎
水素の高反応速度活用 ○ ○ ◎
熱ロス対策 ○ ◎
原料対策活用 ○ ○ ◎
反応改善活用 ○ ○ ◎

評価視点

技術課題
固体流
液体流 ガス流

伝熱
放散

化学
反応

熱放散評価 ○ ○ ◎ ○
原料との幾何学的相似則評価 ○ ○ ◎
炉内機能域の幾何学的相似則評価 ○ ○ ○ ◎
反応速度 ○ ◎

評価視点

4.成果の実用化に向けての取り組みおよび見通し

◆試験高炉技術開発におけるスケールアップに関する各技術課題の位置づけ

事業原簿 Ⅳ-2
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公開

施 主：エア・ウォーター炭酸株式会社殿
稼働開始：2014年11月
設置場所：新日鐵住金㈱ 室蘭製鉄所構内
原料ガス：熱風炉排ガス（HSG）
生産能力：120t/日
主な用途：炭酸飲料、ドライアイス、転炉用

食品グレードの純度とするため、
ESCAP後段で高度精製処理を
付加

4.成果の実用化に向けての取り組みおよび見通し

◆波及効果：化学吸収法を活用した、炭酸ガス回収設備の商用化1号機の稼働

事業原簿 Ⅳ-4



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料１ 分科会議事録 

 



研究評価委員会 

「環境調和型製鉄プロセス技術開発（STEP2）」（中間評価）分科会 

議事録 

日 時 ：平成２７年１１月１６日（月） 10:00～18:35 

場 所 ： WTCコンファレンスセンター RoomA 

出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 

分科会長 日野 光兀 東北大学 名誉教授 

分科会長代理 前 一廣 京都大学大学院 工学研究科 化学工学専攻教授 

委員 一田 守政 秋田工業高等専門学校 元教授 

委員 小林 敬幸 名古屋大学大学院 工学研究科化学・生物工学専攻 准教授 

委員 清水 忠明 新潟大学 工学部化学システム工学科 教授 

委員 中垣 隆雄 早稲田大学 創造理工学部 総合機械工学科 教授 

委員 中村 崇 東北大学 多元物質科学研究所 教授 

＜推進部署＞ 

安居 徹 NEDO 環境部 部長 

鈴木 晴光 NEDO 環境部 統括主幹 

在間 信之 NEDO 環境部 統括研究員 

谷山 教幸 NEDO 環境部 主査 

中田 博之 NEDO 環境部 主査 

＜実施者※メインテーブル着席者のみ＞ 

上野 浩光（PL） 新日鐵住金株式会社 製銑技術部 部長 

遠藤 茂（副PL） JFEスチール株式会社 技術企画部 企画グループリーダー 理事 

殿村 重彰（PL補佐） 新日鐵住金株式会社 技術開発企画部 技術企画室 上席主幹 

石渡 夏生（副PL補佐） JFEスチール株式会社 スチール研究所 製銑研究部 主任研究員 

西岡 浩樹 新日鐵住金株式会社 製銑研究部 主幹研究員 

鷲見 郁宏 JFEスチール株式会社 スチール研究所 環境プロセス研究部 部長 

菊池 直樹 株式会社神戸製鋼所 技術開発本部 石炭エネルギー技術開発部 部長 

冨崎 真 新日鉄住金エンジニアリング株式会社 製鉄プラントエンジニアリング 

第一部グループ長 

＜評価事務局等＞ 

加藤 知彦 NEDO 技術戦略研究センター  研究員 

徳岡 麻比古 NEDO 評価部 部長 

内田 裕 NEDO 評価部 主査 
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議事次第 

【公開セッション】 

1. 開会、資料の確認 

2. 分科会の設置について 

3. 分科会の公開について 

4. 評価の実施方法 

5. プロジェクトの概要説明 

5.1 「事業の位置づけ・必要性」及び「研究開発マネジメント」 

5.2 「研究開発成果」及び「実用化に向けての見通し及び取り組み」 

5.3 質疑 

【非公開セッション】 

6. プロジェクトの詳細説明 

6.1 全体プロセスの評価・検討 

6.2 鉄鉱石還元への水素活用技術の開発 

6.3 試験高炉によるプロセス評価技術開発 

6.4 コークス炉ガス(COG)改質技術の開発 

6.5 コークス改良技術開発 

6.6 CO2分離回収技術開発 

6.7 未利用排熱活用技術の開発 

6.8 全体プロセスの評価検討・報告 

7. 全体を通しての質疑

【公開セッション】 

8. まとめ・講評 

9. 今後の予定、その他 

10. 閉会 

議事内容 

【公開セッション】 

1. 開会、資料の確認 

・日野分科会長挨拶 

・出席者の紹介（評価事務局、推進者） 

・配布資料確認（評価事務局） 

2. 分科会の設置について 

研究評価委員会分科会の設置について、資料1に基づき評価事務局より説明。 

3. 分科会の公開について 

評価事務局より資料 2及び 3に基づき説明し、議題 6.「プロジェクトの詳細説明」、議題 7．「全体を

通しての質疑」を非公開とした。 
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4. 評価の実施方法 

評価の手順を評価事務局より資料4-1～4-5に基づき説明した。 

5. プロジェクトの概要説明 

5.1 「事業の位置づけ・必要性」及び「研究開発マネジメント」 

5.2 「研究開発成果」及び「実用化に向けての見通し及び取り組み」 

推進者より資料6-1（プロジェクトの概要説明資料（公開））に基づき説明が行われ、その内容に

対し質疑応答が行われた。 

5.3 質疑 

【日野分科会長】 ただいまの説明に対してご意見、ご質問等お願いします。技術の詳細は後ほど議題6で

議論します。ここでは主に事業の位置づけ、必要性、マネジメントについてお願いします。 

【中村委員】 2050年に5,000万 tという目標についてNEDOにお伺いします。ことし、安倍政権のCO2

削減目標が発表されました。あれは確か2030年の目標になっていませんでしたか。 

【谷山主査】 そうです。2030年に26％削減です。 

【中村委員】 あのような目標が後で出てきます。それらと、このプロジェクトの関連性。このプロジェク

トは 2050 年が目標です。その目標が出てきたときに、このプロジェクトの位置づけは変わりません

か。それとも、そうした目標にも積極的にコントリビューションしているのですか。 

【谷山主査】 今回の技術開発は 2030 年度に実用化開始になっています。安倍首相の約束と時期はずれて

いますが、2050 年度までに CO2の排出量を半減するという目的があるので、その目的に向けて、こ

の技術開発は役に立つと認識しています。 

【中村委員】 最近出てきたものとの整合性は十分あるということですね。 

【谷山主査】 そうです。 

【殿村 PL 補佐】 補足します。26％の内訳のうち、この 1 号機の部分がカウントされています。ただし、

1号機は何度もご説明しているように前提条件つきです。そういう意味でのカウントが行われており、

整合性はとれています。 

【前分科会長代理】 3割削減という目標ですが、今、高炉は全部で幾つありますか。 

【谷山主査】 27基です。 

【前分科会長代理】 27基全て達成して3割削減ですね。 

【谷山主査】 そうです。 

【前分科会長代理】 27基の設備投資を考えたときに、本当に2050年までに27基全部変えて3割削減す

るというシナリオは考えられるのですか。例えば 27基の 1/3ならば 10%削減という話になります。

順次かもしれませんが、鉄鋼生産量がその後どうなるのか。鉄鋼生産量が落ちてCO2が削減されると

いう奇妙な現象が起こるかもしれません。それは置いておいて、現状のまま進めたときに 2050 年に

はどういった枠組みになるのか、そろそろ考えておかないと、うたい文句だけになる気がします。考

えるのは鉄鋼協会か、NEDOかわかりませんが、その点は何か考えていますか。 

【殿村PL補佐】 これは非公開の最後の部分でお話しさせてください。 

【前分科会長代理】 わかりました。もう一点は、CO2の問題もさることながら、いわゆる理論値、目標設

定値に関して、水素還元で10%削減となっています。これはそこが限界なのですか。前回も質問した

気がしますが、例えばこのステップを踏めば2割行くといったものなのか、やはり10%が限界なのか、

そのあたりが素人にはわかりません。 

【谷山主査】 水素還元自体が吸熱反応であるため、上限は10%ということで設定しています。 

【前分科会長代理】 ありがとうございます。 

【小林委員】 CO2を分離回収した後のシナリオはどうなっているかが一点。もう一つは、水素による直接
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還元を 10%導入して効率を上げて CO2を下げることについて、吸熱源を水素に求めると、今までそ

れを使っていたどこか外の部分、今までどこかほかで使っていた熱量はどうなるのですか。つまり、

プロセス全体としてCバランスは、中で減っても外で増えることはありませんか。 

【谷山主査】 まず 1 点目の分離回収シナリオは本プロジェクトが行う研究開発の対象になっていません。

今回のプロジェクトでは、CO2貯留技術の確立を前提条件に CO2を 30%削減する技術開発を行って

います。 

【小林委員】 それはよいと思います。そこで、今想定されるCCS（Carbon Capture and Storage、二酸

化炭素回収貯留）で必要なエネルギーがあると思いますが、それはここにカウントしない、考慮しな

いということまで前提として入っているのですか。つまり、CCSを行うためには、輸送はわかりませ

んが、現場で必要なエネルギーが当然あります。それも今回は考慮しないということですか。 

【谷山主査】 このプロジェクトの中で、ですか。 

【小林委員】 はい。 

【谷山主査】 そうです。 

【小林委員】 その妥当性はどの程度ありますか。量的なバランスがあるため、難しいかもしれませんが。 

【殿村PL補佐】 誤解があるといけませんので、補足します。我々はCO2分離回収のコスト目標を2,000

円/t･CO2としています。未利用エネルギーといってもお金がかかります。そのエネルギーコストも入

れて、設備投資を行い、その償却分も全て入れて、トータルが2,000円/t･CO2という目標を目指して

います。先生がご質問されたCCSの分離回収の部分のコストは我々が責任を持って開発しています。 

 一方、貯留に関しては、ここに書いてあるように、我々の研究開発の対象外です。貯留に関するエ

ネルギーやコストをどう考えているかという質問に対しては、残念ながら我々の対象外であるため、

検討していません。ではトータルではどうなるかという議論は非公開の場でさせていただきます。 

 もう一点、コークス炉ガス (COG)を使ったときの影響はどうなるのかというご質問は、要するにエ

ネルギーバランスです。高炉で使った分、所内のエネルギーバランスが壊れてどうなるか。これにつ

いても当然検討しており、非公開の場で説明します。 

 それから、水素で直接還元という表現ですが、これは水素を使いカーボンの直接還元を減らすとい

う意味です。水素で直接還元という言葉も世の中にはありますが、COURSE50 の中では、水素反応

が起きたために、水素反応は吸熱反応ですけれども、それを補償する意味でカーボンの直接還元を減

らしますという言葉を使っています。もし誤解があるのならば、そこはそういう意味合いだというこ

とでご理解いただければと思います。 

【谷山主査】 それがこのあたりですね。カーボンの吸熱反応の部分も水素の吸熱反応で置きかえるので、

この熱量自体は余り影響がないということです。 

【一田委員】 先ほどの 10 ページのスライドも一般的にわかりにくいと思うので、もう少しわかりやすい

説明をお願いします。水素還元について、フェーズ Iで試験高炉部分確性、フェーズ IIで試験高炉確

性、実炉部分確性と書いてあります。高炉の専門家は分かると思いますが、部分確性、試験高炉確性、

あるいは実炉部分確性、この辺りはもう少しわかりやすく書いたほうがよいと思います。感想です。 

【日野分科会長】 「確性」の意味を説明して下さい。 

【殿村PL補佐】 「確性」とは、冶金特性も含めたプロセスの特性がいかなるもので、それが目標に達し

ているかどうかを検証するという意味です。ご質問のあった試験高炉の「部分確性」と、次のフェー

ズの「確性」という言葉の使い分けについては、これも資料の一部に不手際があります。さほど明確

に使い分けているのではなく、フェーズが進んだというイメージで書いている部分もあります。申し

訳ありませんが、ここは修正させてください。実炉の部分確性とは、実炉で全て行うわけではなく、

部分的な確性を行うという意味です。 
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【谷山主査】 資料を修正します。 

【日野分科会長】 ほかにありますか。 

【清水委員】 知財について、特許を出願する技術とノウハウとすべき技術の切り分けについて質問します。

特許を出願するのは、ほかの国や会社が同じようなものを真似してつくった場合、すぐにわかるよう

な形でつくるものは特許を出願するということはわかります。ノウハウの場合、これは特許を出願せ

ずに秘匿しておく。そのときに、ほかの国や会社が同じようなことを行ったときに、向こうが先に特

許を出願できない内容のものを選ぶということになるのですか。 

【殿村PL補佐】 基本的に権利化するものと防衛特許で出すものを特許の対象と考えています。防衛特許

は、今ご指摘があったように、ほかが出願しないように防衛の意味で出しておくものです。 

【清水委員】 ノウハウとして切り分けるのはよいのですが、それは、他の国や会社が先に特許として何ら

かの形で書いて出すという可能性がないものを選んでいるのですか。 

【殿村PL補佐】 可能性の低いものを選んでいるつもりです。ただ、ノウハウも2種類用意しています。

特許の形に近い、明細を書いておくことのできるものは書いておく。そこまでいかないけれど技術情

報として整理できるものは整理しておこうと考えています。その2つの情報をもとに、どこかの国が

特許化してきたときに先行となり得る可能性を追求する。ただ、そこは専門的に難しいところもある

ため議論中です。 

【谷山主査】 説明は省きましたが、そのための区分けを簡単に書いています。 

【前分科会長代理】 8ページのプロセス選択理由で、H/Dと生産性のプロットについて教えて下さい。聞

き逃したのですが、Solid Reductionとは具体的にどういうプロセスですか。 

【谷山主査】 直接還元法です。 

【前分科会長代理】 図には生産性が低いものが2つあります。これは基本的にH/Dで決まるのですか。パ

ラメータをH/Dで決めているのは、容量に対しての生産性がどうかというイメージで捉えているので

すか。このグラフの見方、どうして横軸はH/Dで決まるのか教えて下さい。 

【谷山主査】 これも、あくまで概念的なグラフです。縦横比が1に近いプラントはなかなかつくりにくい

ので。 

【前分科会長代理】 容積当たりの生産性と見てよいのですか。 

【殿村PL補佐】 容積当たりというより、H/D1.7や2で見たときに赤の高炉のほうが同じH/Dでありな

がら、大きいものをつくることができるという意味です。Solid Reduction というのはミドレックス

です。高炉のほうが径と高さを同時に大きくできると言っているだけで、非常に粗っぽいグラフです。 

【前分科会長代理】 その2つの使い方は、本当は違う可能性もあるのではないですか。一応倍ぐらいの効

率性を持っているが、シナリオによってはどちらも、ハイブリッドもあり得ると考えてよいのですか。 

【殿村 PL 補佐】 おっしゃるとおりです。COURSE50 では 2030 年までの技術開発という命題がありま

す。2030年までに30%のCO2削減という革新的なことをやりながら、高炉法と同じだけの生産性を

持つものを同時に開発することは不可能だと判断し、高炉法を前提に 30%の CO2削減を行う技術を

開発しています。 

【前分科会長代理】 今、シェールガスが安くなっており、基本的に水素が安くなる方向に行きます。 

【殿村PL補佐】 それも非公開セッションでの議論とさせてください。データも用意しています。 

【前分科会長代理】 わかりました。 

【日野分科会長】 そのほかにありますか。 

【小林委員】 CO2分離に関してトン当たり2,000円というコスト目標があることは承知しています。この

2,000 円のコスト目標をはじめ、全体のプロセスを具現化するに当たってどれぐらいのコストでこの

プロセスを構築するという全体の構想はありますか。部分、部分ではあるのかもしれませんが、これ
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を全部つなぐとどうなるかということについて構想がありますか。 

【殿村PL補佐】 プロジェクトの中に2つの大きな項目があり、片方だけにコスト目標があるのは非常に

不自然だと思うのが一般的な話です。我々も両方にコスト目標を設けたいところですが、実際にはそ

うなっていません。これが実態です。 

【小林委員】 当初は曖昧でもよいかもしれません。しかし、このプロジェクトは8年目です。次のフェー

ズ IIに行くに際には議論するということでよいですか。 

【殿村PL補佐】 それも夕方に議論させてください。 

【清水委員】 コスト目標2,000円/t・CO2は、将来の炭素税の導入などと比べて、2,000円であれば対応で

きるという見通しで行っているのですか。CO2を分離しても、必ずしもビジネスになるわけではあり

ません。本当はないほうがよい出費です。環境保全のために必要ということで取り組んでいると思う

ため、将来の炭素税導入などによるコスト増加、それに対抗して分離によるコストのほうが安いとい

う見通しで取り組んでいるのか、お聞かせ下さい。 

【殿村PL補佐】 長期スケジュールにあります1号機が経済合理性云々の話は、ご指摘のとおり、炭素税

だけかどうかは別にして、そういうものとの比較でどうかという議論になると考えています。 

【清水委員】 波及効果の例として炭酸ガス回収設備の商用化1号機が例として載っています。これはこの

プロジェクトで開発した吸収液を使ったと理解してよいですか。 

【谷山主査】 そうです。 

【中垣委員】 今後の粗鋼生産はどちらかというとスクラップが増えて操業形態が変わってくるのではない

かと予想されています。いろいろな報告書が出ています。スクラップが増えると鉱石の還元の必要性

は基本的に減ってきます。5,000m3規模の高炉は本当に必要かという話が出てくる可能性もあります。

もし小さい容積の炉を建設していくことになると、スケールメリットとして今言っている30%の削減

はどんどん小さくなる可能性があります。その点について何かコメントをお願いします。 

【殿村PL補佐】 まず前半に対しては、我々もCOURSE50をスタートするときに将来の高炉法と電炉ス

クラップ法の量的バランスの予測を勉強しました。その予測に基づいて考えて、電炉法が 100%にな

るわけではなく、残っている高炉からそれなりのCO2が出てくるため、CO2対策は必要であるという

結論を得ています。 

 それから、後半のご質問の意味を十分理解できていないのですが、高炉法での生産量が減って、高

炉の規模を5,000m3から少し落とす環境変化が起こるかというご質問ですか。 

【中垣委員】 中国が台頭してきていることから、全体的に日本の鉄鋼業では一部に余剰が出ている。将来

の見通しも含めると、先ほど27基と言われた規模を維持できなくなると思うのですが。 

【殿村PL補佐】 全体規模はそうだと思います。ただ、その量を調整するときに何で調整するか。例えば、

5,000m3規模の効率のよい高炉は残したいということもあります。したがって、5,000m3が直ちに幾

らに下がるということではありません。ただ、COURSE50で研究している水素還元や送風操作など、

いろいろな知見が出てきたときに、5,000m3、6,000m3 と上げていくのが正しいのかといった冶金的

な検討は出てくると思います。冶金的な検討は余り変わらずに、特性は今の高炉のままで大きさだけ

がどこがよいかという議論になれば、量が減ったときは大きいところを残す対応になると思います。 

【中垣委員】 中国の話をしましたが、知財の説明を見ると、対外的に出している特許は1件です。日本は

13億 tぐらいの排出量でそれを将来半減したところで0.6ギガトン程度の寄与しかなく、今の5,000

万トンという数値は、そのうち1/10ぐらいの規模感になります。それもいっぱいやってということで

す。それよりも、このすばらしい技術を海外に輸出していくという考えや、そのための戦略は議論し

ているのですか。 

【殿村PL補佐】 まず国内といいますか、技術を確立することを優先しています。中国をどう考えている
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かということで、1件と言われましたが、高炉の基本特許を 1件出願しているので中国にも有効だと

考えています。そういう意味で、ご指摘されたことは視野に入れています。 

【小林委員】 今のコメントに関係することです。水素還元を積極的に活用することによって、例えばコー

クスの原料炭、あるいは原料の鉄鉱石、これは海外展開する上ではいろいろ変わってきます。それら

に柔軟に対応できる可能性はあるのですか。それが可能ならば、国内に限らず、海外戦略にも非常に

有効だと主張できると思いますが、いかがでしょうか。 

【殿村 PL 補佐】 COURSE50 の開発を行っており、単に送風操作だけではなく、原料に求められる諸条

件の解明が進んでいます。その知見を生かすケースが増えてありがたいことだと思っています。ただ、

それとは別に、世界全体のマクロトレンド、メガトレンドとして、原料の劣質化という話があります。

それにはいろいろなファクターが入ってきますので、この段階でお答えできない状況です。 

【日野分科会長】 ほかにありませんか。 

【一田委員】 スライドの 16 に IISI-CO2 ブレークスループログラムが載っています。先ほどの説明で、

ULCOSは現在中断していると説明されました。日本だけが官民一体になって進めている状況だと思

います。そういう意味で、ほかのブレークスループログラムがうまくいかない、ULCOSもそうだと

思いますが、その辺はどういう見解をお持ちか、教えて下さい。 

【谷山主査】 ULCOSに関しては、リーマンショック以来、欧州の経済状況が悪いといったことがあって、

研究開発に資金を投じられないと聞いています。 

【殿村PL補佐】 補足します。少なくとも技術開発的ないしは技術的なバリアがあって止まっているとい

うことはありません。谷山主査がコメントされたような別の判断です。 

【日野分科会長】 そのほかにありますか。 

【清水委員】 コークス改良技術について、コークスを改良する中には、原料炭比率を下げて原料炭の資源

制約をなるべく減らすという方向性もあります。今回のプロジェクトではそういった方向性の成果は

上がったのですか。つまり、原料炭の量を変えなければ、先ほど資源の劣化という話もありましたし、

原料炭の値段も様々な条件で変わると思うので、なるべく一般炭を使いたいと思うのですが。 

【菊池部長】 原料炭に関しては、午後の報告で説明しますが、高性能粘結剤を使った検討をしています。

この中で、品位の低い石炭も使って強度を出す配合を検討しています。 

【清水委員】 例えば原料炭の価格急騰に対するブレーキとなる。日本経済にも貢献し得ると考えてよいで

すね。要するに、値段が上がってきたら、原料炭を減らして安い非粘結炭を使うから、価格の急騰に

対するブレーキはかけられるということですね。 

【菊池部長】 それにはなると思います。 

【清水委員】 そういう意味での国に対する貢献はあるということですね。 

【菊池部長】 はい。 

【日野分科会長】 私はStep1の分科会長も務めました。今回の公開資料を読んで、たいへん違っていると

思ったのが、経済性を重んじるとたくさん書かれていることです。本当に27基全部取りかえるのか、

経済的に成り立つか見極めながら、次の段階、要するにフェーズ IIに行くか判断すると書いてありま

す。その辺の見極めは、あと2年ですか、その期間中にフェーズ IIに行く、行かないという判断も今

回のプロジェクトの中身に含まれていると判断してよいですか。全体像として。 

【殿村PL補佐】 意思決定の必要十分条件という考え方で見ますと、まず必要条件、つまり技術がきちん

とできているのかということに対しては先生のご質問のとおりです。今から試験高炉を動かしますの

で、そこで評価を行い、我々の思っていたとおりか判断できると思います。 

 一方、十分条件として、技術開発が予定どおりいったときに、実機になるのかは、先ほどから何度

も言っておりますように、いわゆる外的条件です。その予測が難しく、この2年間でどこまでいける
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のかを我々だけに問われても答え切れないところがあります。それらは午後に議論させてください。 

【日野分科会長】 特許数、あるいは発表数について私も気になりました。例えば、査読なし論文は 23 件

あるけれど、査読つき論文発表数は1件しかない、その辺の戦略的なことは何かあるのですか。 

 それから、世界展開を考えたときに、一田先生からも指摘があったのですが、ULCOSや北米のプ

ログラムは中断しています。南米プログラムのバイオマスは実現する方向にあると思いますが、世界

各国と共同研究に進む場合、それに向けて特許、あるいは審査つきの論文は 1 個しか出していない。

特許にしろ、論文にしろ、数が少ないのは、その辺との関連あるいはこれからの将来感を見越して、

今のところこうなっているということですか。 

【殿村PL補佐】 全世界的に見てCO2対策が置かれている状況が厳しい。例えば欧州でも炉頂ガス還元が

とまり、なかなか難しい状況になっています。それと、我々のアウトプットが少し劣っているという

先生のご指摘だと思うのですが、我々は技術開発を全力で行っているつもりですが、全体感の中で影

響を受けているところは反省点としてあります。 

【日野分科会長】 Step2で経済性を強調していますので、また午後に議論させていただきます。 

【中村委員】 私は逆に特許と論文数は意識しているのではないかと思いました。通常、大学の人間はすぐ

論文を書きたがる。このプロジェクトには大学の先生も結構入っています。多分それを全体でコント

ロールして、特許や論文として出せるものと出せないものを峻別しているからこうなったと思ってい

ます。全体としてそういうことを行った結果ではないのですか。 

【殿村PL補佐】 もちろん管理、コントロールはしています。日野分科会長のご指摘は、そういうことも

しているかもしれないけれど、その根底に世界トップを担ってどんどん前に行こうという情熱に欠け

ているのではないかということだと思います。そのような意識がなければだめだと言われるのは重々

承知しています。それでも我々が置かれている環境というか、条件が余り簡単ではないのは言いわけ

にはなりませんが、そういう日々忸怩たる思いで仕事を進めています。 

【中村委員】 全体を引っ張るのは当然として、この問題は海外に簡単に展開できる話でもありません。

NEDOは評価は慣れていると思いますが、先端技術の分野では論文を出しもしません。そういうとこ

ろも含めてなかなか難しいコントロールをしているのではないかと思いました。 

【殿村PL補佐】 CO2分離回収もいろいろ論文はありますが、水素還元の論文がメインになると思います。

それに関して、ラボでいろいろ行うよりも、パイロットプラントで行うほうが説得力があります。そ

のチャンスがStep1の 4年目に行ったLKABの試験 1回と、今度の試験高炉で来年以降動くもので

す。大物がそこなので、査読つき論文に出せるチャンスもそこにあるという頻度の問題はあります。 

【清水委員】 論文数ですが、事業原簿公開版の添付3に論文リストが掲載されています。これをみると査

読あり論文が結構出ているのではないですか。これは、ことし 1 年、2015 年になってからの話です

か。これはStep1の成果も入っていると思いますが、「化学工学論文集」や「Industrial Engineering 

Chemistry Research」など、定評のある論文誌に何報か出ています。査読あり論文が1というのは、

この論文リストと合わないと思いますがいかがでしょうか。 

【殿村PL補佐】 確かに添付3に載っているとおりです。資料に不備があり申し訳ありませんでした。 

【日野分科会長】 後でチェックしてください。公開資料として、数が合っていないとまずいので。 

【谷山主査】 まことに申しわけございません。 

【日野分科会長】 公開資料の 14/23のコークス改良技術について、横軸はHPC配合、縦軸は強度。これ

は反応性と強度をあらわす図だと説明されたのですが、反応性はどこの軸にとってあるのですか。 

【殿村PL補佐】 反応性はあらわしておりません。 

【日野分科会長】 そうすると、奥行きは何になっているのですか。x、y、zと軸が3つある。 

【殿村PL補佐】 これは非公開セッションで報告させていただきます。強度に及ぼす要因の展開です。こ
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の要因は午後報告しますが、反応性は入っていません。 

【日野分科会長】 そのほかに何か質問がありますか。 

【小林委員】 CO2分離の件に関して、化学吸収と物理吸着の両方があります。これを連携して効率を上げ

るという説明がありました。これはどういうことですか。 

【殿村PL補佐】 製鉄所のローカリティに応じて、例えば排熱が十分にある、電気の供給が可能であるな

ど、いろいろなケースがあります。与えられた条件の中で化学吸収と物理吸着の最適組み合わせが存

在するので、それをどう組み合わせるか。例えば 300℃ぐらいの未利用エネルギーがあったときに、

それを何度まで持っていって、どういう変換をして、どういう使い方をするか、いろいろなバリエー

ションがあります。それの組み合わせのことを言っています。 

【日野分科会長】 詳細は午後に説明があると思います。そのほかに何かありますか。 

 それでは、ありがとうございました。ほかにも細かいことでご意見、ご質問があろうかと思います

が、予定の時間が参りましたので、議題5を終了します。 

 

【非公開セッション】 

6.  プロジェクトの詳細説明 

6.1 全体プロセスの評価・検討 

6.2 鉄鉱石還元への水素活用技術の開発 

6.3 試験高炉によるプロセス評価技術開発 

6.4 コークス炉ガス(COG)改質技術の開発 

6.5 コークス改良技術開発  

6.6 CO2分離回収技術開発 

6.7 未利用排熱活用技術の開発 

6.8 全体プロセスの評価検討・報告 

7.  全体を通しての質疑  

  省略 

 

【公開セッション】 

8.  まとめ・講評 

【日野分科会長】 議題 8「まとめ・講評」のセッションに移ります。中村委員から始めて、最後に私とい

う順序で講評いたします。まず中村先生からお願いします。 

【中村委員】 本プロジェクトが行っている研究は、それほど自分の専門性が強いところではないのですが、

全体として皆さんよくやっていたと思います。私はCOG の水素を使うのでは余り意味がないと誤解

していました。現実的な対応をしていることがきょうの説明を聞いてよくわかりました。 

 次のステップに行くにはまだ大変な問題をクリアしなければいけません。それは技術だけではない

可能性も高いと理解できました。企業だけでなく、政府も含めてきちんとした方針を出さないと次の

ステップに行くのは簡単ではないという気がします。その辺りをぜひ取り組んでほしいと思います。

個々の技術はいろいろなところで使うことができそうなものがたくさんあるというのが実感です。 

【中垣委員】 概要説明の質疑の際に、小林委員からストラテジーの話がよくわからないという指摘があり

ました。私もStep2から参画させてもらった経緯もあって、公開資料ではないのですが、製鉄所全体

評価システムの概要でシミュレーションロジックというページのケース 1～5 のケーススタディや、

どこを目指して試験高炉は動こうとしているのかという説明が最初にあると理解が進んだと思います。 
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 一方、各サブグループの説明を聞いて、いずれも成果は十分上がっていると感じました。特にSG3

は正攻法であり、コストという面はあるかもしれませんが、このCOURSE50の成果として、ばら売

りというわけではありませんが、強調して他に転用することも可能ではないかと感じました。 

 熱回収は、全体として20%のCCSを目標として、10%は高炉内で削減することで30%というター

ゲットを設定しています。もし炉内で 10%削減が難しくなり、CCS側に 25%を振っていくというこ

とになると、どうしても熱が足りなくなります。そういう意味では、この30%というバランスの中で

CCSの20%、炉内の10%という設定は崩せないという印象を持ちました。 

 全体として見ると、非常によく考えられているという印象を持ちました。 

【清水委員】 全体としてよくやっている。特にCO2の分離に関しては大きな進歩が見られる。実用化の事

例も出たということで、非常によいと思います。 

 ただ、コークス炉ガスの改質技術はまだこれから努力を必要とするところもあると思います。これ

も今のプロジェクトだけではなく、バイオマスのガス化などでも同じようなタールトラブルがあり、

改質の需要は非常に高い。だから、信頼性のあるシステムをここでつくれば、他の用途への転用も可

能である。CO2と同様にほかにも展開できるのではないか。ここでの成果の別の用途開発も考えてほ

しいと思います。 

【小林委員】 まず全体の印象ですけれども、個々のSGに関しては高い達成度がある。全体に関しても、

着実にステージ IIの目標を達成するために進捗していると思います。 

 2020年以降のCO2の排出削減をこれからどうするかは、来月（2015年 12月）のCOP21の中で

決めていくことになりますが、その備えとして日本として強いツールを持つ、そのように思います。

製鉄がどうなるかわかりませんが、少なくともここで培った個別技術を横展開することは確実だと思

いますので、ぜひこのまま進めてほしいと思います。 

 水素の活用ということが高炉の効率を高めると説明していますが、ここはもう少し上手に表現する

とわかりやすいと思います。 

 シミュレーション技術は10年前、20年前と全く違うレベルに達しているのは間違いありません。

これをもっと前面に出して次の展開、スケールアップ等につなげていくことを強調してもよい、これ

をさらにブラッシュアップしていくと強く言ってもよいと思いました。 

 それから、個別のSGに関しては、目標設定がゴールへ向かってどうかかわっているかという説明、

どれがどれにかかわって、最後、最初に掲げたゴールに対してどのような道筋にあり、今後どうして

いくかをもう少し上手に説明してもらうとよくわかるというのが印象です。 

【一田委員】 きょう話を聞き、研究開発の目的、目標、内容、進捗、結果、非常にまじめに実行している。

しかもよく問題を整理し、課題も明確だと思いました。 

 ただ、今後必要なのは成果です。高炉からの CO2の削減技術と CO2分離回収技術が大きな柱です

が、何といっても高炉の試験操業を成功させないと次の展開はないと思います。立派な試験高炉の設

備をつくっているので、ぜひ成功させてほしいと思います。 

 きょうの説明の中でも書かれており、お気づきになったと思いますが、幾何学的縮尺比とコークス

の原料の縮尺比が違います。これが、レースウェイができるかできないかというところにかかわって

くると本質的な問題になります。そういう意味で、来年、平成28年から始まる10m3規模の試験高炉

の試験操業に大いに期待したいと思います。 

【前分科会長代理】 私はこのプロジェクトの開始当初から勉強させていただいています。2 年前は本当に

雲をつかむような話と思っていましたが、きょうの中間評価に際していろいろ資料を読み、要素技術

はかなりのレベルに達していると判断しています。この中間目標に対しての成果、取り組み方、課題

を明確にしているかなど、それらは重要ですが、100点満点だと思います。 
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 問題はここからです。1つ目は先行投資を行い、試験設備を先づけでつくり、来年 4月から試験操

業を行う。その試験操業で最低限、見えなかった課題を明確にする。まずそこからです。データや問

題点をきちんと収集して、小林先生が言われたように確実にシミュレーションにフィードバックする。 

 そして、今後の日本の産業形態、外貨の稼ぎ方の1つとして、設備投資を行い利潤を回収するとい

う方法から、多少シミュレーション・オリエンテッドに、エンジニアリングで利潤を稼いでいくパタ

ーンも必要です。こういう巨額な投資に関して世界展開する場合、10年後か20年後かわかりません

が、シミュレーション技術は重要なファクターになります。ここまで来ているのですから、ぜひブラ

ッシュアップしてほしいと思います。 

 最後に、人材の問題です。前回も言ったのですが、ロングランなので、殿村 PL 補佐をはじめ、実

施者はみんなリタイアしています。私もリタイアしています。どうトランスファーするか。そういう

意味で、シミュレーションは1つのパターンです。それ以外に、現場のノウハウ、勘、そういうもの

が必要なので、試験で採用された方がきちんと次へトランスファーできる経験、その仕組みをしっか

り考えてほしい。 

これは NEDO へのお願いです。今まではプロジェクト設備はつくっては潰していました。プロジ

ェクトで作った設備はプロジェクト終了後に壊すことが原則でした。そうではない新しいプラスアル

ファの仕組み。2 年後に実機へ行く場合は実機に行けばよい。それは別のフェーズとして、新しいも

のを投入するのですが、今君津にある試験炉とシミュレーション技術、人、これらを拠点化していく

メニューを考えてほしい。せっかく世界に先んじて次のCO2低エミッション型の製鉄をここで研究し

ているのですから、それを世界の拠点にするための新しいファンディング、世界の研究者が君津へ来

るといったことも別途考えて、人材を担保してほしいと思います。 

【日野分科会長】 それでは、最後に私の感想を述べます。清水先生、前先生と私は Step1、Step2 の両方

を評価しています。前先生も言われたように、Step1 と比べるとかなり実機化に近づいていると実感

し、心強く思いました。これを世界の類似の技術と融合させていくというところで、今の経済状態、

あるいは原料価格が変動していることから、日本以外の類似の目標を持った研究が必ずしもこのプロ

ジェクトのレベルまで来ていない、あるいは途中で頓挫している。その中で、この研究の位置付けを

どうするかしっかり意識を持ってほしい。 

 先ほど、Step1 に比べて Step2 は実機化が目の前にあると言いました。具体的には、例えば CO2

の分離回収は既にトランスファーが始まっています。このプロジェクトのサブテーマ5つ、計算プロ

グラミングなども含めると6ないしは7つは世界のトップレベルまで来ています。これらが世界標準

になるにはどうしたらよいかを、NEDOにもバックアップしてもらい、COURSE50委員会と連帯し

て、実現化といいますか、世界標準にする努力をぜひ行ってほしい。 

 予算の使い方も、前先生が指摘されたように、君津の試験高炉、あのように立派なものができた。

私も NEDO の評価委員を何件か務めたことがありますが、前先生が言われたように、クラッシュす

るのはもったいない。このプロジェクトはトータルで約250億円を使う計画になっています。その予

算を使って作った設備をどのように利用していくか。もう実用化もはっきり見えているので、今後の

展開も公開の資料に書いてありますが、その辺りも視野に入れて、これを日本が率先して、世界に売

り込む技術、あるいは派生させる基礎研究を行ったという立場に立って、ぜひ成果を上げてほしい。

それができるプロジェクトではないかと思いますので、今後とも NEDO にしっかりバックアップし

てほしい。日本の鉄鋼業の技術は世界一です。そこからこういう技術が現実に展開している、そして

それが実際にできたという夢に近づくように今後も皆さんで頑張ってほしいと思います。 

 以上が私の感想です。どうもありがとうございました。 

 それでは、委員の講評が終わりました。推進部長及びプロジェクトリーダーから何か一言ございま
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したら、発言をお願いします。 

【安居部長】 推進部の環境部の安居です。きょうは、長い時間、どうもありがとうございました。 

 ご指摘いただきました点、さらにはアドバイスをいただいた点を含め、まずはフェーズ Iの Step2

の最終目標の達成に向けてしっかり取り組んでいきたいと考えています。 

 本日議論のありました、最終目標とは少し離れますが、実用化というよりも商用化の見通しはどう

か、さらには、海外展開はどうかという議論。標準化というアイデアをいただいていますが、プラン

ト売りをするのか、海外で生産するのか。これは商品売りとは違った側面があります。海外展開の仕

方にはいろいろ難しい議論がありますが、多分、フェーズ IIに行くときに再度、政策当局等も含めて

議論があると思います。 

 議論の中で、CO2の輸送と貯留はどうかという話がありました。鉄鋼だけではなく、火力発電やい

ろいろな CO2排出源をまとめて輸送して埋めるとなると、日本では輸送と貯留だけでさらに CO2ト

ン当たり数千円かかるという試算があります。アメリカですと場所がよければCO2パイプラインがあ

り、つければEORをやるということで、輸送と貯留は必要ありません。逆にCO2トン当たり数千円

で売ることができるので、本日説明したCO2トン当たり2,000円ぐらいのものは、アメリカにおいて

は、EOR を行っているところでは回収できる可能性もあります。しかし、日本でうまくいく見通し

はありません。ご案内のとおり、環境省と協力して、日本近海の帯水層でよい埋め場所はないかとい

って探しているところです。その辺を含め、今後、フェーズ IIに進む際には、そういった議論も政策

当局とともに詰めていく必要があると認識しています。 

 いずれにしても、技術で先行することが日本の国力の源泉ですので、実施者の皆様と協力して、

NEDOとしてもしっかり目標達成に向けて頑張っていきたいと考えています。引き続きご支援、ご指

導をお願いします。 

【上野 PL】 プロジェクトの実施者を代表してご挨拶します。本日は、大変貴重なご意見をいただき、あ

りがとうございます。 

 フェーズ IIの議論もありますが、先ほどからのたくさんのご講評を激励の言葉として受けとめまし

た。まずは試験高炉のいろいろな試験をきちんと実行していくこと、また、その中で今回ここまで進

めてきた技術の確性を図ることが最も重要な任務だと思っています。これまでのいろいろな経緯、検

討結果も踏まえて、まずは試験高炉の立ち上げ、それから確性試験に向けて努力します。 

 あわせまして、これからの鉄鋼業に資する技術がたくさん含まれています。鉄鋼以外にも我々の検

討してきたことが少しでも役に立つように、一つ一つ課題に対して真摯に向かい合って進めていきた

いと思います。今後ともいろいろなご指導をよろしくお願います。 

【日野分科会長】 どうもありがとうございました。 

 

9.  今後の予定、その他 

 

10. 閉会 
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本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて実施する。 

 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究評価では、

以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分科会にて研究評価を行い、評

価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会において確定している。 
● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 
● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＮＥＤＯ 

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者プロジェクトの説明 

評価結果公開 

推進部署 
分科会Ｂ 分科会Ｄ 

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

研究評価部 

研究評価委員会 

推進部署
評価結果の事業等への反映 

ＮＥＤＯ 

評価報告書（案）確定 

理事長

報告

評価報告書（案）作成 

実施者プロジェクトの説明 

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

評価部 

研究評価委員会 

推進部署
評価結果の事業等への反映 

国 民
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１．評価の目的 
 
評価の目的は「技術評価実施規程」において 
● 業務の高度化等の自己改革を促進する 
● 社会に対する説明責任を履行するとともに、経済・社会ニーズを取り込む 
● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を促進する 

としている。 
本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画の妥当性、計

画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等について検討・評価した。 
 
２．評価者 
 
技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識者からなる委

員会方式により評価を行う。分科会委員選定に当たっては以下の事項に配慮して行う。 
● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 
● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 
● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他社会的ニー

ズ関連の専門家、有識者 
● 産業界の専門家、有識者 

 
また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象から除外し、ま

た、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価に関与していない者を主体

とする。 
これらに基づき、委員を分科会委員名簿の通り選任した。 
なお、本分科会の事務局については、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発

機構評価部が担当した。 
 
３．評価対象 
 
「環境調和型製鉄プロセス技術開発（STEP2）」を評価対象とした。 
なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プロジェクトの

内容、成果に関する資料をもって評価した。 
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４．評価方法 
 
分科会においては、当該事業の推進部署及び実施者からのヒアリングと、それを踏まえた

分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価及び実施者側等との議論等により評

価作業を進めた。 
なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認められる場合

等を除き、原則として分科会は公開とし、実施者と意見を交換する形で審議を行うこととし

た。 
 
５．評価項目・評価基準 
 
分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。これは、NEDO

が定める「標準的評価項目・評価基準」をもとに、当該事業の特性を踏まえ、評価事務局が

カスタマイズしたものである。 
評価対象プロジェクトについて、主に事業の目的、計画、運営、達成度、成果の意義、実

用化に向けての取り組みや見通し等を評価した。 
 



「環境調和型製鉄プロセス技術開発（STEP2）」に係る 

評価項目・評価基準 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1)事業目的の妥当性

 内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国際

貢献可能性等の観点から、事業の目的は妥当か。 

 特定の施策・制度の下で実施する「プロジェクト」の場合、当該施策・制度の目標達成

のために寄与しているか。 

(2)ＮＥＤＯの事業としての妥当性

 民間活動のみでは改善できないものであること又は公共性が高いことにより、NEDOの

関与が必要とされる事業か。 

 当該事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、投じた研究開発費

との比較において十分であるか。 

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性

 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標を設定しているか。

 達成度を判定できる明確な目標を設定しているか。

(2) 研究開発計画の妥当性

 目標達成のために妥当なスケジュール及び研究開発費（研究開発項目の配分を含む）

か。 

 目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されているか。 

 計画における要素技術間の関係、順序は適切か。 

 継続または長期の「プロジェクト」の場合、技術蓄積を、実用化の観点から絞り込んで

活用を図っているか。 

(3) 研究開発の実施体制の妥当性

 技術力及び事業化能力を有する実施者を選定しているか。 

 指揮命令系統及び責任体制は明確であり、かつ機能しているか。 

 成果の実用化・事業化の戦略に基づき、実用化の担い手又はユーザーが関与する体制

を構築しているか。 

 目標達成及び効率的実施のために実施者間の連携が必要な場合、実施者間の連携関係

は明確であり、かつ機能しているか。 

 大学または公的研究機関が企業の開発を支援する体制となっている場合、企業の取り

組みに貢献しているか。 

(4) 研究開発の進捗管理の妥当性

 研究開発の進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応しているか。 

 社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、それらの影響を検討し、必

資料 4-2 

参考資料2-4



要に応じて適切に対応しているか。 

(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

 知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当か。 

 知的財産に関する取扱（実施者間の情報管理、秘密保持及び出願・活用ルールを含む）

を整備し、かつ適切に運用しているか。 

３．研究開発成果について 

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

 成果は、中間目標を達成しているか。 

 中間目標未達成の場合、達成できなかった原因を明らかにして、解決の方針を明確に

しているか。 

 成果は、競合技術と比較して優位性があるか。 

 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場合、積

極的に評価する。 

 設定された目標以外の技術成果がある場合、積極的に評価する。 

(2)成果の最終目標の達成可能性

 最終目標を達成できる見通しはあるか。 

 最終目標に向けて、課題とその解決の道筋は明確かつ妥当か。 

(3)成果の普及

 論文等の対外的な発表を、実用化の戦略に沿って適切に行っているか。 

 成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及する取り組みを実用化

の戦略に沿って適切に行っているか。 

 一般に向けて、情報を発信しているか。 

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み

 知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化の戦略に沿って国内外に適切に行っ

ているか。 

４．成果の実用化に向けた取り組み及び見通しについて 

(1)成果の実用化に向けた戦略

 成果の実用化の戦略は、明確かつ妥当か。 

「実用化」の考え方 

当該研究開発の成果が、COURSE50 Phase2 プロジェクトに活用されることを「実用

化」の定義とする。 
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(2)成果の実用化に向けた具体的取り組み

 実用化に向けての課題及びマイルストーンの検討は進んでいるか。 

(3)成果の実用化の見通し

 想定する製品・サービス等に基づき、市場・技術動向等の把握は進んでいるか。 

 顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極

的に評価する。 
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「プロジェクト」の中間評価に係る標準的評価項目・基準 

 

 

「実用化・事業化」の定義を「プロジェクト」毎に定める。以下に例示する。 

「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されるこ

とであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や利用により、

企業活動(売り上げ等)に貢献することをいう。 

 

なお、「プロジェクト」が基礎的・基盤的研究開発に該当する場合は、以下のとおりとする。 

 ・「実用化・事業化」を「実用化」に変更する。 

 ・「4. 成果の実用化に向けての見通し及び取り組みについて」は該当するものを選択する。 

 ・「実用化」の定義を「プロジェクト」毎に定める。以下に例示する。 

「実用化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されるこ

とをいう。 

 

1. 事業の位置付け・必要性について 

(1)  事業の目的の妥当性 

 ・内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国際貢献可

能性等の観点から、事業の目的は妥当か。 

 ・特定の施策・制度の下で実施する「プロジェクト」の場合、当該施策・制度の目標達成のため

に寄与しているか。【該当しない場合、この条項を削除】 

(2) NEDO の事業としての妥当性 

 ・民間活動のみでは改善できないものであること又は公共性が高いことにより、NEDO の関与が必

要とされる事業か。 

 ・当該事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、投じた研究開発費との比較

において十分であるか。 

 

2. 研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性 

 ・内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標を設定しているか。 

 ・達成度を判定できる明確な目標を設定しているか。 

(2) 研究開発計画の妥当性 

 ・目標達成のために妥当なスケジュール及び研究開発費（研究開発項目の配分を含む）か。 

※「プロジェクト」の特徴に応じて、評価基準を見直すことができる。 



 

参考資料 2-8 
 

 ・目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されているか。 

 ・計画における要素技術間の関係、順序は適切か。 

 ・継続または長期の「プロジェクト」の場合、技術蓄積を、実用化の観点から絞り込んで活用を

図っているか。【該当しない場合、この条項を削除】 

(3) 研究開発の実施体制の妥当性 

 ・技術力及び事業化能力を有する実施者を選定しているか。 

 ・指揮命令系統及び責任体制は明確であり、かつ機能しているか。 

 ・成果の実用化・事業化の戦略に基づき、実用化・事業化の担い手又はユーザーが関与する体制

を構築しているか。 

 ・目標達成及び効率的実施のために実施者間の連携が必要な場合、実施者間の連携関係は明確で

あり、かつ機能しているか。【該当しない場合、この条項を削除】 

 ・目標達成及び効率的実施のために実施者間の競争が必要な場合、競争の仕組みがあり、かつ機

能しているか。【該当しない場合、この条項を削除】 

 ・大学または公的研究機関が企業の開発を支援する体制となっている場合、企業の取り組みに貢

献しているか。【該当しない場合、この条項を削除】 

 ・研究管理法人がある場合、研究管理法人の役割は必要・明確であり、かつ機能しているか。【該

当しない場合、この条項を削除】 

(4) 研究開発の進捗管理の妥当性 

 ・研究開発の進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応しているか。 

 ・社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、それらの影響を検討し、必要に応

じて適切に対応しているか。 

(5) 知的財産等に関する戦略の妥当性 

 ・知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当か。 

 ・知的財産に関する取扱（実施者間の情報管理、秘密保持及び出願・活用ルールを含む）を整備

し、かつ適切に運用しているか。 

 ・国際標準化に関する事項を計画している場合、その戦略及び計画は妥当か。【該当しない場合、

この条項を削除】 

  

3. 研究開発成果について 

(1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 

 ・成果は、中間目標を達成しているか。 

 ・中間目標未達成の場合、達成できなかった原因を明らかにして、解決の方針を明確にしている

か。 

 ・成果は、競合技術と比較して優位性があるか。 

 ・世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場合、積極的に

評価する。 

 ・設定された目標以外の技術成果がある場合、積極的に評価する。 

(2) 成果の最終目標の達成可能性 
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 ・最終目標を達成できる見通しはあるか。 

 ・最終目標に向けて、課題とその解決の道筋は明確かつ妥当か。 

(3) 成果の普及 

 ・論文等の対外的な発表を、実用化・事業化の戦略に沿って適切に行っているか。 

 ・成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及する取り組みを実用化・事業化

の戦略に沿って適切に行っているか。 

 ・一般に向けて、情報を発信しているか。 

(4) 知的財産権等の確保に向けた取り組み 

 ・知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化・事業化の戦略に沿って国内外に適切に行っ

ているか。 

 ・国際標準化に関する事項を計画している場合、その計画は順調に進捗しているか。【該当しない

場合、この条項を削除】 

 

4. 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通しについて 【基礎的・基盤的研究開発の場

合を除く】 

(1) 成果の実用化・事業化に向けた戦略 

 ・成果の実用化・事業化の戦略は、明確かつ妥当か。 

 ・想定する市場の規模・成長性等から、経済効果等を期待できるか。 

(2) 成果の実用化・事業化に向けた具体的取り組み 

 ・実用化・事業化に取り組む者の検討は進んでいるか。 

 ・実用化・事業化の計画及びマイルストーンの検討は進んでいるか。 

(3) 成果の実用化・事業化の見通し 

 ・実用化・事業化に向けての課題とその解決方針は明確か。 

 ・想定する製品・サービス等は、市場ニーズ・ユーザーニーズに合致する見通しはあるか。 

 ・競合する製品・サービス等と比較して性能面・コスト面等で優位を確保する見通しはあるか。 

 ・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評

価する。 

 

4. 成果の実用化に向けた取り組み及び見通しについて  【基礎的・基盤的研究開発の場合】 

(1) 成果の実用化に向けた戦略 

 ・成果の実用化の戦略は、明確かつ妥当か。 

(2) 成果の実用化に向けた具体的取り組み 

 ・実用化に向けて、課題及びマイルストーンの検討は進んでいるか。 

(3) 成果の実用化の見通し 

 ・想定する製品・サービス等に基づき、市場・技術動向等の把握は進んでいるか。 

 ・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評

価する。 
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  【基礎的・基盤的研究開発の場合のうち、知的基盤・標準整備等を目標としている場合】 

(1) 成果の実用化に向けた戦略 

 ・知的基盤・標準の整備及び活用の計画は、明確かつ妥当か。 

(2) 成果の実用化に向けた具体的取り組み 

 ・知的基盤・標準を供給・維持するための体制の検討は進んでいるか。 

(3) 成果の実用化の見通し 

 ・整備する知的基盤・標準についての利用の見通しはあるか。 

 ・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評

価する。



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料３ 評価結果の反映について
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「環境調和型製鉄プロセス技術開発（STEP2）」（中間評価）の評価結果の反映について 

 

評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

製鉄所内の排熱回収技術に関しては、対象とする製鉄所によってロ

ケーションが異なるが、オールジャパン体制の利点を生かして、国

内の製鉄所の排熱回収能力を把握しておくことや、各社社内の関係

部署への理解促進を進めておくマネジメントも、実用化の上で重要

になると思われる。 
 
 
SG3、4、5(注)などでの成果は実用化に近く、既存の高炉 
あるいは製鉄プロセス以外にも適用可能な技術として積極的に展

開すべきであり、2030 年を待たずとも一部実用化済みになるよう、

推進されることを期待する。 
 
(注)本事業では、研究開発項目をサブテーマに分割して実施 
SG3：水素還元高炉用コークス改良技術を担当 
SG4：CO2 分離・回収技術を担当 
SG5：未利用顕熱回収技術を担当 

基本計画の全体プロセスの評価・検討を、「国内の製鉄所の排熱回

収能力を加味した代表的な国内製鉄所をモデルとし、製鉄プロセス

全体の最適化を検討し、製鉄所からの CO2 排出量 30%削減を可能

にするための総合的な評価、検討を行う」に修正する。なお、本プ

ロジェクトのために設置した委員会を通じ、事業成果等の周知を図

っているが、引き続き更なる理解促進に努める。 
 
基本計画の成果の普及において、以下に修正する。 
「得られた研究開発成果については、NEDO、実施者とも普及に努

めるものとし、製鉄プロセス以外への早期実用化が見込まれる技術

については、技術の横展開を後押しする。」 
なお、引き続き成果普及のための調査等に努める。 



 

 

 

本研究評価委員会報告は、国立研究開発法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集

しています。 
 
 NEDO 評価部 
 部長 徳岡 麻比古 

 統括主幹 保坂 尚子 

 担当 内田 裕 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（http://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 

 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

      ミューザ川崎セントラルタワー20F 

TEL 044-520-5161  FAX 044-520-5162 
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